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様式２－１－１ 国立研究開発法人 年度評価 評価の概要 

１．評価対象に関する事項

法人名 国立研究開発法人産業技術総合研究所

評価対象事業年

度

年度評価 令和３年度（第５期）

中長期目標期間 令和２年度～令和６年度

２．評価の実施者に関する事項

主務大臣 経済産業大臣

法人所管部局 担当課、責任者

評価点検部局 担当課、責任者

３．評価の実施に関する事項

（経済産業省にて記入）

４．その他評価に関する重要事項

（経済産業省にて記入）
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様式２－１－２ 国立研究開発法人 年度評価 総合評定 

１．全体の評定

評定

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ）

B： 全ての項目において年度計画を着実に達成し、今後顕著な成果の創出や将来

的な成果の創出の期待等が認められるため. 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

A B
評定に至った理由 I-1 産総研の総合力を活かした社会課題の解決

産総研の総合力を活かした社会課題の解決に向けて、領域融合型の研究テーマを設定し全所的なシナジー発揮を促進する研究マネジメントを行った。

令和 3年度は複数の国家プロジェエクト・民間企業との実証実験等を主体的に進め、Q1 ジャーナル掲載をはじめ世界トップレベルの学術成果が多数創出された。「QoL を向

上させる高品質・高機能・高精度な治療・診断技術の開発」の成果としてオンライン診療設備と感染防御診療室を備えたエックス線診療車、「感染防止対策や行動指針の策定

等に繋がる研究開発」の成果である AI によるマスク着用率評価等、複数の技術が社会実装され、社会課題解決に貢献する道筋が明確になった。 

 また「強靭な国土と社会の構築に資する地質情報の整備と地質の評価」における、火山噴火に対する迅速な調査と噴火活動の様式解明は、国の噴火警戒レベル設定等に活

用され報道された。社会全体の緊急課題である新型コロナ感染症対策では、得られた研究成果が政府や自治体、スポーツ団体等で広く活用され、報道された。 

年度当初に計画していた課題に全て適切に対応したとともに、多くの研究テーマで国内外の類似研究と比較して高いレベルの技術開発実績が得られていること、得られた

技術の社会実装に向けて、多くの企業との共同研究等の密接な連携構築など確実な道筋が得られたこと、【重要度：高】、【困難度：高】と設定されたテーマであることなどを

総合的に判断して自己評価を「Ｂ」とした。 

I-2 経済成長・産業競争力の強化に向けた橋渡しの拡充

経済成長・産業競争力の強化に向けた橋渡しの拡充に向けて、研究領域が中心となって各研究開発を推進し、企業連携が期待される研究成果の多くが Q1 ジャーナルをはじ

めとした論文誌に掲載された。また研究成果および産総研の知財に基づき多くの企業連携体制を構築し、共同研究や技術移転を実施した。 

「モビリティエネルギーのための技術の開発」の研究成果が、国際学会で賞を受賞し報道されたのを始め、数件の研究成果が学会で受賞した。 

「電力エネルギー制御技術」の開発では、走査電子顕微鏡画像の各測定ピクセルに電子分光スペクトルを格納する機能を開発・実用化した。 

「人間中心の AI 社会を実現する人工知能技術の開発」の成果である機械学習品質マネジメントガイドラインについて、経済産業省が検討・公表した「AI 原則実践のため

のガバナンス・ガイドライン」作成に貢献し、基盤となる参照文書の一つとして採用された。 

「産業や社会システムの高度化に資するサイバーフィジカルシステム技術の開発」において開発した、秘密計算の要素技術は商用秘密データベースシステム「Query 

Ahead」に採用、実用化され、国内新聞紙上で 2件（日経産業新聞 2件）報道された。秘密計算の市場は 2026 年に 520〜540 億ドル規模の拡大が試算されており（※Everest 

Group 社による推定値）、世界規模での高度なサービスへの活用が期待できる。 

「ライフスペースを拡大するモビリティ技術の開発」成果の国際標準化について、低速自動運転車両の実証に関係して国内委員会に参画して進めてきた ISO 22737 の発行

に至った。また新たに遠隔支援の提案（PWI 7856）も実施した。企業との連携研究室を中心として産総研の拠点で保有するテストコースを用いて実験を行い、拠点利用や人

材育成を促進し、令和 2年度より多く活用された。 

「ナノマテリアル技術の開発」では CNT の毒性及び生分解性評価法の標準化を進め、ISO における技術仕様（TS）として出版された。 

「データ活用の拡大に資する情報通信技術の開発」では、コンソーシアム活動等を通じ、令和 2年度（10 機関）を上回る 11 の外部研究機関が参加した異種材料集積対応の

シャトル試作サービスを実施し、さらに追加の施策を行うことも決定した。

「変化するニーズに対応する製造技術の開発」では、エアロゾルデポジション（AD）法による六価クロムメッキ代替耐摩耗・防錆コーティングを中小企業に技術移転し、

事業規模 10 億円以上を確認した。プレスリリースが新聞報道 8件、企業が新聞報道 1件で取り上げられた。 

「バイオ・メディカル・アグリ産業の高度化を支える計測技術の開発」で開発したβ線場について、改訂中の ISO 6980 への反映を提案した。また、産総研が国際単位系

(SI)にトレーサブルな値を付与した RNA 認証標準物質（NMIJ CRM 6204b）を用い、日米英三か国の研究機関の間で連携体制を構築した。 

研究マネジメントでは、成果の橋渡しをさらに加速させる取り組みとして、新規の冠ラボ設立、冠ラボや OIL の機能強化・制度改善、研究成果の社会実装を支援する制度

改革による地域との連携強化、ベンチャー創出と事業拡大に向けた創業前および創業後支援活動、理事長によるトップセールスなどによる大型連携構築のためのマーケティ

ング力強化、大型ライセンス案件等の創出を目指した知財戦略、及び連携先相手となるターゲットを明確にした広報戦略、研究成果の積極的な発信などのマネジメントを実

施した。 
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以上、年度計画を全て達成しかつ多くの取り組みで水準を満たす成果が得られたこと、水準以上に達したインパクトの大きい成果も得られていること、【困難度：高】と設

定されたテーマであることなどを総合的に判断して、自己評価を「Ｂ」とした。 

I-3 イノベーション・エコシステムを支える基盤整備

長期的な視点も踏まえた技術シーズの更なる創出としての基盤的技術の開発では、研究成果の多くが Nature Index 登録誌を含むハイインパクトジャーナルへの掲載や学会

賞受賞、メディア報道、特許出願、または国際規格の発行に繋がった。「多種多様なデータを収集可能にするセンシングシステム技術の開発」の成果である高耐久性フレキシ

ブル実装技術に関する論文は、エディターによる注目論文として紹介された。「非連続な技術革新をもたらす量子状態制御基礎技術の開発」におけるシリコンスピン量子ビッ

ト集積プロセスの成果は、Google Top20 に該当する国際会議 VLSI Symposium 2021 にてハイライトペーパーに選出された。

標準化の推進においては、国際標準化を見据え ISO 規格の発行や TC への提案を行い、また JIS 制定を見据えた規格案の作成・提案を精力的に行った。海洋生分解性プラス

チック標準化コンソーシアムの設立をはじめ、我が国の産業競争力強化に貢献する国際標準活動を実施している。

研究マネジメントについては、領域横断的な標準化活動を支援することで複数業界にまたがるコンソーシアムの設立、標準化支援体制の整備などの取り組みから、国内外

の標準の提案数を増加させた。技術経営力の強化に資する人材の養成として、イノベーションスクールおよびデザインスクールのカリキュラムを着実に実施することで、社

会での活躍が期待される人材を多数輩出した。 

以上、年度計画に掲げた目標を全て達成し、かつ多くの成果が目標の水準を満たしたこと、などを総合的に判断して、自己評価を「Ｂ」とした。 

上記以外の項目（I-4、II、III、IV）についても年度計画をすべて着実に達成したため「Ｂ」評定とした。 

以上の項目別評定を総合的に判断し、全体評定を「Ｂ」とした。 

なお、この評定は、産業技術総合研究所自己評価検証委員会（令和 4 年 5 月 12 日開催）において、妥当であるとの検証結果を得ている。 

１．自己評価検証委員会 出席者 

仲谷 善雄 委員長 （学校法人立命館 理事・総長・立命館大学長） 

赤井 芳恵 委員   （東芝エネルギーシステムズ株式会社 エネルギーシステム技術開発センター シニアフェロー） 

川﨑 清隆 委員   （弁護士法人 御堂筋法律事務所 弁護士） 

瀧澤 美奈子 委員  （日本科学技術ジャーナリスト会議 副会長） 

中野 裕美 委員  （豊橋技術科学大学 副学長 教授） 

２．検証委員のコメントは次のとおり。 

（全体について） 

・ 自己評価検証結果は妥当とするが、委員会としては「産総研はよく頑張っている」と評価をしている。来年にはこのように実装化された、という社会実装の具体事例

をたくさん報告していただきたい。一方で、新しいことを考えていく上では、基礎も種蒔きも重要である。産総研は基礎研究を重視することを忘れず、それを研究者

と共有してほしい。また経済産業省に対しては、役に立つことや社会実装も（特に産総研については）重要であるが、それに偏った評価を行うのは「研究」という営

みを理解していない。しっかりとした基礎の上に実用化があるので、基礎の重要性も評価する姿勢をもっていただきたい。

・ 国を代表する研究所としてのリーダーシップを発揮し、男性も女性も働きやすい、育児しやすい制度設計を牽引してほしい。また、若手が「博士号を取得しよう、博

士号を取ってこんな研究をしよう」と夢を持てる人事設計を引き続き意欲的に行っていただきたい。

（研究開発の成果の最大化について） 

・ これから、2050 年に向けて社会が大きく変わっていくので、それに向けた対応が必要だと考えている。社会のイメージを描くのは難しいが、「総合知」を活用いただ

き、研究領域の取りこぼしがないようにしていただきたい。
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・ 評価基準に関する問題があるため、全体的に「B」を超える評価を下せないのは致し方ないところと理解したが、もとより定量的評価になじみにくい研究所運営など

は、様々な改革に着手していることから、もう少し高い評価に値するように思った。

・ 産総研が目指すところを組織全体で議論して「産総研ビジョン」を決めたことは素晴らしいと思う。研究者一人一人が、やり甲斐をもって挑戦的な研究を進める（前

向きな失敗をする）状況を見守る「魚の目」と、世界を俯瞰して強み弱みを把握し、イノベーションにつなげる「鳥の目」を両立させ、イノベーションシステムの中

核機関として今後も発展されることを期待している。

・ B の幅が広く、研究・技術の質が高くて多くの受賞があっても社会貢献度が低ければ B、一方成果はそこそこでも目標がクリアできていれば Bとの印象を受けた。研究

者側の気持ちに立てば、モチベーションが下がるのではないかと危惧する。実装化にウェイトを置くことだけが産総研の価値の向上につながるのか？評価基準に疑問

を感じる。

（業務運営について） 

・ リーダーシップのもと、多くの良い取り組みを実施している。場所が分散しているので、管理運営を一元化していくには電子化がキーになる。多少のお金が必要でも

加速する必要がある。さらに施策を加速していくものと期待する。

・ 決裁や業務の効率化においては、やる必要のないことをやらないようにすることも大切。

・ 突出研究人材の採用、博士型任期付研究員の廃止、360 度観察適用の拡大、アントレプレナーシップ研修、ダイバーシティの推進、コンプライアンス推進、地域イノ

ベーション拠点整備など、いずれも重要な取り組みであると感じた。

・ 男性育児休業取得率について、国が 30%の目標値を挙げているので、取得しやすい環境が整うことを願っている。また取得後の評価の透明化など、不利益にならない

制度設計をお願いできればと思う。日本の博士号取得者の低下が進み、若手の任期付きの課題の一部をクリアできるという意味で、博士型任期付き研究員の廃止は評

価できる取り組みだと思う。博士号を持つ若手の研究者が期間に縛られず、良い研究ができることを願っている。

３．各研究領域が進めるテーマを対象として、自己評価検証委員会に先立ち分科会を開催し、主査及び専門委員による確認を行った。確認結果は、主査により分科会報告と

して自己評価検証委員会へ提出された。 

分科会主査および専門委員 

エネルギー・環境領域

関根 泰 主査（早稲田大学 理工学術院 先進理工学部 教授） 

岩田 章裕 専門委員（関西電力株式会社 研究開発室 技術研究所 所長） 

生命工学領域 

木野 邦器 主査（早稲田大学 理工学術院 先進理工学部 応用化学科 理工学術院総合研究所 所長） 

大久保 明子 専門委員（住友ベークライト株式会社 S-バイオ事業部 事業部長） 

加藤 純一 専門委員（広島大学大学院 統合生命科学研究科 教授） 

吉田 有人 専門委員（名古屋大学 学術研究・産学官連携推進本部 研究支援・人材育成部門 主幹 URA） 

情報・人間工学領域 

原山 優子 主査（東北大学 名誉教授） 

岩下 直行 専門委員（京都大学 公共政策大学院 教授） 

芳賀 繁 専門委員（株式会社 社会安全研究所 技術顧問） 

材料・化学領域 

関野 徹 主査（大阪大学 産業科学研究所 所長・教授） 

旭 良司 専門委員（名古屋大学 未来社会創造機構 マテリアルイノベーション研究所 教授） 
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國岡 誠也 専門委員（スズキ株式会社 環境・材料・生産技術開発部 部長） 

長谷部 伸治 専門委員（京都大学 国際高等教育院 特定教授） 

エレクトロニクス・製造領域

財満  鎭明 主査（名城大学大学院  理工学研究科 教授） 

吉良 秀彦 専門委員（NTT エレクトロニクスクロステクノロジ株式会社 テクノロジサービス事業本部 副本部長） 

田島 節子 専門委員（大阪大学 名誉教授） 

野村 武史 専門委員（昭栄化学工業株式会社 取締役） 

地質調査総合センター 

小嶋 智 主査（岐阜大学 工学部 社会基盤工学科 教授） 

三瓶 良和 専門委員（島根大学 総合理工学部 教授） 

山中 佳子 専門委員（名古屋大学大学院 環境学研究科付属 地震火山研究センター 准教授） 

計量標準総合センター 

金澤 秀子 主査（慶應義塾大学 名誉教授） 

神田 玲子 専門委員（国立研究開発法人 量子科学技術研究開発機構 放射線医学研究所 副所長） 

高橋 哲 専門委員（東京大学 先端科学技術研究センター 教授） 

柳内 克昭 専門委員（TDK 株式会社 品質保証本部 半導体解析センター） 

２．法人全体に対する評価

（各項目別評価、法人全体としての業務運営状況等を踏まえ、国立研究開発法人の「研究開発成果の最大化」に向けた法人全体の評価を記述。その際、法人全体の信用を失墜させる事象や外部要因な

ど、法人全体の評価に特に大きな影響を与える事項その他法人全体の単位で評価すべき事項、災害対応など、目標、計画になく項目別評定に反映されていない事項などについても適切に記載）

特に全体の評価に影響を与える事象はなかった。

３．項目別評価の主な課題、改善事項等

（項目別評価で指摘した主な課題、改善事項等で、翌年度以降のフォローアップが必要な事項等を記載。中長期計画及び現時点の年度計画の変更が必要となる事項があれば必ず記載。項目別評価で示

された主な助言、警告等があれば記載）

項目別評価においては、社会的インパクトのある社会実装に結び付いた具体的事例をさらに多く創出することを目指すことを指摘された。一方、2050 年を見据えた長期的観点から社会変化をイメー

ジし、その変化に対応するシーズとなりうる基礎的研究にも配慮することの必要性等が指摘されたので、翌年度以降のフォローアップを行う。社会実装を加速するための支援強化を反映させた中長期

目標の変更に基づき、マネジメントに関する計画を変更する。 

４．その他事項

研究開発に関する審議

会の主な意見

（経済産業省にて記入）

監事の主な意見 （経済産業省にて記入）
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様式２－１－３ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定総括表 

中長期目標（中長期計画） 年度評価
項目別

調書№
備考

中長期目標（中長期計画） 年度評価
項目別

調書№
備考Ｒ２ 

年度

Ｒ３ 

年度

Ｒ４ 

年度

Ｒ５ 

年度

Ｒ６ 

年度

Ｒ２ 

年度

Ｒ３ 

年度

Ｒ４ 

年度

Ｒ５ 

年度

Ｒ６ 

年度

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 Ⅱ．業務運営の改善及び効率化に関する事項

産総研の総合力を活かした社会課題の解決 Ａ Ｂ I－１ Ｂ Ｂ Ⅱ 

経済成長・産業競争力の強化に向けた橋渡しの

拡充
Ａ Ｂ I－２ Ⅲ．財務内容の改善に関する事項

イノベーション・エコシステムを支える基盤整

備
Ａ Ｂ I－３ Ｂ Ｂ Ⅲ 

研究開発成果を最大化する中核的・先駆的な研

究所運営
Ｂ Ｂ I－４ Ⅳ．その他業務運営に関する重要事項

Ｂ Ｂ Ⅳ 

（注）産総研の第５期中長期目標における「研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項」については、当期は同目標に基づき産総研の持つ７つの研究領域という多様性を総合的に活かし

て、「産総研の総合力を活かした社会課題の解決」、「経済成長・産業競争力の強化に向けた橋渡しの拡充」、「イノベーション・エコシステムを支える基盤整備」及び「研究開発成果を最大化する中核的・先駆

的な研究所運営」の 4本柱をミッションとして掲げ、全所的に取り組むこととしているため、本 4本柱を評価項目とし、７研究領域に本部機能（研究マネジメント）を加えた産総研全体を評価の単位とするこ

ととした。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報

Ⅰ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項

関連する政策・施策
我が国全体の科学技術イノベーション政策

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など）
国立研究開発法人産業技術総合研究所法第１１条第１項

当該項目の重要度、困難

度

（必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー

（研究開発評価、政策評価書若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビ

ューシートの番号を記載）

２．主要な経年データ 

①主な参考指標情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

基準値等 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

論文発表数 2,450 2,460 2,232 予算額（千円） 87,595,712 89,028,894 

国際学会

Proceedings 数 

- 182 173 決算額（千円） 

（うち人件費） 

87,365,138 

(40,861,936)

96,071,518 

(40,501,081) 

論文被引用数 - 68,271 83,230 経常費用（千円） 84,117,104 84,612,473 

外部資金獲得総

額（百万円） 29,100 36,473 37,731 
経常利益（千円） △26,620 2,546,238 

民間資金獲得額

（百万円） 10,908 12,452 
行政コスト（千円） 97,826,340 98,732,098 

公的資金獲得額

（百万円） 25,565 25,278 
従事人員数 5,843 6,137 

リサーチアシス

タント採用数

- 465 430

イノベーション

スクール採用数

- 38 49 

知的財産の実施

件数 

- 1,151 1,186 

中堅・中小企業

との共同研究契

約比率（%） 

- 27.7 26.8 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣に

よる評価 主な業務実績等 自己評価 

 I．研究開発の成

果の最大化その

他の業務の質の

向上に関する事

項 

 第５期中長期

目標期間におい

ては、研究開発

の成果の最大化

その他の業務の

質の向上のた

め、産総研の総

合力を活かした

社会課題の解

決、第４期に重

点的に取り組ん

だ「橋渡し」の拡

充、イノベーシ

ョン・エコシス

テムを支える基

盤整備等に取り

組む。その際、別

紙１に掲げる方

針に基づき研究

開発を進める。 

世界の市場や

そのプレイヤー

が急速に変化

し、必要とされ

る研究も変化、

多様化している

情勢に鑑み、産

総研に求められ

る事業に機動的

に対応する。特

に、特措法に基

づき、科学技術

に関する革新的

な知見が発見さ

Ⅰ．研究開発

の成果の最大

化その他の業

務の質の向上

に関する事項 

第５期中長

期目標期間に

おいては、研

究開発の成果

の最大化その

他の業務の質

の 向 上 の た

め、産総研の

総合力を活か

した社会課題

の解決、第４

期に重点的に

取 り 組 ん だ

「橋渡し」の

拡充、イノベ

ーション・エ

コシステムを

支える基盤整

備等に取り組

む。 

特に、産総

研の総合力を

活かした領域

融合による研

究開発をより

一層推進する

ため、研究組

織 に つ い て

は、第４期中

長期目標期間

に設けた７つ

の 研 究 領 域

（ エ ネ ル ギ

ー・環境領域、

外部資金獲得額については、民間資金および公的資金を合せて、37,731 百万

円（377 億円、間接経費を含む）となり、令和 2年度比 103%と大きく上回っ

た。 

内訳をみると、民間資金獲得額は 12,452 百万円（125 億円）であり前年比

114%、公的資金獲得額は 25,278 百万円（253 億円）で前年比 99%であり、特

に民間資金獲得額の増加が大きかった。結果として、令和 3年度の獲得総額

は年度計画で設定した指標値、290.7 億円を大幅に超えた実績となった。 

一方、令和 3年度の論文発表数は 2,232 報であり、指標値である 2,450 報

には至っていない。 

I 全体の自己評価は明示

しないが、項目別自己評

価は I-1 がＢ、I-2 がＢ、

I-3 がＢ、I-4 がＢであ

る。評定に至った理由は

各項目で述べる。 

論文発表数は指標値

を達成出来なかったが、

この原因としては、第 5

期において社会課題解

決のため研究成果の社

会実装に重点を置く観

点から、よりインパクト

の高い論文創出を目指

した結果、量より質が重

視されていることがあ

げられる。論文被引用数

が昨年に比べて大幅に

増加していることもそ

れを裏付けている。 

外部資金獲得額、特に

民間資金獲得額は共に

令和 2年度から増加し、

指標値を大きく上回っ

た。 

研究開発成果と合わ

せ、総合的に目標に達成

した成果と評価した。 

評定 
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れた場合や、そ

の他の科学技術

に関する内外の 

情勢に著しい変

化が生じた場合

に、経済産業大

臣から当該知見

に関する研究開

発その他の対応

を求められた際

は、全所的な体

制を組んで取り

組む。 

評価に当たっ

ては、別紙２に

掲げる評価軸等

に基づいて実施

する。その際、1．

～4．を一定の事

業等のまとまり

と捉えて「評価

単位」とし、質

的・量的、経済

的・社会的・科学

技術的、国際的・

国内的、短期的・

中長期的な観点

等から総合的に

評価する。 

生 命 工 学 領

域、情報・人間

工学領域、材

料・化学領域、

エレクトロニ

クス・製造領

域、地質調査

総 合 セ ン タ

ー、計量標準

総 合 セ ン タ

ー）による研

究体制を維持

しつつも、企

画本部による

全体研究戦略

のもとで領域

融合プロジェ

クトを実施す

る組織体制を

整備する。 

また、世界

の市場やその

プレイヤーが

急 速 に 変 化

し、必要とさ

れる研究も変

化、多様化し

ている情勢に

鑑み、機動的

に対応する。

特に、特措法

に基づき、科

学技術に関す

る革新的な知

見が発見され

た場合や、そ

の他の科学技

術に関する内

外の情勢に著

しい変化が生

じた場合に、

経済産業大臣
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から当該知見

に関する研究

開発その他の

対応を求めら

れた際は、全

所的な体制を

組んで取り組

む。 

第５期中長

期目標期間に

おいて特に重

点的に推進す

るべき研究開

発については

別紙１に掲げ

る と お り と

し、以下の１．

～４．を一定

の事業等のま

とまりと捉え

て評価を実施

する。また、７

つの研究領域

の本中長期目

標期間におけ

る全体的な研

究開発の方向

性は別紙２の

通りとする。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報

Ⅰ―１ 産総研の総合力を活かした社会課題の解決

関連する政策・施策
我が国全体の科学技術イノベーション政策

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など）
国立研究開発法人産業技術総合研究所法第１１条第１項

当該項目の重要度、困難

度

（必要に応じて重要度及び困難度について記載）

重要度：高、困難度：高

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー

（研究開発評価、政策評価書若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビ

ューシートの番号を記載）

２．主要な経年データ 

①主な参考指標情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

基準値等 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

研究開発予算額（千

円） 

25,782,800 30,354,111 

従事人員数 5,522 の内数 5,374 の内数 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣に

よる評価 

主な業務実績等 自己評価 

 １．産総研の総

合力を活かし

た社会課題の

解決 

（１）社会課題

の解決に貢献

する戦略的研

究開発の推進 

SDGs の達成や

エネルギー・環

境制約、少子高

齢化などの社

会課題の解決

と、日本の持続

的な経済成長・

産業競争力の

強化に貢献す

１．産総研の総

合力を活かし

た社会課題の

解決 

（１）社会課題

の解決に貢献

する戦略的研

究開発の推進 

SDGs の達成の

なかでも特に

エネルギー・環

境制約、少子高

齢化等の社会

課題の解決と、

日本の持続的

な経済成長・産

業競争力の強

１．産総研の総合力を活か

した社会課題の解決 

（１）社会課題の解決に貢

献する戦略的研究開発の推

進 

具体的な研究開発の方針は

以下別紙に掲げる。 

○社会課題の解

決に向けて、戦

略的に研究開発

を実施できてい

るか 

○世界最高水

準、社会的イン

パクトの大き

さ、新規性とい

った観点から、

レベルの高い研

究成果を創出で

きているか 

・テーマ設定の

適切性（モニタ

リング指標）

・具体的な研究

開発成果 

・論文数（モニ

「エネルギー・環境制約への対応」に対しては、温室効果ガス大幅削減のための

基盤技術開発として、再生可能エネルギーの大量導入、省エネルギー技術開発の

促進、高効率なエネルギー貯蔵、資源の有効利用、環境リスクの評価・低減など

の技術開発に取り組み、ゼロエミッション社会の実現を目指している。令和 3年

度には、世界で初めて高品質 AlInGaP 層のハイドライド気相成長法（HVPE 法）に

よる成長に成功した超高効率太陽電池（高効率Ⅲ-V 族化合物太陽電池）の開発、

人工光合成技術における可視光を用いて水から水素を生成する際に用いる粉末

光触媒の変換効率向上の条件化、将来の電源構成を反映させたインベントリデー

タベースの作成などの実績を示した。

また、資源循環型社会に向けた資源の高度利用技術とシステム評価技術の開発

として、プラスチックや金属、複合材料等の機能性材料の廃棄物を資源として再

生させるための機能材料循環技術、生産・廃棄で生じる CO2を回収・分離・有用

品に変換する炭素資源循環技術、NOX をはじめとする窒素化合物を回収・分離・

有用品に変換する窒素資源循環技術、バイオマスやポリマーなどの再生可能資源

や砂やリン酸などの未利用資源から実用的な基幹化学品並びに機能性化学品の

製造を可能とする触媒技術、およびこれらの技術を評価するシステム評価技術の

開発に取り組んでいる。令和 3年度には、アルミニウムのセミソリッド（固液共

存）状態での電磁撹拌技術を用いた不純物元素除去技術の高度化、CO2 分離回収

における選択率を従来の高分子膜比で 200 倍にまで向上したイオン液体膜の開

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：産総研の総合力

を活かした社会課題の

解決に向けて、「エネル

ギー・環境制約への対

応」として、温室効果ガ

ス大幅削減、資源の高

度利用及び環境保全と

環境評価・修復・管理

に、「少子高齢化の対

策」として、生産システ

ムの知識記述・獲得支

援、次世代ヘルスケア

サービス、QoL を向上さ

せる高品質・高機能・高

精度な治療・診断技術

の開発、「強靭な国土・

防災への貢献」として、

評定 
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る Society5.0 

の概念に基づ

く革新的なイ

ノベーション

が求められて

いる中、ゼロエ

ミッション社

会、資源循環型

社会、健康長寿

社会等の「持続

可能な社会の

実現」を目指し

て研究開発に

取り組む。特

に、2050 年カ

ーボンニュー

トラルの実現

を目指すため

の新たなエネ

ルギー・環境技

術の開発、健康

寿命の延伸に

貢献する技術

の開発、デジタ

ル革命を促進

する技術の開

発・社会実装な

どに新たに重

点的に取り組

む。 

【重要度：高】

【困難度：高】 

課題先進国

である我が国

が社会課題の

解決と経済成

長を実現する

ために取り組

む研究開発は、

世界でも類例

のない取組で

あり、多様な研

化に貢献する

革新的なイノ

ベーションが

求められてい

る中、ゼロエミ

ッション社会、

資源循環型社

会、健康長寿社

会等の「持続可

能な社会の実

現」を目指して

研究開発に取

り組む。特に、

2050 年カーボ

ンニュートラ

ルの実現を目

指すための新

たなエネルギ

ー・環境技術の

開発、健康寿命

の延伸に貢献

する技術の開

発、デジタル革

命を促進する

技術の開発・社

会実装、感染拡

大防止と社会

経済活動の回

復に貢献する

新型コロナウ

イルス感染症

対策技術の開

発等に重点的

に取り組む。 

具体的には、

エネルギー・環

境制約への対

応においては、

温室効果ガス

大幅削減のた

めの基盤技術

開発や資源循

タリング指標）

等 

発、排ガス中アンモニアと廃水中アンモニウムの分離回収・資源化技術の確立な

どの実績を示した。 

環境保全と開発・利用の調和を実現する環境評価・修復・管理技術の開発とし

て、地圏、海洋、沿岸を対象とした基盤情報整備、環境計測・モニタリング・生

態系影響評価技術の開発、浄化・修復技術開発、リスク評価・経済影響分析、各

種ガイドライン策定を実施し、社会課題の解決に向けた国や自治体の政策、ある

い は 関 連 企 業 、 そ し て 世 界 的 な 取 り 組 み で あ る SDGs （ ゴ ー ル

6,11,12,13,14,15,17）に貢献する取組を実施している。令和 3 年度には、坑廃

水中の重金属類等の時間変化を予測可能なベイズ階層対数線形モデルの開発、人

間活動により陸域から過度に供給されるリン酸塩がサンゴの生育を妨げるメカ

ニズムの解明、鉱山の坑廃水等の水質・水位の超省電力遠隔モニタリング技術の

開発などの実績を示した。 

「少子高齢化の対策」に対しては、全ての産業分野で労働生産性の向上と技能

の継承・高度化に資する技術の開発として、労働生産人口の低下に対して、人の

柔軟性と機械の作業性効率化を同時に実現する人と機械との協調作業に係る技

術を活用し、一人あたりの生産性を向上させること、ロボットの自律動作と人の

計測技術を組み合わせた遠隔操作技術の高度化により、時間、居住場所に依存し

ない就労環境を実現し、さらに QoW の向上を図ることで潜在的な就労困難な人た

ちの雇用を生み出すこと、熟練作業のデータ化を進めつつ、その技術の知識をデ

ータと紐付けて分析する知識構造化により、高齢化による熟練技術の喪失を防ぐ

こと等の研究を推進している。令和 3年度には、ものづくり企業の生産現場での

計画・運用に関する暗黙知を組み込んだ生産システムシミュレータの開発、遠隔

仮想現実（VR）システムの開発、工場部品供給におけるエラーリカバリーを具体

例として取り上げた遠隔介入向けのプラットフォーム並びにロボット制御技術

の開発などの実績を示した。 

生活に溶け込む先端技術を活用した次世代ヘルスケアサービスに資する技術

の開発として、健康寿命の延伸に貢献すべく、個人の心身状態のモニタリングや

健康・医療ビッグデータの活用により疾病予兆を早期に発見し、日常生活への介

入により健康寿命の延伸につながる行動変容を促す等、次世代ヘルスケアサービ

スの創出に資する技術開発を進めている。令和 3年度には、日常生活行動から軽

度認知症を識別するアルゴリズム開発による、80%以上の精度で健常高齢者と軽

度認知障害者・認知症者を識別することの成功、着衣型連続血圧計に搭載するデ

バイスのフレキシブル化に成功、ヘルスケアサービスの実施に向けたデータ・サ

ービスプラットフォームの試作などの実績を示した。 

QoL を向上させる高品質・高機能・高精度な治療・診断技術の開発として、疾

病をごく初期段階で発見可能であり、また罹患した時も QoL を低下させることな

く社会復帰できるような信頼性の高い医療を日本中どこにいても享受できるシ

ステム（ユニバーサルメディカルアクセス）の構築が必要である。健康寿命延伸

の実現に貢献する、診断や医用材料を活用した治療に関わる技術および機器の開

発、医療介入から回復期リハビリテーションまで活動的な心身状態を維持向上さ

せる技術の開発を推進している。令和 3年度には、脳卒中に対する新しい治療法

のための脳虚血部位に高発現する E-セレクチンに対するリガンドを導入したエ

地質情報の整備と地質

の評価、インフラ長寿

命化対策等について、

「新型コロナウイルス

感染症の対策」として、

感染防止対策や行動指

針の策定などの研究テ

ーマを推進した。各テ

ーマは、領域融合型の

研究として複数の国家

プロジェクト・民間企

業との実証実験等を主

体的に進め、世界トッ

プレベルの学術成果が

多数創出されている。

また、複数の技術が社

会実装され、社会課題

解決に貢献する道筋が

明確になっている。 

以上、年度当初に計

画していた課題に全て

適切に対応したととも

に、多くの研究テーマ

で国内外の類似研究と

比較して高いレベルの

技術開発実績が得られ

ていること、得られた

技術の社会実装に向け

て多くの企業との密接

な連携など確実な道筋

が得られたこと、【重要

度：高】、【困難度：高】

と設定されたテーマで

あることなど総合的に

判断して自己評価を

「Ｂ」とした。 

＜課題と対応＞ 

中長期計画の達成を目

指しつつも、可能な限

り迅速に社会的インパ

クトのある社会実装を
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究を効果的か

つ着実に実施

していく必要

があるため。 

環型社会に向

けた資源の高

度利用技術と

システム評価

技術の開発、環

境保全と開発・

利用の調和を

実現する環境

評価・修復・管

理技術の開発

等に取り組む。 

少子高齢化

の対策におい

ては、全ての産

業分野で労働

生産性の向上

と技能の継承・

高度化に資す

る技術の開発

や生活に溶け

込む先端技術

を活用した次

世代ヘルスケ

アサービスに

資する技術の

開発、QoL を向

上させる高品

質・高機能・高

精度な治療・診

断技術の開発

等に取り組む。 

強靭な国土・

防災への貢献

においては、強

靭な国土と社

会の構築に資

する地質情報

の整備と地質

の評価や持続

可能な安全・安

心社会のため

の革新的イン

クソソームの開発、病院外での新型コロナウイルス感染症陽性患者のメディカル

チェックを行うことが可能なオンライン診療設備と感染防護診療室を備えたエ

ックス線診療車の実証研究などの実績を示した。 

「強靭な国土・防災への貢献」に対しては、強靭な国土と社会の構築に資する

地質情報の整備と地質の評価について、「国土強靱化基本計画」への施策として

「過去に発生した災害要因の解析評価」並びに「地下水等総合観測施設の整備」

が位置づけられている。また、「防災・減災、国土強靱化のための 5 か年加速化

対策」においては、重点的に取り組むべき対策として、防災計画に資する活断層

および火山情報の解析・評価、集約・情報提供が挙げられている。一方、防災対

応を行う地方自治体からは、ハザードマップの作成や防災・避難計画の立案等に

際して、地質災害の履歴や地球科学情報や知見の提供を求められる機会も増加し

ており、国や地方自治体等への成果発信を主とする研究を進めている。令和 3年

度には、地震発生確率が不明な Xランク活断層のデータ取得、火山地質図・デー

タベースの整備における新たな地質図シリーズ「大規模火砕流分布図」の公表開

始、阿蘇中岳噴火および福徳岡ノ場噴火における噴火直後の緊急調査実施などの

実績を示した。 

持続可能な安全・安心社会のための革新的インフラ健全性診断技術及び長寿命

化技術の開発として、今後急増する老朽化した社会インフラの健全性保証のた

め、予防保全に資する検査の新規要素技術、検査の自動化・省力化のための IT の

活用、構造の長寿命化に資する材料などの技術開発が必要である。医療分野で用

いられている３次元像構成技術を構造物検査にも適用し欠陥検出の高度化、非破

壊・遠隔でコンクリート劣化評価が可能な近赤外分光利用診断装置の開発、検査

の自動化・省力化技術としてドローン空撮による構造物の変形分布計測技術の開

発、インフラを長寿命化する技術として防錆・耐候性コーティング技術の開発、

高い熱伝導率を有す添加元素の総量が少ない合金を対象に高い加工性を実現す

る Mg 合金組成の探索を推進している。令和 3 年度には、ドローン空撮による構

造物の変形計測を実現するための技術開発、熱伝導性、室温成形性、強度に優れ

た軽量なマグネシウム合金の組成開発などの実績を示した。 

「新型コロナウイルス感染症の対策」に対しては、AI による観戦中のマスク着

用率評価、リモートセンシング技術を用いた人流解析等、イベントでの感染予防

のためのリスク評価、公共交通機関の実車両を用いた換気性能の実証試験、大型

施設における模擬飛沫・エアロゾルの拡散試験を実施した。また、新型コロナウ

イルスの簡便・迅速な抗体検査チップシステムの開発、検査試料前濃縮処理技術

の開発、PCR検査の信頼性向上のための内部標準物質を使用した実証試験の実施、

接触感染抑制ウイルスバリアコート剤および評価技術の開発、非接触検温の確か

な温度基準となる平面黒体炉の開発など、喫緊の社会課題である新型コロナウイ

ルス感染症対策のための研究開発等に取り組んだ。

また、「戦略的研究マネジメントの推進」として、融合研究加速の支援のため

の「研究戦略企画部」の設置、令和 3年度にまとめられた国家戦略「第 3期知的

基盤整備計画」に「地質情報分野」、「計量標準・計測分野」、「カーボンニュート

ラル」、「国土強靭化（防災・強靭化）」および「新型コロナウイルス」の各項目

で、産総研の成果を反映させた。 

実現することが第一の

課題である。そのため

には、解決すべき社会

課題からのバックキャ

ストにより設定・実施

した研究テーマについ

て、昨今の社会情勢を

踏まえた上で、目標と

しているマイルストー

ンの水準を適切に見極

め、必要に応じて目指

すべき技術の開発ポイ

ントを明確に選別し、

メリハリを付けた開発

目標の設定が重要であ

る。特に、社会のニーズ

を踏まえて産総研とし

て注力すべきテーマで

あるか、国内外の類似

研究との差異や優位性

はどこにあるのか世の

中での立ち位置を明確

にし、研究開発を進め

る必要がある。また、技

術の最終的出口とその

時期、想定される社会

的規模など、技術開発

の全体スコープを常に

意識した研究開発を推

進すべきである。マネ

ジメントについても、

融合プロジェクト体制

を必要に応じて柔軟に

見直し、強力な推進体

制を構築すべきであ

る。 
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フラ健全性診

断技術及び長

寿命化技術の

開発等に取り

組む。 

新型コロナ

ウイルス感染

症の対策にお

いては、感染防

止対策や行動

指針の策定等

に繋がる研究

開発等に取り

組む。 

別紙 

１．エネルギ

ー・環境制約へ

の対応 

〇温室効果ガ

ス大幅削減の

ための基盤技

術開発 

温室効果ガス

の削減目標を

達成するため

に、新たな環境

技術に関する

基盤研究を国

際協調のもと

で推進し、再生

可能エネルギ

ーの大量導入

を始めとした

実証研究によ

り、ゼロエミッ

ション社会の

実現を目指す。 

１．エネルギ

ー・環境制約へ

の対応 

〇温室効果ガ

ス大幅削減の

ための基盤技

術開発 

温室効果ガス

の削減目標を

達成するため

に、新たな環境

技術に関する

基盤研究を国

際協調のもと

で推進し、再生

可能エネルギ

ーの大量導入

を始めとした

実証研究によ

り、ゼロエミッ

ション社会の

実現を目指す。

今後の社会情

１．エネルギー・環境制約

への対応 

〇温室効果ガス大幅削減の

ための基盤技術開発 

・超高効率太陽電池ではハ

イドライド気相成長法の量

産化装置の導入を、超軽量

太陽電池ではペロブスカイ

ト太陽電池のフレキシブル

化プロセス技術の開発及び

CIS 系太陽電池の不純物添

加制御など高性能化要素技

術の開発を進める。 

・PV システムの安全性・信

頼性に関して、傾斜地、営

農、水上型システムの設計・

施工ガイドライン策定に資

する実証データを収集す

る。 

・人工光合成技術では水素

a) 超高効率太陽電池（高効率Ⅲ-V 族化合物太陽電池）では、世界で初めて高品

質 AlInGaP 層のハイドライド気相成長法（HVPE 法）による成長に成功し、これを

利用することで InGaP/GaAs 2 接合セルで HVPE として世界最高の 28.3%を達成し

た。また、GaAs 太陽電池で基板から剥離後も性能が維持されることを世界で初め

て示し、基板再利用が可能であることを実証するなどの成果を上げた。これらは

量産化装置の基本設計の改善に資するものであり、高効率Ⅲ-V 族化合物太陽電

池の普及拡大への道筋をつけた。本成果は Q1 ジャーナルへの掲載（Prog 

Photovolt, 29, 1285 (2021)）、Prog Photovolt 誌表紙への採用、複数の受賞（日

本太陽光発電学会 2021 年 Innovative PV 賞、第 10 回 エヌエフ基金研究開発奨

励賞、第 68 回 応用物理学会春季学術講演会 Poster award）につながった。 

超軽量太陽電池では、ペロブスカイト材料の結晶成長メカニズムを明らかに

し、フレキシブル基板上での高結晶化プロセス技術の指針を得ることができた。

本成果は Q1 ジャーナルに掲載された（ACS Appl Mater Interfaces, 13, 22559 

(2021)）。 

 CIS 系太陽電池では、CIS 系光吸収層表面の銅欠乏相とアルカリ金属添加効果

の関係を明らかにし、高効率化技術を開発した。本成果は、Q1 ジャーナル 2報に

掲載され（Phys Rev Appl, 15, 054005 (2021)等）、プレスリリース及び成果の

新聞等での報道（6月 1日 日刊工業新聞、Yahoo!ニュース等計 16 件）につなが

った。 

 PV システムの安全性・信頼性に関しては、傾斜地、営農、水上型システムの設

計・施工ガイドライン策定に資する実証データを収集し、水上型 PV システムに

ついては電気事業法規制と連動した設計・施工ガイドラインを公開した。本成果

は、福島県からの補助金事業獲得につながった。 

b) 人工光合成技術では、可視光を用いて水から水素を生成する際に用いる粉末

目標の水準を満たして

いる。 

複数の国家プロジェ

クトや、民間企業との

共同研究、技術コンサ

ルティング等を主体的

に推進することによっ

て、当初想定した目標

をすべて達成し、ゼロ

エミッション社会実現

に向けた基盤技術とし

ての社会実装の道筋を

明確にした。これらの

成果をハイインパクト

論文誌での発表やプレ

スリリース、新聞報道

などで広く発信するこ

とにより、社会的な注

目を浴びた。以上より、

総合的に目標の水準を

満たしていると判断す

る。 
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勢やマーケテ

ィングにより

変更される可

能性はあるが、

現時点では次

の研究開発が

見込まれる。 

・超高効率、超

軽量等の特徴

を持つ高機能

太陽電池、長期

安定電源とし

て導入・拡大す

るための性能

評価技術並び

にシステムの

安全性・信頼性

や電力系統と

の親和性を高

める技術等の

開発を行う。 

・水素の製造・

貯蔵・利用に関

する技術開発

において、太陽

光やバイオマ

スエネルギー

等を利用して、

二酸化炭素か

ら有用化学品

等を製造する

技術並びに再

生可能エネル

ギーの貯蔵や

輸送に資する、

水素エネルギ

ーキャリア及

びシステムの

高度化技術を

開発する。 

・深部超臨界

地熱システム

製造及び有用化学品を高効

率に製造するための電極触

媒技術の高度化を進める。

吸蔵合金を用いた水素貯蔵

では、輸送用高圧水素や産

業用燃料電池車両などへの

実用に資する昇圧に必要な

要素技術を検討するととも

に、企業と共同で水素貯蔵

装置の実証実験を進める。

二酸化炭素を利用したエネ

ルギーキャリアでは反応機

構解析に基づいた触媒技術

の高度化による変換効率の

向上を進める。アンモニア

合成では、変動再エネ対応

型プロセスの構築を進め

る。水素キャリア利用技術

では、水素、アンモニア等

の専焼及び混焼技術の開発

を行う。 

・深部超臨界地熱システム

を利用したギガワット級発

電技術の開発に関して、令

和２年度に有望とされた地

点について、国内研究者の

リーダーシップを取り、超

臨界地熱システムの詳細モ

デル化、抽熱可能量推定、

最適発電システム導出等を

行う。また、地中熱ポテン

シャル評価の全国展開を想

定し、関西や九州地方など

冷房負荷の割合が多くなる

地域における地中熱ポテン

シャル評価を実施する。さ

らに、従来の「開発可能性

マップ」としての地中熱ポ

テンシャル評価に加えて、

システム設計に必要なパラ

メータである「見かけ熱伝

導率」の推定手法を開発す

光触媒の変換効率向上の条件を明らかにした。本成果を Q1 ジャーナル掲載

（Nature Communications, 12, 7055 (2021)）、プレスリリースの新聞報道（12

月 8 日 日刊工業新聞、12 月 13 日 化学工業日報、等 4件）につなげた。 

 水素吸蔵合金による水素貯蔵技術について、実用化に資する昇圧に必要な要素

技術を検討し、室温で 20〜35 MPa の水素吸蔵圧力を示す Ti 系合金材料を開発す

るとともに、高い圧縮比を得るために有効な組成条件を見出した。本成果は Q1

ジャーナルに掲載された（Int J Hydrogen Energy, 46, 36369 (2021)）。 

 また、再生可能エネルギーを利用した水素のオンサイト製造・貯蔵・利用の地

産地消モデルでの実証を企業と共同で行い、実験値をベースとした運転の年間シ

ミュレーションで、実証機を導入した場合はこれを導入しない場合に比べ CO2削

減量が 50%以上となるなど、様々な天候における有効性を見出した。本成果は学

会発表を行い、複数の新聞で報道された（1月 18 日 電気新聞等、2件）。

 二酸化炭素を利用したエネルギーキャリアでは、二酸化炭素からメタノールを

合成する触媒の構造を改良し、低温・低圧下での合成性能を令和 2年度の実績と

比べて 1.5 倍向上させた。本成果は Q1 ジャーナルに掲載された（ACS Catal, 11, 

5776, (2021)）。 

アンモニア合成では、一酸化窒素と一酸化炭素と水を原料に 150℃で 90%の NOx

転化率を達成する触媒を、一酸化窒素と水素を原料に 100℃で NOx転化率 100%を

達成する触媒を開発し、1件の特許出願を行った。 

 水素キャリア利用技術では、省エネ・低コスト化に資する液体アンモニア専焼

技術を基盤に着火・保炎条件をマップ化し、新たに設計した燃焼器により 50kW

マイクロガスタービン実機での発電実証に繋げることに成功した。これらの成果

により、特許登録および特許出願を 1件ずつ行い、複数の新聞等の報道（1月 10

日 日刊工業新聞等、10 件）や国家プロジェクトの獲得にもつながった。 

c) ギガワット級発電技術の開発に関して、令和 3年度から 4年間の国立研究開

発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）プロジェクトを受託した。

令和 3年度は、令和 2年度に有望とされた地点を対象とし、詳細調査・探査を通

じた超臨界地熱システム精緻モデル化手法、および抽出熱可能量推定手法ならび

に最適発電システム導出法を決定し、成果を Q1 ジャーナル 3 報で発表した

（Geothermics, 100, 102320 (2021)、等 3報）。 

また、パイロット孔・試掘井での調査・試験プランを策定した。 

 関西や九州地方の地中熱ポテンシャル評価について、佐賀県唐津地域における

地中熱ポテンシャル評価の基礎データとして地質資料をコンパイルし、地質デー

タベースを構築した。「見かけ熱伝導率」の推定手法の開発に関して、研究対象

地域である京都盆地と沖縄本島における地質調査および熱応答試験を実施し、見

かけ熱伝導率推定のための基礎データを収集した。特に令和 3年度は、深度 100 

mの地質ボーリング調査および熱応答試験を実施し、実証試験地の水文地質構造・

熱構造の概要を明らかにした。本成果により、企業との共同研究が 1件締結され

た。 

d) 電気化学デバイスのエネルギー密度向上については、固体酸化物形燃料電池
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を利用したギ

ガワット級地

熱発電等の地

熱関連研究開

発を行う。ま

た、地下浅部の

未利用熱を活

用する地中熱

システムの社

会実装を目指

し、地中熱資源

のポテンシャ

ルマッピング、

利用技術開発

を行う。 

・エネルギー

変換・貯蔵に利

用される電気

化学デバイス

及び熱電変換

デバイスにつ

いて、材料性能

の向上、評価技

術の高度化等

の開発を行う。 

・再生可能エ

ネルギーの大

量導入に伴う

電力品質の低

下リスクを改

善するため、太

陽光や風力等

の中核要素技

術やアセスメ

ント技術、需給

調整力を拡充

するためのエ

ネルギーネッ

トワーク技術

の開発を行う。 

・適正なリス

ク管理のため

る。 

・電気化学デバイスのエネ

ルギー密度向上、信頼性・

安定性向上に向けて、

nanoSIMS や放射光施設を

活用した新しい分析手法の

開発、国際共同研究の実施

を通して、劣化機構や機能

発現機構の解明に取り組む

とともに、微細構造制御に

よる高機能材料開発に取り

組む。熱電変換デバイスに

ついては、高効率化に向け

て、ナノ構造制御と電子バ

ンド構造制御を組み合わせ

た新しい材料設計指針の開

発に着手するとともに、高

温安定発電などの信頼性向

上に向け、原子・ナノレベ

ルでの劣化挙動の解明を進

める。 

・太陽光発電及び風力発電

の大量導入に向けた要素技

術の開発を行う。スマート

インバータや模擬慣性付き

インバータ等の機能評価・

認 証 試 験 に 向 け た

Hardware-In-the-Loop 方

式の開発を行い、国内向け

試験法の開発を行う。風力

発電技術については、スキ

ャニング LIDAR による洋上

風況観測を継続し実証評価

を進めるとともに、プラズ

マ気流制御技術等の要素技

術の開発と実証を継続し、

企業との連携による実用化

や標準化に向けた統合技術

を実証するための実験環境

を整備する。 

・都市鉱山における物理選

別プロセスの開発では、高

（SOFC）用空気極の構造をナノメートルスケールで制御し、自己組織化したナノ

コンポジット薄膜電極およびナノ柱状多孔質集電層を開発し、燃料極支持型SOFC

とすることで、世界最高レベルの出力密度（700℃で 4.5 W/cm2以上、600℃でも

1.5 W/cm2）を達成した。本成果は Q1 ジャーナルに掲載され（Nat Commun, 12,

3979 (2021)）、プレスリリースした成果の新聞等での報道（6月 28 日 日刊工業

新聞、東京新聞等、5件）につながった。

 また、SOFC や固体酸化物形電解セル(SOEC)の劣化機構や機能発現機構につい

て、NanoSIMS 等先端分析技術を用いたデバイス界面の詳細分析により解明した。

熱電変換デバイスについては、ナノ構造制御及び電子バンド構造制御に基づく材

料設計指針の開発及び、素子の劣化挙動解明を行い、半世紀に亘り熱電性能の記

録が破られておらず唯一実用化されている Bi2Te3 系に匹敵する発電性能を有す

る、室温から 300℃までの熱源を利用可能な熱電モジュールを開発した。これら

の成果は複数の Q1 ジャーナルに掲載され（Joule, 5, 1196 (2021)等 2 報）、プ

レスリリースと新聞報道に至ったほか（4月 19 日 日刊工業新聞等、8件）、企業

共同研究 1件および技術コンサルティング 1件の締結につなげた。 

e) 次世代インバータに関する基盤技術としての技術要件（定義・機能等）を明

らかにし、擬似慣性力を実装したプロトタイプと、Hardware-In-the-Loop 方式の

試験技術を開発した。その効果や影響を検証し、装置の標準的な機器仕様および

試験法を提言した報告書が公開される見通しである。 

 風力発電については、青森県六ヶ所村において、複数のスキャニング LIDAR を

使用した国内初の大規模で長期間の野外実験を展開し、信頼性の高い実証データ

を取得した。また、スキャニング LIDAR により、従来法に比べて 1/10 コストで

同等精度を達成できる手法を実証した。これらの成果は国際誌に掲載された。 

 プラズマ気流制御技術等の流れ制御デバイスや高解像度 LIDAR 等を含む複数

の要素技術に関する開発と実証を、複数の国内企業、大学と共同で推進するプロ

ジェクト「福島県における再生可能エネルギーの導入促進のための支援事業費補

助金（福島再生可能エネルギー研究所最先端研究・拠点化支援事業）風力発電の

維持管理等の技術開発・人材育成拠点の形成」（令和 3年～令和 7年）を受託し、

大型試験装置（エロージョン試験装置、高電圧試験、風洞、等）の導入や整備を

進めるとともに、委員会・WG を組織し国内企業と連携する体制を構築した。本成

果により、企業との技術コンサルティング契約を 9件締結した。 

f) 都市鉱山の物理選別では、開発した無人選別プラントの各要素選別装置(ベン

チスケール機)の装置を連結・連動したシステムの動作実験を実施し、実証フェ

ーズの課題を明確化した。これらの成果は動静脈情報連携に関する NEDO プロジ

ェクトの追加項目に採択され、課題の検討を開始した。 

 さらに、廃製品から金属と同時に排出される廃プラに対し、高度選別を実現す

る新規 NEDO プロジェクトに採択され、開発を開始した。これらの成果は、複数

の Q1 ジャーナルを含む 10 報の論文として発表されたほか（Miner Eng, 176, 

107327 (2022)等 Q1 ジャーナル 5 報）、7 件の特許出願、企業との共同研究契約

（3件）や技術コンサルティング契約（4件）の締結にもつなげた。 
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の環境診断技

術、客観性の高

い環境影響評

価技術並びに

水処理等の対

策技術を開発

する。また、環

境制約下で資

源の安定供給

を可能とする、

都市鉱山等に

おける資源循

環技術の開発

を行う。 

・エネルギー・

環境制約に対

応するために、

化学物質や材

料、エネルギー

の環境リスク

やフィジカル

リスクに関す

る評価研究と

産業のイノベ

ーションを支

える技術の社

会実装を支援

する研究開発

を行う。 

品位小型家電向け無人選別

システムの構築に向け、開

発要素装置を連結・連動し

たシステムの動作実験を実

施し、実証フェーズのため

の検討課題を明確化する。

化学分離プロセスでは、希

土類元素の新規溶融塩プロ

セス及び新規湿式相互分離

法における分離機構を解明

するとともに、リチウムイ

オン電池正極材からのリチ

ウム回収率 80％を達成す

る。 

・化学物質や材料、エネル

ギーの環境リスクやフィジ

カルリスクに関する評価研

究として、地球温暖化係数

の小さい R290（プロパン）

等の次世代冷媒について、

事故シナリオの検討ととも

に、爆発ピット等での実験

により、漏洩拡散した冷媒

ガスの爆発威力や機器類の

点火能の評価結果を得る。

また、技術の社会実装を支

援する研究開発として、

「2050 年カーボンニュー

トラル」を想定した将来技

術評価のため、インベント

リデータベース IDEA につ

いて令和 32 年（2050 年）

までの電源構成を考慮した

拡張を行う。 

化学分離プロセスでは、プロセス連続化の要となる廃磁石の連続給排出システ

ムを試作・実証したほか、SPring-8 で白色 X線回折を行い、溶融塩中での合金化

/脱合金化反応機構解明に有用な知見を得た。本成果は Q1 ジャーナルに掲載され

た（J Electrochem Soc, 168, 122503 (2021)）。 

 また、リチウムイオン電池の正極活物質モデルに炭素還元法を適用すること

で、リチウム回収率（水浸出率）は年度計画の目標値である 80%を達成した。こ

れらの成果は複数の Q1 ジャーナルに掲載された（Resour Conserv Recycl, 167, 

105382 (2021)等 4 報）。 

g) 次世代冷媒であるプロパンの漏洩環境における電気機器等の点火能を評価

し、次世代冷媒のリスク評価に資するデータを取得した。データは日本冷凍空調

工業会によるリスク評価に用いられ、国際規格（IEC）を制定する際に参照され

るとともに、機器の安全設計の指針としても用いられる。 

IDEAv3.0 をベースに、将来の電源構成を反映させたインベントリデータベー

スを作成した。これにより 2030 年、2050 年の各産業の GHG 排出を推定すること

ができるようになった。本成果に基づき、企業（総合化学メーカー）との技術コ

ンサルティング 1件が締結された。

〇資源循環型

社会に向けた

資源の高度利

用技術とシス

テム評価技術

の開発 

〇資源循環型

社会に向けた

資源の高度利

用技術とシス

テム評価技術

の開発 

〇資源循環型社会に向けた

資源の高度利用技術とシス

テム評価技術の開発

a) 機能材料循環技術については、金属・プラスチックや炭素繊維樹脂複合材料

等の機能材料、特に軽量金属であるアルミニウム素材のリサイクル技術に注目し

ている。アルミニウム素材はリサイクル材料を用いることにより温室効果ガス排

出量の大幅な削減が可能であるが、高純度が求められる展伸材へのリサイクルは

難しく、鋳造材へカスケードリサイクルが行われている。産総研では、アルミニ

ウムの水平・アップグレードリサイクルを可能としアルミニウムの再資源化を実

現するために、アルミニウムのセミソリッド（固液共存）状態での電磁撹拌技術

目標の水準を満たして

いる。 

Q1 ジャーナルの表紙

掲載を含めた多数の論

文掲載や多数の受賞お

よび新聞等への報道が

あったこと、またこれ
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資源消費型社

会から脱却し

資源循環型社

会の実現を目

指し、機能性材

料の開発やリ

サイクル、並び

にそれらの生

産時に生じる

二酸化炭素や

窒素酸化物等

の再資源化技

術とその評価

技術の研究開

発を行う。 

 

資源消費型社

会から脱却し

資源循環型社

会の実現を目

指し、機能性材

料の開発やリ

サイクル並び

にそれらの生

産時に生じる

二酸化炭素や

窒素酸化物等

の再資源化技

術とその評価

技術の研究開

発を行う。今後

の社会情勢や

マーケティン

グにより変更

される可能性

はあるが、現時

点では次の研

究開発が見込

まれる。 

・アルミニウ

ムの再資源化

のため、不純物

の除去技術や

無害化技術等

のリサイクル

に資する革新

技術を開発す

る。 

・二酸化炭素

を排ガス等か

ら妨害ガスの

影響なく効率

的に分離回収

する革新技術

や回収した二

酸化炭素を有

用な化学品に

変換するため

・アルミニウムスクラップ

模擬材から高純度アルミニ

ウムを得る溶融凝固プロセ

スにおいて、電磁力印加に

よる高純度アルミニウム相

の晶出量増大挙動に関する

解明を行うとともに、晶出

量最適化を図る。 

・多様な排出源からの二酸

化炭素の省エネルギーな分

離・回収を目指し、高い二

酸化炭素吸収放散特性を示

した非水系アミン溶液を対

象に、従来技術より低温で

吸収液を再生する技術を開

発する。また、妨害ガスの

影響が小さかった CHA 型ゼ

オライト膜を対象に、分離

膜の安定性に及ぼす影響を

評価し、高耐久性と高透過

分離性能を両立する膜の開

発指針を見出す。また、二

酸化炭素を原料として有用

化学品を製造する技術にお

いて、反応機構解析に基づ

いて高効率な触媒技術・反

応プロセスを開発する。さ

らに、低濃度・低圧の二酸

化炭素から合成したポリウ

レタン原料等から有用化学

品を合成する触媒・反応プ

ロセスを開発する。 

・吸着されたアンモニア、

アンモニウムイオンを固体

塩として取り出す技術につ

いて、加熱以外の低エネル

ギーで実現する方法を見出

す。 

・砂等の安価で豊富に存在

するケイ素源からケイ素化

学基幹化学品の製造におい

て、令和２年度に導入した

を用いた不純物元素除去技術の高度化に取り組んでいる。令和 3年度は、スクラ

ップ模擬試料として AC4C 合金（シリコン濃度約 7%、自動車由来スクラップ相当）

を用い、電磁撹拌付与によってα-Al 相晶出量増加を確認した。得られたα-Al

相中のシリコン濃度は 2%程度と十分に低いことを確認した。さらに、晶出量増加

挙動について理論的解明を進め晶出量最適化を図るため、電磁撹拌時の溶湯の温

度分布・流速分布の非接触測定およびそれらデータを用いた凝固シミュレーショ

ンによる凝固組織解析について取り組んだ。さらに固体α-Al 相とシリコン濃度

の高い液相を分離し、固体のα-Al 相を回収する方法として、金属製フィルタを

用いた圧搾手法を検討した。ADC12 合金ではシリコン濃度 11%から 5%へ、Al-4%Si

ではシリコン濃度 3%以下へと、シリコンを除去可能であることを確認した。今

後、大型化に向けて温度制御条件の最適化やシリコン以外の合金成分の影響など

を調査する。上記の成果を元に特許を 1件出願し、NEDO「アルミニウム素材高度

資源循環システム構築事業」において企業との共同研究 2件を開始した（令和 3

年度契約締結）。また、アルミニウムのセミソリッド状態での加工技術を活用し

た産学連携で開発した鋳造技術が燃料電池自動車用部品に採用され、愛知県発明

賞及び中部地方発明表彰発明奨励賞を受賞した。 

 

b) 炭素資源循環技術については、炭素資源循環社会の実現に向けて、①多様な

排出源から低エネルギー消費量で CO2を分離・回収する技術、及び②回収した CO2

から有用な化学品を製造する技術の開発を進めている。 

 ①CO2分離回収法については化学吸収法及び膜分離法に注目し、CO2分離材料と

その部材化技術及び分離デバイスの研究開発を進めている。令和 3年度は、化学

吸収法については非水系アミン吸収液の塩基性の制御と溶媒和の活用により 30

～80℃の温度スイングによるCO2回収量を、令和2年度までの技術と比較して36%

増加した吸収液を開発した。本研究成果を受け、企業と共同で NEDO「バイオマス

発電施設における省エネルギー型 CO2分離回収に関する調査」を開始した（令和

3 年度契約締結）。膜分離法については、妨害ガスの影響が小さかった CHA 型ゼ

オライト膜を対象に、燃焼排ガス中の夾雑ガスの膜安定性に対する影響を評価し

たところ、NO、NO2、H2S、H2O 等の夾雑（妨害）ガスは、ゼオライト膜の分離性お

よび安定性に影響を与えないことが判明した。これらの成果から、膜の構造・組

成の制御による高耐久性で高性能なゼオライト膜の開発指針を確立した。低濃度

CO2 分離回収に適したイオン液体膜の開発に成功した。イオン液体の塩基性およ

び反応機構の制御により、CO2選択率を従来の高分子膜比で、CO2透過係数は同等

のままで～200 倍にまで向上したイオン液体膜を開発した。また、この膜を用い

て CO2分圧 40 Pa の CO2を分離して 70%以上に濃縮できることを実証した。本イ

オン液体膜を用いた希薄 CO2分離回収システムの製品化を目指して、公的プロジ

ェクトにおいて共同研究先企業と特許を 1件出願した。また、本研究成果につい

て、トーキン科学技術賞最優秀賞を受賞した。 

 ②回収した CO2から有用な化学品を製造する技術については、CO2は極めて安定

な分子であることから、新規触媒等を利用した新たな反応系に基づき、CO2 を原

料とするアルコール等の基礎化学品やウレタン、尿素誘導体などの機能性化学品

製造技術の開発を進めている。令和 3年度は、石炭火力発電所からの排ガスに相

らの研究成果を基に企

業との共同研究契約に

つながったこと、企業

や大学と共に複数の国

家プロジェクト（ムー

ンショット型研究開発

事業やNEDOプロジェク

ト等）を実施し、社会実

装が期待される成果を

創出したことなどか

ら、令和 3 年度計画を

全て達成すると共に総

合的に目標の水準を満

たしている成果が得ら

れた。 
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の触媒技術及

び反応システ

ムを開発する。 

・排水、排気ガ

ス中の低濃度

アンモニアや

アンモニウム

イオンの分離

回収等、物質の

有効活用や環

境改善に資す

る革新技術を

開発する。 

・バイオマス

等の再生可能

資源や砂等の

未利用資源か

ら実用的な基

幹化学品並び

に機能性化学

品の製造を可

能とする新規

な触媒技術を

開発する。 

・資源循環に

資する要素技

術を組み込み、

LCA を考慮し

たプロセス設

計・評価技術を

開発する。 

大量生産の可能性を検証す

るための１kg スケール反

応装置の連続運転を行い、

製造条件を最適化する。ま

た、バイオマスからの触媒

的アルコール合成によって

得られた基幹化学品からブ

タジエンゴム等の化成品が

製造できることを実証す

る。 

・資源循環に係わる要素技

術のうち、二酸化炭素利用

技術のプロセス設計を行う

とともに、その結果から

LCA に基づく二酸化炭素排

出量を試算する。これらの

検討から、二酸化炭素排出

量を最小化するプロセス設

計手法のモデルを提案す

る。 

当する低濃度 CO2から、カルバミン酸塩としてほぼ定量的に捕集できることを見

出した。さらにこのカルバミン酸塩にチタンテトラブトキシドを作用させること

で、工業的に重要なポリウレタン原料を複数種類合成することに成功した。本反

応では再生可能な反応剤を使用するため、実質的に水のみが副生成物となる。ま

た、先行していた低濃度 CO2からの尿素誘導体合成法に関する研究成果について、

Q1 ジャーナルに掲載され（Commun. Chem., 4, 66 (2021)）、JACI/GSC シンポジ

ウムポスター賞を受賞し、プレスリリースしたところ 3件の新聞記事報道があっ

た。さらに、再生可能なケイ素反応剤と亜鉛錯体触媒を用いたウレタン合成につ

いて、実験と理論計算の双方向から反応機構解析を行った。そして、明らかにし

た反応機構をもとに反応系を再構築することで、1 気圧の CO2 から工業的に重要

なポリウレタン原料となる様々なウレタン類を高効率で合成することに成功し

た。本成果は、Chem. Eur. J. 誌に掲載された。以上の研究成果に関連し、国内

特許 4件、国際特許 1件を共同研究先企業と共同出願した。 

c) 窒素資源循環技術については、人為活動に由来し排出されるアンモニアや

NOX、アンモニウムイオン等の窒素化合物が、環境や人間の生活に大きな影響を与

えている。産総研では、産業活動で利用する窒素化合物を維持しながらこの影響

を低減することを目指し、排ガス・廃水中に希薄に含まれる窒素化合物を環境に

出すことなく有効利用する「窒素循環技術」の開発を進めている。具体的には以

下の研究テーマがある：①アンモニアなどの希薄有価物を回収する技術開発、②

窒素循環のための触媒開発、③排ガス中窒素の燃料変換システムおよび利用技術

開発。これらの技術開発により、窒素循環技術を網羅することができ、これまで

無害化されていた窒素廃棄物を資源として活用するゲームチェンジを実現する。 

①については、排ガス中アンモニアと、廃水中アンモニウムの分離回収・資源

化技術の確立を目指している。排ガス中アンモニアについては、NH3 を吸着させ

た吸着材を重炭安飽和溶液で洗浄した後に、洗浄水に CO2を吹き込むことで重炭

安固体を得られることを確かめた。廃水中アンモニウムについては、産業廃液中

塩化アンモニウムを回収し、工場内で再利用するためのブロックフローを構築、

実現可能な装置を設計するためのプロセスシミュレーションを行った。関連する

一連の成果は、Q1 ジャーナルに掲載され（ACS Sustain. Chem. Eng., 9, 16865 

(2021)）Supplementary cover に採用されたほか 5報の論文に掲載され、国内 7

件、海外 2件の報道があった。 

②については、NH3 燃焼や酸化の際に副生する可能性のある N2O の分解触媒に

ついて試作調製し、性能評価を行った。その結果 Ir 系触媒が活性を示し、その

還元性が活性に寄与していると示唆された。また排ガスとしての NH3を無害化す

る軽量・小型触媒燃焼器ならびに触媒のプロトタイプを開発した。さらに、上記

触媒の担体として利用する多孔質アルミナの表面曲率の相違が結晶化挙動など

に大きく影響することを明らかにした。この成果は Q1 ジャーナル（Dalton 

Trans., 50, 7191 (2021)）に掲載された。 

③については、NH3 燃焼に関して積み上げてきた技術をさらに実用化に近づけ

るべく、NH3改質等を含む新規システムにおける燃焼技術、NH3火炎の着火・保炎

技術の高度化を目指している。アンモニアを含む混焼に関する成果により、日本
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燃焼学会奨励賞を受賞した。 

 

d) 未利用資源である SiO2を原料として、ケイ素化学産業の基幹原料として重要

である Si(OR)4を直接製造可能なプロセスを確立することにより、金属ケイ素を

経由するエネルギー多消費かつ高コストな従来の Si(OR)4製造工程の課題解決を

図っている。令和 3年度は、反応プロセスの連続化が可能なスケールアップ合成

装置の安定した本格稼働を実現し、砂、灰等を原料とした 1 kg スケール合成に

ついて市場規模の大きい Si(OEt)4（オルトケイ酸テトラエチル、TEOS）で達成し

た。これにより安価で豊富に存在するケイ素源を有効に活用し、資源循環型社会

の実現に貢献できる可能性を示した。本成果を含む総説論文（ACS Omega, 6, 

35186 (2021)）が表紙に採択された。 

 バイオマス等の再生可能資源については、バイオマスから基幹化学品、特にゴ

ム原料であるブタジエンの高速かつ効率的な製造を可能とする触媒技術の開発

を行っている。令和 3年度は、バイオエタノールからブタジエンゴムの製造を目

指した。ハイスループット装置と計算科学を組み合わせた検討を行うことによ

り、触媒の開発時間を短縮した。さらに、反応素過程や反応機構の解明により、

ブタジエン合成のプロセス設計および反応条件の最適化を行い、高効率変換触媒

プロセスを構築した。構築した反応システムを約 500 倍にスケールアップするこ

とにより、ブタジエンの大量合成に成功し、合成したブタジエンを精製・重合し、

タイヤを実際に生産することで、バイオエタノールから自動車用タイヤ製作まで

の一連のプロセスを実証した。この成果についてプレスリリースを行い、新聞・

Web ニュースにより 17 件報道された。CO2削減と持続可能な原料調達により、カ

ーボンニュートラルな脱炭素社会の実現に貢献した。 

 PET の常温ケミカルリサイクル技術を開発した。触媒技術の改良により従来よ

りも低い温度で効率的に PET を解重合できる技術を目指し、反応の副生成物エチ

レングリコールを捕捉するアイデアに基づいた研究を進めたところ、28-50℃で

PET を解重合できる手法を開発した。この成果は Q1 ジャーナルに論文が掲載さ

れ（Green Chem., 23, 9412 (2021)）、新化学技術研究奨励賞を受賞し、14 件の

報道があった。 

 

e) システム評価技術については、炭素循環に関係する様々な化学プロセスにお

いて産業競争力を維持したまま CO2の排出量を削減することを目指し、プロセス

シミュレーションとライフサイクルアセスメント（LCA）を統合して CO2排出量を

最小化するシステム設計・評価技術の開発を進めている。令和 2年度に実施した

CO2分離・回収技術に関するプロセス設計に引き続き、令和 3年度は CO2利用技術

に関するプロセス設計を実施した。具体的には、ジエチルカーボネート（DEC）合

成、メタネーション、ドライリフォーミングを対象とした。これらについて、CO2

分離・回収から利用までの連続したプロセス全体の評価を行うとともに、生産コ

ストと CO2排出量といった複数の評価指標に対して最適点を求める手法（多目的

最適化）を導入した。これにより、目標である産業競争力を維持したまま CO2排

出量を削減するプロセスの構成や運転条件の提案が可能となった。本成果によ

り、CO2分離・回収・利用技術の社会実装、並びにカーボンリサイクル社会の実現
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に貢献できる可能性を示すことができた。上記に関連する成果で Q1 ジャーナル

に論文が掲載され（Bioresource Technol., 344, 126188 (2022), Membranes, 

12, 163 (2022)）、企業との共同研究 4件を実施した。 

 

 

〇環境保全と

開発・利用の調

和を実現する

環境評価・修

復・管理技術の

開発 

 

産業・人間活動

を支える各種

開発利用と環

境保全とを調

和させながら

人間社会の質

をも向上させ

るために、環境

影響の評価・モ

ニタリングお

よび修復・管理

する技術の開

発・融合を行

う。 

〇環境保全と

開発・利用の調

和を実現する

環境評価・修

復・管理技術の

開発 

 

産業・人間活動

を支える各種

開発利用と環

境保全とを調

和させながら

人間社会の質

をも向上させ

るために、環境

影響の評価・モ

ニタリング及

び修復・管理す

る技術の開発・

融合を行う。今

後の社会情勢

やマーケティ

ングにより変

更される可能

性はあるが、現

時点では次の

研究開発が見

込まれる。 

・地圏及び生

活圏を対象に、

資源開発等に

伴う環境影響

評価、汚染環境

の修復と管理

に資する研究

開発を行う。 

・水資源の保

全や海域にお

〇環境保全と開発・利用の

調和を実現する環境評価・

修復・管理技術の開発 

 

 

 

 

・地圏の資源開発や産業利

用を環境保全と調和的に行

うために、令和３年度は休

廃止鉱山の現場を対象に同

位体分析による坑廃水の水

量及びその水質変化、坑廃

水中の微生物の生態情報等

に係るデータを整備し、坑

廃水の管理を含む特定施設

に係る鉱害防止事業の実施

に関する基本方針（第６次

基本方針）の策定に貢献し、

さらに重金属類の健康影響

の評価について国際誌にて

公表する。 

・沿岸や海域における資源

開発等を環境保全と調和的

に行うために、令和３年度

は、地下水資源に関して水

文環境図１地域を作成・公

表し、当該地域の地盤沈下

防止や利水管理に資する。

また水文環境図「仙台平野」

の整備のための現場調査を

完了する。さらに沿岸・海

域開発に関連した環境影響

評価に関する特許出願及び

研究論文を国際誌に公表す

る。 

・環境と調和した地圏・水

圏の開発・利用に資するた

 a) 休廃止鉱山から排出されるカドミウムやヒ素など人の健康や生態系に影響を

及ぼす重金属類等の将来的な濃度推移を把握・予測することは、戦略的な坑廃水

の処理や管理を実施していくために極めて重要である。 

 令和 3 年度は休廃止鉱山に関わるデータベース構築のための基盤情報整備と

して、日本国内の 4鉱山において、坑廃水に関わる水質や微生物に関わるデータ

の取得を実施した。特に水質では坑廃水の起源を明らかにするための同位体解析

を重点的に実施するとともに、坑廃水に棲息する微生物群解析も行い、坑廃水発

生に関与する微生物群や坑廃水処理に有用な微生物に関する基礎的データを取

得した。また、自治体と連携しマンガン（Mn）酸化細菌を活用した低コスト・低

環境負荷型プラントの実証試験を開始し、実坑廃水処理における Mn 酸化細菌の

適用条件等の検討を行った。さらに、日本国内の 80 か所の鉱山の約 100 地点の

未処理の坑廃水について、2003-2019 年のデータを基に個々の坑廃水中の 7種類

の重金属類等の時間変化を予測可能なベイズ階層対数線形モデルを開発し、坑廃

水中の重金属類等の将来的な濃度推移を評価した。その結果、2003 年から 2019

年の間において約 100 坑廃水すべてを平均した濃度推移は 4 つの重金属類元素

で減少傾向が認められた。しかし、同一元素でも濃度推移は坑廃水間でばらつい

ており、対象とした重金属類について減少が認められない坑廃水も多く存在して

いた。また今後 100 年間で重金属類等の濃度が基準値を下回る坑廃水が増加して

いくものの、鉄や亜鉛等でもその増加数は 10 坑廃水程度と推定され、今後、基

準値以下まで減少していく坑廃水の増加は限定的であることが明らかになった。

これらの成果は Q1 ジャーナルに掲載された（Science of the Total 

Environment, 786, 147500 (2021) ）。また、本研究で得られた知見は経済産業

省委員会等に情報提供し、第 6 次基本方針の策定の基盤データとして活用され

た。 

 さらに除染土壌の県外最終処分に関連して、自然放射線バックグラウンド評価

のために、可搬型の計測機器パッケージを開発した。現在、国内 5か所で自然放

射線の測定を行うとともに、従来型の測定方法との比較等を行う実証実験を実施

中である。 

 

b) 地下水資源に関して、令和 3年度は、コロナ禍による非常事態宣言の影響に

より、予定していた野外調査を中止せざるをえず、水文環境図１図の公開は半年

間遅らせることとした。非常事態宣言以降、「沖縄」に関しては 46 地点（令和 2

年度と合わせて計 68 地点）、「越後平野」については 18 地点（計 170 地点）の地

下水試料の採取を行い、「仙台平野」に関してはアセスマップ作成のための議論

を行った（なお、沖縄については 1月にも調査を行う予定だったがオミクロン株

による感染の急拡大のために中止になった）。野外調査が滞った部分は既存の地

下水マップである、日本水理地質図のベクトルデータ化を実施し、国内の利水管

理に資する情報整備を進めた。 

目標の水準を満たして

いる。 

目標を全て達成して

おり、環境中における

課題解決に資する成果

をそれぞれQ1ジャーナ

ルで公表した。特筆す

べき成果として、超省

電力遠隔モニタリング

技術を開発するととも

に、民間企業と共同研

究を締結して 2 鉱山に

て現地実証試験を実

施、山越え通信距離 2-

4 km の条件で 4か月間

の自動遠隔モニタリン

グに成功しており、産

業界へのさらなる展開

が期待される。 
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ける資源開発

等に伴う環境

影響の調査・分

析・評価・管理

に関する研究

開発を行う。 

・環境保全と

開発利用の調

和に資する環

境モニタリン

グ、各種分析、

リスク評価に

関する技術開

発及び社会科

学的な研究を

行う。 

めに、令和３年度は、民間

企業から資金を得て異常気

象を想定した鉱山性状等の

超省電力遠隔モニタリング

技術の検証を主目的に共同

研究を実施する。また、こ

れまで国等との連携で準備

を進めてきた、鉱山の合理

的な管理を推進するための

離水点管理等に係るガイダ

ンス案を国と共同で公開す

る。 

人口と経済が集中する沿岸域の産業利用の継続には、多種多様な生物種を育

み、水産資源や観光資源などの生態系サービスを提供している沿岸環境への影響

を最小限にすることが重要である。そのような環境影響の評価に資する技術とし

て、令和 3年度は、人間活動により陸域から過度に供給される栄養塩であるリン

酸塩がサンゴの生育を妨げるメカニズムを世界で初めて解明して、プレスリリー

ス（令和 3 年 3 月 17 日）した。この成果により、サンゴ礁保全には、陸域から

供給されるリン酸塩を評価していくことが重要であることが示唆された。陸域か

ら供給されるリン酸塩を評価するには、沿岸海水、河川、地下水におけるリン酸

塩濃度を精確に測定する必要があるが、既存の分析手法であるイオンクロマトグ

ラフィーでは、使用されている検出器の感度が低いために濃度の低い沿岸海水中

のリン酸塩濃度を測定することは困難であった。そこで、高感度でリン酸塩を測

定できる誘導結合プラズマ質量分析計を検出器として使用することにより、世界

で初めて、海水中のリン酸塩を低濃度から高濃度まで精確に測定することに成功

した。これにより、沿岸海水、河川、地下水中のリン酸塩濃度の評価を同等に行

えるようになった。また、人間活動由来の栄養塩により大発生してサンゴ礁に食

害を与えるオニヒトデのゲノム解析を行い、北限の生息域において黒潮及び黒潮

反流による遺伝的交流が頻繁に生じていることを明らかにした。これらの成果

は、それぞれ Q1 ジャーナル（Limnol. Oceanogr.: Methods, 19, 682 (2021), 

Coral Reefs, 40, 1379 (2021)）に掲載された。 

 海底資源開発について、国際海底機構の地域管理計画に関する活動に貢献する

とともに、流速センサを用いた深海底近傍の乱流運動エネルギー散逸率推定手法

の特許 1件（JAMSTEC との共願）、ならびに、現場型化学形態別試料分取装置に関

する特許 1件を出願した。また、令和 3年度は、コバルトリッチクラスト環境調

査研究の公募に民間企業と連携して応募し採択された。さらに、海底熱水系に関

する民間からの再委託契約 2件を獲得した。 

c) 鉱山からの坑廃水に含まれる重金属は足尾銅山鉱毒事件やイタイイタイ病の

原因となり、その坑廃水処理は現在も年間数十億円の国費が投入されており、そ

の効率的・効果的な環境管理は国内だけでなく、国際的にも重要な課題である。 

 令和 3年度は、省力・省電力の環境モニタリング技術の開発として、鉱山の坑

廃水等の水質・水位の超省電力遠隔モニタリング技術の検証を主目的に、超省電

力遠隔モニタリング技術として水量・水位・pH を、配電不要で小型・スタンドア

ロンのセンサを開発するとともに、民間企業と共同研究を締結し、2鉱山にて現

地実証試験を実施、山越え通信距離 2-4 km の条件で 4か月間の自動遠隔モニタ

リングに成功した。超省電力遠隔モニタリング技術の開発成果により、鉱山での

環境管理の省力化だけでなく、集中豪雨等の異常気象時における遠隔でのリアル

タイム把握等の技術開発に道筋がたった。

また、新たなリスク評価技術の開発として、鉱山坑廃水環境管理のリスク評価

の新規概念を構築し、当該内容について、「利水点等管理ガイダンス（案）」及び

「生態影響評価ガイダンス（案）」として経済産業省ホームページに公開すると

ともに、経済産業省や学会と連携して説明会を開催し、当該概念の普及に努めた。

本成果で公開したガイダンス案により、環境リスクが低い鉱山の環境管理費用を
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大幅に低減する事が可能な手法について、国の方針として社会に提示することが

できた。 

さらに福島第一原子力発電所の事故から 11 年が経過したが、除染で発生した

土壌・廃棄物は 2045 年までの福島県外で最終処分が決定しており、廃棄物の減

容化や県外最終処分の合意形成プロセスが大きな課題となっている。令和 3年度

は、減容化技術の開発および合意形成における国民の社会受容性に関する研究を

推進した。具体的には、減容化技術として放射性セシウム（Cs）を飛散させるこ

となく放射性 Cs を吸着した吸着材を分解する手法の開発、および吸着材の金属

置換体による吸着性能向上を実施し、これらの研究を基に令和 3 年度は中間貯

蔵・環境安全事業株式会社（JESCO）の公募事業に民間企業と連携して応募し 2件

が採択された。また、合意形成における国民の社会受容性に関する研究を推進し、

奨励賞および優秀口頭発表賞を受賞した（環境放射能除染学会 奨励賞、優秀口

頭発表賞）。 

２．少子高齢化

の対策 

〇全ての産業

分野での労働

生産性の向上

と技能の継承・

高度化に資す

る技術の開発 

少子高齢化に

対応するため、

サービス業を

含む全ての産

業分野で労働

等の投入資源

の最適化、従業

員 の Quality 

of Work(QoW)

の向上、産業構

造の変化を先

取する新たな

顧客価値の創

出、および技能

の継承・高度化

に向けて、人と

協調する人工

知能（AI）、ロ

２．少子高齢化

の対策 

〇全ての産業

分野での労働

生産性の向上

と技能の継承・

高度化に資す

る技術の開発 

少子高齢化に

対応するため、

サービス業を

含む全ての産

業分野で労働

等の投入資源

の最適化、従業

員 の Quality 

of Work(QoW)

の向上、産業構

造の変化を先

取する新たな

顧客価値の創

出及び技能の

継承・高度化に

向けて、人と協

調する人工知

能（AI）、ロボ

２．少子高齢化の対策 

〇全ての産業分野での労働

生産性の向上と技能の継

承・高度化に資する技術の

開発 

・生産システムのノウハウ

といった暗黙知である知識

記述について、令和２年度

に構築した知識の可視化ツ

ールを活用し、模擬環境の

機器を使った概念実証並び

に実現場における熟練者と

のヒアリングを行い、個別

現場での有効性を検証す

る。また、人とロボットの

安全な協調作業実現におい

て、ユースケースを決め、

サイバー上で表現される人

の動きと機械の動きを考慮

したインタラクションのシ

ミュレーションを行い、安

全性の評価を行う。 

・令和２年度に構築した基

a) 「熟練技術のデータに基づく知識構造化」に関して、令和 2年度に構築した

知識の可視化ツールを高度化し模擬環境の機器の計画・運用・管理に関する情報

について既存標準（IEC62264 等）を活用してモデル化を進め、模擬環境の機器の

稼働データを運用コンテキストに応じて分析・評価する環境を開発した。また、

ものづくり企業 2社の生産現場での計画・運用に関する暗黙知を抽出し、その知

識を組み込んだ生産システムシミュレータを開発し、同生産現場でシミュレータ

の有用性（マシニング工程では 29%生産性向上確認）を検証した。これらの成果

の基礎理論は Q1 ジャーナルに掲載され (CIRP Annals, 70, 107 (2021))、適用

事例の一部は国際学会プロシーディング２報で報告した。また、これらの成果は、

国家プロジェクト受託研究１件の継続、新規受託研究１件の獲得に貢献した。こ

の技術を元に、技術コンサルティング契約が 1件開始された。 

 人・機械協調によるコンピタンスの共有により労働力・スキル不足解決を目指

し、遠隔仮想現実（VR）システムの開発を進めた。VR システムを基盤として、ロ

ボット・モーションキャプチャ・VR をリアルタイムに接続することで、遠隔から

の作業現場の把握や商品の陳列等を可能とし、人・ロボットの状態や視覚等の感

覚を共有できることを確認した。これらの成果の基盤技術は、知財出願 1件に貢

献した。さらにその安全分析と評価の結果は国際標準化提案に活用された。 

 「人・機械協調技術による生産性向上および高度遠隔制御技術による遠隔就労

作業の拡充」に関して、実現場のユースケースとして、（商品や工場部品などの

搬送物）小規模店舗における多数台ロボットの陳列業務、また工場部品供給にお

けるエラーリカバリーを具体例として取り上げ、遠隔介入向けのプラットフォー

ム並びに、ロボット制御技術を開発した。具体的には、複数の棚から商品をピッ

キングする際の効率的な経路計画手法を構築し、実用技術と比較して 36%の作業

効率化を実現した。本ロボット制御技術は Q1 ジャーナル 1報 (IEEE Access, 9, 

165526 (2021))、IF 付きジャーナル 1 報に掲載された。また受託研究新規１件

および継続 2件、技術コンサルティング１件を実施した。また、ロボットピッキ

ング作業のシステムの評価方法分析の論文が財団法人 FA 財団論文賞を受賞し

た。さらに、これらの分析に基づき構築した提案ロボットを活用し、国際的ロボ

目標の水準を満たして

いる。 

全体の課題に共通と

なるサイバーフィジカ

ルシステム（CPS）を基

盤とすることで、各研

究者が開発している要

素技術を組み合わせる

基盤となり、熟練技術

のデータに基づく知識

構造化、人・機械協調技

術による生産性向上、

高度遠隔制御技術によ

る遠隔就労作業の拡充

および QoW 向上、それ

ぞれの課題解決に繋げ

た。これらにより年度

計画をそれぞれ達成

し、その成果として、熟

練技術のデータを用い

た生産シミュレータお

よびロボットピッキン

グ作業最適化について

Q1 ジャーナル 2 報、そ

の関連技術でのIF付き

論文 1 報、国際学会プ

ロシーディング 2 報と

積極的に成果を発信し
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ボット、センサ

などを融合し

た技術を開発

する。 

ット、センサ等

を融合した技

術を開発する。

今後の社会情

勢やマーケテ

ィングにより

変更される可

能性はあるが、

現時点では次

の研究開発が

見込まれる。 

・製造業やサ

ービス業等の

現場における

人、ロボット、

機器、作業環境

等から構成さ

れるシステム

に関して、モデ

リング、センシ

ング、計画・制

御、システム設

計等の技術を

高度化すると

ともに、人と協

調する AI を活

用することに

より、当該シス

テムの安全性

と柔軟性を保

ちつつ作業性

や生産性の観

点から最適化

する技術を開

発し実証する。 

・人のモデリ

ングやセンシ

ングに基づい

た解析を通じ

て、個人差を考

慮した技能の

獲得・伝承を支

礎技術の概念実証として、

搬送における実現場のユー

スケースを確定し、搬送物

情報のデータベース技術、

遠隔操作を付加した群ロボ

ット制御技術を開発し組み

合わせることで、人の作業

能力と比較した生産性を評

価する。 

・生産から流通へとつなが

るユースケースを確定し、

QoW につながる従業員満足

度の指標の一つとなる労働

負荷の推定に向け、日々の

作業状態及びメンタル状態

のデータ計測手法を確立す

る。 

ット競技（World Robot Challenge, 経済産業省主催）において 3位入賞を果た

し、その業績に対して、人工知能学会賞を受賞した。 

 小規模店舗におけるロボットの陳列動作及び物品把持失敗時のリカバリ動作

を生成するための動作計画技術を開発した。開発した動作計画技術はロボットの

可達域を事前にグラフ構造としてデータベース化することでコンビニの陳列棚

のような複雑環境における動作計画の成功率向上に寄与することを確認した。本

成果は既存手法との比較評価を進め、国際会議 IROS2022 に投稿中である。 

 開発された技術の社会実装に向けては、基盤となる CPS に関する技術の活用に

つながる人材育成が重要である。中小中堅企業における労働生産性を向上させる

ため、CPS の導入を支援する人材の育成にも注力している。本 CPS 人材育成講座

は、人と機械（ロボット）が協調して作業を行うことを目的にしており、1) 機

械の状態監視・分析を行う IoT 化実習、2) IoT と屋内測位による現場改善支援

実習、3) ロボット導入時のリスクアセスメント実習、および 4) ロボットシス

テムのコンポーネント指向開発実習という 4つのコースで構成される。独立系シ

ステムインテグレータ（SIer）やメーカーの生産システム技術者等、延べ 52 名

の受講者に対して講習を実施した。 

b) 本課題では 1)物流倉庫をユースケースとして、計測した技術に基づいて従業

員モデルを構築しシミュレーションにより生産性や QoW に関連する指標の変化

を推定するシミュレータ、2)業務中の人の活動を詳細に計測する技術の活用方法

を検討するための可搬型計測システム、3)コミュニケーションを含む対人業務に

おける人の活動を支援しつつそのメンタル状態を含む行動指標に関するデータ

を取得するための複数の実験環境、を構築した。 

1)実測データに基づく業務評価のシミュレータ開発についてはまず、物流倉庫

における業務の生産性分析のための行動計測のデータを用い、歩行動作検出と歩

行速度推定の技術を適用することで、歩行と作業を繰り返すタイプの業務シミュ

レーションを実施するための作業員行動モデルを構築する手順を開発した。次

に、改善活動のために実際に業務中に計測される値を用いて構築される作業者の

行動モデルをシミュレーションに適用することで、現実にその現場で業務する作

業者の行動モデルを用いた業務シミュレーションを可能にした。令和 3年度は特

に、物流倉庫におけるピッキング作業および補充作業を担当する作業者について

実際の業務に用いられたオーダーデータを入力することでその日 1 日分の作業

状況をシミュレートするプロトタイプシステムを構築した。業務効率を分析する

ための指標としての業務終了時間や補充待ちのために起こる待機時間、QoW に影

響を与える可能性がある作業負荷に関する指標としての移動距離などをシミュ

レーション結果に基づいて推定できる。従業員への業務担当割り当てや倉庫内の

運用ルールを変えた場合の推定指標を比較することでその施策を事前に評価す

ることが可能になった。本件は共同研究先から高い評価を受けており、共同研究

にシミュレーション開発の項目を新規に追加することによる追加予算獲得につ

ながった。 

2)複数のカメラからの映像を AI で処理することによりリアルタイムで姿勢を

取得することができる可搬型計測システムについては、その社会における活用方

ている。また、社会実装

に向け、姿勢計測技術、

および、遠隔業務にお

ける QoW に関する共同

研究新規 2 件、受託研

究契約新規 2 件、継続

3件、生産シミュレータ

および QoW に関する技

術コンサルティング新

規 3 件を得ることがで

き、外部ファンドの獲

得および実用化に向け

た開発につなげた。 
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援し、個人に合

わせた動作や

姿勢の提案等

による生産性

と QoW の向上

を実現する研

究開発を行う。 

法についてワークショップ形式で検討を進める資金提供型共同研究を開始した。 

 また、3)の遠隔業務におけるコミュニケーションについては 2種類の研究を実

施した。3-1)コロナ禍において急速に普及したテレワークによる働き方における

従業員の問題意識や行動の変容について調査研究を実施した。特に、オフィスに

おけるコミュニケーションのあり方に関する研究は企業の関心を高く引いてお

り、この活動を進めながら実施した建設会社への技術コンサルティングを通して

ピックアップされたインフォーマルなコミュニケーションの重要性については、

QoWに関する基礎研究テーマとして設定された。本技術コンサルティングの結果、

当該建設会社と新規の資金提供型共同研究を開始するに至った。共同研究先企業

における各種事業部署内でのアンケート・ヒアリング、oVice 等に代表される既

存のテレワークコミュニケーションツールの試験的活用によるデータ取得を通

して、コミュニケーションと QoW に関する定性的・定量的なデータ取得を進めて

いる。また、オフィス環境内の様々な場所で発生する会話や環境音の音源位置の

特定と特徴量の解析結果に基づいてオフィスの「音模様」を可視化することでテ

レワーク勤務者にオフィスの雰囲気を伝えることにより、インフォーマルコミュ

ニケーションの促進につながるかを検証するための実験システムおよびコミュ

ニケーション促進のための VR オフィス環境のプロトタイプを構築した。3-2)遠

隔から業務する環境においてロボット技術やクロスリアリティ（XR）技術を効果

的に導入することで個々人が移動することなく複数の業務を同時に担当するこ

とができるようになり、生産性を大きく向上することができる一方で、業務担当

者の負担が大きくなり QoW の低下につながる懸念があることから、生産性と QoW

の両立に向けた研究を進める必要がある。そこで、遠隔地にいる複数の作業者に

対して XR 技術で手振りを交えて組み立て作業を指示する実験用環境を構築し、

作業指示対象者の増加に伴う認知的な負荷の増加など、生産性と QoW に関連する

基礎的な実験も実施した。 

〇生活に溶け

込む先端技術

を活用した次

世代ヘルスケ

アサービスに

資する技術の

開発 

次世代ヘルス

ケアサービス

の創出に資す

る技術として、

個人の心身状

態のモニタリ

ングおよび社

会の健康・医療

〇生活に溶け

込む先端技術

を活用した次

世代ヘルスケ

アサービスに

資する技術の

開発 

次世代ヘルス

ケアサービス

の創出に資す

る技術として、

個人の心身状

態のモニタリ

ング及び社会

の健康・医療ビ

〇生活に溶け込む先端技術

を活用した次世代ヘルスケ

アサービスに資する技術の

開発 

・日常生活中のデータから

認知機能低下を推測する技

術の開発を目指して、高齢

者を対象に、MRI・認知機能

検査等の医学データと日常

を模した環境下での行動・

生理データを収集し、認知

機能低下を検知するための

a) 日常生活中のデータから認知機能低下を推測する技術の開発を目指して、日

常生活環境を模した実験環境で認知症者特有の行動特徴の抽出、健康志向行動に

影響する個人特性の分類とその心理要因の抽出、モチベーションと循環・生理デ

ータの関連性の検証を行なった。 

 令和 2 年度から実施している軽度認知症の医学データと日常生活データを関

連づけたデータセットを基に、日常生活を模した環境下で認知症者特有の行動パ

ターンを抽出し、軽度認知症の識別アルゴリズムを開発した。認知症者 30 名、

軽度認知障害者 50 名、健常高齢者 50 名を対象に、ドライビングシミュレータ運

転時の運転挙動と顔表情、歩行・会話音声計測を行い、認知症特有の日常行動を

抽出した。これらの特徴を基に機械学習を適応させ、健常高齢者と軽度認知障害

者・認知症者を識別できるアルゴリズムを開発し、80%以上の精度で健常高齢者

と軽度認知障害者・認知症者を識別することに成功した。本研究は、企業 7社お

よび大学とのコンソーシアム型共同研究「健康起因交通事故撲滅のための医工連

携研究開発コンソーシアム 2」により推進した。 

 心身状態や生活・行動特性を評価する技術を開発するため、約 3,000 名を対象

に、健康志向行動に関わる個人の心理的要因の抽出を目的とした調査を実施し

目標の水準を満たして

いる。 

 年度計画に従った目

標を全て達成した上

に、下記の通り大型共

同研究の実施に繋がる

成果を創出しており、

総合的に目標の水準以

上の成果が得られたと

評価する。 

研究の成果は、複数

の企業および大学との

コンソーシアム型共同

研究の実施、企業との

複数の共同研究の実

施、コンサルティング
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ビッグデータ

を活用して、疾

病予兆をより

早期に発見し、

日常生活や社

会環境に介入

することで健

康寿命の延伸

につながる行

動変容あるい

は早期受検を

促す技術を開

発する。 

ッグデータを

活用して、疾病

予兆をより早

期に発見し、日

常生活や社会

環境に介入す

ることで健康

寿命の延伸に

つながる行動

変容あるいは

早期受検を促

す技術を開発

する。今後の社

会情勢やマー

ケティングに

より変更され

る可能性はあ

るが、現時点で

は次の研究開

発が見込まれ

る。 

・日常生活場

面で計測する

個人の健康・医

療データと、ヘ

ルスケアサー

ビスや社会実

験で収集され

るビッグデー

タから、現在の

心身状態や生

活・行動特性を

評価し、将来の

疾病や健康状

態を予測する

モデルを研究

開発する。 

・個人の生活・

行動特性に応

じて、その生活

や社会環境に

情報技術やデ

日常生活場面や状況を抽出

する。また、モチベーショ

ンの推定技術を開発するた

め、モチベーションの評価

に有効な行動・生理指標を

抽出する。 

・日常生活における健康モ

ニタリング技術を開発する

ため、フレキシブル基板上

で一体化した相対血圧計を

開発し、血圧値の変動要因

と信号抽出・量産化技術を

検討する。給電システムに

ついて、令和２年度に実施

した設計及び試作品に基づ

き、フレキシブル基板への

全固体電池の実装、無線送

受電および熱電発電システ

ムの開発に取り組む。健康

状態を反映するバイオマー

カーを簡易計測するセンサ

開発を進める。日常生活行

動データを収集し、転倒リ

スク等の推定モデル構築を

進める。 

・令和２年度に抽出した健

康行動の促進・阻害要因を

利用し、健康状態の推移に

影響する要因を含むデジタ

ルツインの構築手法を検討

する。また、これに基づく、

健康状態の予測、介入効果

の分析技術の開発に取り組

む。令和２年度に設計した

健康医療データプラットフ

ォームを社会実装につなげ

るため、ユースケース分析、

アプリケーションシステム

設計、ニーズ調査を進める。 

た。令和 2年度に実施した調査結果と合わせたデータセットを用いて階層的クラ

スタリング解析および多変量解析を行い、健康志向に関する行動変容ステージの

分類（無関心期、関心期、実行期、中断・中止期）とそれぞれのステージごとの

性格・心理的特徴（無関心期の人は、「努力を嫌う」、「新しいことへの挑戦が苦

手」など）を抽出した。さらに、心理学的・認知科学的知見を活用して、それぞ

れのステージごとの適切な介入アプローチの仮説を導き出した（無関心期の人に

は、「インセンティブの活用」、「リスクの見える化」が効果的な介入）。 

モチベーション評価に有効な行動・生理指標の計測を可能にする実験的枠組み

を考案した。課題目標の難易度を定量的に操作することでモチベーションを変化

させ、その最中の生理指標の計測を可能にした。健常若年者 4名を対象に本実験

手法を実施したところ、運動課題の成績を改善した時のモチベーションの程度を

捉えることに成功した。モチベーションの増加が一回心拍出量・収縮期血圧の増

加と関連していたことから、運動課題遂行へのモチベーションの評価に、交感神

経活性の計測が有用である可能性が示唆された。 

 本研究ならびに関連研究の成果は、Q1 ジャーナル『FASEB J』を含む国際論文

5報、分野別トップ国際会議（Google Top 20）『2022 IEEE/CVF Winter Conference 

on Applications of Computer Vision』の採択および Proceedings 1 件、国際会

議での受賞 1件（IEEE LifeTech2021）、企業共同研究・コンサルティング契約、

PCT 出願 1件を含む 6件の特許出願、プレスリリース 1件につながった。 

 日常生活中でさりげなく健康状態をモニタリングする技術の開発を目的とし

て、下着装着型連続血圧計とその周辺デバイスのフレキシブル化、非侵襲サンプ

ルからストレス判別を可能にする腸内細菌叢の特徴情報を取得する技術開発、転

倒リスクの推定モデルの構築を実施した。 

 連続血圧計測において、印刷技術を用いて心電アンプと無線マイコンを蛇行伸

縮配線に実装し、量産試作に向けた装置改良を進めた。極薄のガラス繊維をセパ

レーターとし、その両側を固体ポリマー電解質と電極集電体を重ねる構造によ

り、折り曲げても切っても使える安心・安全なウエアラブルデバイス向けの全固

体電池の開発にも成功した。熱電発電モジュール、無線受電システムのフレキシ

ブル化にも成功し、衣服表面での電源と回路の集積が可能になった。 

 非侵襲サンプルからストレス判別を可能にする腸内細菌叢の特徴情報を取得

する技術を開発した。具体的には、腸内細菌叢から放出される代謝ガスの中でス

トレス状態を推定する気体であるジメチルトリスルフィドに対するガスセンサ

を世界で初めて開発した。濃度 1 ppm の検出に成功したことで本センサの妥当

性・信頼性を担保するとともに、今後下着装着型連続血圧計に本システムを搭載

する基盤を確立した。 

 転倒リスク推定モデルの構築においては、日常生活中の歩行と過去 1年間の転

倒経験に関するデータを収集し、それらの関連性を分析した。日常生活環境で容

易に使用できる簡易センサ（加速度センサやドップラーセンサ）を用いて、36 名

を対象とした歩行計測を実施した。その結果、転倒経験者は非経験者に比べて、

歩幅や歩行速度などに関する歩行の再現性が有意に低く、歩行の左右非対称性も

顕著であるなど、転倒リスクに関連する歩行特徴が抽出された。転倒経験者の歩

行特徴を基に転倒リスクの推定モデルを構築した結果、転倒経験者と非経験者の

契約 3件、PCT 出願 1件

を含む 7 件の特許出願

に繋がったほか、産総

研で開発した健康・医

療サービスを自治体お

よび大学病院で実施す

る体制を整え、新潟県

見附市では実際に本サ

ービスを自治体の施策

として使用されるなど

社会実装が期待できる

研究成果を複数創出し

た。学術的成果として

も、Q1 ジャーナル 6 報

を含む論文 32 報、分野

別トップ国際会議の

Proceedings および発

表 1 件の採択、国際会

議での学会賞受賞 1 件

などの優れた成果を挙

げた。企業と連携推進

ラボ設置にも合意予定

で、令和 3 年 3 月から

年間数億円規模での大

型共同研究を実施予定

である。 
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バイス技術で

介入し、行動変

容や早期受検

を促すことで、

将来の疾病リ

スク低減や健

康状態の改善

を実現する新

たな健康管理

方法やサービ

スを研究開発

する。 

歩容を 70%以上の精度で判別することに成功した。 

 本研究ならびに関連研究の成果は、Q1 ジャーナル『Scientific Reports』3 報

と American Chemical Society (ACS) Weekly PressPac に取り上げられた Q1 ジ

ャーナル『ACS Applied Electronic Materials』1 報を含む国際論文 9報、1件

の特許出願、技術コンサル締結 2件、共同研究延長 1件と新規締結 2件、公的資

金獲得 1 件、3 件の報道（日刊工業新聞朝刊の 1 面、産経新聞、The British 

psychological society）である。 

b) 個人の生活・行動特性に応じた介入方法を提案する新たな健康管理方法やサ

ービスの実現を目指して、健康・医療ビッグデータの活用と健康維持・向上のサ

ービスに関わる研究開発を進めた。 

令和 3年度は健康データ管理データベース、健康遷移予測や健康維持・向上の

ための介入方法を提案する解析プラットフォーム、ヘルスケアサービス実施のた

めの Web アプリケーションが連携して稼働するプラットフォーム（データ・サー

ビスプラットフォーム）を試作した。また、自治体（茨城県、埼玉県、新潟県、

京都府、北海道）や国家プロジェクト事業（NEDO、厚生労働省）等を活用し、健

康に関するデータを約 30,000 件収集したことに加えて、ヘルスケアサービス提

供時に得られるデータを持続的にデータベースに収集できるサービス管理方式

を構築した。 

開発したデータ・サービスプラットフォームを適応させるユースケースを 3件

選定した（長崎県、産業保険、千葉大学と連携した健康イベント）。長崎大学との

連携では、長崎県地域医療・介護総合確保基金事業「在宅介護分野の質向上と医

療・介護従事者の負担軽減事業」での実証案を策定した。糖尿病などの疾患患者

の健康推移状態、予防効果予測、余命日数予測など疾患改善に向けたヘルスケア

サービスを提供できる仕組みを設計し、令和 4年度以降にヘルスケアサービスの

概念実証を実施する。本成果ならびに関連研究の成果は、ソフトウェア開発 3件、

データベース開発 2件、公的資金獲得 1件、共同研究締結 1件、企業 5社との産

総研人工知能技術コンソーシアム内ワーキンググループの設置に繋がった。 

〇QoL を向上

させる高品質・

高機能・高精度

な治療・診断技

術の開発 

アクティブエ

イジングの実

現に貢献する、

診断や医用材

料を活用した

治療に関わる

技術および機

〇QoL を向上

させる高品質・

高機能・高精度

な治療・診断技

術の開発 

アクティブエ

イジングの実

現に貢献する、

診断や医用材

料を活用した

治療に関わる

技術及び機器

〇QoL を向上させる高品

質・高機能・高精度な治療・

診断技術の開発 

・薬剤送達マイクロマシン

について、医療機器に適し

た素材選定と薬剤送達に適

したデザインの最適化を推

進する。また中長期使用可

能な心臓ポンプについて薬

事承認に必要なデータを取

a)・脳卒中治療に役立つ医用材料の開発

今後ますます増加することが予想される脳卒中に対する有効な治療法として

血栓溶解療法があるが、適用が発症後 4.5 時間以内と限定されることが課題であ

った。そこで生命工学領域では、脳卒中に対する新しい治療法として幹細胞由来

の細胞外小胞体であるエクソソームによるターゲッティング療法に着目してき

た。エクソソームは細胞由来であることから、生体適合性が高い、細胞への融合

性が高い、という特性がありドラッグキャリアとして有望視されている。一方で、

エクソソームの問題点は、脳卒中部位に高発現するタンパク質等に対するリガン

ドが存在しないために部位指向性がなく、体内に入れても疾患部位へ集積しない

ことであった。 

 以上を踏まえ、令和 3年度は、バイオマテリアル技術により脳虚血部位に高発

現する E-セレクチンに対するリガンドを導入したエクソソーム開発を行った。

これにより、脳卒中部位に高効率で集積する低侵襲性のドラッグキャリアとして

目標の水準を満たして

いる。 

年度計画に沿った目

標を全て達成した上

で、中長期目標に関連

する研究課題について

も水準を満たす研究成

果を複数あげた。特に、

Q1 ジャーナル誌に掲載

された技術成果を基

に、民間企業との共同

研究及び技術移転に複

数繋がっており、社会
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器の開発や、医

療介入から回

復期リハビリ

テーションま

で活動的な心

身状態を維持

向上させる技

術を開発する。 

の開発や、医療

介入から回復

期リハビリテ

ーションまで

活動的な心身

状態を維持向

上させる技術

を開発する。今

後の社会情勢

やマーケティ

ングにより変

更される可能

性はあるが、現

時点では次の

研究開発が見

込まれる。 

・先端医療技

術を確立する

ための基盤と

なる医療機器・

システムの技

術開発、更にガ

イドライン策

定と標準化に

よる医療機器・

システム等の

実用化の支援

を行う。 

・健康状態を

簡便・迅速に評

価する技術の

開発を目指し

て、健康や疾患

にかかわるマ

ーカーや細胞

の計測技術と

そのデバイス

化技術の研究

開発を行う。 

・身体・脳機能

等の障害を患

った者でも社

得する。レギュラトリーサ

イエンスの推進において、

医療機器開発ガイドライン

を 2件策定する。 

・膵臓がん転移判別や感染

症に対する診断イメージン

グ装置を含む検査システム

の試作機開発を進める。 

・小動物を対象とした脳電

気刺激による脳の可塑性変

化を計測する。また、脳血

管疾患や認知症の発症リス

クファクタとなり得る脳血

管機能に着目し、小動物を

対象とした脳血管機能計測

システムを構築し、予備実

験を行う。 

の活用に道筋を示した。上記のバイオマテリアル技術に関しては Q1 ジャーナル

誌に掲載されており（J. MATER. CHEM. B, Advanced article (2022)）、また共

同研究締結が決定している。 

・中長期使用可能な血液ポンプの実機検証

急性期の心肺補助に使用される体外循環用血液ポンプは、短期使用が前提の接

触式軸受を採用していることから、耐久性や血液適合性が課題であった。そのた

め、生命工学領域では中長期使用可能な非接触式の動圧軸受を採用した血液ポン

プを開発してきた。血液ポンプの設計では、特に動圧軸受の狭い軸受隙間に起因

する溶血や血栓が課題である。本研究では、産総研のエネルギー・環境領域安全

科学研究部門が有する機械学習技術を利用し、長期耐久性と血液適合性に優れた

体外循環用動圧浮上遠心血液ポンプ実現を見据えた最適設計法の開発を進めて

きた。 

 令和 3年度は、令和 2年度に求めた 3種類の動圧軸受の最適形状の妥当性を実

機で検証したところ、軸受隙間の拡大と溶血特性の改善を確認することができ

た。製品化と薬事承認に向けて重要なデータが取得できたことから、令和 2年度

までで終了予定であった医療機器メーカーとの共同研究を、相手先企業の要望に

より延長した。現在、相手先企業が製品化を検討している。 

・医療機器開発ガイドラインの策定

経済産業省・厚生労働省の共同事業である AMED「医療機器等開発ガイドライン

策定事業」にて、参入障壁の高い次世代の医療機器と再生医療等製品について、

開発の迅速化と審査の円滑化のためのガイダンス文書策定を推進してきた。 

 令和 3年度は、再生医療等製品（遺伝子治療用製品を除く）の製造装置につい

ての設計ガイドライン、三次元積層造形技術を用いた顎顔面インプラントの開発

ガイドライン、等の計 4つのガイドラインについて策定を行い、令和 3年 8月及

び令和 4年 2月に経済産業省 Web ページ上で公表した。今後は、医療機器・再生

医療等製品の早期承認への貢献が期待される。 

 また、年度計画には記載していないが、中長期計画の達成につながる下記の研

究に取り組み、成果を上げた。 

・胸部臓器移植医療に貢献する革新的体外臓器灌流装置の開発

移植医療において、摘出後のドナー肺及び心臓の保存や移植可否評価を行う体

外肺灌流(Ex Vivo Lung Perfusion: EVLP)及び体外心臓灌流（Ex Vivo Heart 

Perfusion: EVHP）が盛んに研究されている。しかし、従来の EVLP による肺機能

診断は侵襲的であり、リアルタイムな性能評価ができなかった。また、EVHP につ

いては、現在欧米で臨床使用されている製品では 4時間以上の心臓保存の安全性

に問題を抱えている。 

以上を踏まえ、令和 3 年度は EVLP 中の肺組織の酸素飽和度を近赤外光により

リアルタイムにイメージングできる EVLP システムを開発し、画像診断によって、

ガス交換能を非侵襲的に定量評価が可能であることを示した。この成果は、Q1 ジ

ャーナル誌に掲載された（BIOMED. OPT. EXPRESS, 13, 328(2022)）。また、左心

室補助人工心臓(LVAD)を組込んだ新たな EVHP システム「LVAD mode EVHP」を開

発し、従来の欧米で適用されている灌流方式と比較して 2倍以上の保存時間の確

保が可能であることを示した。この成果は、2021 年日本人工臓器学会大会賞最優

実装に向けて着実に進

展している。以上より、

総合的に水準を満たす

成果が得られたと考え

る。 
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会参加が可能

となるリハビ

リテーション・

支援技術を開

発する。 

秀賞を受賞した。これらの成果を基に、Cleveland Clinic と共同研究契約を締結

しており、今後の EVLP と EVHP の社会実装に向けて道筋を示した。 

b)・AI 画像認識による転移性膵臓がん細胞の自動判別技術

循環がん細胞（CTC）は腫瘍組織から遊離して血管内に侵入したがん細胞であり、

血流を介したがんの遠隔転移に深く関わっている。そのため、膵臓がん等の転移

性がん患者の末梢血中に存在する CTC を高精度かつ迅速に診断する技術が求め

られている。 

令和 3 年度は、平板チップ上に単層配列した 1000 万個以上の単核細胞の蛍光

顕微鏡画像から、混在する CTC を画像認識により自動的に判別する AI 学習モデ

ルを確立した。本学習モデルを使用し、白血球中に CTC が混在した画像と白血球

のみの画像をほぼ 100%の精度で秒単位の時間で自動判別することに成功した。

本成果は、転移性がんの新たな診断法、予後予測、抗癌剤による治療効果の予測

に繋がることが期待される。この成果に基づき、令和 3年度に民間企業および医

療機関との共同研究が締結された。 

また、年度計画には記載していないが、中長期計画の達成につながる下記の研

究に取り組み、成果を上げた。 

・遠隔自動診断プラットフォームの構築

2060 年頃の日本の高齢化率は 38%を超えると推定されており、医療現場の働き

世代の割合の減少が深刻化し、現行の医療サービスの質を維持することが困難に

なることが懸念されている。そこで生命工学領域では、医師のタスクシフティン

グを促進するべく、聴診・超音波検査を対象にロボティクスや自動化技術を用い

た診断支援のプラットフォーム構築を進めてきた。 

 令和 3年度は、ロボットアームを用いた医療器具（聴診器・超音波プローブ）

の自動配置システムのプロトタイプを構築した。超音波診断では医療器具の配置

位置を±5 mm 程度で正確に行う必要があり、その最適な配置を推定するシステ

ムが求められる。このために、カメラ画像から体表形状を再構成し、体表上の器

具配置位置を推定するシステムを構築した。この技術の有用性はファントム(人

体を模倣した模型)を用いて検証しており、遠隔地においても診断位置に対して

目標値である誤差 5 mm 程度で自動位置決め可能であることを示した。この成果

に基づき国内特許出願を行った。また、民間企業と共同研究に向け議論中である。 

・遠隔診療機能を装備し感染防護対策されたエックス線診療車の実証研究

新型コロナウイルスパンデミックのなか、保健所負担軽減と医療従事者の二次

感染防止が求められる。そこで、病院外で新型コロナウイルス感染症陽性患者の

メディカルチェックを行うことが可能なオンライン診療設備と感染防護診療室

を備えたエックス線診療車の実証研究を行った。この診療車は、つくばメディカ

ルセンター病院と連携し、医療設備の無い新型コロナ軽症者宿泊療養施設に派遣

された。この実証研究では、陽性患者 30 名以上のオンライン診断を行い、患者

健康状態の把握と管理に貢献した。本成果はプレスリリースを行い新聞、Web 等

への掲載、NHK での報道など大きな影響が得られた。 

・極微量バイオマーカー／新型ウイルスの迅速高感度検査技術の開発

新型コロナウイルスを含め、ウイルス感染症の拡大防止はアフターコロナを見
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据えた社会生活の正常化に必要である。そこで生命工学領域では、感染拡大防止

の一助となるウイルス迅速検査システム「ウイルスゲートキーパー」を開発し、

施設等への来訪者全員に対する「その場でのウイルス感染検査」の実現を目指し

ている。令和 3年度は、2社 1大学と共同で製品化に向けた試作機開発を実施し、

ウイルス迅速検査システムの中/大規模施設用のプロトタイプ装置を完成させ

た。この装置では唾液をサンプルとして、測定時間 1分で感染有無を判断するこ

とが可能となる。本成果は、バイオマーカー検出による疾患の早期診断にも転用

可能な技術であり、ユニバーサルメディカルアクセスの実現に資する成果となる

と期待される。 

c)・脳血管疾患・認知症リスク同定に資する脳機能・脳血管機能計測システムの

構築 

脳血管疾患に伴う疼痛の病態生理学的メカニズムの解明を目的とし、脳出血モデ

ル動物を用いて画像解析を行った。その結果、脳卒中発症後の疼痛が出現する時

期に、痛み脳関連皮質における灰白質体積の減少や興奮性・抑制性シナプス端末

の減少が見られることを明らかにした。また、認知機能の維持・回復・強化のた

めの技術開発を目指し、経頭蓋電気刺激（tDCS）の効果を動物実験にて評価した。

tDCS の適用によって、動脈硬化モデル動物で脳内の神経伝達効率が持続的に増

加するという、新規の神経応答長期増強現象を引き起こすことが可能であること

を明らかにした。この成果は、精神・神経疾患への非薬物的治療法の一つである

脳電気刺激方法の確立に役立つことが期待される。 

また、併せてヒトを対象とし、脳血管疾患リスクを軽減し得るトレーニングプ

ログラム構築を目的として、水中運動トレーニングの安全性及び効果の検証を行

った。陸上での運動に比較し、同じ強度の運動を水中で行った場合、最大心収縮

力が小さく、心臓一回拍出量は多いことを明らかにした。 

 以上の研究成果について、Q1 ジャーナル複数誌に掲載された（Front. 

Cardiovasc. Med., 8, 747841, (2021)等）。 

また、年度計画には記載していないが、中長期計画の達成につながる下記の研

究に取り組み、成果を上げた。 

・フレイル該当者の歩行特徴の解明

歩行動作は人間の最も基本的な動作の 1つであり、歩行動作の改善は高齢者の

QoL の向上や運動機能の回復において大きな影響を与える。加齢に伴い心身が衰

える状態を指すフレイルを、早期に発見・対策を行うことで健康状態を維持する

ことが期待できる。以上を踏まえ、生命工学領域ではフレイル状態の歩行の特徴

に加え、関連因子（筋力、体組成、血管年齢、最終糖化産物など）を総合的に解

析し、早い段階でフレイルを検出できる方法論の確立を目指してきた。 

令和 3年度はモーションキャプチャシステム（動作解析システム）と床反力計

を使用した歩行計測を行うことで、膝の関節角度ばらつきが大きくなるというフ

レイル該当者の歩行特徴を新たに明らかにした。この成果は Q1 ジャーナルに掲

載された（Sci. Rep., 12, 1676 (2022)）。また、膝サポーターや靴下による歩

行能力向上効果解析に関する共同研究および技術コンサルティング契約が締結
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された。 

３．強靭な国

土・防災への貢

献 

〇強靭な国土

と社会の構築

に資する地質

情報の整備と

地質の評価 

地質災害に対

する強靭な国

土と社会の構

築に資するた

め、最新知見に

基づく活断層・

津波・火山に関

する地質情報

の整備を行う

とともに、地

震・火山活動お

よび長期的な

地質変動の評

価・予測手法の

開発を行う。 

３．強靭な国

土・防災への貢

献 

〇強靭な国土

と社会の構築

に資する地質

情報の整備と

地質の評価 

地質災害に対

する強靭な国

土と社会の構

築に資するた

め、最新知見に

基づく活断層・

津波・火山に関

する地質情報

の整備を行う

とともに、地

震・火山活動及

び長期的な地

質変動の評価・

予測手法の開

発を行う。今後

の社会情勢や

マーケティン

グにより変更

される可能性

はあるが、現時

点では次の研

究開発が見込

まれる。 

・活断層から

発生する地震、

海溝型巨大地

震とそれに伴

う津波の予測

及びそれらが

３．強靭な国土・防災への

貢献 

〇強靭な国土と社会の構築

に資する地質情報の整備と

地質の評価 

・国による主要活断層の長

期評価に貢献するため、解

明が進んでいない長大活断

層の連動性評価に必要な活

断層の活動履歴や変位量解

析を行い、その結果を国（地

震調査研究推進本部)に報

告する。また、防災基礎情

報となる活断層データベー

スの活用性向上のため、従

来より詳細な位置情報の入

力(令和３年度は 200 点)を

開始する。このほか、南海

トラフ地震の短期予測(ゆ

っくりすべり)評価手法開

発に向け、新たに１地点の

総合観測施設の整備を行

う。 

・火山噴火予知連絡会によ

り、火山防災のために監視・

観測体制の充実等の必要が

あるとされた活火山のう

ち、伊豆大島、秋田焼山、

御嶽山等で火山地質図作成

に向けた調査を継続する。

また、特に防災上の重要火

山に対して、大規模火砕流

分布図(仮称)を公表すると

ともに、火口図(仮称)につ

a)・国の地震調査推進本部(地震本部)の計画に則り、令和 3年度は 7つの活断層

を対象として地形・地質・地球物理学的調査を行った。地震本部が定めた「主要

活断層帯(115)」の内、地震発生確率が不明なもの(X ランクの活断層)は 41 存在

するが、令和 3年度の調査で 5つの Xランク活断層について確率評価に必要とな

るデータを得ることができた。特に、横手盆地東縁断層帯南部については、反射

法地震探査やボーリング調査など従来の手法に加えて、ドローンを用いた最新の

地形測量により取得された超精細デジタル地形データを用いた断層地形解析を

行い、同断層帯南部について初めて信頼性の高い平均変位速度の見積もりに成功

した。得られた成果は Q1 ジャーナル（Tectonics, 40, e2020TC006434. (2021)）

に掲載され、当該号のカバーページで紹介された。また、新潟県十日町盆地の段

丘面の地形変形に対して地理情報システムを用いた定量的 3 次元解析等により

地下に伏在する断層形状や変位量を解明した論文が、日本活断層学会より 2021

年度論文賞を受賞した。このほか、日本地震学会から 2021 年度論文賞（2報の論

文に対してそれぞれ受賞）と若手学術奨励賞を受賞した。 

・国内の活断層に関する地質情報（活動履歴や平均変位速度等）を統一的視点

から網羅的に取りまとめた活断層データベースについては、令和元年度文科省委

託事業成果をデータ登録したほか、従来の縮尺 20 万分の 1 スケールでの地図表

示から、より詳細な 5万分の 1スケールへ改善するためのデータ更新を開始し、

令和 3年度は 12 断層（204 点）の調査値データを更新した。 

・南海トラフ地震の短期予測（ゆっくりすべり）評価手法開発に向けた地下水

等総合観測については、新規施設整備を進めつつ、既存施設による観測を行って

いる。令和 4 年 1 月 22 日の日向灘の地震（M6.6）に対しては、複数の既設観測

点のひずみ計が変化を捉えており、気象庁の 24 時間監視で検知された。産総研

ではデータ解析を直ちに実施し、結果(これまでの地震後のひずみ変化と同程度

であること)を「南海トラフ評価検討会」に報告した。この結果は「今回の地震が

南海トラフ地震に直接の影響はない」とする検討会の結論を導く根拠の一つとし

て活用されたことから南海トラフ地震関連解説情報（令和 4年 2月 7日発表）に

も用いられた。国の南海トラフ監視観測への貢献については社会からの着目が高

く、複数のマスコミ取材・報道が為されている。このほかにも、令和 3年 4月以

降 19 回のゆっくりすべりイベントを検知しており、「南海トラフ沿いの地震に関

する評価検討会」「地震調査委員会」（いずれも定例会）に報告したところ、検討

会および委員会の報道発表資料に全 8回掲載された。 

・津波浸水履歴情報の整備に関しては、千葉県九十九里浜地域に津波浸水をも

たらした約千年前の地震の断層モデルを特定し、Q1 ジャーナル(Nature 

Geoscience, 14, 796 (2021))に公表した。これは従来の想定にはなかった房総

半島東方沖で沈み込むプレート同士の境界のすべりを示し、関東地域に大きな影

響を及ぼす巨大地震の長期的発生確率を評価する上で重要な科学的知見となる。

本成果はプレスリリース（令和 3年 9月 3日）を行い、63 件(令和 4年 2月末現

在)の報道など広く社会的に注目を受けた。このほか、地震調査委員会より日向

目標の水準以上に達成

している。 

 令和 3 年度は年度計

画を全て達成した上

で、3 つのサブテーマ

（地震、火山、長期変

動）の全てにおいて Q1

ジャーナルを公表し

た。特に、東北日本の活

断層（陸羽断層）の活動

履歴を解明した論文は

SJR（Earth Planet.Sci 

/Geoph 分野）4 位の雑

誌（Tectonics）のカバ

ーページに活用される

ほか、新潟県十日町断

層に関する邦文論文は

2021 年度日本活断層学

会論文賞を受賞した。

これ以外に、日本地震

学会から論文賞 2 件お

よび若手学術奨励賞を

受賞するなど、学会に

認められる高いレベル

の研究成果を上げるこ

とができた。また、これ

まで知られていなかっ

た約 1 千年前の南関東

地域に津波被害を及ぼ

す巨大海溝型地震に対

する震源メカニズムを

解明した研究成果は、

今後の防災対応の基礎

データとしての重要性

が認識され、60 件を超

える報道がなされた事

に加え、津波堆積物調

査結果が国による日向

灘地震に対する最大規
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周辺域へ災害

をもたらす地

質学的要因の

解明に資する

研究開発を行

う。 

・火山地質図

等の整備によ

る火山噴火履

歴の系統的解

明並びに小規

模高リスク噴

火から大規模

噴火を対象と

した噴火推移・

マグマ活動評

価手法の研究

開発を行う。 

・放射性廃棄

物安全規制支

援研究として、

10 万年オーダ

ーの各種地質

変動及び地下

水の流動に関

する長期的評

価手法の整備

や、地下深部の

長期安定性の

予測・評価手法

の研究開発を

行う。 

いては火口位置データを公

表する。 

・放射性廃棄物の埋設処分

に対する国の安全審査に反

映されるべき最新知見の整

備として、ボーリング調査

等により得られた地下水の

化学・同位体性状解析に基

づき、流出域近傍における

長期的な地下水の流動・水

質変動に関するモデルを構

築し、その結果を国(原子力

規制庁)に報告する。 

灘・南西諸島海溝で予想される地震の最大規模が見直され、最大 M=7 クラスから

8クラスに引き上げられることが公表された（令和 4年 3月 25 日）。この見直し

に重要な科学的根拠を与えたものが産総研職員の研究成果であったことから、マ

スコミから取材を受け、令和 3年度内に 17 件の報道もなされた。

b)・火山地質図・データベースの整備においては、令和 3年度から新たな地質図

シリーズ「大規模火砕流分布図」(全 12 枚)の公表を開始し、「姶良カルデラ入戸

火砕流堆積物分布図」(PDF および GIS データ)を令和 4年 1月 24 日に公表した。

プレスリリースに対してこれまでに 27 件の報道がなされた(令和 4 年 3 月 31 日

現在)。火山地質図整備については、伊豆大島、秋田焼山、御嶽山等での調査を進

め、日光白根山火山地質図の取りまとめが完了したほか、雌阿寒岳の噴火活動履

歴解明を進め、調査結果は邦文査読誌への公表が為されている。また、火口位置

データについても令和 4年 3月に富士山の火口位置データを公開した。 

・令和 3年 10 月 20 日の阿蘇中岳噴火に対しては、噴火直後に緊急調査を実施

した。降灰分布調査に関しては、内閣府「降灰調査データ共有化スキーム」に則

って気象庁、防災科研、大学との協力のもとで調査を行った。また、火山灰構成

物分析により噴火活動の様式(マグマ物質が放出されていない水蒸気噴火)を明

らかにし、火山噴火予知連に報告した。マグマ物質が確認されなかったことから

今回の噴火は急速なマグマ活動の活発化によるものとは評価されず、気象庁や地

元自治体の火山防災対応の基準となる噴火警戒レベルの判定に活用されたほか、

24 件の報道がなされた。 

・各地に軽石被害をもたらしている福徳岡ノ場噴火に対しては、岩石学的解析

から以前と同質のマグマ活動であることを明らかにすると共に、噴出量を迅速に

算定し、国内で最近 100 年間における最大規模の噴火であることを学会および産

総研 HP から迅速に公表した。これらは内閣官房「海底火山「福徳岡ノ場」の噴

火に係る関係省庁対策会議」の資料に活用されたほか、内閣府からの要請（軽石

特定のための岩石学的知見に対する情報提供依頼）や多数の報道取材に対応する

ことで、災害をもたらしている大規模噴火に対する科学情報を欲している社会の

要求に的確に答えた。福徳岡ノ場噴火は、監視・観測態勢が不十分な火山で突然

発生した大規模噴火であったが、限られた観測データと過去噴出物に対する知見

を基に噴火の規模や特徴を把握し迅速に明らかにしたことは、活火山監視・評価

手法確立に向けた一つの成功事例であると共に、火山災害に対して高い関心を寄

せている社会に、迅速に科学情報を提供した。本成果については 155 件（令和 4

年 3月 31 日現在）の報道がなされた。 

・研究成果の社会展開の一環として、東日本大震災以降 10 年の節目を迎えた

ことから、第 34 回地質調査総合センターシンポジウム「防災・減災に向けた産

総研の地震・津波・火山研究－東日本大震災から 10 年の成果と今後」を令和 3

年 11 月 12 日にオンライン開催した。全国紙に開催紹介記事が掲載され、外部か

らの参加登録者数は全国 39 都道府県から計 489 名に達した。当日は常時 400

名に参加いただき、土質・地質技術者のための継続教育（CPD）4 単位を 124 名に

発行した。また、開催後のアンケート（回答者 212 名）からは、本シンポジウム

に対する満足度として、5段階で平均 4.14 点の高い評価を頂いた。 

模の再評価に活用され

たことが報道された。

このほか、阿蘇中岳噴

火や福徳岡ノ場噴火に

対する緊急調査では、

噴火活動の実態を迅速

に解明し、学会講演や

噴火予知連への報告、

産総研HPからの情報発

信を行ったことで、自

治体の防災対応や内閣

官房の軽石対策を検討

する関係省庁対策会議

資料に活用されると共

に、188 件を超える報道

がなされた。 

以上より、令和 3 年

度の研究成果は水準以

上に達していると判断

する。 
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c)・放射性廃棄物の地層処分において、異常間隙圧はサイトの長期安定性を損な

う要因の一つと考えられていることから、堆積岩地域を対象として化学浸透圧に

よる異常間隙水圧発生と地下水流動への影響を定量化する研究を進めた。国内の

堆積岩地域に賦存する地下水においては油分が含まれることが多いことから、実

験条件より天然環境に近似する条件（油分を含んだ水による水−油の 2相流動系）

を対象としたものに変更し、低濃度塩水注入を模擬した流動解明を進めた。その

結果、室内実験と理論モデル構築により、泥質岩の半透性と間隙水の油分を含ん

だ水質との関係性を明らかにすることができ、この結果を原子力規制庁に報告し

た。また本研究成果は、適切な濃度の薄い塩水を注入することにより、より濃い

塩水と共存する油分を効率的に回収できる可能性を示唆するものであることか

ら、堆積岩中に胚胎する原油の増進回収法への適用の可能性について研究を進展

させ、その成果を Q1 ジャーナル(Journal of Petroleum Science and 

Engineering, 207, 109090 (2021) ) に公表した。今後、本成果は低濃度塩水注

入による化学浸透圧を駆動力とする原油回収増進法の基礎原理として活用され、

実サイトでの適用試験を経た実用化も期待がもたれる。 

〇持続可能な

安全・安心社会

のための革新

的インフラ健

全性診断技術

および長寿命 

化技術の開発 

革新的なイン

フラ健全性診

断技術および

インフラ長寿

命化に向けた

技術開発を行

う。開発した技

術は産学官連

携による実証

試験を通して

早期の社会実

装を目指す。 

〇持続可能な

安全・安心社会

のための革新

的インフラ健

全性診断技術

および長寿命 

化技術の開発 

革新的なイン

フラ健全性診

断技術及びイ

ンフラ長寿命

化に向けた技

術を開発する。

開発した技術

は産学官連携

による実証試

験を通して早

期の社会実装

を図る。今後の

社会情勢やマ

ーケティング

により変更さ

れる可能性は

あるが、現時点

〇持続可能な安全・安心社

会のための革新的インフラ

健全性診断技術および長寿

命化技術の開発 

・インフラ健全性の新規要

素技術を開発するため、小

型Ｘ線検査装置の鉄筋コン

クリートに対する検出能を

評価するとともに、牽引型

高周波電気探査装置の高速

化を図る。また検査データ

から自動的に異常検出する

AI 診断技術やドローンを

利用した構造物検査技術の

開発に取り組む。さらに大

型インフラ構造物の劣化診

断に向けて、鉛直タイプの

振動測定装置構築やコンク

リートのアルカリシリカ反

応の特徴吸収帯の探索に取

り組む。 

a) これまで開発してきたバッテリー駆動できる可搬小型 X線非破壊検査装置の

鉄筋コンクリートに対する検出能力を評価した結果、厚さ 30 cm のコンクリート

中の鉄筋の透過イメージング能力があることを実証した。この優れたイメージン

グ能力を有する可搬小型 X 線非破壊検査装置の実用化に向けて民間企業と共同

研究を締結した。また、関連技術について既に共同研究を行っている民間企業と

特許を共同出願した。 

 水道管やガス管などの地中埋設管の検査に用いる高周波交流電気探査では、従

来の GPS と比べて高い精度を持つ RTK (Real-Time Kinematic)-GPS を測定器に組

み込み、高精度な位置情報を取得することで連続移動しながらデータ取得できる

ように装置の改良を行った。その結果、従来の GPS を用いた場合に比べ、検査時

間を 1/7 以下に短縮し高速化することに成功した。AI による音響データ解析技

術として、ボルト部の打音データを解析することでボルトの緩みを検出できる新

たな打音検査装置のプロトタイプを開発した。また、下水道の流水音を AI 解析

することで下水道への雨水流入を検出する技術について、第 5回インフラメンテ

ナンス大賞国土交通省特別賞を受賞した(「音響データの AI 解析よる下水雨天時

浸水検知技術の開発」、津田浩・叶嘉星ほか）。 

 画像計測技術の一つである規則的な格子模様の干渉縞の画像解析からわずか

な変位を測定する技術を用いて、ドローン空撮による構造物の変形計測を実現す

るための技術を開発した。開発のポイントは、ドローン空撮に伴う画像ぶれを高

精度に補正する技術の確立である。室内実験において、開発した補正技術を適用

することで誤差 0.5 mm 以内でたわみ計測ができることを確認した。さらに、民

間企業とフィージビリティ・スタディ連携を締結し、共同で実橋梁のたわみ計測

の原理検証の試験を行ったところ、20 トンの試験車両が橋梁を通過した際、最大

約 3 mm のたわみをドローン空撮により計測できることを確認した。この結果は

従来技術である固定したカメラで撮影した画像から評価された結果と一致して

目標の水準を満たして

いる 

年度計画をすべて達

成した。厚さ 30 cm を

超えるコンクリートの

透過像を撮影できる可

搬小型 X 線源実用化に

向けて共同研究を締結

した。ドローン空撮に

よる構造物の変形計測

技術を特許出願し、関

連技術に基づく成果が

Q1 ジャーナルに掲載さ

れた。コンクリート劣

化診断では劣化の原因

であるアルカリシリカ

反応の近赤外域での特

徴吸収帯を特定し、関

連技術の成果がQ1ジャ

ーナルに掲載され、民

間企業との共同研究締

結に繋がった。高耐久

性と高透過率を有する

光学膜を開発し共同研

究を締結したほか、開
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では次の研究

開発が見込ま

れる。 

・老朽化が進

んだインフラ

の健全性診断

のため、非破壊

検査の要素技

術の高度化を

図るとともに、

効率的な検査

実 現 の た め

AI・ロボット技

術を活用した

検査システム

を開発する。さ

らに、インフラ

診断の信頼性

とトレーサビ

リティを確保

するための計

量・計測技術を

開発する。 

・地震動によ

るインフラ被

害の評価・予測

技術を研究開

発するととも

に、耐久性に優

れた素材や素

材改質技術を

開発する。ま

た、インフラ自

動施工等イン

フラ建設に関

する新技術を

開発する。さら

に、インフラ構

造部材の劣化

診断等、特性評

価の基盤技術

を構築する。 

・インフラ設備の耐久性向

上に向け、耐久性に優れた

コーティング材の探索に取

り組む。輸送インフラへの

適用が期待されるマグネシ

ウム合金に関しては熱伝導

と成形性を両立する合金組

成を探索し、熱拡散率の温

度依存性を評価する。さら

に構造物の損傷評価のた

め、損傷部位を推定するシ

ミュレーション技術並びに

複数箇所のひずみ計測が可

能な無線遠隔監視技術の開

発に取り組む。 

いることも確認した。新たに開発した画像ぶれ補正技術を特許出願した。関連し

て、格子模様による画像解析技術を高精度な 3次元変位分布計測技術に拡張する

ことが大型構造物の検査に有効であることを実証し、その成果が Q1 ジャーナル

に掲載された（Opt. Lasers Eng., 148, 106752 (2022)）。 

また、ドローン空撮による橋梁点検においては、GPS 信号が届かない桁下にお

いて、レーザスキャナ及び慣性計測ユニットを用いて、ドローンの位置・姿勢を

より高精度に推定する手法を開発した。橋梁点検作業時にオペレータの操縦を支

援する制御プログラムの開発に本手法を適用し、ドローンによる橋梁点検作業を

請け負う民間企業とライセンス契約を締結した。 

 鉛直タイプの振動測定装置開発では、超低周波数帯に固有振動数をもつ防振台

と低雑音ヘテロダイン式レーザ干渉計を組み合わせることで、従来の水平タイプ

の信頼性評価装置と比較して、振動加速度ノイズを 1/100 に低減することに成功

し、それに関連する技術により民間企業と技術コンサルティングを締結し実施し

た。 

また、コンクリートの劣化原因の一つであるアルカリシリカ反応を検出するた

めに、様々な種類のコンクリートサンプルを計測し、高度な分光スペクトル解析

を駆使することで、近赤外光領域におけるアルカリシリカ反応による特徴吸収帯

の特定に成功した。また、コンクリート劣化評価に関する関連成果は、Q1 ジャー

ナルへ掲載され（Constr. Build Mater., 305, 124796 (2021)）、民間企業との

共同研究締結にも結びついた。 

b) 光 MOD（Metal Organic Deposition、有機金属分解）法による膜コーティング

溶液と積層技術を開発し、従来、耐久性が課題であった高透過率を有する光学膜

について、実用レベルの高耐久性を実現した。本成果に基づき民間企業と共同研

究を締結し、同時に事業化に向け産総研開発技術の知財情報開示を行うなど連携

体制を構築した。また、高耐久性・高導電性を有し、着氷雪防止機能を持つイン

フラ部材として期待できる樹脂基板への新コーティング部材を開発した。並行し

て、インフラに着氷雪防止機能を付与するためのゲル用プライマー開発を実施

し、その成果を Q1 ジャーナルに発表した（ACS Appl. Mater. Interfaces, 13, 

28925 (2021)）。これらの成果について 2件の特許出願を行った。更に、エアロ

ゾルデポジション法を用いた耐久性部材開発に向け、樹脂コートの開発と緻密化

機構を探求し、成果の一部が Q1 ジャーナルに掲載された（J. Asian Ceram. Soc., 

1 (2021)）。これらの材料開発については、ラマン分光や二光子吸収などを用い

た観察や加速劣化評価試験などを行うことで、そのプロセス改良を加速させてい

る。 

マグネシウム（以下 Mg）合金の室温成形性改善には結晶配向をランダム化する

ことが有効であり、その目的のために以前から Mg に添加していた亜鉛（以下 Zn）

とカルシウム（以下 Ca）に加え、アルミニウム（以下 Al）とマンガン（以下 Mn）

を微量添加することで、最適な Mg 合金の材料組成の探索を行った。その結果、

Mg 合金にナノサイズ粒子が均一に析出し、結晶粒微細化に寄与することで、室温

成形性が改善されることを明らかにした。質量ベースで Zn、Ca、Al、Mn をそれ

ぞれ 3.0%、0.5%、0.5%、1.0%添加することにより、従来の合金よりも優れた熱伝

発技術の知財情報開示

を行い、事業化に向け

て連携体制を構築し

た。着氷雪防止機能を

付与できる部材を開発

し、成果の一部は Q1 ジ

ャーナルに発表した。

熱伝導性、室温成形性、

強度に優れた軽量なマ

グネシウム合金の組成

を見出し、その成果を

Q1 ジャーナルに発表

し、関係する一連の研

究での成果が受賞に結

びついた。印刷ひずみ

センサを用いた多点同

時計測可能なシステム

を完成させ、実橋梁に

おいて実証実験を行う

とともに、開発した印

刷ひずみセンサの長期

安定性を評価した成果

がQ1ジャーナルに掲載

された。以上より、総合

的に目標の水準を満た

す成果が得られた。 
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導性、室温成形性、及び強度を有する合金となることが分かり、その成果を Q1 ジ

ャーナルに発表した（Journal of Alloys and Compounds, 887, 161394 (2021)）。

また、熱拡散率の高速・高精度評価を可能とするレーザフラッシュ法において、

測定中のパルスレーザ光の照射による試料の温度変化の影響を除外する手法を

適用することで、試験片厚さに関係なく高い信頼性で熱拡散率を測定することに

成功した。その結果、レーザフラッシュ法を用いて純 Mg 及び一般的な Mg 合金の

熱拡散率の温度依存性を評価することができた。開発した Mg 合金のレーザフラ

ッシュ法を用いた高精度な熱伝導率の決定を目指し、現在研究を進めている。そ

のほか、Q1 ジャーナルに発表（Mater. Sci. Eng. A, 819, 141481 (2021)）する

などした一連の関連研究の成果に対して、日本マグネシウム協会奨励賞を受賞し

た（「優れた室温成形性と強度を兼備したマグネシウム合金圧延材の開発」、Bian 

Mingzhe）。 

 構造物の損傷評価のための損傷部位推定シミュレーション技術について、プラ

ットトラス橋の有限要素モデルに対し損傷を付与して変形解析できるプログラ

ムを構築した上、任意の部材に損傷を与えて 10,000 ケースの変位分布を算出し、

その損傷と変位分布の組からなるデータにより機械学習アルゴリズムの開発を

進めた。作成したアルゴリズムを用いて、高精度に損傷を推定できることを確認

した。 

複数箇所のひずみ計測が可能な無線遠隔監視技術の開発については、民間企業

と共同で実橋梁のコンクリート床版の 10 箇所に印刷ひずみセンサを空隙なく貼

り付け、同時にひずみ計測できるシステムを開発した。コンクリート床版に取り

付けたセンサからのデータは、無線通信を利用して容易に取り出すことができ、

開発したシステムの有効性を実証した。また、開発したシステムに用いている印

刷ひずみセンサの長期安定性を評価した成果が Q1 ジャーナルに掲載された

（Sensors, 21, 4812 (2021)）。 

４．新型コロナ

ウイルス感染

症の対策 

〇感染防止対

策や行動指針

の策定等に繋

がる研究開発 

喫緊の社会課

題である新型

コロナウイル

ス感染症対策

について、高速

高精度なウイ

ルス検出技術

４．新型コロナ

ウイルス感染

症の対策 

〇感染防止対

策や行動指針

の策定等に繋

がる研究開発 

喫緊の社会課

題である新型

コロナウイル

ス感染症対策

について、高速

高精度なウイ

ルス検出技術

４．新型コロナウイルス感

染症の対策 

〇感染防止対策や行動指針

の策定等に繋がる研究開発 

・集客施設・公共交通機関

やプロスポーツ（Jリーグ、

プロ野球）等における換気

や飛沫・飛沫核の拡散の定

量化・可視化や測定の高度

化に関する研究、カメラを

用いたマスク着用率の解析

a) 地質調査総合センター、情報・人間工学領域、エネルギー・環境領域、エレ

クトロニクス・製造領域の 4 領域が融合して、J リーグ、日本野球機構、B リー

グ、コンサート団体、日本サッカー協会、内閣官房コロナ室、経済産業省等と連

携して、政府が主導するワクチン検査パッケージを含む 45 のイベントで感染予

防のための調査を実施した。調査では、AI による観戦中のマスク着用率評価やマ

イクロホンアレイによる声出し応援の評価、レーザー光によるリモートセンシン

グ技術（LIDAR）を用いた人流解析、CO2濃度等の計測を行い観客の対策遵守状況

や密の状況を評価するとともに、スタジアム内のリスク評価を実施した。また、

東京メトロ等と連携し、公共交通機関（鉄道車両、大型バス）の実車両を用いた

換気性能の実証試験や、東京ドーム等と連携した大型施設における模擬飛沫・エ

アロゾルの拡散試験を実施した。

研究成果として、Q1 ジャーナルに 1 報（Environment International, 157,

106774 (2021)）を含め国際誌 4報に掲載されるとともに、産総研の主な研究成

果として調査結果を 6 報公表（うち 2 報は公開 3 日でアクセス数 1000 超過）す

るとともに、民間企業の課題解決のため共同研究や技術コンサルティング契約を

締結し（7件）、社会課題の解決を進めた。 

目標の水準を満たして

いる。 

 新型コロナウイルス

感染リスクの見える化

に関しては、Jリーグ、

日本野球機構、B リー

グ、コンサート団体、日

本サッカー協会、内閣

官房コロナ室、経済産

業省等と連携して、政

府が主導するワクチン

検査パッケージを含む

45 のイベントで感染予

防のための調査を実施

するとともに、研究成

果として、Q1 ジャーナ
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等の開発を行

う。また、大規

模イベント等

における感染

リスク評価に

資する各種計

測技術を活用

し、各種団体と

連携し対策効

果の評価や感

染対策の指針

作り等に貢献

する。 

等の開発を行

う。また、大規

模イベント等

における感染

リスク評価に

資する各種計

測技術を活用

し、各種団体と

連携し対策効

果の評価や感

染対策の指針

作り等に貢献

する。今後の社

会情勢等によ

り変更される

可能性はある

が、現時点では

次の研究開発

が見込まれる。 

・大規模集客

イベントなど

で、換気や飛

沫・飛沫核の拡

散の定量化・可

視化に関する

研究を行うこ

とにより新型

コロナウイル

ス感染リスク

の見える化を

行い、対策の指

針作りや対策

効果の評価へ

貢献する。 

・新型コロナ

ウイルス等の

ウイルスを迅

速かつ高感度

に検出するシ

ステムを開発

する。また、表

面処理による

やレーザー光によるリモー

トセンシング技術（LIDAR）

を用いた人流解析を行うと

ともに、得られたパラメー

タから新型コロナウイルス

感染リスク及び対策効果の

評価を行い、その結果を発

信する。 

・新型コロナウイルスの抗

体検査に利用するため、迅

速かつ高感度に抗体を測定

するシステムを開発し、患

者由来の血液による評価試

験を実施する。ウイルス濃

度が低いサンプルにも対応

可能な新規ウイルス濃縮デ

バイスについて、ヒト咽頭

拭い液等を利用した条件の

最適化を行う。PCR 検査の

プロトコルの信頼性の向上

のため、内部標準物質を使

用した実証試験を実施す

る。 

・新型コロナウイルス感染

症対策として、エアロゾル

デポジション法（AD 法）や

表面化学修飾技術を用いて

耐久・持続性と即時効果が

両立した抗ウイルス機能表

面創製技術を開発する。 

・新型コロナウイルス感染

症対策に適用するため、発

熱者の非接触検知の信頼性

向上に必要な温度基準とし

て、高放射率平面黒体炉を

開発する。 

さらにこれらの研究成果は、NHK を始めとした国内テレビで 10 件以上、新聞・

オンラインメディアに 100 件以上報道され社会的に大きな注目を浴びている。さ

らに、政府・自治体・事業主体への協力として、令和 3年の政府の各種実証試験

への協力（4 月、10 月〜）、東京オリンピックパラリンピック組織委員会ラウン

ドテーブルや NPB・J リーグ 新型コロナウイルス対策連絡会議において有識者

として助言、政府「新型コロナウイルス感染症対策分科会」への調査結果の提供、

NPB・J リーグ 新型コロナウイルス対策連絡会議山際内閣府特命担当大臣(新型

コロナ対策・健康危機管理担当)や黒岩神奈川県知事等へのレクチャーの実施を

行うなど、産官への科学的知見の提示を進めた。 

b) 喫緊の社会課題である新型コロナウイルス感染症対策のために、高速・高精

度なウイルス検出技術等の開発が求められる。令和 3年度は主に以下に記す年度

計画に沿って研究に取り組んだ。 

・新型コロナウイルスの簡便・迅速な抗体検査チップシステムの開発

新型コロナウイルスを初めとする感染症では、患者の負担低減や感染拡大を防

止する観点からも迅速な抗体検査が重要である。しかし、既存の迅速抗体検査キ

ットは精度が低いことから、社会活動の安定化のためには高精度な迅速抗体検査

技術の開発が望まれる。そこで生命工学領域では、新規にマイクロ流路を用いた

酵素免疫測定法による簡便・迅速・高感度な新型コロナウイルス抗体検査キット

と自動化装置を開発した。国立大学医学部にて本装置を用いた結果、新型コロナ

感染血清(27 検体)について既存の簡易検査キットより 100 倍以上高感度での定

量検出に成功した。この成果に基づき、令和 3年度に体外診断薬企業との知財実

施契約および共同研究が締結された。 

・新型コロナウイルスの検査試料前濃縮処理技術の開発

新型コロナウイルス感染症は次々と出現する変異株によって、依然予断を許さ

ない状況にある。そこで生命工学領域では、患者からの採取にとどまらず、洗浄

液、下水等の希薄な試料からウイルス検査を安全に実施することが可能な捕集・

濃縮デバイスの開発を目指しており、検体に触れることなく効率よくウイルスを

濃縮し、PCR 等の検査に用いる前処理技術を開発した。令和 3年度は、本技術に

基づき企業との共同研究を締結し、デバイスの開発を進めた。 

・PCR 検査のプロトコルの信頼性の向上のための内部標準物質を使用した実証試

験の実施 

 新型コロナウイルス等の新興感染症の診断のための PCR 検査には多段階の操

作がある。正しい検査結果を得るためには、多段階にわたる各操作が適切であり、

かつ測定に用いる機器が適切に管理されている必要がある。そこで、核酸標準物

質を内部標準物質として用いることで新型コロナウイルス等の PCR 検査の妥当

性を評価する方法を開発した。この成果に基づき、令和 3年度は公設試験機関に

RNA 標準物質を提供して共同研究を行った。また、本成果に関する国内特許出願

を行い、企業と共同研究締結に向けて道筋を示した。 

また、年度計画には記載していないが、中長期計画の達成につながる下記の研

究に取り組み、成果を上げた。 

・接触感染抑制ウイルスバリアコート剤および評価技術の開発

ルに 1 報、民間企業の

課題解決のため共同研

究や技術コンサルティ

ング契約を締結してい

る。また NHK をはじめ

とした国内テレビで 10

件以上、新聞・オンライ

ンメディアに 100 件以

上報道され社会的に大

きな注目を浴びてい

る。加えて、東京オリン

ピックパラリンピック

組織委員会ラウンドテ

ーブルにおける有識者

としての助言や政府

「新型コロナウイルス

感染症対策分科会」へ

の調査結果の提供を行

った。 

新型コロナウイルス

の簡便・迅速診断のた

めの抗体検査チップシ

ステムの開発や接触感

染抑制ウイルスバリア

コート剤、高放射率平

面黒体炉開発について

は、知財実施契約およ

び共同研究を実施する

など、着実に成果を創

出した。以上より、総合

的に目標の水準を満た

す成果が得られた。 
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抗ウイルス機

能表面創成技

術を開発する。

さらに、新型コ

ロナウイルス

感染症対策に

適応するため

の、温度基準や

標準物質に関

する研究開発

を行う。 

 病院、介護・福祉施設等で問題となっている新型コロナウイルス接触感染を抑

制する手段として、抗ウイルスバリア効果を維持するスプレーコート技術が重要

となる。一方で、抗ウイルス表面の従来評価手法では口からの飛沫が原因である

新型コロナ接触感染の状況とかけ離れた実験条件が設定されていた。このため、

付着飛沫からのリアルな接触感染過程を再現するハイスループット評価手法を

新規に開発した。この成果に基づき、令和 3年度はコート剤の製品化に向けた化

学メーカーとの共同研究を締結した。 

産総研が就実大学と連携して開発した即時性と持続性を両立した抗ウイルス

コーティング技術は、新型コロナウイルス(SARS-CoV-2)を含むエンベロープ型ウ

イルス全般に効果がある抗ウイルス薬剤が含浸可能でかつ徐放できるコーティ

ング技術である。令和 3年度は、口内洗浄剤にも使われ比較的安全性の高いクロ

ロヘキシジン（CHX）を含浸したコーティング面と、現行市販品の銀イオン（Ag+）

含有製品や銅（Cu）製品の抗ウイルス効果を ISO で定められた手法に従い同一条

件でベンチマーク試験を実施した。その結果、現行市販品に対し約 10 倍程度の

高い抗ウイルス活性値と高い即時性が確認された。また、非エンベロープ型ウイ

ルス（ネコカリシウイルスなど）に対しても高い抗ウイルス活性値が確認され、

アフターコロナにおいても接触感染が主な原因となるノロウイルスや新興感染

症対策などへの貢献も期待できることが判った。さらに、光表面化学修飾法でも

マスク等の市販抗ウイルス繊維製品と比較し高い抗ウイルス活性値を達成でき

ることが確認された。 

令和 3年 3月のプレスリリース以降、多くの民間企業、公共団体からオファー

を受けており、令和 3年度の成果エビデンスをもって 3件のサンプル製品適用評

価、1 件の特許実施許諾契約（2 月中契約締結）による商品化の検討ならびに 2

件の実証試験を開始している。抗ウイルス素材の国内市場規模は 2020 年見込み

で 136 億円であり、前年から 150%以上の伸びを示している。 

・非接触検温の確かな温度基準となる平面黒体炉の開発

新規感染症対策として、水際や、人が多数集まる場所等においては、検温が行

われている。特に、物体の赤外線放射量から温度分布を可視化するサーモグラフ

ィは、非接触に検温できるので、検疫現場の感染リスク防止や負担軽減に有効で

ある。しかし、サーモグラフィを含む非接触検温技術には、周囲環境の影響を受

けやすいなどの注意点が多く、医療用体温計の求める精度±0.2℃はおろか、±

0.5℃の精度確保も危うく、発熱者の 3割しか検知できていないとの報告もある。

要因の一つとして、十分な精度の現場用温度基準器の確保が困難なことが挙げら

れる。そこで、非接触検温の高精度化と信頼性向上のための技術を開発し、新規

感染症の防疫強化・現場負担の軽減、経済活動の早期正常化に貢献することを目

指した。 

現状の非接触検温の信頼性に関し、表示誤差が1℃を超えるケースがあるなど、

実データを交えて公表し、その課題を定量的に明らかにした。そして、サーモグ

ラフィ等で赤外線放射量を温度に換算する際の校正不確かさ低減に必要な黒体

材料として、民間企業と共同研究を行い、±0.2℃を実現できるという、これま

での量産型の性能を大きく上回る高放射率な平面黒体装置の実用化試作機を新

規に開発し、プレスリリースを行った。国際度量衡委員会（CIPM）の測温諮問委
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員会（CCT）が策定中の、検温用サーモグラフィのガイドラインに関し、日本の意

見を挙げ、修正提案を反映させた。以上の成果は、非接触検温の信頼性向上に資

するものであり、新規感染症のまん延防止への貢献が期待される。 

成果としては、研究会にてポスター発表を行って最優秀賞を受賞（QST 高崎サ

イエンスフェスタ 2021 ポスター発表最優秀賞「非接触発熱者検知の信頼性向上

を目指した高精度温度基準用黒体プレートの開発」、清水 雄平（受賞者））した

ほか、新聞等のメディアで複数報道された。 

（２）戦略的研

究マネジメン

トの推進

社会課題の解

決に貢献する

戦略的研究開

発を推進する

ため、全所的・

融合的な研究

マネジメント

機能を強化し、

産総研の研究

内容の多様性

と、これまで培

ってきた企業

や大学などと

の連携力を活

かし、各研究領

域の枠を超え

て企業や大学

等の研究者と

これまで以上

に連携・融合し

て取り組むよ

う制度の設計、

運用及び全体

調整を行う。 

さらに、各領域

の取組や戦略

に関する情報

を集約し、産総

研全体の研究

戦略の策定等

（２）戦略的研

究マネジメン

トの推進

社会課題の解

決に貢献する

戦略的研究開

発を推進する

ため、全所的・

融合的な研究

マネジメント

機能を強化し、

産総研の研究

内容の多様性

と、これまで培

ってきた企業

や大学等との

連携力を活か

し、各研究領域

の枠を超えて

企業や大学等

の研究者とこ

れまで以上に

連携・融合して

取り組むよう

制度の設計、運

用及び全体調

整を行う。さら

に、各領域の取

組や戦略に関

する情報を集

約し、産総研全

体の研究戦略

の策定等に取

（２）戦略的研究マネジメ

ントの推進

・社会課題からのバックキ

ャストにより、産総研が取

り組むべき研究テーマを抽

出するための戦略策定機能

を強化する。令和２年度に

策定した研究戦略の見直し

を行う。 

a) 社会課題からのバックキャストにより、産総研が取り組むべき研究テーマを

抽出するための戦略策定機能を強化するため、研究所の研究戦略に係る基本方針

の企画及び立案並びにその関連する業務を行う組織として「研究戦略企画部」を

設置、融合研究ラボでの研究開発を強化、加速するための施策として、「課題解

決融合チャレンジ研究」制度を整備、支援を開始した。 

さらに研究戦略企画部を中心に、令和 2年度に策定した研究戦略を改訂し、コ

ア技術並びに全所的に取り組むべき研究課題を明確化した。

加えて、「第 3期知的基盤整備計画」において、「地質情報分野」、「計量標

準・計測分野」、その他加速すべき施策である「カーボンニュートラル」、「国

土強靭化（防災・強靭化）」、「新型コロナウイルス」の各項目で、産総研のマ

ネジメントの成果を反映させた。

水準以上の成果を達成

した。 

 戦略策定機能強化の

ため「研究戦略企画部」

を設置し、融合研究を

加速させるための支援

制度を整備し、実際に

支援を開始した。それ

に加えて、国家戦略で

ある「第 3 期知的基盤

整備計画」が令和 3 年

度まとめられたが、そ

の中で、「地質情報分

野」、「計量標準・計測分

野」、その他加速すべき

施策である「カーボン

ニュートラル」、「国土

強靭化（防災・強靭

化）」、「新型コロナウイ

ルス」の各項目で、産総

研の成果を反映させ

た。 
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に取り組む。 り組む。 

具体的には、

研究所全体の

経営方針の企

画調整機能を

担う企画本部

の体制及び役

割の見直しを

行い、各研究領

域との調整機

能を強化する

とともに、各研

究領域におけ

る産学官との

取組や技術情

報等の情報を

集約する機能

の更なる強化

を行う。特に、

社会課題の解

決に貢献する

戦略的研究開

発については、

効果的に研究

を推進するた

めに必要とな

る体制の整備

に向けて、所内

外の研究者と

の連携や融合

が可能となる

ような全体調

整を行う。 

また、将来に予

想される社会

変化を見据え

つつ、科学技

術・イノベーシ

ョン基本計画

等の国家戦略

等に基づき、産

総研全体とし
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ての研究戦略

を策定すると

ともに、機動的

にその見直し

を行う。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報

Ⅰ―２ 経済成長・産業競争力の強化に向けた橋渡しの拡充

関連する政策・施策
我が国全体の科学技術イノベーション政策

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など）
国立研究開発法人産業技術総合研究所法第１１条第１項

当該項目の重要度、困難

度

（必要に応じて重要度及び困難度について記載）

困難度：高

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー

（研究開発評価、政策評価書若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビ

ューシートの番号を記載）

２．主要な経年データ 

①主な参考指標情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

基準値等 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

研究開発予算額（千

円） 

11,193,467 11,943,638 

従事人員数 5,522 の内数 5,374 の内数 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣に

よる評価 

主な業務実績等 自己評価 

２．経済成長・

産業競争力の

強化に向けた

橋渡しの拡充 

（１） 産業競

争力の強化に

向けた重点的

研究開発の推

進 

第４期に培っ

た橋渡し機能

を一層拡充さ

せるため、企業

にとってより

共同研究等に

結び付きやす

い、産業ニーズ

２．経済成長・産

業競争力の強化

に向けた橋渡し

の拡充 

（１）産業競争力

の強化に向けた

重点的研究開発

の推進 

第４期に培った

橋渡し機能を一

層推進・深化させ

るため、企業にと

ってより共同研

究等に結び付き

やすい、産業ニー

ズに的確かつ高

２．経済成長・産業競争力

の強化に向けた橋渡しの

拡充 

（１）産業競争力の強化に

向けた重点的研究開発の

推進 

具体的な研究開発の方針

は以下別紙に掲げる。 

○第４期に構築

した橋渡し機能

を拡充し、産業

ニーズに的確か

つ高度に応えた

産業競争力の強

化に結びつく研

究開発が実施で

きているか 

・テーマ設定の

適切性（モニタ

リング指標）

・具体的な研究

開発成果 

・民間からの資

金獲得額（モニ

タリング指標）

等 

エネルギー・環境領域については、モビリティエネルギーのための技術の開発

として、車両としては 2050 年 Well-to-Wheel ゼロ CO2、航空業界でも国際航空

機からの CO2排出量半減など、極めて高い CO2削減目標のために、これまでの

内燃機関の高効率化、自動車の電動化に向けての技術開発、さらには空力や高

温超電導を利用した技術開発に取り組んでいる。令和 3年度には、ノズル内部

の先進 X線計測技法による燃料付着のメカニズムを解明、SiC デバイス製造プ

ロセス開発における 3.3 kV 級 SJ-MOSFET（スーパージャンクション-金属/酸

化膜/半導体電界効果トランジスタ）を作製し、室温と高温条件下で共に世界

最小となる極めて低いオン抵抗を実現などの実績を示した。 

 電力エネルギー制御技術の開発として、ゼロエミッション社会の実現に向け

た電力エネルギーを高効率かつ柔軟に運用するための電力制御機器用の超高

耐圧デバイスなどの開発や、高いエネルギー密度で電力を貯蔵できる安全で低

コストな高性能二次電池などの開発を推進している。令和 3年度には、SiC ウ

ェハの量産性向上のために必要な加工工程で従来の 12 倍の速度を示す高速研

磨技術の開発、低結晶性 VS4と金属 Li を用いた液系 20 Ah 級フルセルで、511 

Wh/kg・718 Wh/L の世界最高のエネルギー密度を誇る革新的高容量二次電池の

開発などの実績を示した。 

 生命工学領域については、医療システムを支援する先端基盤技術の開発とし

て、個々人の特性にカスタマイズされた医療の実現を目指し、蓄積した大量の

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ【困難度:高】 

根拠：経済成長・産業競

争力の強化に向けた橋

渡しの拡充に向けて、モ

ビリティエネルギー及

び電力エネルギー制御

技術、医療システム支援

のための先端基盤技術

及び生物資源利用技術、

人工知能技術及びサイ

バーフィジカルシステ

ム技術、モビリティ技

術、ナノマテリアル、ス

マート化学生産技術及

び革新材料技術、エネル

ギー効率向上のための

デバイス・回路技術、デ

ータ活用拡大に資する

評定 
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に的確かつ高

度に応えた研

究を実施する。

特に、モビリテ

ィエネルギー

のための技術

や電力エネル

ギーの制御技

術、医療システ

ム支援のため

の基盤技術、生

物資源の利用

技術、人工知能

技術やサイバ

ーフィジカル

システム技術、

革新的材料技

術、デバイス・

回路技術や情

報通信技術の

高度化、地圏の

産業利用、産業

の高度化を支

える計測技術

などの研究開

発に重点的に

拡充して取り

組む。 

【困難度：高】 

社会的・技術的

動向をタイム

リーに把握す

るとともに、産

業界や個別企

業との組織対

組織の関係を

強化し、そのニ

ーズに応える

産総研の技術

シーズ群を幅

広く構築する

こと、更には企

度に応えた研究

を実施する。特

に、モビリティエ

ネルギーのため

の技術や電力エ

ネルギーの制御

技術、医療システ

ム支援のための

基盤技術、生物資

源の利用技術、人

工知能技術やサ

イバーフィジカ

ルシステム技術、

革新的材料技術、

デバイス・回路技

術や情報通信技

術の高度化、 

地圏の産業利用、

産業の高度化を

支える計測技術

等の研究開発に

重点的に取り組

む。 

具体的には、エ

ネルギー・環境領

域ではモビリテ

ィエネルギーた

めの技術の開発

や電力エネルギ

ー制御技術の開

発等、生命工学領

域では医療シス

テムを支援する

先端基盤技術の

開発やバイオエ

コノミー社会を

実現する生物資

源利用技術の開

発等、情報・人間

工学領域では人

間中心の AI 社会

を実現する人工

個人データやゲノムデータなどバイオデータとデジタル技術を統合すること

で個別化治療法の選択や創薬開発に活用するとともに、再生医療の産業化に向

けた基盤技術による医療システム支援に資する研究を推進した。令和 3 年度

には、質量分析と情報解析技術を融合した探索的な高精度解析による認知症に

関わる血中分子マーカー候補の同定、膵臓がんの高感度検出法開発に資する患

者血清に存在するレクチン陽性糖タンパク質の同定などの実績を示した。 

 バイオエコノミー社会を実現する生物資源利用技術の開発として、植物や微

生物等の生物資源を最大限に利用してバイオエコノミー社会の実現に貢献す

ることを目指すとともに、遺伝子工学、生化学、生物情報科学、環境工学等の

多層的視点から生命現象の深淵を明らかにし、その応用技術を持続性社会創出

に向けて利活用することを目指している。令和 3年度には、廃水処理施設の大

規模菌叢解析によって、有機性廃水処理のパフォーマンスを左右する重要な

「コア微生物」の特定、パプリカカロテノイド類の微生物生産を実現するため

の遺伝子工学手法を確立などの実績を示した。 

 情報・人間工学領域については、人間中心の AI 社会を実現する人工知能技

術の開発として、AI-Ready な社会の実現を目指し、人間と協調できる AI の説

明技術、実世界で信頼できる AI の評価技術、容易に構築・導入できる AI の基

盤技術を柱として、人間中心の AI 技術の研究開発を推進している。令和 3 年

度には、デジタルツインを用いた人と機械の協調的な行動計画手法の開発、機

械学習品質マネジメントガイドライン第 2 版の公開と、AI の品質や信頼性に

関する連携活動の推進、産総研独自の「数式ドリブン教師あり学習」に基づく

学習済み汎用モデルの構築などの実績を示した。 

サイバーフィジカルシステム技術の開発については、循環型社会を牽引する

橋渡し技術として、サイバーフィジカルシステム（CPS）に関する研究開発を

進めている。CPS の構築と社会実装には、(a)社会活動をサイバー空間に転写

する技術、サイバー空間での計画をフィジカル空間に作用させる技術の確立、

(b)サイバー空間・フィジカル空間の双方におけるセキュリティ脅威への対策

が課題となるため、(a)人間や機械の動きや状態を計測・評価し、介入・改善

する技術と、(b)CPS のセキュリティ向上を目的とした技術の研究開発を推進

している。令和 3年度には、小型センサを用いた人間の運動の簡易計測技術と

可搬型アシスト装置による介入技術の開発、暗号技術の効率化と機能拡張、プ

ライバシー保護技術の実用化などの実績を示した。

モビリティ技術の開発については、少子高齢化に伴い、移動が困難な高齢者

が増加している。地方部においては、公共交通機関の減退が社会問題化してお

り、生活のためのモビリティ（ライフスペースモビリティ）を維持・拡大する

ことは、喫緊の社会課題である。そこで、自動運転車両などの多様なモビリテ

ィを連携し新たな移動サービスを実現することで、日本の国際競争力強化に貢

献することを目指している。令和 3年度には、自動運転レベル 3の普及に向け

た自動から手動へ運転交代する設計要件の導出と、成果の自動車工業会への移

管、スマート車いすの実現に向けた環境認識技術の開発、ラストマイル自動運

転移動サービスの実証実験などの実績を示した。 

材料・化学領域については、ナノマテリアル技術の開発として、革新的機能

情報通信技術及び変化

するニーズに対応する

製造技術、産業利用のた

めの地圏の評価、ものづ

くり・サービス産業、バ

イオ・メディカル・アグ

リ産業等の高度化を支

える計測技術など、研究

領域が中心となって取

り組んでいる各研究開

発を推進した。民間企業

との多数の共同研究や

技術移転、産総研発ベン

チャーの創業などの橋

渡し成果に加え、今後の

企業連携、そして最終的

な製品化・実用化につな

がることが期待される

研究実績も次々と創出

されている。また、成果

の橋渡しをさらに加速

させる取組として、新規

の冠ラボ設立、冠ラボや

OIL の機能強化・制度改

善、研究成果の社会実装

を支援する制度改革に

よる地域との連携強化、

ベンチャー創出と事業

拡大に向けた創業前お

よび創業後支援活動、理

事長によるトップセー

ルスなどによる大型連

携構築のためのマーケ

ティング力強化、大型ラ

イセンス案件等の創出

を目指した知財戦略、及

び連携先相手となるタ

ーゲットを明確にした

広報戦略、研究成果の積

極的な発信などのマネ

ジメントを実施した。 

以上、年度計画を達成
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業等との共同

研究で高い成

果を出し続け

ることは非常

に困難な取組

であるため。 

知能技術の開発、

産業や社会シス

テムの高度化に

資するサイバー

フィジカルシス

テム技術の開発

やライフスペー

スを拡大するモ

ビリティ技術の

開発等、材料・化

学領域ではナノ

マテリアル技術

の開発やスマー

ト化学生産技術

の開発、革新材料

技術の開発等、エ

レクトロニクス・

製造領域では情

報処理のエネル

ギー効率を飛躍

的に向上させる

デバイス・回路技

術の開発やデー

タ活用の拡大に

資する情報通信

技術の開発、変化

するニーズに対

応する製造技術

の開発等、地質調

査総合センター

では産業利用に

資する地圏の評

価等、計量標準総

合センターでは

ものづくり及び

サービスの高度

化を支える計測

技術の開発やバ

イオ・メディカ

ル・アグリ産業の

高度化を支える

計測技術の開発、

発現が期待されるカーボンナノチューブ（CNT）やグラフェン等のナノマテリ

アルや多様な環境変化に応答するスマクティブ材料等は、電子デバイスや建

材・医薬品など、快適で安全な生活空間の創出に寄与する幅広い分野において

の活用が期待される。令和 3年度は、トランスミッター型色素と PbS 半導体ナ

ノ結晶の混合分散溶液からキャスト法によってアップコンバージョン固体膜

を作製する技術の開発、過飽和液中レーザー照射プロセスによるナノ複合材料

合成技術の高度化などの実績を示した。 

スマート化学生産技術の開発として、化学生産技術における原料多様化の加

速と生産効率の向上のため、(a)バイオマス等の未利用資源から機能性化学品・

材料を合成する触媒技術、(b)所望の機能性化学品・材料を必要な量だけ高速

で無駄なく合成する触媒・反応システム、(c)材料データの利活用を加速して

新材料の開発競争力を強化するための材料診断技術、(d)データ科学に基づい

た材料設計技術等の開発を進めた。令和 3年度には、共生成物が少なく選択率

及び転化率が高い連続精密生産に適した不均一系触媒の開発、液晶構造相転移

シミュレーションにおける局所構造を機械学習法により解析する技術の開発

などの実績を示した。 

 革新材料技術の開発として、次世代社会を支えるモビリティやヘルスケア分

野における革新材料の開発が、産業競争力強化のために重要となる。そのため

異種材料間の接合および界面状態ならびに材料の微細構造を制御することに

よって機能を極限まで高めた材料や軽量で機械的特性に優れたマルチマテリ

アル等を開発している。令和 3年度には、センサ・燃料電池・物質変換デバイ

ス・磁性材料・軽量材料等の革新材料技術の社会実装に貢献する成果などを示

した。 

エレクトロニクス・製造領域については、Society 5.0 の実現に向けた情報

処理技術の発展に貢献するため、“サイバーフィジカルシステムの高度化”に

資する集積回路に用いられる材料、デバイス、作製プロセス、設計、および解

析評価に関するコア技術の創出、高速、超低エネルギーな不揮発性メモリやニ

ューロモルフィックデバイス、ロジック回路の開発、3次元集積化、AI チップ

等の集積回路設計技術などの研究開発を推進している。令和 3年度には、高集

積化に有利な垂直磁化 MTJ 素子の低電力書き込みの基盤技術の確立、最先端

の 3次元集積実装技術において求められる 2 µm ピッチ 1 µm 寸法の Cu 電極パ

ッドのハイブリッド接続技術の構築などの実績を示した。 

 データ活用の拡大に資する情報通信技術として、チップ内から広域までのあ

らゆる領域で大容量、省電力、低遅延、高セキュリティが求められており、そ

の全てにおいて優れた特性を有するフォトニクス技術および光電融合技術を

開発している。また、ポスト 5G および 6G に対応した情報通信システムの高周

波化と共に求められる部材の高度化を推進している。令和 3 年度には、受光

器、導波路多層化、光源実装プラットフォーム等の異種材料集積などによる高

付加価値技術の開発、光スイッチの実用化に向け、波長合分波器と光スイッチ

を組み合わせたデバイスやキャリアプラズマ効果に基づいた光スイッチの試

作と動作実証などの実績を示した。 

変化するニーズに対応する製造技術の開発では、ESG 投資や SDGs などの国

しかつ多くの取組で目

標通りの成果が得られ

たこと、水準以上に達し

たインパクトの大きい

成果も得られているこ

と、【困難度：高】と設定

されたテーマであるこ

となどを総合的に判断

して、自己評価を「Ｂ」

とした。 

＜課題と対応＞ 

国内企業の国際競争力

強化を支援し、また中長

期的に経済発展へ貢献

するためには、社会的な

ニーズの迅速かつ適切

な把握に努め、企業が真

に必要とする基盤技術

の開発を推進すること

が重要である。そのため

には、既に取り組んでい

る研究開発であっても、

社会的ニーズや企業の

経営方針等を見極めた

上で進むべき方向を議

論し、ニーズに答えるべ

く柔軟に舵を切ること

が出来る運営も必要と

考えられる。ロードマッ

プの最終アウトカムを

見据えた研究開発を推

進しつつも、並行して社

会情勢を踏まえた対応

も検討すべきである。ま

た、大企業あるいは中小

企業、それぞれが置かれ

ている環境とそれぞれ

が必要とする技術シー

ズの差異を適切に見分

け、両者との連携が等し

く推進される研究開発
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先端計測・評価技

術の開発等に重

点的に取り組む。 

際社会動向から製造業における環境負荷低減、労働環境改善が強く求められ、

加えて少子高齢化の渦中にあるものづくり産業では、生産現場の DX を加速し、

労働生産性向上、産業競争力強化を図る必要がある。これらの社会課題に対し

て、すべての産業分野での労働生産性向上、多様なニーズに対応する生産技術

の開発、シミュレーションやデータを活用した製造技術の DX 化、そして、低

環境負荷な製造技術の開発を推進している。令和 3 年度には、合金物性の取

得・評価、鋳造実験との比較によりパラメータを最適化し、冶金学的な現象を

組み込み高精度化した鋳造シミュレーションの実現、エアロゾルデポジション

（AD）法による六価クロムメッキ代替耐摩耗・防錆コーティング技術などの実

績を示した。 

 地質調査総合センターについては、産業利用に資する地圏の評価として、日

本周辺海域における表層メタンハイドレートの賦存状況等、地層処分に関する

沿岸部の塩淡境界周辺の地下水特性の着実な調査及びカーボンニュートラル

社会実現に向けた鉱物資源の開発可能性評価の基礎データとなる成因解明を

推進している。令和 3年度には、海底熱水鉱床賦存ポテンシャルの算出、二酸

化炭素地中貯留の安全性評価のための地層の遮蔽特性の解明やモニタリング

技術の開発、地下構造調査及び評価の高度化などの実績を示した。 

 計量標準総合センターについては、ものづくり及びサービスの高度化を支え

る計測技術の開発として、①力学量等の計量標準の技術を活用した、高機能ロ

ータリエンコーダ及びセンサ評価基盤の開発、②次世代通信を支えるミリ波・

テラヘルツ波の定量評価技術等の開発、③自動車等の安全性評価のための電磁

界センサ評価技術の高周波化、④新型ウイルス対策に資する三次元微風速セン

サの開発に取り組んでいる。令和 3年度には、大型マシニングセンタの回転テ

ーブルに内蔵される角度検出器であるロータリエンコーダの高機能化、100 

GHz 超の周波数帯でのメタサーフェス（自然界にはない反射特性をもつよう

な、人工的な表面）反射板の設計・試作・動作実証などの実績を示した。 

バイオ・メディカル・アグリ産業の高度化を支える計測技術の開発として、

医療機器の滅菌や放射線治療における照射線量、医薬品や食品の品質管理、臨

床検査結果の、信頼性確保のための計測評価技術の開発や高度化に取り組んで

いる。令和 3年度には、線量計の複数のエネルギー指標の試験・校正手法の確

立、サブミリグラム分銅を自動で搬送・ひょう量するシステムの開発、微小量

RNA の定量評価技術の新知見などの業績を示した。 

先端計測・評価技術の開発として、量子計測・超微量計測・極限状態計測等、

既存技術の延長では測定が困難な測定量・対象の計測・評価技術の開発を行っ

ている。令和 3年度は、新型ウイルス感染対策として期待される紫外放射(UV-

C)によるウイルス不活化技術の開発としてトレーサビリティの上位に位置す

る分光放射照度標準の高度化、X線・陽電子線・中性子線・超短パルスレーザ

等の量子プローブ及び検出技術並びにそれらを活用した計測分析技術の開発・

高度化、電子ビーム源等の高出力化、非破壊分析手法の開発及び質量分析に資

するイオン生成の制御法の開発などの業績を示した。 

 なお、「経済成長・産業競争力の強化に向けた橋渡しの拡充」を支えるマネ

ジメントとして、冠ラボについては、新規の冠ラボの 2件の設立、連携・融合

が養生されることも必

要である。より多くの技

術が社会実装され、かつ

社会的インパクトが大

きいあるいは市場規模

の大きい製品化につな

がる技術開発がなされ

るためにも、これまで以

上に企業を含めた大学

や公的機関とも連携を

深化させる取組・組織マ

ネジメントも検討すべ

きと考えている。 
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プラットフォーム機能強化による複数機関連携および異分野融合の促進、OIL

においては、定期的なモニタリングによる進捗管理と積極的な情報発信や外部

人材の受入れ等による連携・融合プラットフォーム機能の強化による共同研究

や外部資金の獲得、文理融合の取組として文系 2 大学との連携協議を開始し

た。 

 NEDO 事業に採択され、SCR 内にポスト 5G 世代に向けた「従来国内では実施

が困難であった先端半導体デバイスを試作可能なパイロットラインの整備」を

開始したこと等により「TIA」のオープンイノベーション拠点としての魅力を

向上させた。また、プロジェクト実施や、各種拠点での日常業務での技量と知

識の向上および幅広化を図るなど「T型高度技術専門者」への育成の本格的開

始等を実施した。 

 地域イノベーションの推進として、地域イノベーション推進事業、公設試と

の連携促進のための事業の制度刷新及びプロジェクト推進、地域ステークホル

ダーと協力したイベント開催等による、地域ニーズの把握等により地域未来牽

引企業との 90 件の共同研究等につなげた。 

 ベンチャー支援に対しては、研究推進組織や外部機関との連携、関係強化に

よる創業前及び創業後支援、事業開始後出資として、研究所型国立研究開発法

人初となる出資実行による民間資金調達の加速に取組んだ結果、新たに 1 社

の称号付与や、産総研技術移転ベンチャーが外部表彰される等の成果につなが

った。 

マーケティング力の強化として、産総研が有する幅広い分野の技術と共創型

コンサルティング等の制度の活用、企業の新規事業創出につながるテーマ探索

の実施、理事長トップセールスの実施（新たに 8 件）、企業との継続的な協議

により、包括連携協定 1件の締結、冠ラボ 1件の新規設置など新たな連携構築

につながった。 

 知財マネジメントについては、社会課題解決に向けた企業等との大型連携創

出に向けた知財専門人材による支援、積極的な特許情報の活用により、コンソ

ーシアムの立ち上げ、連携の骨太化や研究テーマの策定に貢献した。 

広報活動としては、研修による職員の広報に対する意識およびスキルの向

上、職員同士が有用情報を共有し所内交流を促進できるサイトの運営を実施し

た。また、科学技術のおもしろさや重要性を分かりやすく、より多くの人に伝

えるための出前講座の実施や外部主催のイベントへの参加、オンラインイベン

トや写真を通した情報発信を実施した。

 別紙 

１．エネルギ

ー・環境領域 

〇モビリティ

エネルギーの

ための技術の

開発 

１．エネルギー・

環境領域 

〇モビリティエ

ネルギーのため

の技術の開発 

１．エネルギー・環境領域 

〇モビリティエネルギー

のための技術の開発 

a) ゼロエミッションモビリティ開発に向けた各種要素技術の高度化において

は、ノズル内部の先進 X線計測技法により、Tip Wetting 現象と呼ばれるノズ

ル内部の燃料付着のメカニズムを解明するとともに、エンジン排気品質を向上

させる燃料ドリブルと Tip Wetting の制御手段を提案した。具体的には、ノズ

ル壁面に対する液滴衝突の強化及び減圧沸騰下での液滴蒸発の促進によって

Tip Wetting 現象が引き起こされることが推察されたため、噴射圧力や温度を

高くし噴孔径を制御することで Tip Wetting 現象を抑えることが有効である

目標の水準を満たして

いる。 

複数の国家プロジェ

クトや、民間企業との共

同研究、技術コンサルテ

ィング等を主体的に推

進することによって、当
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将来モビリテ

ィとそのエネ

ルギーの普及

シナリオを策

定し、それらに

基づき、カーボ

ンニュートラ

ル燃料、オンボ

ード貯蔵・変

換・配電デバイ

ス、パワーソー

ス最適化技術、

高効率推進シ

ステムなどを

開発する。 

将来モビリティ

とそのエネルギ

ーの普及シナリ

オを策定し、それ

らに基づき、カー

ボンニュートラ

ル燃料、オンボー

ド貯蔵・変換・配

電デバイス、パワ

ーソース最適化

技術、高効率推進

システム等を開

発する。今後の社

会情勢やマーケ

ティングにより

変更される可能

性はあるが、現時

点では次の研究

開発が見込まれ

る。 

・自動車モデルベ

ース開発に資す

る数値モデル構

築技術を開発し、

また、車両トータ

ルシミュレーシ

ョン技術とライ

フサイクル評価

により、バーチャ

ル車両評価シス

テムを構築する

ことで、電動化デ

バイスや材料技

術等の評価を行

う。 

・超電導技術を活

用し、現行よりも

高い出力密度を

有する航空機用

電気推進システ

ムに資する技術

・ゼロエミッションモビ

リティ開発に向け、燃料噴

霧、着火、燃焼、排気浄化

等の要素技術の高度化、シ

ステム最適化のためのバ

ーチャル電動車両評価シ

ステムの構築を行う。これ

らの成果は自動車用内燃

機関技術研究組合やコン

ソーシアムを通して展開

し、産学官での利活用を目

指す。 

・航空機用超電導電気推

進システム製作の見通し

を得るため、人工ピン止め

点の制御及び厚膜化等に

よって、絶対温度 70K、外

部磁界 2.5T におけるテー

プ幅１cm あたりの臨界電

流値が 300A 以上の超電導

線材を実現するとともに、

超電導線材を適用した回

転機シールドの適正構造

の開発を行う。また低損失

化に必要なスクライブ線

材において、貼り合わせ線

材の加工技術を確立する。 

・低オン抵抗と短絡・アバ

ランシェ耐量を両立する

1.2～3.3kV 級の SiC デバ

イス製造プロセスを開発

する。SiC デバイスの耐環

境性の観点から、放射線耐

性向上に向けたデバイス

構造の改善点を抽出する。

1.2kV級SiCデバイスの使

いこなしの観点から、5ns

以下の高速スイッチング

及び 0.5μs 以下の保護応

答の技術実証を行う。 

ことを提案した。これらの成果を Q1 ジャーナル掲載へとつなげた（Int J Heat 

Mass Transf, 169, 120935 (2021)等、3報）。 

 また、産総研独自のバーチャル車両評価システムの機能拡充を目的に、シャ

ーシダイナモ上で車両走行実験を実施し、そのエンジン性能や排気成分データ

などを解析・活用することで、マイルドハイブリッド自動車（MHEV）の電動シ

ステムモデル、車両モデル、電動過給機を搭載したエンジンモデルを開発した。

そして、そのモデルを基にバーチャル電動車両評価システムを開発し、専用の

プログラムを作成した。また、国際誌掲載や学会発表を通じて大学、自動車用

動力伝達技術研究組合、及び自動車用内燃機関技術研究組合(AICE)の参画企業

からモデルの利用希望があり、本成果を広く利用してもらうための準備を進め

た。 

b) 磁場中臨界電流(Ic)特性向上技術において、パルスレーザ蒸着(PLD)法に

より作製する人工ピン導入線材において、高温成膜及び低温酸素熱処理により

磁場中 Ic 特性の向上に成功した。更に、スタック線材構造を導入することで

更なる向上に成功し、同結果に基づき目標値を上回る磁場中 Ic 値(335 A/cm

幅@70 K,2.5 T)を得た。 

 回転機シールドの技術開発では、Cu コート線材による線材間接続抵抗低減

技術を導入し、設計可能なシールド能（0.1 T において〜50%）等の成果を得

た。スクライブ線材については、貼り合わせ線材のスクライブ加工に適したピ

コ秒固体レーザ加工装置を立上げると共に共同研究企業へ技術移管を開始し、

更に酸化処理によるフィラメント間抵抗を確保する技術を開発した。これらの

成果は招待講演等で発表し（CECICMC2021 及び CCA2021）、特許を出願した。ま

た、特許に基づき、関連する NEDO プロジェクトに参画する企業へ技術指導を

実施した。 

c) SiC デバイス製造プロセス開発においては、独自に開発したマルチエピタ

キシャル技術の応用により、3.3 kV 級 SJ-MOSFET（スーパージャンクション-

金属/酸化膜/半導体電界効果トランジスタ）を作製し、室温と高温条件下で共

に世界最小となる極めて低いオン抵抗（室温で 3.3 mΩcm2、175℃で 6.2 mΩ

cm2）を実現した。SiC デバイスの航空機使用等を想定した、放射線劣化メカニ

ズムの解析により、局所的な電界集中が劣化の一因であることを解明し、最も

放射線に脆弱と考えられるキャパシタ構造への放射線の影響を明らかにした。 

 1.2 kV 級 SiC デバイスの使いこなしに関しては、4.0 ns の高速スイッチン

グ及び 0.5 μs 以下の保護応答を達成した。さらに、1.2 kV 級の MOSFET と、

CMOS（相補的金属-酸化物-半導体）で構成された駆動回路を同一チップに集積

したモノリシックパワーIC を世界で始めて実現し、そのスイッチング動作を

確認した。本成果は国際学会（The 33rd International Symposium on Power 

Semiconductor Devices and ICs (ISPSD)）で発表し、複数の賞を受賞し（The 

Ohmi Best Paper Award; 日経エレクトロニクスパワーエレクトロニクスアワ

ード最優秀賞）、プレスリリースしたところ新聞報道された（6 月 10 日 日刊

工業新聞、7月 2日 化学工業日報、等 6件）。 

初想定した目標をすべ

て達成し、ゼロエミッシ

ョン社会実現に向けた

基盤技術として社会実

装の道筋を明確にした。

例えば、ゼロエミッショ

ンモビリティ開発に向

けた研究では、ノズルシ

ステム腐食を引き起こ

す燃料付着現象（Tip 

Wetting）のメカニズム

を解明し、その抑制手段

を提案している。これら

の成果をハイインパク

ト論文誌での発表など

で広く発信することに

より、社会的な注目を浴

びるとともに、技術研究

組合などに成果を共有

した。以上より、総合的

に目標の水準を満たし

ていると判断する。 
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開発を行う。 

・変換・配電デバ

イスについて、

1kV 級の先進モジ

ュール技術の量

産化対応と車両

機器等への適用

実証により普及

拡大を図る。ま

た、耐環境性等を

活かし、航空機等

を想定した 3～

6kV 級の高性能デ

バイス・モジュー

ル技術等の開発

を行う。 

〇電力エネル

ギー制御技術

の開発 

電力エネルギ

ーを高効率か

つ柔軟に運用

するために、電

力制御機器用

の超高耐圧デ

バイスなどの

開発、高いエネ

ルギー密度で

電力を貯蔵で

きる安全で低

コストな高性

能二次電池な

どを開発する。 

〇電力エネルギ

ー制御技術の開

発 

電力エネルギー

を高効率かつ柔

軟に運用するた

めに、電力制御機

器用の超高耐圧

デバイスの開発、

高いエネルギー

密度で電力を貯

蔵できる安全で

低コストな高性

能二次電池等を

開発する。今後の

社会情勢やマー

ケティングによ

り変更される可

能性はあるが、現

時点では次の研

究開発が見込ま

れる。 

・高耐圧デバイス

の開発において、

〇電力エネルギー制御技

術の開発 

・超高耐圧デバイス向け

の膜厚 150μm 超４～６イ

ンチウェハ作製技術の向

上と、低損失化を可能とす

る素子構造についての要

素技術の確認を進める。並

行して 10kV 超級パッケー

ジの放熱性能改善を図る。 

・金属多硫化物等を正極

に用いた革新電池の開発

を進め、令和２年度に抽出

した課題について、実用化

へ向けた改善を行う。有機

物電池の実用性を高める

ための材料開発や、電池材

料の解析技術研究を行う。 

a) 高耐圧デバイスについて、耐圧 10 kV 超の 4H-SiC デバイスの特性向上に

必須となるキャリア寿命の向上を中心に研究開発を行い、4 インチウェハで

150 μm の厚膜作製時の成長温度を 20℃低下させることで、キャリア寿命が

室温で 2 μs から 15 μs に長寿命化できることを見出した。 

また、SiC ウェハの量産性向上のために必要だが課題となっていたウェハの

加工工程で、従来の 12 倍の速度を示す高速研磨技術を開発した。本成果を学

会発表（砥粒加工学会学術講演会（ABTEC2021））するとともにプレスリリース

を行い、複数の新聞に報道された（9 月 1 日 日刊工業新聞、9 月 2 日 化学工

業日報、等 3件）。 

 10 kV 超級に対応するパッケージでは、新たに高い放熱性能（令和 2年度比

で熱抵抗を 1/4 に低減）を持つ構造を開発した。 

b) 革新的高容量二次電池として、金属多硫化物等を正極に用いた電池の開発

を進め、低結晶性 VS4と金属 Li を用いた液系 20 Ah 級フルセルで、511 Wh/kg・

718 Wh/L の世界最高のエネルギー密度を誇る電池の開発に成功した。また、

電解液の最適化により 100 サイクル後に 95%以上の容量維持率（令和 2年度か

ら 15%改善）に向上した。これら一連の成果は 2 報の Q1 ジャーナルに掲載さ

れ（Sustainable Energy & Fuels， 5, 1714 (2021)， Angewandte Chemie

International Edition, 60, 17726 (2021)）、複数のメディアで報道された

（5月 18 日 Yahoo!ニュース、等 2件）。

 有機物電池の材料開発としては、フェナジン類の正極材料を新規に設計・合

成し、高容量・高質量エネルギー密度（660 mAh/g, 1.5 Wh/g）となることを

見出した。材料解析技術としては、日本電子（株）と共同で SEM 画像の各測定

ピクセルに電子分光スペクトルを格納する機能を開発・実用化し、同社の機器

オプションとして実装された。本成果は論文発表し、同社とはソフトウェアの

目標の水準を満たして

いる。 

複数の国家プロジェ

クトや、民間企業との共

同研究、技術コンサルテ

ィング等を主体的に推

進することによって、当

初想定した目標をすべ

て達成し、ゼロエミッシ

ョン社会実現に向けた

基盤技術として社会実

装の道筋を明確にした。

例えば革新電池の開発

では、金属多硫化物と金

属 Li を用いた液系 20Ah

級 フ ル セ ル で 、 511 

Wh/kg・718 Wh/L の世界

最高のエネルギー密度

を誇る電池の開発に成

功している。これらの成

果をハイインパクト論

文誌での発表やプレス

リリース、新聞報道など

で広く発信することに

より、社会的な注目を浴
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ウェハの品質改

善と高機能化技

術を含むデバイ

ス性能向上の技

術開発を行う。ま

た、優れたデバイ

ス性能を引き出

すための周辺技

術（パッケージン

グ、デバイス駆

動、抜熱等）の開

発を行う。 

・全固体電池等の

高容量・安全・低

コストな革新電

池を実現し移動

体等に利用する

ため、新規な電池

材料開発及びデ

バイス化に必要

なプロセス技術

開発を行う。 

実施契約締結を行った。 びた。以上より、総合的

に目標の水準を満たし

ていると判断する。 

２．生命工学領

域 

〇医療システ

ムを支援する

先端基盤技術

の開発 

個々人の特性

にカスタマイ

ズされた医療

を目指し、バイ

オとデジタル

の統合により

蓄積した大量

の個人データ

やゲノムデー

タを個別化治

療法の選択や

２．生命工学領域 

〇医療システム

を支援する先端

基盤技術の開発 

個々人の特性に

カスタマイズさ

れた医療を目指

し、バイオとデジ

タルの統合によ

り蓄積した大量

の個人データや

ゲノムデータを

個別化治療法の

選択や創薬開発

に活用するとと

２．生命工学領域 

〇医療システムを支援す

る先端基盤技術の開発 

・実際の疾患由来の血液

検体での中枢神経疾患関

連データを取得し、質量分

析計測技術と情報解析技

術を融合した早期疾患マ

ーカー同定に取り組み、早

期治療を可能とする層別

化医療へと繋がる基盤を

構築する。また配列データ

やオミックスデータから

新たな知見を創出し、医科

a)・認知症に関わる血中分子マーカー候補の同定

認知症は進行性の神経変性疾患であることから、脳内で病態変化が起きてか

ら認知機能障害に至るまで長い時間がかかる。そのため、早期診断が効果的な

治療のために重要である。また脳内病態を反映する脳脊髄液の採取は侵襲性が

高いため、採取が容易な血液のバイオマーカーによる診断法確立が求められて

いる。そこで生命工学領域では、質量分析と情報解析技術を融合した探索的な

高精度解析を実施し、認知症に関わる血中分子マーカー候補を 2 種類同定し

た。本成果によって、新たに開始した AMED プロジェクト内で企業 2 社を含む

包括共同研究を開始した。早期認知診断法や認知機能障害の進行度による層別

化法の確立や、創薬につながる潜在疾患マーカーの同定を目指す。 

・既存薬転用（ドラッグリポジショニング：DR）を可能とする生体情報解析技

術 

 特定の疾患で使用されている治療薬について、別の疾患への薬理作用を見つ

けて適用範囲を拡大することを DR と呼ぶ。対象となる治療薬は、すでに臨床

試験で安全性が確認されているため、通常の新薬開発よりも迅速かつ低コスト

で薬事承認が期待できる。生命工学領域では、多層オミックスデータを用いた

分子プロファイルによる合理的な in silico DR に取り組み、薬剤-タンパク

質-疾患のネットワークを構築することで、蚊の媒介が原因である 5 つの希少

疾患に有効な既存薬を抽出した。本成果の論文は Q1 ジャーナル（Sci. Rep., 

目標の水準を満たして

いる。 

 令和3年度に計画して

いた課題について目標

を全て達成したうえで、

データ駆動型研究を推

進し、関連論文が Q1 ジ

ャーナルに複数件掲載

された。これらは現在実

施中の共同研究も含め、

今後の大型企業連携に

結びつきうる成果であ

る。また運営しているラ

イフサイエンス統合デ

ータベースポータルサ

イトにおいて、膨大な薬

剤の有害事象レポート

データをとりまとめて

新規にデータベース化
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創薬開発に活

用するととも

に、再生医療の

産業化に向け

た基盤技術に

より医療シス

テムを支援す

る。 

もに、再生医療の

産業化に向けた

基盤技術により

医療システムを

支援する。今後の

社会情勢やマー

ケティングによ

り変更される可

能性はあるが、現

時点では次の研

究開発が見込ま

れる。 

・大量の個人医療

データやゲノム

データを統合し、

診断や健康評価

に活用するため

の先端基盤技術

の開発を行う。 

・医療システムを

支援するために

再生医療等の産

業化に必要とな

る基盤技術の開

発を行う。また、

再生医療等に資

する細胞分析及

び細胞操作に必

要な基盤技術の

開発を行う。 

学分野の発展へとつなげ

るための情報解析技術を

開発する。 

・再生医療に用いる多能

性幹細胞等の産業化に貢

献するため、不要となる細

胞の除去技術を開発する。

また、疾患に関連する生体

分子の同定やその検出技

術を開発する。 

11, 10136 (2021)）に掲載された。また、米国 FDA が集約している既存薬の膨

大な有害事象レポートデータをデータベース化し無償公開した。本成果は既知

データの少ない難病や新規感染症を対象とした効果的かつ副作用の少ない薬

剤候補の提案につながりうる。 

・細胞の明視野顕微鏡画像に基づく遺伝子異常の判別法

臨床現場におけるオンサイト診断などへの応用を目指し、細胞画像から遺伝

子異常を判別する技術の開発を行った。令和 3年度は、ラベルフリーな明視野

画像に機械学習を用いた遺伝子異常判定法の確立に取り組み、簡便・安価に遺

伝子異常を判別できるようになった。本成果は、Q1 ジャーナルに掲載された

（npj Syst. Biol. Appl., 7, 31 (2021)）。 

b) ヒト iPS 細胞培養時に発生する「逸脱細胞」の除去技術確立を目指し、逸

脱細胞に高発現するフィブロネクチンを標的とした光免疫療法による除去技

術の開発を行った。新たに開発した手法によって、iPS 細胞を培養しながら逸

脱細胞のみをほぼすべて死滅させることができた。この成果により論文 1 報

および国際出願（PCT 出願）を行った。また、複数の共同研究を実施し、実用

化に向けた体制を構築している。 

 また、疾患に関連する生体分子の同定やその検出技術の開発に対して、下記

2課題の研究成果があった。 

・早期膵臓がんキットの開発

5 年生存率が低く早期診断が困難な膵臓がんの高感度検出法開発を目指し

ターゲット分子を探索した結果、患者血清に存在するレクチン陽性糖タンパク

質 BC2-S3 を見出した。血清中の BC2-S3 測定系を構築し、唯一の根治法である

外科的切除が可能な早期の膵臓がん患者検体で検証した結果、BC2-S3 は既存

マーカーよりも高い識別能と検出力を有することがわかった。本成果により

Q1 ジャーナルに論文 1報（Cancer Sci. 112, 3722 (2021)）が掲載された。

また本件に関して国内外に特許出願し、企業に独占的実施権をライセンシング

した。早期膵臓がん診断法としての実用化が間近な状況であり、今後臨床性能

試験の開始が予定されている。 

・無標識・低侵襲な細胞内分子イメージング技術の開発

ラマン顕微鏡を用いた細胞組織内分子の低侵襲検出技術により、肝臓/神経

細胞内の代謝分子/イオンを可視化できる技術の開発を進めた。これにより Q1

ジャーナルに論文 1報（J. Phys. Chem. C, 125, 27678 (2021)）が掲載され、

また産総研を中心としたコンソーシアムによる複数企業との資金提供型共同

研究につながった。また JST による産学連携プログラムである COI-NEXT に採

択され、産総研と大阪大学発のベンチャーの設立に向けて研究を推進してい

る。 

し公開を開始した。 

再生医療等の産業化

に必要となる基盤技術

の開発に取り組み、ヒト

iPS 細胞培養の品質管理

に関する新技術を確立

し PCT 出願を行った。今

後の企業連携による実

用化が見込まれている。

さらに、早期膵臓がん検

出キットの開発および

肝疾患に関わる分子群

の同時可視化技術を確

立し、関連論文が Q1 ジ

ャーナルに複数件掲載

された。いずれも企業へ

の独占的実施権のライ

センシングによる実用

化目前、またベンチャー

設立間近な研究成果で

ある。 
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〇バイオエコ

ノミー社会を

実現する生物

資源利用技術

の開発 

バイオエコノ

ミー社会の創

出のため、植物

や微生物等の

生物資源を最

大限に利用し、

遺伝子工学、生

化学、生物情報

科学、環境工学

等の多層的視

点から生命現

象の深淵を明

らかにすると

ともに、その応

用技術を持続

性社会実現に

向けて利活用

することを目

指す。 

〇バイオエコノ

ミー社会を実現

する生物資源利

用技術の開発 

バイオエコノミ

ー社会の創出の

ため、植物や微生

物等の生物資源

を最大限に利用

し、遺伝子工学、

生化学、生物情報

科学、環境工学等

の多層的視点か

ら生命現象の深

淵を明らかにす

るとともに、その

応用技術を持続

性社会実現に向

けて利活用する

ことを目指す。今

後の社会情勢や

マーケティング

により変更され

る可能性はある

が、現時点では次

の研究開発が見

込まれる。 

・種々の環境条件

における未知・未

培養微生物の探

索・単離培養、微

生物・植物等の新

規遺伝子資源探

索、生物間相互作

用を含む新規生

物機能の解明及

びそれらの利用

技術の開発を行

う。 

・多様な宿主を用

〇バイオエコノミー社会

を実現する生物資源利用

技術の開発 

・深層・高精度シングルセ

ル技術を改良し未培養細

菌のゲノム解析を実施す

ることで、新規機能性物質

および有用微生物を探索

する。 

・環境及び一次産業にお

ける微生物（叢）活用のた

めのデータを取得し、解析

する。また、有機廃水や廃

棄物の処理効率低下等の

課題を解決するため、膜分

離効率の低下につながる

微生物由来の代謝産物を

探索する。 

・バイオものづくりの実

用化促進に寄与するため、

高付加価値物質等の生産

経路の鍵遺伝子の特定、有

用酵素の高機能化等とと

もに有用微生物株の取得

や宿主の改良などを進め

る。 

a) 昨今の新型コロナウイルスのみならず、環境中には多種多様なウイルスが

存在している。令和 3年度は、微小液滴を用いたシングルセル技術を応用して

環境中のウイルスゲノム配列をウイルス 1 粒子単位で解析する技術を開発し

た。この技術を用いることで、従来法では取得できなかった新規ウイルスのゲ

ノム配列を 1423 個(全測定ウイルスの 98%程度)発見し、ウイルス 1 粒子レベ

ルのゲノムの多様性が見出された。これらの成果は大学と産総研（早大 OIL）

の連携研究成果であり、第 21 回マリンバイオテクノロジー学会および第 11 回

CSJ 化学フェスタにて発表し、いずれも優秀ポスター賞、ならびにウイルス若

手研究集会 2021 では優秀発表賞を受賞した。 

生命工学領域は農林水産業および関連する製造業等の振興に資する生命情

報科学を基盤とした菌叢解析技術（エコ・アグリマイクロバイオーム解析プラ

ットフォーム）を強みに研究を推進している。令和 3年度は、廃水処理施設の

大規模菌叢解析を実施し、有機性廃水処理のパフォーマンスや膜分離効率を左

右する重要な「コア微生物」の特定に成功し（日本微生物生態学会奨励賞受賞）、

微生物由来の代謝産物の探索も進めた。また、大学や高専との連携でメタン発

酵の促進や農作物病害に関連する微生物群の特定にも成功した（Q1 ジャーナ

ル：Environ. Technol. Innov., 24, 101835 (2021), Agronomy, 11, 2517

(2021)）。企業共同研究や技術コンサルティングも 4 件開始し、企業連携およ

び地域連携の拡大が期待できる。 

 地下の石炭層に豊富に含まれるコールベッドメタンは、重要な天然ガス資源

として注目されているが、その成因は不明である。産総研は 2016 年に石炭か

らメタンを生成する地下微生物を発見しており、令和 3年度は、その地下微生

物の代謝経路を解析し、従来知られている 3つのメタン生成経路と異なる「第

4のメタン生成経路」であることを証明した。本成果は海外研究機関との共著

で Nature Index 収録の Q1 ジャーナル（ISME J, 12, 3549 (2021)）に論文発

表した。 

b) パプリカの赤色の由来となるカロテノイド色素カプサンチンは、高い抗酸

化作用・生理作用をもつことで知られているが、バイオテクノロジーによる微

生物生産技術が確立されていない。令和 3年度は、パプリカカロテノイド類の

微生物生産を実現するための遺伝子工学手法を確立し、カプサンチンの微生物

生産に初めて成功した。本成果は Q1 ジャーナル（J. Agric. Food Chem., 69, 

5076 (2021)）に論文発表し、その技術をもとに企業との共同研究を開始した。 

 天然ゴムはゴムノキの樹皮を傷つけることで滲出するラテックスを元に生

産されるが、ラテックス収量の増加を目的にゴムノキへのエチレン誘導物質に

よる化学刺激が汎用されている。一方、化学刺激は植物体への深刻な傷害を引

き起こす。令和３年度は、化学刺激がゴムノキに与える影響を遺伝子レベルで

解析し、ラテックスの滲出促進や植物体の傷害緩和に寄与すると考えられる遺

伝子を同定した。本研究成果は、国内大手企業との共同研究成果物として Q1

ジャーナル（BMC Plant Biol., 21, 420 (2021)）に論文発表した。 

 微細藻類のミドリムシは光合成によって二酸化炭素を固定するだけでなく、

細胞内に多糖（パラミロン）を多量に蓄積することから、再生可能な資源とし

目標の水準を満たして

いる。 

令和3年度に計画して

いた2つの研究課題につ

いて目標を全て達成し

たうえで、企業共同研究

や橋渡しに資する実験

を着実に推進し、Nature 

Index 収録の科学誌を含

む Q1 ジャーナルへの論

文掲載や特許出願を行

なった。学会賞等を受賞

し、対外的に評価されて

いる成果も複数ある他、

一部は大規模な研究コ

ンソーシアムや地域連

携を推進しており、民間

企業との連携拡大が期

待できる。総合的に目標

の水準を満たす成果が

得られた。 
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いて有用機能性

物質生産の効率

的な製造を行う

ための研究術開

発を行う。 

てパラミロンの活用が期待されている。令和 3年度は、パラミロンに 4級カチ

オンを導入することで有機溶媒中での分散性を向上させ、水分子の可逆的な吸

脱着能を有するナノファイバーの作製に成功し、湿度応答性を有する機能性フ

ィルムの調製に成功した。本成果は Q1 ジャーナル（Polymer, 230, 124082 

(2021)）に論文発表し、ファイバーベースの機能性膜や機能性繊維等の創出に

繋がる。 

３．情報・人間

工学領域 

〇人間中心の

AI 社会を実現

する人工知能

技術の開発 

AI-Ready な社

会を実現する

ために、説明可

能で信頼でき

高品質な AI、

実世界で人と

共進化する AI

を実現する技

術を開発する。 

３．情報・人間工

学領域 

〇人間中心の AI 

社会を実現する

人工知能技術の

開発 

AI-Ready な社会

を実現するため

に、説明可能で信

頼でき高品質な

AI、実世界で人と

共進化する AI を

実現する技術を

開発する。今後の

社会情勢やマー

ケティングによ

り変更される可

能性はあるが、現

時点では次の研

究開発が見込ま

れる。 

・実世界において

人・AI・機械がイ

ンタラクション

を通じて協調し、

共に向上し育つ

ことで、知識とデ

ータを蓄積・創出

する AI 基盤技術

を研究開発する。 

・AI技術の社会適

用に不可欠な AI

の品質向上と信

３．情報・人間工学領域 

〇人間中心の AI 社会を

実現する人工知能技術の

開発 

・令和２年度に実施した

機械単独の動作可視化・言

語化を発展させ、人・ロボ

ットの対話的な協調作業

を対象に、人・もの・環境・

機械の関係を記述する知

識表現手法を開発する。ま

た、人の行動知識グラフ作

成技術を発展させ、フィジ

カルやサイバーの環境に

おいて、人・ロボット・AI

のインタラクションに係

る文脈を知識グラフ化し

計算処理を可能にする手

法を検討する。 

・具体的な応用分野を設

定し、令和２年に公開した

機械学習品質マネジメン

トガイドライン第一版に

基づく品質評価リファレ

ンスの研究開発を行う。ま

た、品質向上技術及び評価

方法を研究開発し、品質テ

ストデータ整備や、品質評

価手法の収集・管理・共有

を可能にする共通基盤の

オンラインストレージを

a) 人やロボットの作業状態、操作している物品の状態、部品箱の状態を認識

することで、従来困難であった、人の身体的負担と作業の遅れを同時かつリア

ルタイムにバランスした作業計画の立案に成功した。自動車メーカーと実際の

作業現場において共同実証を行い、作業者の負担が少なく、かつ生産性を持続

させる行動計画の実現を実証した。 

 日常生活を理解して協調する AI の開発ために、実空間での計測では難しい

長期間・多様な条件でのデータ蓄積を、サイバー空間でアバターに生活行動を

させることで、知識グラフ化し、データ生成する基盤技術を開発した。さらに

具体的なサービス業に適用するための要件の検証を実施した。 

 これら研究の成果は、Q1 ジャーナル 6 報、分野別トップ国際会議（Google 

Top 20）7 報の採択と、そのうち 2件の発表（ISWC2021、HCII2021）での受賞

に繋がった。また、企業との共同実証において実環境での動作を実現した点で、

年度計画以上の成果を達成した。 

b) 令和 2年に公開した第一版に、記述の充実と公平性などの観点を追加・強

化した、機械学習品質マネジメントガイドライン第 2版を公開した。ガイドラ

インと併用する利用ガイドとしての位置づけを目指し、外観検査など 5 つの

分野を選定し品質評価リファレンスのα版を公開した。品質評価テストベッド

についてもテスト要素の整備や共通オンラインストレージなどの研究開発を

進め、AI テストハブ機能を拡充した。 

日本アイ・ビー・エム株式会社により機械学習品質マネジメントガイドライ

ンを用いたコンサルティングサービスが開始され、経済産業省が検討・公表し

た「AI 原則実践のためのガバナンス・ガイドライン」作成に貢献し、その基盤

となる参照文書の一つとして採用された。また、AI 機能安全の ISO テクニカ

ルレポート（ISO/IEC AWI TR 5469）を他機関と協力の元で作成中、米国 NIST

の AI リスクマネジメントフレームワーク開発プロジェクトへの寄書など、国

際的な連携活動も強化した。 

c) FA 機器をリアルタイムで調整する AI 制御技術を三菱電機との共同研究で

開発した。AI が予測した加工誤差量などの信頼性を指標化し、それに応じて

制御することで、FA 機器の加工速度などをリアルタイムに調整可能にした。

また、化学プラント等の複雑な産業実用システムの制御において、予測結果だ

けでなく、その根拠の合理性を提示するアルゴリズムを NEC との大型連携研

究で開発した。マニュアルに紐づいた操作の根拠と想定されるシミュレーショ

ン結果を運転員に提示するアルゴリズムを開発し、実地での実験を実施した。 

目標の水準を満たして

いる。 

 年度計画に従った目

標をすべて達成し、下記

の通り水準を満たす成

果が得られたと評価す

る。 

AI に関する大規模な国

家プロジェクト・民間企

業との大型連携研究等

を主体的に推進し、複数

の技術の社会実装の道

筋が明確となった。研究

の成果は Q1 ジャーナル

8 報、分野別トップ国際

会議（Google Top 20）21

報などの学術発表およ

びプレスリリースでも

公表され、さらには国内

外の会議で複数受賞す

るなど、社会的に大きな

注目を浴びた。 
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頼性確保のため、

AI を評価するル

ールや試験環境、

品質向上技術及

び評価方法を研

究開発する。 

・人が AI の判断

を理解し納得し

て利用するため、

AI の学習結果や

推論根拠等を人

が理解できる形

で示し、説明や解

釈ができる AI 技

術を研究開発す

る。 

・対象用途の学習

データの多寡に

関わらず高精度

な AI を容易に構

築するための基

盤となる、汎用学

習済みモデルや

その構築のため

の高速計算処理

技術を研究開発

する。 

開発する。 

・令和２年度に実施した、

AI の判断根拠提示手法並

びに利用者による AI への

教示手法の研究成果にも

とづいて、医療診断利用や

設計・制御などの産業利用

を目指した応用技術を開

発する。また、人と AI の

相互理解技術を発展させ

るために、時間情報や文

脈・メタ情報を用いた文

章・画像などの構造化技術

の開発を行う。 

・ABCI を用いて、容易に

AI を構築可能にする学習

済み汎用モデルの構築を

進めるとともに、個別応用

タスクに最適化させた準

汎用モデルを２種以上構

築する。さらに、汎用モデ

ルの学習時に適用可能な

高速計算手法を２件以上

の巨大な汎用モデルの学

習に適用し、ABCI 上で性

能評価を行い、有効性を確

認する。 

 時間情報や文脈・メタ情報を用いた文章の構造化技術として、言語モデルの

性能を詳細に評価・分析する技術、大量のテキストデータから論理的かつ読者

の関心を引きやすい文章を生成する技術、スポーツなどの実況生成技術などを

開発した。 

 これら研究の成果は、分野別トップ国際会議（Google Top 20）等への報告

3 件のほか、国内研究会での優秀研究賞の受賞、4 件の PCT 出願と、プレスリ

リースに繋がった。

d) 容易に AI を構築可能にすることを目的に、AI に基礎的な視覚能力を獲得

させる産総研独自の「数式ドリブン教師あり学習」を実現した。従来、基礎的

な視覚能力の獲得には、実画像データの学習が必須とされていたが、実画像を

一切用いず、フラクタル画像などの数式で生成した幾何図形画像のみで事前学

習を行う方法論を世界で初めて実現した。この研究成果は、Q1 ジャーナル

（International Journal of Computer Vision, 130, 990-1007 (2022)）に

採択された。 

 また、医療タスクおよび群衆解析タスクに最適化させた汎用モデルの構築を

行った。医療用のモデル構築の成果は、第 109 回泌尿器科学会総会総会賞ポス

ター排尿障害/臨床総会賞の受賞に繋がった。群衆解析用のモデル構築の成果

は、人物の詳細な追跡を可能にし、Q1 ジャーナル（ISPRS International 

Journal of Geo-Information, 10(9), 620 (2021)）への採択に繋がった。 

汎用モデルの学習時に適用可能な高速計算手法を、世界的なデファクトスタ

ンダートである ImageNet と産総研独自の FractalDB の 2 件の画像データベー

スの学習に適用し、ABCI 上で性能評価を行った。特に FractalDB の 30 億枚の

データを用いた学習に関して、高速計算手法を適用しない場合は 17.6 年かか

る計算を約 0.7 時間で実現した。 

〇産業や社会

システムの高

度化に資する

サイバーフィ

ジカルシステ

ム技術の開発

循環型社会を

牽引する技術

として、社会の

活動全体をサ

イバー空間に

転写し HPC・

AI・ビッグデー

〇産業や社会シ

ステムの高度化

に資するサイバ

ーフィジカルシ

ステム技術の開

発 

循環型社会を牽

引する技術とし

て、社会の活動全

体をサイバー空

間に転写し HPC・

AI・ビッグデータ

技術を駆使して

〇産業や社会システムの

高度化に資するサイバー

フィジカルシステム技術

の開発 

・生活及び労働の現場環

境や、それらを模した模擬

環境でのデータ収集を可

能にする、人間の運動や心

理状態を取得するための

簡易計測技術と、行動変容

を促進するための可搬型

a) （i）生活及び労働の現場環境における人間の運動の簡易計測技術、（ii）

運動や（iii）行動の支援技術の開発を実施した。 

 （i）生活や労働の現場でも利用可能な小型のセンサ（IMU）から簡便に運動

中の姿勢を推定する技術を開発した。6個の IMU と深度センサ、あるいは単一

IMU と深層学習とを併用することで、工場での組み立て作業時や、歩行運動時

の姿勢の推定を可能にした。 

 （ii）人工筋肉を活用した可搬型アシスト装置による身体運動への介入技術

を開発した。人工筋肉の収縮のタイミングと収縮時間をスマートフォンにより

簡便に変更できるシステムを構築し、歩行中の大腿振り上げ支援に活用した。

股関節の屈曲角度を最大化する人工筋肉の収縮のタイミングと収縮時間を明

らかにした。 

（iii）歩行シミュレーションの結果に基づき屋外環境での転倒リスクマッ

プを構築し、身体能力に応じた最適ルートの検索サービスのプロトタイピング

を実施した。人の心身機能の解析を行うための基盤ソフトウェアの機能向上も

目標の水準以上に達成

している。 

 年度計画に従った目

標をすべて達成した上

に、下記の通り(a)世界

的イベントでの入賞、

(b)世界的規模を持つ市

場での技術の実用化に

繋がる成果を創出して

おり、総合的に目標の水

準以上の成果が得られ

たと評価する。 

 （a）人の心身状態を含

むCPSの構築と活用に資
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タ技術を駆使

して産業や社

会変動の予測

や最適化を可

能にし、更にサ

イバー空間で

の計画をフィ

ジカル空間に

作用させ介入・

評価・改善する

一連のプラッ

トフォーム技

術を開発する。

またそれらに

係る安全と信

頼を担保する、

セキュリティ

強化技術やセ

キュリティ評

価技術、セキュ

リティ保証の

あり方につい

て研究開発す

る。 

産業や社会変動

の予測や最適化

を可能にし、更に

サイバー空間で

の計画をフィジ

カル空間に作用

させ介入・評価・

改善する一連の

プラットフォー

ム技術を開発す

る。またそれらに

係る安全と信頼

を担保する、セキ

ュリティ強化技

術やセキュリテ

ィ評価技術、セキ

ュリティ保証の

あり方について

研究開発する。今

後の社会情勢や

マーケティング

により変更され

る可能性はある

が、現時点では次

の研究開発が見

込まれる。 

・フィジカル空間

における人間や

機械をモデル化

し、その状態や動

きをサイバー空

間にリアルタイ

ムに同期させる

デジタルツイン

技術、予測・計画・

最適化技術、その

結果に基づきフ

ィジカル空間に

働きかけるイン

タフェース技術

を研究開発する。 

・サイバーフィジ

インタフェース技術を開

発する。これらの技術を用

いて生活及び労働の文脈

に依存した行動変容デー

タを収集するとともに、デ

ータに基づく人間モデル

化技術において身体力学

機能や心理機能の再現精

度を向上させる。 

・高機能暗号技術、プライ

バシー保護技術の実用化

を目指し、量子計算機を用

いた攻撃にも耐えられる

汎用的強化技術について

効率化及び機能拡張を行

う。実際のハードウェアに

対して先端的攻撃手法を

適用し、どのような影響が

見込まれるかを評価する。

IoT 機器用マイコンのセ

キュリティ評価のための

技術文書を策定し、セキュ

リティ評価結果を認定す

るための API 基本仕様を

策定する。 

図った。 

これら研究の成果は、Q1 ジャーナル 2報を含む国際誌 11 報、9件の技術コン

サルティング・共同研究の締結、6 社 22 件の関連知財の情報開示と 1 社 1 件

のライセンス契約の実施、そして身体モビリティデザインに関する研究提案の

JST の未来社会創造事業への採択に繋がった。 

b) （i）高機能暗号技術の効率化及び機能拡張、（ii）プライバシー保護技術

の実用化、（iii）ハードウェアへの攻撃の影響の評価、（iv）IoT 機器用マイコ

ンのセキュリティ評価の技術文書の策定を実施した。

（i）高効率性と新たな機能性を併せ持つ暗号技術を世界で初めて実現した。

線形準同型コミットメント技術の導入により、量子計算機に対しても安全な非

対話ゼロ知識証明の汎用的構成方法を世界で初めて明らかにし、その知見を活

かしたセキュアメッセージングなどの暗号技術を実現可能にした。 

 （ii）秘密計算の主要処理である秘匿シャッフル処理を従来の 100 倍以上の

速さで実現する技術と、秘密計算によるデータ分析を容易にするソフトウェア

を開発し、安全性と効率性の両立を実現した。 

 （iii）無線通信電波や AI を活用した先端的なサイドチャネル攻撃が、ハー

ドウェアの安全性に与える影響を脅威レベルで評価し、JISEC 認証制度 

(ISO/IEC 15408 に基づき IT 製品を認証する制度)での活用を想定した評価の

手順書としてまとめた。 

（iv）700 件以上の論文調査を基に、IoT 機器用マイコンのセキュリティ要

求仕様書を策定し、JISEC 認証制度に申請した。セキュリティ評価結果を認定

するための API 基本仕様を策定した上で、IoT 機器の信頼の基点となる暗号モ

ジュール API の実装を確認するためのテストフレームワークを構築した。 

 これら研究の成果は、CREST プロジェクトの高い評価（A＋）、分野別トップ

国際会議（Google Top 20）12 報、JST-AIP 加速課題（令和 4年度～）の採択、

JISEC 認証制度への認証申請に繋がった。また、開発した秘密計算の要素技術

は商用秘密データベースシステム「Query Ahead」に採用、実用化され、国内

新聞紙上で 2 件（日経産業新聞 2 件）報道された。秘密計算の市場は 2026 年

に 520〜540 億ドル規模の拡大が試算されており（※Everest Group 社による

推定値）、世界規模での高度なサービスへの活用が期待できる。 

年度計画にない顕著な成果として、 

フィジカル空間における人間や機械のモデル化技術として、計算機シミュレ

ーションに基づく義足デザインの最適化技術を開発した。 

義足を装着して走るアスリートの運動シミュレーションにより、運動パフォ

ーマンスを最大化する義足の形状を決定した。 

本研究の成果は、Q1 ジャーナル 2 報を含む計 4 報の国際誌に掲載された。

また、本成果を活用してアスリート個人に最適化してデザインした義足の着用

が、東京パラリンピック男子 T63 クラス走幅跳における 4位入賞（アジア新記

録 6.75 m）に貢献した。 

する研究開発の成果は、

Q1 ジャーナル 2 報を含

む国際誌 11 報、9件の技

術コンサルティング・共

同研究の締結、6社 22 件

の関連知財の情報開示

と1社 1件のライセンス

契約の実施、そして JST

の未来社会創造事業へ

の採択に繋がった。ま

た、フィジカル空間にお

ける人間や機械のモデ

ル化を目的とした研究

の一環として、計算機シ

ミュレーションに基づ

く義足デザインの最適

化技術を構築し、東京パ

ラリンピック男子T63ク

ラス走幅跳における4位

入賞（アジア新記録 6.75 

m）に貢献した。

（b）CPS のセキュリテ

ィ向上に資する研究開

発の成果は、CREST プロ

ジェクトの高い評価（A

＋）、分野別トップ国際

会議（GooleTop20）12 報、

JST-AIP 加速課題の採

択、JISEC 認証制度への

申請に繋がった。開発し

た秘密計算の要素技術

は、2026 年に 500 億ドル

を超える規模の拡大が

試算されている市場で

の活用が期待できる。商

用秘密データベースシ

ステム「Query Ahead」に

採用、実用化され、国内

新聞紙上で 2件（日経産

業新聞2件）報道された。 
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カルシステムの

セキュリティ向

上を目指し、セキ

ュリティ強化技

術、セキュリティ

評価技術、セキュ

リティ保証スキ

ームを研究開発

する。 

〇ライフスペ

ースを拡大す

るモビリティ

技術の開発 

日常生活にお

ける人の移動

の自由度を高

め、新たなモビ

リティサービ

スの実現に貢

献するために、

身体機能、認知

機能、知覚機

能、社会心理な

どの影響因子

に起因するバ

リアを低減し

移動を支援す

る技術および、

移動すること

により発生す

る価値を向上

させる技術を

開発する。 

〇ライフスペー

スを拡大するモ

ビリティ技術の

開発 

日常生活におけ

る人の移動の自

由度を高め、新た

なモビリティサ

ービスの実現に

貢献するために、

身体機能、認知機

能、知覚機能、社

会心理等の影響

因子に起因する

バリアを低減し

移動を支援する

技術及び、移動す

ることにより発

生する価値を向

上させる技術を

開発する。今後の

社会情勢やマー

ケティングによ

り変更される可

能性はあるが、現

時点では次の研

究開発が見込ま

れる。 

・人の心身機能や

状態と、移動能力

及び移動意欲に

〇ライフスペースを拡大

するモビリティ技術の開

発 

・自動運転から手動運転

への移行過程におけるド

ライバーの周辺認識状態

の評価方法の確立並びに

周辺認識を促す HMI の要

件検討に必要なデータ収

集を行う。また、人混在環

境を安全に走行するため

の電動車椅子の自動走行

要素技術を統合し、社会実

装に向けた検証を行う。そ

して、ラストマイル自動運

転移動サービスの適用拡

大のための技術開発と実

証を推進し、ライフスペー

ス拡大のための MaaS 関連

データの分析を実施する。

最後に産業貢献として、企

業の多様なニーズに応え

るため、ドライバー状態を

評価するためのセンサの

性能と適用範囲を調査す

る。 

・基盤研究として、移動の

阻害要因について身体機

能レベルに応じた解決策

に関する研究開発を進め

a) モビリティレベルに応じた移動支援システム及びサービスの開発と移動価

値を向上する技術の研究開発を目的として、（i）ドライバーの周辺認識を促す

Human Machine Interface (HMI)要件の導出、（ii）人混在環境での自動走行要

素技術の開発、（iii）MaaS 関連データの分析、（iv）ドライバーの状態推定技

術の開発を実施した。 

（i）自動運転レベル 3 の実現に向けて、自動から手動への安全な運転交代

のための設計要件をドライビングシミュレータ実験により導出した。ドライバ

ーの運転引継ぎ準備状態の評価指標、準備状態完了を示す閾値、準備に要する

時間、準備をより促進するための HMI 要件等を導出した。早期の社会実装にむ

け、本成果を自動車工業会のガイドラインへ反映させた。本成果の国際標準化

(ISO/TC22/SC39/WG8）に向けた検討も開始した。 

 （ii）スマート車いすの実現に向け、人混在環境での自動走行を実現するた

めの要素技術として、環境地図生成技術を開発した。並列計算を活用した大域

グラフ最適化による超高精度・頑強な環境地図生成・自己位置認識技術(SLAM)

を開発し、当該技術の性能が社会実装に必要な精度を有するかどうかを検証す

るため、SLAM 技術の世界基準となっているベンチマークテストにおいて、移

動距離に対して誤差 0.6%の推定精度を実現し、世界 2 位の精度を達成した。

また当該技術は従来法にない計算効率を有し、安価な計算機のみで自動運転へ

適用可能である。本成果は分野別トップ国際会議 ICRA（Google Top20, 1st）

3 報、IROS（Google Top20, 3rd）1 報の採択と、2件の企業共同研究に繋がっ

た。 

（iii）ラストマイル自動運転移動サービスの技術開発では、令和 3 年度か

ら開始された 5 年間の経済産業省・国土交通省プロジェクトをコーディネー

ション組織として受託し立ち上げた。分担する特定地域においてレベル 4 サ

ービスを実現し、他地域への展開可能な遠隔監視システムの研究開発に着手し

た。先進 MaaS パイロット実証実験地域において、データの取得と横断分析を

行った。国際標準化に向けて、低速自動運転車両の実証に関係して国内委員会

に参画して進めてきた ISO 22737 の発行に至っており、新たに遠隔支援の提

案（PWI 7856）も実施した。 

 （iv）民間企業の競争力強化を支援するために、住友理工-産総研 先進高分

子デバイス連携研究室を中心として、ドライバーの状態推定技術を研究開発し

た。乗用車シートの座面に設置した「スマートラバー（SR）センサ」で計測し

目標の水準を満たして

いる。 

 年度計画に従った目

標をすべて達成し、下記

の通り水準を満たした

成果が得られたと評価

する。 

 自動運転レベル3の実

現に向け、安全に自動か

ら手動運転へ交代する

要件を導出し、成果を自

動車工業会へ移管し、国

際標準化の検討に着手

した。スマート車いすの

実現に向け、環境認識技

術開発を行い、成果が国

際論文に採択され、企業

との共同研究開始につ

ながった。経済産業省・

国土交通省の新規プロ

ジェクトをコーディネ

ーション組織とし受託

し、成果を国際論文に発

表し、国際標準化の議論

を開始した。企業との共

同研究において、人材育

成を通して、産総研が保

有する自動車の実験施

設を利活用し、ドライバ

ー状態推定技術に関す

る研究成果を得た。基盤

研究として、人の移動能
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関する客観的デ

ータ分析のもと

に、いくつかのモ

ビリティレベル

を定義し、それぞ

れのレベルに応

じた移動支援シ

ステム及びサー

ビスの開発と移

動価値を向上す

る技術を研究開

発する。 

・移動の効率だけ

でなくプロセス

や目的がもたら

す価値を向上す

る技術、更に移動

能力や移動価値

の向上が人々の

ライフスペース

と健康・QoL に与

える効果を評価

する技術を研究

開発する。 

る。また、移動の価値を促

進する方策について仮説

を構築し、仮説検証型研究

を実施する。 

た座面圧力変化から、ドライバーの心拍・呼吸・体動などを検知し、運転スキ

ル、疲労や居眠りなど乗員の状態を推定する技術を開発した。産総研が保有す

るテストコースを用いて実験を行い、北サイト拠点利用や人材育成等を促進

し、令和 2年度より多く活用された。 

b) 人の移動能力の評価指標を開発するため、移動範囲、幸福感とパーソナリ

ティの関係性を調査した。

全国 13,000 人の Web 質問調査を行い、回答データから移動範囲の実績、主

観的幸福感、運転免許の有無や状況変化への適応力のパーソナリティの関係モ

デルを構築した。その結果、移動範囲と幸福感に直接の関係が見られないこと

が明らかになった。高齢者のなかでも状況変化への適応力（レジリエンス）は、

移動範囲と主観的幸福感のそれぞれに正の相関を持つことが分かった。 

 移動困難者における移動阻害要因を明らかにするため、全国の介護レセプト

を用いた福祉用具貸与における歩行器利用者の時系列分析を行った。その結

果、歩行器利用者は在宅での移動機能維持のため、身体状況に応じて利用する

福祉用具や機種を変更していることが分かった。福祉用具専門相談員 300 名

に対してのアンケート調査も行い、現在利用されている移動補助用具の問題点

を明らかにした。 

移動の価値を促進するための基盤研究として、非日常感を喚起する情報を提

供することが移動の価値を促進するという仮説を検証するためのデータ収集

を行なった。本研究テーマは、民間企業との資金提供型共同研究の実施に繋が

った。 

力・移動阻害要因にかか

わる調査、移動価値に関

わる調査（企業共同研究

も同時進行）および、そ

れらに関わる技術開発

を実施した。学術成果と

して、6 件の分野別トッ

プ国際会議（Google Top 

20）を含む国際誌 19 報

の採択に繋がった。 

４．材料・化学

領域 

〇ナノマテリ

アル技術の開

発 

革新的機能発

現が期待され

るグラフェン

等の二次元ナ

ノ材料や、高品

位ナノカーボ

ンの部素材化

技術などを開

発する。また、

快適で安全な

４．材料・化学領

域 

〇ナノマテリア

ル技術の開発

革新的機能発現

が期待されるグ

ラフェン等の二

次元ナノ材料や、

高品位ナノカー

ボンの部素材化

技術等を開発す

る。また、快適で

安全な生活空間

を創出するため、

４．材料・化学領域 

〇ナノマテリアル技術の

開発 

・単層 CNT の低コスト生

産パイロットプラントを

完成させ、試料提供を行

う。CNT の次世代 Li 電池

用膜としての差別化特性

を抽出する。CNT 線材の導

電メカニズムを解明し、

CNT 複合材の物性を予測

できる深層学習モデルを

構築する。 

a) 令和 2年度までに開発した低コスト化合成技術を用いて、令和 3年度は低

コスト生産パイロットプラントを完成させ、合成したカーボンナノチューブ

（CNT）0.9 kg を用途開発用に試料提供した。 

電池のセパレーターとリチウム金属の間に、細孔制御したスーパーグロース

CNT 膜を挿入することによるデンドライト抑制効果を見出し、CNT の次世代 Li

電池用膜としての差別化特性が抽出でき、年度計画を達成した。連続 200 時間

の安定した電位差を維持した充放電を高電流・高容量条件（充放電電流: 2 

mA/cm2、充放電容量: 2 mAh/cm2）で達成し、リチウム金属のみの負極に比べ 5

倍の電流密度と循環容量、20 倍以上の寿命を同時に実現した。この成果は 15

件の報道があった。また、開発したシリコーンゴム複合材料が、米国医療用ウ

エアラブル機器の電極パッドとして実用化され、2件の報道があった。

CNT 線材の導電率とその構造との関係について、有効長および密度・配向度

と正の相関があることを明らかにし、Q1 ジャーナル 2 報に論文が掲載された

（Nano Res., 15, 889 (2022) , Nanomaterials, 12, 593 (2022)）。CNT 複合

材の物性が大きく依存する複合材中の CNT 分散度について、CNT の解繊度の予

測が可能になる機械学習モデルを構築し、1 件の受賞があった。CNT の毒性及

び生分解性評価法の標準化を進め、ISO における技術仕様（TS）として出版さ

目標の水準を満たして

いる。 

年度計画を全て達成

した上で、成果が Nature

誌を初めとする Q1 ジャ

ーナルへ多数の論文が

掲 載 さ れ か つ Hot 

article へ選ばれたもの

があること、多数の受賞

および新聞等への報道

があったこと、研究成果

を基に複数の企業との

共同研究契約につなが

ったこと、企業や大学と

共に複数の国家プロジ

ェクト（NEDO プロジェク

ト等）を実施したこと、
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生活空間を創

出するため、多

様な環境変化

に応答するス

マクティブ材

料などを開発

する。 

多様な環境変化

に応答するスマ

クティブ材料等

を開発する。今後

の社会情勢やマ

ーケティングに

より変更される

可能性はあるが、

現時点では次の

研究開発が見込

まれる。 

・ナノカーボンの

高度化・低コスト

化合成技術、分散

等のプロセス技

術及びナノデバ

イス化技術を開

発し、新規用途の

開拓と実用化を

目指した評価技

術を開発する。 

・効率的エネルギ

ー利用やデバイ

ス等の高性能化

のためにナノ粒

子、カーボンナノ

チューブ、二次元

ナノ材料等の各

種ナノ材料の合

成や複合化、界面

制御技術及び先

端評価に関わる

基盤技術を開発

する。また、ガラ

ス等の組成やナ

ノ構造を制御し

て光機能材料等

を開発する。 

・有機合成やソフ

トマテリアル技

術をベースに快

適な暮らしに貢

・CNT の結晶性改善を目指

し、欠陥修復法を検討する

とともに分散時の欠陥導

入を防ぐ手法を確立する。

また、CNT を用いたハイブ

リッド電極によるソフト

アクチュエータやセンサ

の開発に向けて、CNT 電極

の高度化を図り、ロボット

ハンドにソフトセンサを

取り付けて評価可能なモ

デルデバイスを開発する。 

・工業利用可能なグラフ

ェン製造技術の確立のた

め、産総研独自のロール

to ロールプラズマ CVD で

100mm/s の巻き取り速度

でのグラフェン合成を目

指す。 

・光機能材料として有機

系アップコンバージョン

材料に着目し、従来の液相

ではなくガラス等の基材

上に成膜しても優れた光

変換機能が得られるよう、

デバイス化に向けた要素

技術を開発する 

・刺激に応答して機能を

発現する新規表界面物性

制御技術の構築に向け、熱

や光で接着性を制御可能

な解体性分子膜を開発す

る。 

・環境温度に応じて日射

の透過を制御するサーモ

クロミック機能を次世代

モビリティの窓ガラスに

付与するための VO2 系調

光シートの開発を進め、

VO2 ナノ粒子の高性能化

により可視光透過率 70％

と日射調光幅 15％の両立

れた。 

その他、Q1 ジャーナル 5報に論文が掲載され、2件の受賞があった。 

b) 短時間分散を繰り返すことで収率を確保した欠陥導入の少ない CNT 分散液

を得る手法を確立した。また、CNT の欠陥修復のために必要となる、CNT に含

まれる触媒金属を除去するための装置を組み上げ、触媒除去の検討を開始し

た。 

ハイブリッド電極を用いたフレキシブルセンサを開発し、大学との連携によ

り、ロボットハンドの把持変形を評価するシステムの開発に成功した。 

ロール to ロールプラズマ CVD で合成時のガス比率と温度の最適化を進め、

100 mm/s の巻き取り速度でのグラフェン合成を実現した。 

近赤外領域の光を有効活用できるナノ構造制御した有機系アップコンバー

ジョン材料について、トランスミッター型色素と PbS 半導体ナノ結晶の混合

分散溶液からキャスト法によってアップコンバージョン固体膜を作製する技

術を開発し、量子効率 0.42%を得た。関連する成果として Q1 ジャーナルに論

文（Phys. Chem. Chem. Phys., 23, 18268 (2021)）が掲載され、Hot article

に選出された。 

大学歯学部と共同で、過飽和液中レーザー照射プロセスによるナノ複合材料

合成技術の高度化とナノ構造分析を進め、フッ素含有アパタイトをヒト象牙質

基材の標的領域に迅速成膜（最短 3分）できることを実証した。う蝕や歯周病

の予防、治療効果向上に有効な歯面改質技術としての応用が期待される。関連

成果を 3報の総説論文で発表し新聞掲載された。 

 また電子線赤外分光を応用して、電子顕微鏡によるサブナノメートルでの炭

素同位体検出に初めて成功した。これを応用して、グラフェン中の炭素原子の

自己拡散を実験的に初めて追跡できた。この成果は Nature 誌に論文発表され

た（Q1 ジャーナル、Nature, 603, 68(2022)）。 

その他、Q1 ジャーナル 25 報に論文が掲載され、2件の受賞があった。 

c) 刺激応答性解体分子層（解体性プライマー）の機構解析に取り組んだ。そ

の結果、解体性プライマーの状態（二量体、単量体）により剥離様式が異なる

ことを明らかにし、さらに光刺激と比べて熱刺激を用いることで解体性を向上

させた分子膜とすることができた。この成果は国際学会での優秀発表賞を受賞

したほか 3 件の報道があった。また PCT 出願１件および企業への試料提供契

約を締結した。関連成果は Q1 ジャーナルに掲載された（ACS Appl. Mater. 

Inter., 13, 39949 (2021)）。 

d) 環境温度に応じて日射の透過量を制御するサーモクロミック（TC）材料に

ついて、VO2 ナノ粒子・樹脂混合分散液の粘度最適化により可視光透過率 70%

と日射調光幅 15%を両立した。NEDO プロジェクトにおいて、TC シートを組み

込んだスマートウィンドウの製品化を目指し、A4 サイズ以上の大面積シート

を作製するコーティング技術を確立した。上記に関連する成果が、Q1 ジャー

ナル 2報（ACS Appl. Mater. Inter., 13, 41066 (2021), Sol. Energ. Mater.

産総研提案のISO規格が

発行されたことを通じ

て、ナノマテリアル（ナ

ノカーボン複合材料や

調光材料、刺激に応答す

る剥離材料など）の社会

実装に向けた道筋を示

したことから、総合的に

水準を満たす成果が得

られた。 
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献するスマクテ

ィブ材料の創製

に取り組み、製

造・利用に関わる

基盤技術を開発

する。 

・調光材料技術及

び付着を防止す

る表面処理技術

等をベースに健

康増進や生活環

境の快適性向上

に寄与するスマ

クティブ材料を

開発する。 

を実証する。また、任意温

度（-15～50℃）で機能性

液体を可逆的に徐放させ、

安定な液体膜を形成する

材料を開発するため、前駆

液組成の最適化を実施す

るとともに、機能発現メカ

ニズムの解明を進める。

Sol. C., 233, 111389 1 (2021)）に掲載され、5件の報道があった。 

シリコーン樹脂とオイル成分から構成される自己潤滑性ゲル（SLUG）の着氷

雪防止機能について、高性能化と機能発現メカニズムの解明を目指したとこ

ろ、組成の最適化により任意温度（-20℃～80℃）での離漿制御が可能となっ

た。NMR とシリコーン樹脂の膨潤率の結果から、オイルの分子量と添加量が離

漿現象に重要な役割を果たしていることがわかった。この成果は Q1 ジャーナ

ルに論文が掲載された（ACS Appl. Mater. Inter., 13, 28925 (2021)）。

〇スマート化

学生産技術の

開発 

原料多様化の

加速と生産効

率の向上のた

め、バイオマス

等の未利用資

源から機能性

化学品・材料を

合成する技術

や所望の機能

性化学品・材料

を必要な量だ

け高速で無駄

なく合成する

触媒・反応シス

テムなどを開

発する。また、

材料データの

利活用を加速

して新材料の

開発競争力を

強化するため、

材料診断技術、

〇スマート化学

生産技術の開発 

原料多様化の加

速と生産効率の

向上のため、バイ

オマス等の未利

用資源から機能

性化学品・材料を

合成する技術や

所望の機能性化

学品・材料を必要

な量だけ高速で

無駄なく合成す

る触媒・反応シス

テム等を開発す

る。また、材料デ

ータの利活用を

加速して新材料

の開発競争力を

強化するため、材

料診断技術、計算

材料設計技術等

を開発する。今後

の社会情勢やマ

〇スマート化学生産技術

の開発 

・バイオマス由来の二酸

化炭素や合成ガスの接触

水素化反応により、収率

30％以上でメタノール及

びエタノールを直接合成

することが可能な触媒を

開発する。機能性化学品の

連続生産を目指し、基幹５

反応の連続精密生産に適

した触媒フロー反応プロ

セスの連続運転に向けた

高度化を図り、さらにスケ

ールアップした二相系（気

-液、液-液）反応器モジュ

ールを試作する。 

・ナノセルロースの性状

や表面特性を活用して、ゴ

ム材料等の機能を効果的

に改善するため、素材間で

の選択的吸着性等を分子

レベルで検証する。また、

バイオ界面活性剤の生産

a) バイオマスのガス化によって得られる合成ガス等を利用したアルコール合

成において、Rh 系触媒と Cu 系触媒の複合化により、メタノール＋エタノール

合計収率を 31%に向上させた。 

 共生成物が少なく、選択率及び転化率が高い連続精密生産に適した不均一系

触媒の開発を目指したところ、基幹 5 反応群の中でも代表的な反応について

70 時間を超える連続運転を達成した。反応モジュールについては、新たに試

作したマイクロミキサーを用いた気液二相系反応器モジュールを開発し、効率

よく反応溶液を触媒層へ分散導入できることを見出した。また液液二相系反応

器モジュールについては、予備加熱器を反応器に導入したところ、90℃以下の

温度領域において反応器内の温度を一定に制御できることを見出した。この成

果の一部は Q1 ジャーナルに論文が掲載され（Adv. Synth. Catal., 363, 2529 

(2021)）、Very Important Publication (VIP) と表紙に採択された。これらの

成果は NEDO プロジェクト「機能性化学品の連続精密生産プロセス技術の開発」

による。 

その他、Q1 ジャーナル 13 報に論文掲載され、27 件報道があった。 

b) ナノセルロースの分子間相互作用メカニズムを活用し、特徴的な分子構造

を持つ多様な芳香族系有機顔料の高発色化を実証した。「なのセルロース工房」

では、令和 3 年度新たに契約締結した 4 社含め企業 14 社と共同研究等を推進

し、公設試 2 機関や大学等 13 機関の参画も得られた。工房を活用した企業に

おける製品化技術の高度化における代表的成果として、強度のみならず手触り

や発色等を向上させた高意匠性ペンケースの商品化を支援した。これらの成果

は、Q1 ジャーナル 2報に掲載され（J. Chromatogr. A, 1656, 462503 (2021), 

ACS Appl. Polym. Mater., 3, 2618 (2021)）、1件受賞した。 

バイオ界面活性剤（BS）の生産技術開発においては、BS 生産酵母の代謝物

及び遺伝子の解析を行い、生合成経路の強化に資する遺伝子の改変ターゲット

目標の水準を満たして

いる。 

年度計画を全て達成

し 、 Nature Communi-

cation 誌などのトップ

ジャーナルを含む Q1 ジ

ャーナルへ多数の論文

が掲載され、表紙に採用

されたものもあったこ

と、それらの成果の多数

で受賞および新聞等へ

の報道があったこと、研

究成果を基に複数の企

業との共同研究契約を

締結し、企業や大学と共

に複数の国家プロジェ

クト（NEDO プロジェクト

等）を推進したほか、令

和3年 4月からのデータ

駆動型研究に関する拠

点設立につながるなど、

企業課題（高分子材料の

耐久性評価、バイオベー

ス材料の利活用、触媒反

応の高度化など）の解決

や企業の産業競争力強
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計算材料設計

技術などを開

発する。 

ーケティングに

より変更される

可能性はあるが、

現時点では次の

研究開発が見込

まれる。 

・廃棄物やエネル

ギー消費量削減

を目指した基幹

化学品並びに機

能性化学品の革

新的な製造プロ

セス構築のため、

触媒技術、単位操

作技術、人工知能

と連携した触媒

設計手法等を駆

使した連続精密

生産製造システ

ムを開発する。

・機能性と資源循

環性の両立に資

するナノセルロ

ース複合材料と

バイオベース化

学品（界面活性剤

等）の製造・利用

に関わる基盤技

術を開発する。 

・高分子材料を扱

う企業間の擦り

合わせ力の強化

やサプライチェ

ーンの適正化に

向け、品質や耐久

性向上に資する

材料診断技術を

開発する。 

・原料多様化と生

産効率の向上に

向けて、マイクロ

波やマイクロプ

性向上及び構造制御に向

け、合成経路の強化に資す

る遺伝子の解析を行い、生

産菌の脂質利用経路に関

する高機能化を進める。 

・近赤外分光法による非

破壊劣化診断技術の拡充

に向け、ゴム系ポリマー等

の測定条件の最適化を進

める。また、技術コンサル

ティング制度等を利用し

た企業連携において、開発

技術の実材料評価への展

開を進める。 

・大幅に小型化したマイ

クロ波発生・照射モジュー

ルを開発し、水素製造装置

に組み込んで実証試験を

行う。また、連続反応器と

連結可能な連続抽出装置

の試作を行い、反応溶液か

ら抽出率 85％以上でビア

リール化合物等の目的化

合物の連続抽出を達成す

る。また、フロー合成によ

る合金ナノ粒子の自動合

成を実施する。 

・５つ以上の素材グルー

プに対応したデータ駆動

型材料設計サービスの産

業界への提供開始を目指

し、データ駆動型材料設計

に必要な材料データの集

積とその構造化、設計ルー

ルを導出するためのデー

タ科学的手法の開発に引

き続き取り組み、さらに、

それらを統合する材料設

計プラットフォームの構

築を進め、データ駆動型材

料設計サービス開始時の

仕上がり比で４割程度ま

を複数選定した。これらの解析結果を踏まえ、遺伝子工学的手法を駆使して生

産菌の育種・改良に着手し、生産菌の更なる高機能化を進めた。この成果を基

に学術論文の発表や特許出願を行い、BS 製品の市場拡大を進める企業との新

規共同研究を実施した。 

c) 大量の高分解能マトリックス支援レーザー脱離イオン化質量分析法

（MALDI-MS）スペクトル間の違いを主成分分析によって効率的に抽出するデー

タマイニング技術を開発し、MALDI-MS スペクトルからポリマー部材の劣化状

態を容易に判別できることを明らかにした。劣化させたポリプロピレン成形部

材の近赤外スペクトルの機械学習から、非破壊で材料の劣化状態（引張破断伸

び）を予測できるインフォマティクス技術を実証した。これらの成果は技術コ

ンサルティング等による連携を通して企業への技術提供を進め、企業共同研究

は 29 件を数えた。関連する一連の成果は、Q1 ジャーナル 8 報に掲載され

（Polym. Test., 101, 107300 (2021) など）、4件受賞した。 

d) 令和 2年度に開発したマイクロ波照射モジュールの大幅な小型パッケージ

化に成功した。民間企業との共同研究において、本モジュールをアルコール改

質型水素製造試験機へ組み込み、連続的に水素製造可能なことを確認した。関

連成果を論文発表（RSC Adv., 11, 32541 (2021)）すると共に、学会での講演

内容が新聞報道された。令和 3年度開始した NEDO「ポスト 5G 情報通信システ

ム基盤強化研究開発事業」に参画し、マイクロ波加熱による金属溶融プロセス

への展開を開始した。 

NEDO「機能性化学品の連続精密生産プロセス技術の開発」において、排出制

御弁を必要としない連続液－液分離器を開発し、これを抽出器（熱交換器）及

び反応装置と連結することで、反応操作から連続抽出・分離操作の連続化とビ

アリール化合物の抽出率 85%以上を達成した。

NEDO「超先端材料超高速開発基盤技術プロジェクト」において、既に開発し

た機能性材料のフロー製造プロセスを対象とし、製造条件の自動制御および製

造条件とオンライン分析データの自動記録を可能とするフロースクリーニン

グシステムを用いて金ナノ粒子の自動合成を実施し、粒径が小さい粒子が高濃

度で得られる条件の効率的な探索が可能であることを確認した。 

e) 光機能性微粒子、配線／半導体材料、電子部品材料、機能性高分子、触媒

の5つの素材群に対する学習データを創出する計算シミュレータの開発を80%

程度完了させた。代表的成果としては、液晶構造相転移シミュレーションにお

ける局所構造を機械学習法（Machine Learning-aided Local Structure 

Analyzer 法（ML-LSA 法））により解析する技術を開発し、液晶－液晶相転移は

臨界核が支配する古典的な過程ではなく、非古典的な 3 段階の過程で進行す

ることを明らかにした。この成果は Q1 ジャーナルに論文掲載され（Nature 

Commun., 12, 5278 (2021)）新聞等への報道が 3件あった。AI を利用したデ

ータ科学手法の開発とセキュアに運用するデータプラットフォームの構築を

80%程度完了させて年度計画を達成し、令和 4 年 4 月に開始予定の「データ駆

化に大きく貢献したこ

とから、総合的に水準を

満たす成果が得られた。 
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ロセス技術、膜分

離等の高度分離

技術、流体制御や

物性制御並びに

シミュレーショ

ン技術を駆使し

た反応・分離・材

料合成プロセス

を開発する。 

・新材料の開発期

間を短縮するた

め、材料機能に対

する高い順方向

予測能力を持つ

計算シミュレー

タ群を開発する

と同時に、材料デ

ータを構造化し、

構造化された材

料情報から新材

料の設計ルール

を導出するため

のデータ科学手

法を開発する。そ

れらを運用する

ために必要な材

料設計プラット

フォームを構築

する。 

で開発を進める。 動型材料設計技術利用推進コンソーシアム」における産業界への普及に向けて

の準備を順調に進捗させた。 

その他、Q1 ジャーナルに 27 報の論文が掲載され、14 件の報道と 1件の受賞

があった。 

〇革新材料技

術の開発 

次世代社会の

根幹を支える

革新材料とし

て、異種材料間

の接合及び界

面状態並びに

材料の微細構

造を制御する

ことによって、

〇革新材料技術

の開発 

次世代社会の根

幹を支える革新

材料として、異種

材料間の接合及

び界面状態並び

に材料の微細構

造を制御するこ

とによって、機能

を極限まで高め

〇革新材料技術の開発 

・次世代モビリティを目

指し、Sm-Fe-N 系焼結磁石

について、民間企業への技

術移転を図り、実用化のた

めの検証を行う。また、空

調システムを目指した磁

気冷凍材料の課題である、

動作温度特性の長期安定

性を解決するとともに、シ

a) Sm-Fe-N 系焼結磁石については、高保磁力等の性能を安定的に出すための

作製プロセス上のポイントを見出し、焼結前の磁石粉末の品質の向上につなが

った。これにより共同研究先企業からのユーザーメーカーへの試料提供対応が

可能となった。また、Sm-Fe-N 系磁石粉末作製ならびに焼結技術に関する新た

な技術コンサルティングを行った。 

磁気冷凍材料については、候補となる高感度メタ磁気熱量材料の課題である

①動作温度特性の長期安定性と②システムへの搭載を想定したベッド形状の

最適化に取り組んだ。①については添加元素によって安定性が改善できること

が示された。この成果を基に新たに技術コンサルティングを行った。②につい

ては、ベッドの成形手法の候補の一つである粉末床レーザー融解法（LPBF）法

の可能性を確認するために、Fe 系磁気冷凍材料である La(Fe,Si)13化合物をレ

ーザー溶融・凝固させた際に単相化しないという課題解決を目指した。原料粉

目標の水準を満たして

いる。 

年度計画を全て達成

した上に、Q1 ジャーナル

や表紙等などへ多数の

論文が掲載され、多数の

受賞および新聞等への

報道があったこと、研究

成果を基に複数の企業

との共同研究契約につ

ながったこと、企業や大

学と共に複数の国家プ
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機能を極限ま

で高めた材料

や軽量で機械

的特性に優れ

たマルチマテ

リアルなどを

開発する。 

た材料や軽量で

機械的特性に優

れたマルチマテ

リアル等を開発

する。今後の社会

情勢やマーケテ

ィングにより変

更される可能性

はあるが、現時点

では次の研究開

発が見込まれる。 

・次世代モビリテ

ィや新しい冷凍

等空調システム

に必須の耐環境

性に優れたバル

ク磁性材料等を

新たな粉末合成

法や焼結プロセ

ス等の粉末冶金

技術を駆使して

開発する。 

・材料の組成、微

細構造、異種材料

の接合及び界面

状態等を制御す

ることによって、

革新的な性能を

示すセンサデバ

イス、電気化学デ

バイス、蓄電デバ

イス、物質変換デ

バイス等を開発

する。 

・特性が異なる金

属や材料等を組

み合わせた高機

能マルチマテリ

アルの材料設計

技術や接合技術

及びマルチマテ

リアルのリサイ

ステムへの搭載を想定し、

サブミリの流路を確保し

たベッド形状の最適化を

図る。 

・加湿装置を導入した簡

易型センサ評価システム

を用いて ppb レベルの模

擬経皮ガスに対するガス

センサの特性を明らかに

する。 

・液体燃料が利用可能な

モビリティ向け電源を目

指し、プロトン伝導性固体

イオニクス材料を用いた

燃料電池(600℃)及び強靭

性金属－セラミック燃料

電池(700℃)で 0.9W/cm2

を実証する。また、酸化物

型全固体蓄電池の製造技

術開発において、電極/電

解質界面の低温（600℃以

下）焼結を実現する。 

・吸蔵 NOx を直接 NH3 化

する触媒等の新材料の探

索を進めつつ、その際の脱

離NOx量を小型施設におけ

る環境規制値(100ppm)以

下に抑える操作条件の最

適化を図る。 

・令和２年度に試験片レ

ベルで作製した、集合組織

を制御して 150℃で嵌合

可能な成形性を付与した

板材を対象として、強度と

耐食性のバランスを改善

する。また、他の材料に関

しても、マルチマテリアル

化可能な材料特性を発現

させるための条件探索を

継続的に行う。さらに、リ

サイクル性向上に資する

易分離技術の設計指針を

末の調整と、レーザー溶融に特徴的な急冷組織により、単相化が可能になるこ

とを明らかにし、従来手法より 50%低磁場下においても、同等の性能を達成し

た。本成果により、温暖化ガスを使用しない新たな冷却システムを搭載した空

調や冷凍・冷蔵庫としての社会実装に向けた可能性が示された。この成果は Q1

ジャーナルに掲載された（J. Alloy Comp., 901, 163706 (2022)）。 

その他、Q1 ジャーナルに 10 報論文が掲載された。 

 

b) センサについては、準安定結晶面である{101}結晶面を持つ SnO2ナノシー

ト樹枝状構造膜を開発した（Q1 ジャーナル: Sci. Rep. 11, 11304 (2021)）。

SnO2ナノシート・ZnO ナノベルトを用いたガスセンサおよびガスセンサ評価装

置を開発し、0.5 ppb という極低濃度アセトンガスの検出を実現した。SnO2ナ

ノシートの応答値（対象ガス中での抵抗値変化率）は、市販センサの 2.5 倍に

達した。他に上記に関連する成果が、Q1 ジャーナルに論文 6報掲載され、2件

受賞した。この成果を元に 3 件の特許出願を行い、NEDO プロジェクトを推進

したほか、企業共同研究 5件を行った。 

プロトン伝導性固体イオニクス材料を用いた燃料電池で 0.9 W/cm2を超える

出力密度を 600℃で得た。さらに金属－セラミック燃料電池において 700℃で

1 W/cm2の出力密度を実証した。上記の成果は Q1 ジャーナルに 3 報掲載され

（Sci. Rep., 11, 10622 (2021), など）、東京新聞を始めとした 8件の新聞

等への報道があった。また 2 件の特許出願を行い、NEDO プロジェクトを推進

した。酸化物型全固体蓄電池の製造技術開発においては、難焼結性材料の LLZT

（Li6.5La3Zr1.5Ta0.5O12）を電解質シートとして 300℃で高密度化するコールドシ

ンタリング技術を実現した。コールドシンタリング技術により、600℃以下で

構造的には、電極/電解質界面の緻密な焼結体を実現したが、電池機能の向上

には改善の余地が残っている。 

物質変換デバイスについては、産総研独自の多孔化技術の活用により吸蔵

NOxを 90%以上直接 NH3化する高性能な新材料を創出した。また合成した NH3を

その場で還元剤とする脱硝反応を想定したシミュレーションにより、後逸 NOx

量が環境規制値（100 ppm）以下に抑えられた NOx変換小型施設の設計に、今

回開発した新材料が活用できることが示された。この成果の一部は論文が Q1

ジャーナルの表紙に採用された（Dalton Trans., 50, 7191 (2021)）。 

 

c) Mg-Al 爆着圧接材での処理温度を最適化しせん断強度の減少を抑えるとと

もに、走査振動電極による評価において、接合方向に対して平行な面では垂直

な面と比較して優れたガルバニック腐食耐性が示された。さらに Mg-Zn-Al-Ca

合金へのマンガン添加量の影響を調査した結果、マンガン添加量を 1.0 質量%

に設定すると、優れた強度（降伏応力）と室温成形性のバランスが発現するこ

とを確認した。関連成果が Q1 ジャーナル（J. Electrochem. Soc., 168, 050507 

(2021)）に論文掲載され、朝日新聞デジタルを始め 14 件報道された。 

木質流動成形技術や木材の化学修飾技術を活用し、真鍮やアルミニウムとの

接着剤フリーでの木材の接合技術について条件探索を行った。 

ロジェクト（NEDO プロジ

ェクト等）を実施したこ

とを通じて、電池材料や

軽量高強度材料、磁性材

料などの様々な革新材

料について、社会実装が

期待できる研究成果を

創出することができた

ことから、総合的に水準

を満たす成果が得られ

た。 
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クル技術や信頼

性評価技術等を

開発する。 

得るために分離促進剤の

探索を継続的に実施する。  

アルミニウム/炭素繊維強化樹脂（CFRP）マルチマテリアル部材の分離技術

においては、接着剤残存率の低減を促進する分離促進剤の検討を行った結果、

70℃に加熱した酢酸に浸漬することでアルミニウム/CFRP の接着強度と接着

剤残存率の低下がみられ、接着剤が残存しないアルミニウム試験片を取り出す

ことが可能となった。 

その他、Q1 ジャーナル 7報に論文掲載され、7件受賞があった。 

５．エレクトロ

ニクス・製造領

域 

〇情報処理の

エネルギー効

率を飛躍的に

向上させるデ

バイス・回路技

術の開発 

高度な情報処

理を超低消費

電力で実現す

るために、高

速、超低エネル

ギーで書き換

え可能な不揮

発性メモリや

低電圧で動作

するトランジ

スタなどのデ

バイス技術、AI

チップなどの

回路設計技術、

高機能化と低

消費電力化を

両立する 3 次

元実装技術な

どを開発する。

また、これらの

技術の開発お

よび橋渡しに

必要な環境を

整備する。 

５．エレクトロニ

クス・製造領域

〇情報処理のエ

ネルギー効率を

飛躍的に向上さ

せるデバイス・回

路技術の開発 

高度な情報処理

を超低消費電力

で実現するため

に、高速、超低エ

ネルギーで書き

換え可能な不揮

発性メモリや低

電圧で動作する

トランジスタ等

のデバイス技術、

AI チップ等の回

路設計技術、高機

能化と低消費電

力化を両立する

３次元実装技術

等を開発する。ま

た、これらの技術

の開発及び橋渡

しに必要な環境

を整備する。今後

の社会情勢やマ

ーケティングに

より変更される

可能性はあるが、

５．エレクトロニクス・製

造領域 

〇情報処理のエネルギー

効率を飛躍的に向上させ

るデバイス・回路技術の開

発 

・電圧駆動 MRAM（VC-MRAM）

の高集積化を実現するた

めに、記憶素子（MTJ 素子）

特性の素子間バラツキに

寛容で、集積化した際に動

作マージンを確保しやす

い、新規の電圧書き込み方

式を提案する。 

・新規ロジック、アナログ

メモリの実現を目指して、

新メモリスタを用いたリ

ザバー情報処理デバイス

において識別機能を実証

する。 

・超低消費電力不揮発性

メモリを実現するために

不可欠な新規セレクタに

ついて、マテリアルズイン

フォマティクスや第一原

理計算といった計算科学

を最大限に活用しながら

複数の候補材料を比較し、

得失を明確化する。 

a) 電圧駆動磁気抵抗メモリ（VC-MRAM）記憶素子（MTJ 素子）の形状を楕円形

にして短軸方向にバイアス磁界を印加することによって誤書き込み確率を抑

制し、磁性材料の工夫により素子間バラツキに寛容で動作マージンを確保でき

る新規の電圧書き込み方式を開発した。加えて、スピン軌道トルク磁気抵抗メ

モリ（SOT-MRAM）において、強磁性合金を用いてスピン変換の効率を高め、高

集積化に有利な垂直磁化 MTJ 素子の低電力書き込みの基盤技術を確立した 

(Nat. Comm., 12, 6254 (2021))。その他、Q1 ジャーナル 5報に掲載した (Sci. 

Rep., 11, 16285 (2021), Sci. Rep., 11, 21448 (2021), Phys. Rev. Appl., 

16, 064068 (2021), Acta Mater., 216, 117097 (2021), npj Asia Mater., 

14, 4 (2022))。また、MRAM 基盤技術に関して、2021 年全国発明表彰 未来創

造発明賞を受賞した。 

リザバー情報処理デバイスの識別機能に関して、イオン液体をリザバー層と

するデバイスを用いて手書き文字認識の研究用データセットの識別動作や時

系列データの識別動作を実証した。また、固液デバイス作製プロセスに関する

論文が掲載された。 

 計算科学を用いて、毒性元素を含まず、不揮発性メモリ用のセレクタ機能を

発現する可能性のある材料として、遷移金属複合ダイカルコゲナイド Hf-O-Te

を選定した。Hf-O-Te 薄膜を作製、薄膜物性計測、デバイス特性を評価し、特

定の組成におけるセレクタ機能の発現を実証した。これらの成果を特許出願

し、Q1 ジャーナルに掲載した (APL Mater., 10, 011106 (2022))。 

 これらに加え、NEDO ポスト 5G 情報通信システム基盤強化研究開発事業にお

いて、ナノシートトランジスタ製造プロセスと高性能計算向け 3 次元実装技

術の 2件の大型国家プロジェクトを開始した。 

b) デジタル・アナログ・センサ集積システムとして非接触ユーザインタフェ

ースを実現する回路技術の研究を行った。人の手の動きやキーワード音声を低

消費電力で検出する回路技術の研究を行い、その成果が Q1 ジャーナル 

(Sensors, 21, 24, 8268 (2021)) に掲載された。また、高感度低消費電力磁

気センサのアナログ・デジタル回路技術に関して企業と共同研究を実施した。

新しく開発した回路技術により従来比 1,000 倍以上の電力効率向上を達成し、

Google Top20 に該当する国際学会 ISSCC 2022 に採択された。 

拠点利用者が共同で標準 IP を利用する乗り合いチップに関して、チップの

設計・検証・出図・評価の一連のサイクルの検証のため、拠点利用者の中から

企業 5 社と産総研独自仕様を合わせた 6 品種の AI アクセラレータを搭載した

乗り合いチップを設計した。28 nm ノードでの実チップ動作を確認し、当該乗

目標の水準を満たして

いる。 

VC-MRAM の研究を中心

に合計 Q1 ジャーナル 9

報に掲載した。また、高

感度低消費電力磁気セ

ンサのアナログ・デジタ

ル回路技術の研究成果

を Google Top20 該当の

国際会議 ISSCC 2022 で

発表した。 NEDO ポスト

5G 情報通信システム基

盤強化研究開発事業に

おいて、ナノシートトラ

ンジスタ製造プロセス

及び高性能計算向け3次

元実装技術の2件の大型

国家プロジェクトを開

始した。また、 3 次元実

装技術について、NEDO ポ

スト 5G の後工程プロジ

ェクトへの企業群との

共同研究や、複数の企業

との自己資金による共

同研究や技術コンサル

ティングの契約を結ん

だ。VC-MRAM の研究につ

いて、民間企業との大型

連携（冠ラボ）を契約更

新した。また、MRAM 基盤

技術の発明に関して、

2021 年全国発明表彰 未

来創造発明賞を受賞し

た。AI チップ開発支援事

業では、令和 2年度を上
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現時点では次の

研究開発が見込

まれる。 

・スピントロニク

ス技術を用いた

SRAM 代替可能な

超低消費電力不

揮発性メモリ、新

原理・材料に基づ

く高速・大容量の

不揮発性メモリ

やニューロモル

フィックデバイ

ス、従来のトラン

ジスタと比べて

大幅な超低消費

電力化を実現す

る急峻スイッチ

ングトランジス

タ等のロジック

デバイス技術等

を開発する。 

・データの収集と

処理の高効率化

に向け、ニューロ

モルフィック等

の新原理コンピ

ューティングの

基盤技術、AI チッ

プ等の集積回路

設計技術の研究

開発を行うとと

もに、我が国にお

ける AI チップ開

発を加速するた

めの設計拠点を

整備する。 

・IoT システム等

の高機能化と低

消費電力化のた

めの３次元実装

技術、貼り合わせ

・デジタル・アナログ・セ

ンサ集積システムのため

の低電力化及び高精度化

を実現する要素回路の機

能を検証する。 

・拠点利用者が共同で標

準 IP を利用する乗り合い

チップの設計、検証、出図、

評価の一連のサイクルを

回せるようにする。 

・３次元集積実装技術に

ついては、ヘテロジニアス

集積を実現するため、微細

な Cu 電極と絶縁膜のハイ

ブリッド界面における

300 mm ウェハ貼り合わせ

プロセス技術を開発する。 

・量子干渉効果を利用し

た小型で高安定な小型時

計用発振器を実現するた

め、ガスセル（サファイア

-Si）内に共振器の動作に

必要なバッファガスを封

入するための技術を確立

する。また、小型時計用発

振器の高精度評価のため、

波長 852 nm 付近の外部共

振器型半導体レーザーの

設計、試作及び評価を実施

する。 

り合いチップ設計作成フローが正しく機能していることを実証した。AI チッ

プ開発支援事業では、47 件（企業、大学等。令和２年度 28 件）の AI チップ

開発を支援し、我が国の AI チップ開発競争力の強化に貢献した。 

 

c) 3 次元集積実装技術については、ヘテロジニアス集積を実現するため、微

細な Cu 電極と絶縁膜のハイブリッド界面における 300 mm ウェハ貼り合わせ

プロセス技術の研究を実施し、最先端の実装技術において求められる 2 µm ピ

ッチ 1 µm 寸法の Cu 電極パッドのハイブリッド接続技術を構築した。本成果

は、NEDO 補助事業による技術研究組合による共同研究や企業の自己資金によ

る共同研究の開始、技術コンサルティング契約につながった。 

小型原子時計用発振器実現のため、高温脱ガス処理に耐えるサファイア-Si

ガスセル製造プロセスを確立し、Au 多層膜による真空封止と残留ガス吸着に

成功した。本成果は Q1 ジャーナルに掲載された (Microsyst. Nanoeng., 8, 

2, (2022))。波長 852 nm 付近の外部共振器型半導体レーザーを設計し、ゲイ

ンチップ低温集積化に成功した。 

 

回る 47 件（企業、大学

等。令和 2 年度 28 件）

の AI チップ開発を支援

した。これらの成果に加

えて、NEDO 補助事業の共

同研究先として、先端半

導体製造技術について

の大型国家プロジェク

ト2件を開始した。以上、

年度計画をすべて達成

し、総合的に水準を満た

す結果となった。 
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技術等を用いた

異種材料・デバイ

スの集積化技術

等を開発すると

ともに、TIA 等の

共用施設を拠点

とした橋渡しを

推進する。 

〇データ活用

の拡大に資す

る情報通信技

術の開発 

データ活用シ

ーンの拡大と

新規創出の基

盤として、大容

量データを低

遅延かつ高エ

ネルギー効率

で伝送する光

ネットワーク

と、これに関連

するフォトニ

クスデバイス

や高周波デバ

イスなどを開

発する。 

〇データ活用の

拡大に資する情

報通信技術の開

発 

データ活用シー

ンの拡大と新規

創出の基盤とし

て、大容量データ

を低遅延かつ高

エネルギー効率

で伝送する光ネ

ットワークと、こ

れに関連するフ

ォトニクスデバ

イスや高周波デ

バイス等を開発

する。今後の社会

情勢やマーケテ

ィングにより変

更される可能性

はあるが、現時点

では次の研究開

発が見込まれる。 

・モバイル端末か

らクラウドまで

をシームレスに

収容しダイナミ

ックかつ柔軟に

最適運用可能な

光ネットワーク

技術や、ネットワ

ーク構築に必要

〇データ活用の拡大に資

する情報通信技術の開発 

・受光器、導波路多層化、

光源実装プラットフォー

ム等の異種材料集積など

による高付加価値技術の

標準技術化を進め、シリコ

ンフォトニクスの先進的

R&D 試作提供体制を構築

する。 

・光スイッチの実用化に

向けて、性能改善に加えて

波長選択性や高速性など

の機能の高度化を進める

とともに、光伝送実験によ

る光スイッチシステムの

拡張性を検証する。光電融

合型回路基板（コパッケー

ジ）技術では、損失特性を

さらに改善し、次世代パッ

ケージ速度に対応した信

号伝送を実証する。 

・ポスト 5G、6G 用の様々

な高周波デバイス応用に

対応するため、表面化学修

飾技術による樹脂基板と

無粗化導体との異種材料

接合技術、先進コーティン

グによる多様な低誘電材

料への配線技術や半導体

a) 受光器、導波路多層化、光源実装プラットフォーム等の異種材料集積など

による高付加価値技術の開発を進め、プロセスデザインキットを拡充した。ま

た、導波路多層化では主要国際会議での招待講演を、異種材料集積技術では民

間企業技術移転を行った。先進的 R&D 試作提供体制では、コンソーシアム活動

等を通じ、令和 2年度（10 機関）を上回る 11 の外部研究機関が参加した異種

材料集積対応のシャトル試作サービスを実施し、さらに追加の試作（10 機関

参加）を行うことも決定した。 

光スイッチの実用化に向けた取り組みでは、まず、波長選択性では波長合分

波器と光スイッチを組み合わせたデバイスを試作し動作実証を行い、Q1 ジャ

ーナルに掲載された（J. Lightw. Technol., 40, 1810, (2022).）。高速性に

ついては、ナノ秒で切り替え可能なキャリアプラズマ効果に基づいた光スイッ

チを試作し動作実証を行い主要国際会議で発表を行った（OFC2022,

GoogleTop20 相当）。光伝送実験による光スイッチシステムの拡張性の検証で

は、13 万ポートでスループット 125 Pbps という世界記録を樹立し、同会議で

の発表（OFC2021, COVIT-19 のため同年度開催）とともにプレスリリースを行

い、メディア報道された。これらに加え、前述の異種材料集積向けシリコンフ

ォトニクス技術の実績などにより、令和 3 年度採択された NEDO プロジェクト

に参加し企業などと共同研究を開始した。 

光電融合型回路基板（コパッケージ）技術では、通信波長帯の光信号を低損

失で伝送できる光 IC・光ファイバー間の 3 次元光配線技術を世界で初めて開

発し、試作サンプルで次世代標準である 112 Gbps の光信号を 85℃の高温環境

下で通信品質の指標である TDECQ 値が 1.65 dB と良好な伝送特性を得ること

に成功し、有用性を実証した。この成果は、国際会議での発表とともにプレス

リリースを行いメディア報道された。

さらに、光ネットワークで重要となる光ファイバー非線形性に関する長年の

先駆的研究で電子情報通信学会業績賞を受賞した。 

b) ポスト 5G、6G の基盤技術として、表面化学修飾技術による樹脂基板と無粗

化導体との異種材料接合技術の研究開発を実施した。特に、高周波デバイス部

材作製に重要である難接着性低誘電樹脂材料において、紫外光支援によるダメ

ージレス表面化学修飾技術を開発した。更に光有機金属分解（光 MOD）法によ

るポリスチレン樹脂などの低誘電材料へ高導電膜や低誘電性膜を形成する技

術を開発した。これらの実績を基に、国家プロジェクト・民間企業との大型共

目標の水準を満たして

いる。 

シリコンフォトニク

スにおける受発光機能

や多層化などの異種材

料集積による高付加価

値技術の標準技術化を

進め、主要国際会議で招

待講演を行った。異種材

料集積技術について、民

間企業に技術移転を行

った。シリコンフォトニ

クスコンソーシアム活

動では、令和 2年度を上

回る 11 の外部研究機関

が参加した異種材料集

積対応シャトル試作を

成功させ、追加試作にも

着手した。 

 光スイッチの実用化

及び光電コパッケージ

技術の実証の 2 件に関

し、上記の成果について

主要国際会議での発表

とプレスリリースを行

い、メディア報道され

た。これらの実績によ

り、令和 3年度立ち上が

った次世代コンピュー

ティングに関する NEDO

プロジェクトに参加し、

企業と共同研究を開始

することとなった。 
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となるシリコン

フォトニクスを

基盤とした光電

融合型光トラン

シーバや光スイ

ッチ技術等の研

究開発を行うと

ともに、これら技

術を効率的に開

発するエコシス

テムの構築に向

けた基盤整備を

行う。 

・ポスト 5G、6G の

基盤技術として、

高周波対応の窒

化物材料・デバイ

ス技術、高周波特

性に優れた部材

及び部材コーテ

ィング技術等の

研究開発を行う

とともに、システ

ム構築に必要と

なる高周波特性

評価技術の研究

開発を行う。 

部品の高放熱技術等を開

発する。 

同研究を令和 2 年度に引き続き推進したほか、令和 3 年度新たな大型民間共

同研究を開始した。成果について国内・国際会議における招待講演（5件）お

よび書籍にて普及を行った。これらの成果はポスト 5G、6G の基盤技術となる

ことが期待される。 

 高周波デバイス部材

接合技術に関しては、国

家プロジェクト・民間企

業との大型共同研究を

昨年来推進すると共に、

新たに大型共同研究を

開始した。成果について

国内・国際会議における

招待講演および書籍に

て普及を行った。 

以上のように、年度計

画を全て達成した。 

〇変化するニ

ーズに対応す

る製造技術の

開発 

社会や産業の

多様なニーズ

に対応するた

め、変種変量生

産に適した製

造技術、高効率

生産を実現す

るつながる工

場システム、高

〇変化するニー

ズに対応する製

造技術の開発 

社会や産業の多

様なニーズに対

応するため、変種

変量生産に適し

た製造技術、高効

率生産を実現す

るつながる工場

システム、高機能

部材の製造プロ

〇変化するニーズに対応

する製造技術の開発 

・生産システムの高効率

化に向けた機械工具の最

適な運用の事例として、令

和２年度に開発したサー

メット工具の高性能化を

図るとともに、各種データ

に基づく寿命判定を合わ

せた生産性の管理手法を

開発する。 

a) 生産システムの最適化手法の開発として、エネルギー消費量、工具寿命等

を製造サステナブル指数と定め、ベイズ最適化手法により旋削の最適条件を推

定評価した成果が Q1 ジャーナルに掲載された (Int. J. Precis. Eng. Manuf. 

- GT, (2022), 採択済)。サーメット工具に関し、従来より 150℃焼結温度を

下げた無加圧での緻密化焼結、さらに従来の超硬合金では難しい 1,000℃での

ニッケル基合金の恒温鍛造に成功した。

金属付加製造の粉末処理と造形の一体化プロセス構築を目的とした研究と

開発を行った。原料粉末の表面特性を改善することで造形装置内プロセス環境

が改善されて肉盛り部形状が安定化し、新規民間共同研究に繋がった。 

b) ファクトリーオペレーションシステムのカーネル開発に成功し、装置間搬

送の基本動作を実証した。また、臨海副都心センターでは、試作のための製造

装置群の実用開発、ミニクリーンブースにおける空調システム構築、高解像度

電子顕微鏡へのエネルギー分散型 X 線分析（EDX）機能を付加した分析機能追

目標の水準を満たして

いる。 

旋削の最適条件の推

定手法が Q1 ジャーナル

に掲載された。また、金

属付加製造の粉末処理

と造形の一体処理装置

の開発が民間共同研究

の開始に至った。ミニマ

ルファブによる試作は

令和 2 年度を上回る 11

件実施した。平面型電子

放出デバイスについて、

エネルギー単色性 0.18
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機能部材の製

造プロセス技

術などを開発

する。 

セス技術等を開

発する。今後の社

会情勢やマーケ

ティングにより

変更される可能

性はあるが、現時

点では次の研究

開発が見込まれ

る。 

・工場内あるいは

複数工場に設置

された機器から

構成される生産

システムに関し

て、生産性、品質、

環境影響等の多

様な観点からの

評価を基に、最適

化・効率化する手

法を開発する。 

・変種変量生産に

適したミニマル

ファブ技術等を

活用して、多様な

ニーズに応える

デバイスや新機

能デバイスを高

性能化するプロ

セス技術を開発

する。 

・新素材や難加工

材料の加工や変

種変量生産に対

応するため、各種

加工の基礎過程

の理解に基づく

シミュレーショ

ンと加工時に収

集したデータと

を活用する新し

い製造技術の研

究開発を行う。 

・付加製造システムの最

適化・効率化に向けて、原

料粉末処理と積層造形の

一体化プロセスの構築を

行い、粉末特性と造形物特

性の関係を分析、検証す

る。 

・ミニマルファブ技術に

ついて、ファクトリーオペ

レーションシステムを開

発するとともに、複数のデ

バイスの実用化開発を行

う。さらに、臨海副都心セ

ンターにおける試作サー

ビス体制を整備し、複数件

の試作を実施する。 

・多様な応用が期待され

るグラフェン等を電極に

用いた電子放出デバイス

について、検査分析装置や

電子顕微鏡応用で極めて

重要となる電子放出のエ

ネルギー単色性の更なる

向上を実現するための絶

縁膜作製技術を確立する。 

・鋳造などの加工プロセ

スのシミュレーションモ

デルの改良を進めるとと

もに、実験との比較等によ

り予測精度を検証し、パラ

メータを最適化する。

・ 炭 素 繊 維 強 化 樹 脂

（CFRP）・金属などの複合

材構造における接着・接合

信頼性の向上に向けて、令

和２年度に適用可能なこ

とがわかった接着構造や

接合加工シミュレーショ

ンの加工可視化技術の援

用によりメカニズムの解

明を進め、支配因子を抽出

する。 

加により試作サービス体制を強化し、4件の試作を実施した。他拠点を含めて

令和 2年度（10 件）を上回る 11 件の試作を実施した。 

グラフェンを電極に用いた平面型電子放出デバイスの放出電子エネルギー

単色性向上（0.28 eV から 0.18 eV に改善）を、電子散乱の少ない絶縁層であ

る六方晶窒化ホウ素の成膜条件最適化で実現した。この技術の計測装置搭載を

目指し、企業と技術コンサルティング契約を締結した。 

c) 合金物性の取得・評価、鋳造実験との比較によりパラメータを最適化し、

冶金学的な現象を組み込み高精度化した鋳造シミュレーションを実現した。こ

の成果は高 IF 論文誌に掲載され、企業 1 件を含む複数のプログラム技術情報

開示契約に繋がった。また、シミュレーション技術を援用した鋳造製造プロセ

ス開発について、第 37 回素形材産業技術賞 中小企業庁長官賞を受賞した。成

形物の寸法を指定通りに加工できるデータ駆動型へら絞り加工を開発し、Q1

ジャーナルに掲載され (J. Intell. Manuf., (2022), online)、プレスリリ

ースを行った。 

炭素繊維強化樹脂（CFRP）同士のエポキシ接着界面においてはファンデルワ

ールス力の寄与度が強く、共有結合のない状態でも界面強度が接着剤強度を上

回ることを明らかにした。また、CFRP と金属の直接接合では CFRP のアミド基

と酸化された金属表面が水素結合していることがわかった。CFRP の接着・接

合支配因子の抽出した成果は Q1 ジャーナルに掲載された (J. Phys. Chem. 

B, 125, 11044 (2021))。 

有機金属気相成長（MOCVD）装置反応室周辺の温度分布を測定し、反応室内

温度分布シミュレーションモデルを作成した。これをもとに MOCVD 成長を AI

最適化するための、正確な反応温度を再現する 1862 条件の AI 学習データを

得た。本装置を用いた GaN 結晶成長技術で企業への技術コンサルティングを 2

件実施した。 

d) 微小塗布の光有機金属分解（光 MOD）法でフレキシブルサーミスタの製膜

に必要な原料を約 1/100 以下に低減し、また、抵抗値を 1/10 に低減して実用

化水準を達成した。エアロゾルデポジション（AD）法による六価クロムメッキ

代替耐摩耗・防錆コーティングを中小企業に技術移転し、事業規模 10 億円以

上を確認した。プレスリリースが新聞報道 8件、連携先企業が新聞報道 1件で

取り上げられた。 

酸化物型全固体リチウム硫黄電池の室温動作に世界で初めて成功してプレ

スリリースを行い、成果がQ1ジャーナル3報に掲載された (ACS Appl. Mater.

Interfaces, 13, 35785 (2021)等)。また、1.3 mS/cm の全導電率を有する酸

化物電解質材料を作製し、企業共同研究を新規に開始した。 

半導体・ガラス材料系まで対象を広げて時間制御型レーザー加工テスト装置

による系統的な試験を実施してデータベースに追加し、コンソーシアム会員に

公開した。民間企業との有償共同研究 1件、技術コンサルティング 2件を実施

した。 

eV を実現し、電子顕微鏡

への搭載に関して企業

とコンサルティング契

約を締結した。シミュレ

ーションによる製造技

術の高度化では、シミュ

レーション技術を援用

した鋳造製造プロセス

開発で第 37 回素形材産

業技術賞 中小企業庁長

官賞を受賞した。データ

駆動型へら絞り加工お

よび CFRP 接着機構に関

し、それぞれ一件ずつ Q1

ジャーナルに論文掲載

された。MOCVD 結晶成長

技術の最適化の企業技

術コンサルティングを 2

件実施した。酸化物型全

固体リチウム硫黄電池

に関して、Q1 ジャーナル

が 3報掲載され、プレス

リリースを行った。時間

制御型レーザー加工技

術に関し、民間企業との

連携体制を構築して共

同研究 1件、技術コンサ

ルティング2件を実施し

た。六価クロムメッキ代

替耐摩耗・防錆コーティ

ングを中小企業に技術

移転し、事業規模 10 億

円以上を確認した。以上

により、年度計画をすべ

て達成した。 
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・多様なニーズに

対応する低環境

負荷の先進コー

ティング技術や

レーザープロセ

ス技術、高分子材

料や樹脂フィル

ム等に適用可能

な低温プラズマ

技術等の研究開

発を行う。 

・高品質 GaN 結晶の成長

技術を開発することを目

指し、有機金属気相成長

(MOCVD)装置の構造と結晶

成長プロセスをシミュレ

ーションにより解析し、AI

により高効率に MOCVD 成

長技術を最適化するため

に必要となる学習データ

を生成する。 

・高感度フレキシブルサ

ーミスタ等の電子部品製

造の低環境負荷プロセス

として塗布光照射法（光

MOD 法）が有効であること

を検証する。 

・IoT デバイス向けの全固

体電池の開発について、複

合正極・電解質部材の性能

改善を進めるとともに、１

mS/cm 以上の導電率を有

する新規酸化物電解質材

料の作製技術を開発する。 

・時間制御型レーザー加

工テスト装置を活用した

材料加工について、令和２

年度までに構築したデー

タベースを、半導体などを

含む材料系まで拡張する。 

６．地質調査総

合センター 

〇産業利用に

資する地圏の

評価 

地下資源評価

や地下環境利

用に資する物

理探査、化学分

析、年代測定、

６．地質調査総合

センター

〇産業利用に資

する地圏の評価 

地下資源評価や

地下環境利用に

資する物理探査、

化学分析、年代測

定、微生物分析、

６．地質調査総合センター 

〇産業利用に資する地圏

の評価 

・地下資源・エネルギーの

安定確保のために、令和３

年度は日本周辺海域にお

けるメタンハイドレート

の賦存状況等の海洋調査

a) 日本周辺海域において、高分解能三次元地震探査、海底画像マッピング、

熱流量調査、海底環境調査、地盤強度調査等によって表層メタンハイドレート

の賦存状況等の調査を実施した。鉱物資源の開発可能性評価に関して海外機関

との共同研究を継続し、カナダの希土類鉱床やインドネシア等のニッケル－コ

バルト含有ラテライト型鉱床の成因を解明し、これらの成果を Q1 ジャーナル

（Miner. Depos. https://doi.org/10.1007/s00126-021-01089-6，2022）に 1

報や国際誌（Geochemistry: Exploration, Environment, Analysis 他）に 3

報公表した。鉱石からの有用副産物の回収等のため、テーブル選鉱のメカニズ

ム解明に資するシミュレーション技術開発を行い、この成果が国際誌

（MATERIALS TRANSACTIONS）に掲載されるとともに、出願中の特許を活かし外

部資金（学会長期テーマプロジェクト）を獲得した。 

目標の水準を満たして

いる。 

目標としていた計画

全てを達成し、順調に進

めている。得られた成果

は Q1 ジャーナル等での

着実な公表を行うと共

に、民間企業との共同研

究や技術コンサルティ

ングを通じて、社会ニー

ズに基づき技術等を橋

渡ししており、総合的に
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微生物分析、物

性計測、掘削技

術、岩盤評価、

モデリング、シ

ミュレーショ

ン等の技術開

発を行う。 

物性計測、掘削技

術、岩盤評価、モ

デリング、シミュ

レーション等の

技術開発を行う。

今後の社会情勢

やマーケティン

グにより変更さ

れる可能性はあ

るが、現時点では

次の研究開発が

見込まれる。 

・在来・非在来型

燃料資源、金属・

非金属鉱物資源、

鉱物材料、地圏微

生物資源並びに

地熱資源・地中熱

利用等の地下資

源の評価に係る

技術開発及び情

報整備を行う。 

・地層処分・地下

貯留等の地圏環

境利用並びに地

下水・土壌等の地

圏環境保全の評

価に係る技術開

発及び情報整備

を行う。 

・各種産業利用の

ニーズに対応し

た地下地盤や地

層の物理・化学特

性並びに年代測

定のため地質調

査技術の開発を

行う。 

・海洋における再

生可能エネルギ

ーの利用拡大を

支えるため、地質

を実施し、国の石油・天然

ガスに係る研究開発事業

の推進に貢献する。また、

鉱物資源について海外機

関との協力の下でベース

メタル等を主対象として

開発可能性評価を行い、国

の鉱物資源開発の推進の

ための探査等事業を推進

する。 

・国の高レベル放射性廃

棄物等の地層処分に関す

る技術開発事業を推進す

るため、沿岸部の塩淡境界

下位の塩水特性等に関す

る調査技術開発及び実態

把握を行う。また、CCS の

低コストモニタリングの

ための自然電位を用いた

漏洩リスク検知技術の開

発及びCO2圧入に伴う地層

の遮蔽性能への影響評価

等で、国が推進する安全な

CCS 実施のための研究開

発を行う。 

・各種産業利用のニーズ

に対応した地質調査技術

の開発として、重要産業施

設立地等の事前評価を目

的とした地下構造調査に

係る技術コンサルティン

グを実施し、技術課題の解

決に貢献する。また、地下

浅部空洞探査等に PVA 製

ローラ電極を用いた電気

探査を適用するための技

術開発等に係る資金提供

型共同研究を実施し、実用

化に向けた現場検証試験

を行う。 

・日本周辺の海洋利用を

促進するため、高分解能海

b) 深度 400 m までのボーリング掘削を行い複数深度で採取した地下水試料の

分析及び微流速領域での流向流速測定等から、沿岸部の塩淡境界周辺の地下水

特性を把握した。CCS 実証サイトにおいて、圧入井および観測井の自然電位

（SP）に係る現場モニタリングを開始したところ、連続的に安定した SP 値の

取得に成功し、現状で CO2移動を含む顕著な変動の兆候がないことを確認し、

年度計画を達成した。さらに地層の遮蔽性等に関わる界面水特性を分子動力学

計算で解明した成果は Q2 ジャーナル 2報（Water および Energy and Fuels）

に掲載され、モニタリング技術等に係る成果が Q2 ジャーナル（Geophysical 

Journal International）に 2報掲載された。 

c) 地層への流体注入圧の上昇速度、注入位置、分布範囲によって多様な断層

滑りパターンが生じることを世界で初めて明らかにし Q1 ジャーナル

（TECTONOPHYSICS, 819, 229105 (2021)）に、また緻密砂岩の注水による亀裂

造成と物性変化との関係を明らかにした成果が 2 報の Q1 ジャーナル（ Eng. 

Geol., 106254 (2021), J. Rock Mech. Geotech. Eng., 06.003 (2021)）に

掲載され、これらの成果に基づき地下構造評価に係る技術コンサルティングを

実施した。また、PVA 製ローラ電極を用いた電気探査に係る資金提供型共同研

究を 2 件獲得し、探査深度の増大のために直流電気探査を適用した河川堤防

での実証実験を行った。その結果、電極打設を必要とする従来の直流電気探査

とほぼ同等の結果が得られ、この成果が Q2 ジャーナル（Near Surface 

Geophysics）に掲載された。 

d) 海底鉱物資源広域調査について、新たに産総研-企業間連携を構築した上

で、産総研が有する高分解能海洋地質調査技術の活用（技術コンサルティング

4件）に加え、海底熱水鉱床のための調査（民間受託研究 2件）を実施し、海

底熱水鉱床賦存ポテンシャル域の高分解能地質情報を石油天然ガス・金属鉱物

資源機構（JOGMEC）の鉱量調査の基礎情報として提供した。また新たに、海洋

利用・開発に資する企業連携を構築し、粗粒堆積物の採取技術に関する資金提

供型共同研究を民間企業と開始した。さらに、海洋地質図のデジタル化及び基

礎データの公開に向け、一部海域におけるデータセットの位置及びデータ種

別・概要の公開準備を行った。 

e) HISUI 等の衛星搭載センサの校正手法である機上校正ランプの経年変化デ

ータと月を使った代替校正観測データとを組み合わせた新しい衛星搭載セン

サの経年劣化の評価技術を開発し、この成果が Q1 ジャーナル（IEEE Trans.

Geosci. Remote. Sens., 3127163 (2021)）に掲載された。 

目標の水準を満たして

いる。 
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地盤安定性の評

価に係わる技術

開発を行う。 

・世界最先端の高

スペクトル分解

能衛星センサを

用いたデータ処

理技術開発を行

う。 

底地質情報データの取得

技術の高度化と利用拡充

を進めるとともに、海洋地

質図のデジタル化及び基

礎データの整理を進め、統

合的なシームレス情報公

開の準備及び一部につい

て試行的なデータの公開

を行う。 

・高スペクトル分解能衛

星センサの有効活用に向

けた校正技術とデータ処

理システムに関する研究

開発並びに観測リソース

の最適化と効率化に係る

研究開発を進め、世界最先

端センサの HISUI データ

を使った品質管理に関す

る実証研究を行う。 

７．計量標準総

合センター 

〇ものづくり

およびサービ

スの高度化を

支える計測技

術の開発 

自動車を始め

とするものづ

くり産業にお

ける高品質な

製品製造、およ

び新興サービ

ス を 支 え る

IoT や次世代

通信基盤等の

信頼性確保に

不可欠な計量・

計測技術の開

７．計量標準総合

センター

〇ものづくりお

よびサービスの

高度化を支える

計測技術の開発 

自動車を始めと

するものづくり

産業における高

品質な製品製造

及び新興サービ

スを支えるIoTや

次世代通信基盤

等の信頼性確保

に不可欠な計量・

計測技術の開発・

高度化を行う。今

後の社会情勢や

マーケティング

７．計量標準総合センター 

〇ものづくりおよびサー

ビスの高度化を支える計

測技術の開発 

・力学量等の計量標準の

技術を活用して、自動車の

安全試験・性能試験に用い

られる力学量センサ等の

性能を検証し、動的特性評

価技術の開発に取り組む

とともに、軸姿勢検出可能

な高精度ロータリエンコ

ーダを開発する。 

・次世代通信の信頼性確

保に必要なテラヘルツ計

測の定量評価技術及び電

a) 大型マシニングセンタの回転テーブルに内蔵される角度検出器であるロー

タリエンコーダを高機能化し、出力する角度信号に含まれる誤差の補正機能及

び回転軸の XYZ 方向の振れと倒れの 3D 変位を検出する機能を実現した。これ

より角度精度：1″以下、軸振れ検出精度（XYZ 方向）：1 µm 以下、軸倒れ検出

精度：21″以下を達成した。これらの成果と関連して、民間企業との共同研究

1件、技術コンサルティング 1件をそれぞれ新規に実施した。また、自動車の

安全試験、性能試験に用いられるピエゾ抵抗式力センサの評価システムを構築

し、センサ評価を実施した。さらに、動的試験向けトルクセンサの評価に必要

となる、電磁力式動的トルク発生装置（評価装置）のプロトタイプを完成させ

た。 

b) 次世代通信で利用予定の 100 GHz 超の周波数帯におけるテラヘルツ計測で

は、誘電率および導電率の高精度な測定技術を開発し、同動作周波数帯におけ

るアンテナ設計に必要な材料パラメータ（誘電率・導電率等）の定量評価技術

を確立した。さらに、得られた材料パラメータを用いて 100 GHz 超の周波数帯

でのメタサーフェス（自然界にはない反射特性をもつような、人工的な表面）

反射板を設計・試作し、その動作を世界で初めて実証した。この成果は論文発

表（IEEE ACCESS, 9, 157512 (2021)）し、メディアでも報道された。ミリ波・

テラヘルツ波の定量評価技術においては、室温・大気中で微弱信号のパワーを

広帯域において精密に測定可能なカロリーメータを開発した。また、電磁波強

度分布の可視化技術の高精度化を進めた。 

目標の水準を満たして

いる。 

年度計画をすべて達

成した。幾何学量・力学

量等の計測技術・評価技

術開発では、角度検出器

の高機能化と、磁力式動

的トルク発生装置の開

発を進め、成果を基に共

同研究 1件、技術コンサ

ルティング1件を新規に

実施した。次世代通信に

必要となる、ミリ波・テ

ラヘルツ波の高精度測

定技術、100 GHz を超え

る周波数帯での材料測

定技術、メタサーフェス

（自然界にはない反射

特性をもつような、人工

的な表面）反射板の開発

に成功し、技術コンサル

ティングを実施すると
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発・高度化を行

う。 

により変更され

る可能性はある

が、現時点では次

の研究開発が見

込まれる。 

・自動車を中心と

する輸送機器等

のものづくり産

業における高品

質な製品製造に

不可欠な幾何学

量、力学量等の計

測技術、評価技術

の開発・高度化を

行う。 

・従来よりも大容

量・低遅延通信が

求められる次世

代通信の信頼性

確保に必要とさ

れる定量評価技

術を開発し、次世

代通信デバイス

性能の高精度計

測技術を確立す

る。 

・新しい情報サー

ビ ス を 支 え る

IoT、AI 等の技術

と共に用いられ

る各種センサの

効率的な性能評

価及び測定結果

の信頼性確保に

必要とされる計

測技術、評価技術

の開発・高度化を

行う。 

磁波分布の可視化技術の

高精度化を進める。 

・令和２年度までに開発

した高精度微風速計測技

術を活用し、ゾーニング制

御技術に資する三次元微

風速センサの開発に取り

組む。 

・自動車等の安全性評価

のための電磁界センサ評

価技術の高周波化を進め

る。 

c) ゾーニング制御技術に資する三次元微風速センサの開発では、三方向に設

置した微風速センサによる流れの三次元測定技術の開発を進めるとともに、微

風速校正風洞試験設備および中流速校正風洞試験装置を整備し、これまでの国

家標準設備に比べて試験・校正の効率化および簡便化を達成した。自動車等の

安全性評価のための電磁界センサ評価では、高周波化で問題となるアンテナエ

レメント上の電流分布を考慮した測定技術を開発し、従来技術では 30 MHz で

あったところ、500 MHz まで評価できる技術を確立した。この成果に関連し、

民間企業との技術コンサルティング 1件を新規に実施した。また、電磁界セン

サ評価のために生成した標準電界の精度評価を可能とする技術を開発し、Q1

ジャーナルで発表した（IEEE Trans. Instrum. Meas., 70, 1010110 (2021)）。 

ともに、論文発表しメデ

ィアで報道された。ま

た、電磁波分布可視化技

術の開発を進めた。自動

車等の安全性評価のた

めの電磁界センサ評価

技術開発では、500 MHz

までの評価技術を確立

し、技術コンサルティン

グを新規に 1 件実施し

た。また標準電界生成に

関する精度評価を可能

とする技術について、Q1

ジャーナルを発表した。

エアカーテンによるゾ

ーニング制御技術に資

する微風速センサを用

いた3次元流れの定量測

定では、その技術開発と

共に校正施設の整備が

進んだ。以上より、総合

的に目標の水準を満た

す成果が得られた。 

〇バイオ・メデ

ィカル・アグリ

産業の高度化

〇バイオ・メディ

カル・アグリ産業

の高度化を支え

〇バイオ・メディカル・ア

グリ産業の高度化を支え

る計測技術の開発 

a) 水晶体線量のための実効深度 3 mm における、外挿電離箱を用いた組織吸

収線量の評価技術開発や、β線源とフィルターの組み合わせによりエネルギー

の異なる新たなβ線場を構築し、線量計の複数のエネルギー指標の試験・校正

目標の水準を満たして

いる。 

年度計画をすべて達
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を支える計測

技術の開発 

医療機器の高

度化を支える

医療放射線等

の評価技術、生

体関連成分の

利用拡大を可

能にする定量

的評価や機能

解析技術、更に

豊かで安全な

生活に不可欠

な食品関連計

測評価技術等

の開発・高度化

を行う。 

る計測技術の開

発 

医療機器の高度

化を支える医療

放射線等の評価

技術、生体関連成

分の利用拡大を

可能にする定量

的評価や機能解

析技術、更に豊か

で安全な生活に

不可欠な食品関

連計測評価技術

等の開発・高度化

を行う。今後の社

会情勢やマーケ

ティングにより

変更される可能

性はあるが、現時

点では次の研究

開発が見込まれ

る。 

・医療機器の滅菌

や放射線治療に

おける照射線量

の信頼性を確保

するための計測

技術、評価技術の

開発・高度化を行

う。 

・医薬品や食品の

品質評価・管理の

信頼性確保に資

する分析評価技

術の開発・高度化

を行う。 

・臨床検査結果の

信頼性確保に資

する生体関連物

質の分析評価技

・医療分野で必要となる

目の水晶体の被ばく線量

管理のための線量標準の

開発及び校正手法を確立

する。 

・医薬品開発等に必要な

サブミリグラム以下の微

小質量の校正技術の開発

を行うとともに、医薬品や

食品等の品質評価を非接

触・非破壊で実現するリア

ルタイム電磁波センシン

グ技術を開発する。 

・令和２年度に開発した

粉末中金属濃度の均質化

技術を利用し、蛍光Ｘ線分

析法による医薬品品質管

理のための定量分析技術

を開発する。 

・ウイルス・生体ガス用セ

ンサの信頼性を評価する

ため、生化学特異反応やガ

ス濃縮技術等を利用した

核酸・タンパク質・揮発性

有機化合物（VOC）等の微

量構成成分の定量評価技

術の開発に取り組む。 

手法を確立した。本研究の成果に基づき、β線検出器の特性試験に関する技術

コンサルティングを民間企業に対して実施した。また開発したβ線場につい

て、改訂中の ISO 6980 への反映を提案した。 

b) サブミリグラム分銅は非常に小さく、手作業で分銅を天びんでひょう量し

た場合、ひょう量値のばらつきが大きく、高精度に校正できなかった。そこで、

サブミリグラム分銅を自動で搬送・ひょう量するシステムを開発し、サブミリ

グラム分銅の質量校正を実現した。この成果は、Q1 ジャーナルに掲載された

（Measurement, 172, 108841, (2021)）。また、金属以外の物質を透過する電

磁波（100 MHz から 100 GHz 程度の範囲）を用いて、評価対象である食品試料

の誘電率の変化を測定することで、水分量を同定する技術を開発した。米の水

分量計測においては、最大偏差±0.26%を実現し、動的計測の目標精度である

±1%以内を達成したことから、社会実装へ前進した。さらにこの技術を応用す

ることで、食品に混入する異物を検出する技術開発も進めた。本研究の成果に

基づき、民間企業との共同研究や技術コンサルティングを実施した。蛍光 X線

分析法による医薬品品質管理のための定量分析技術については、mg/kg レベル

で簡便・迅速に定量可能な方法の開発を年度計画通りに完了した。今後、医薬

品製造現場への普及が期待される。 

c) 微小量 RNA を対象とした定量技術開発では、RNA をデジタル PCR で定量す

る際、正確な定量値を得るためには、逆転写反応が寄与の大きいパラメータで

あることを見出した。また、産総研が同位体希釈質量分析法を用いて国際単位

系(SI)にトレーサブルな値を付与した RNA 認証標準物質（NMIJ CRM 6204b）を

用い、日米英三か国の研究機関の間で連携体制を構築し、低濃度域におけるデ

ジタル PCR の定量性評価に関する共同測定を実施した。本研究により、微小量

RNA の定量評価技術の妥当性を確認できた。微小量タンパク質の定量において

も、技術開発及び妥当性の確認を行った。また、生体ガス用センサの信頼性を

評価するため、疑似生体標準ガスとして nmol/mol（ナノモル/モル）の濃度レ

ベルに対する VOC 標準ガス調製法を開発した。 

成し、順調に進めてい

る。企業との連携体制を

構築し、複数の共同研究

や技術コンサルティン

グを主体的に実施し、サ

ブミリグラム分銅の自

動搬送や食品の水分率

の計測等の技術の社会

実装の可能性を示した。

また、微小量 RNA を対象

とした定量技術開発で

は、海外の研究機関との

間で連携体制も構築し、

さらに開発技術を用い

た共同測定の結果から

技術の妥当性を確認し

た。これらの成果は、

Quality of Life (QoL)

の向上や、安全安心な社

会生活環境を支える技

術としての貢献が期待

できる。以上より、総合

的に目標の水準を満た

す成果が得られた。 
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術の開発・高度化

を行う。 

〇先端計測・評

価技術の開発 

量子計測、超微

量計測、極限状

態計測等、既存

技術の延長で

は測定が困難

な測定量・対象

の計測・評価技

術の開発を通

して、新たな価

値の創造に繋

がる先端計測・

評価技術の実

現を目指す。 

〇先端計測・評価

技術の開発 

量子計測、超微量

計測、極限状態計

測等、既存技術の

延長では測定が

困難な測定量・対

象の計測・評価技

術の開発を通し

て、新たな価値の

創造に繋がる先

端計測・評価技術

の実現を目指す。

今後の社会情勢

やマーケティン

グにより変更さ

れる可能性はあ

るが、現時点では

次の研究開発が

見込まれる。 

・既存技術の延長

では困難な測定

を可能にする先

端計測・評価技術

の実現を目指し

て、X 線、陽電子

線、中性子線、超

短パルスレーザ

等の量子プロー

ブ及び検出技術、

並びにそれらを

活用した計測分

析技術の開発・高

度化を行う。 

〇先端計測・評価技術の開

発 

・感染症対策に資する殺

菌用紫外光源（UV-C 光源）

の性能及び安全性評価の

信頼性向上に向けた、紫外

放射計のベンチマーク及

び特性評価方法を開発す

る。 

・量子ビームを用いた先

端計測手法の高度化に向

けて、電子ビーム源等の高

出力化や質量分析に資す

るイオン生成の制御法の

開発に取り組む。 

a) 紫外放射計のベンチマーク及び特性評価方法の開発では、まず紫外域の分

光放射照度標準の不確かさの改善に向けて、一次放射源である熱分解性黒鉛を

用いた黒体放射炉の 3300 K 超での安定動作を実現し、紫外域での放射量を従

来の約 20 倍増大させることに成功した。これにより、UV-C 領域の分光放射照

度標準の高精度化の見通しを得た。紫外放射計のベンチマークでは、分光放射

照度標準を用いて重水素ランプ、低圧水銀ランプ、KrCl エキシマランプ、紫

外 LED の複数光源の放射照度の参照値を値付けし、市販の紫外放射計に対し

てこれらの複数光源を用いて性能評価を行った。その結果、市販の紫外放射計

の表示値は、製造メーカーでの校正と同種の光源を測定した際は、参照値に近

い値を示すケースがあるものの、異種の光源を測定した場合は、参照値から

50%以上ものズレが生じ得ることを明らかにした。この測定値のズレは、光源

と紫外放射計の波長特性を考慮したスペクトルミスマッチ補正を適用するこ

とにより、ある程度のレベルまで補正可能であった。これまで本補正方法を用

いた実機での妥当性検証例は殆どなく、産業界における UV-C の計測に対して

有益な情報となる知見を得た。 

電子ビーム源等の高出力化については、電子ビーム源の材料として仕事関数

が低く、融点の高い Ir-Ce 化合物を用いた熱電子源を開発し、一般的な電子ビ

ーム源(六ホウ化ランタン)と比較して、同じ温度で 3 倍以上の電子発生に成

功した。またこの熱電子源を用いて、X線発生装置用の小型電子銃を開発し、

100 μs 以下のパルスで既存の約 3倍の電流の発生にも成功した。開発した電

子銃により高出力かつ短パルスの X線を発生させ、動体の観察に成功した。ビ

ーム技術の研究成果を基盤として民間企業との共同研究を 3 件（内 1 件は令

和 3年度より開始）実施してきた。 

パルス中性子ビームを用いたリチウムイオン電池の非破壊分析では、負極材

（グラファイト）における中性子透過率の波長依存性（ブラッグエッジ・スペ

クトル）について、結晶配向を考慮した計算モデルを開発し、実験結果の正確

な再現に成功した。さらに市販電池内部の負極における結晶構造解析から、リ

チウムイオン密度分布を定量的に計測し、劣化状態を評価することにも成功し

た。この成果は論文で発表（Appl. Phys. Exp., 15, 027005 (2022)）し、メ

ディアで報道された。 

質量分析に資するイオン生成の制御法の開発については、先端材料の開発や

機能性デバイス開発に重要な 3 次元の組成分布イメージングが可能な二次イ

オン質量分析（SIMS）の高感度化に向けて、一次イオンビームのエネルギーが

従来よりも 3 桁高い（sub-MeV～MeV 級）クラスターイオンビームの開発を進

めた。また、プロトン性イオン液体を用いたクラスターイオンビームを用いた

SIMS 技術の研究開発を進め、従来の液体金属イオン源と同様の方式を用いつ

つ、負極性のクラスターイオンの安定生成に成功した。さらに負極性イオンビ

ームを用いた場合、絶縁性試料でもチャージアップがほとんど起こらないこと

を実証した。本技術は、液体金属イオン源を代替する技術として、集束イオン

目標の水準を満たして

いる。 

年度計画をすべて達

成した。紫外放射（UV-C）

光源を利用したウイル

ス不活化技術開発促進

のため、光源の性能評価

の信頼性向上に向けた

UV-C 計測の基盤整備と

して、分光放射照度標準

の高度化及び市販の紫

外放射計の測定能力の

ベンチマークを実施し

た。量子ビームでは、新

規熱電子源材料を用い

た電子ビーム源におい

て、従来材料と比べ、同

動作温度で電流値3倍の

高出力化を達成した。こ

の成果をX線発生装置用

小型電子銃に応用し、

100 μs 以下のパルスで

既存の約3倍の電流の発

生に成功した。同 X線発

生装置を用いて、動体の

観察に成功した。この成

果に関連して、民間企業

との共同研究を 3件（う

ち共同研究 1 件は令和 3

年度より開始）実施して

きた。パルス中性子ビー

ムを用いたリチウムイ

オン電池の非破壊分析

手法を開発し、電池内部

の電極の結晶構造をイ

メージ化し、その劣化箇

所の特定に成功した。こ

の成果は論文で発表さ

れ、メディアで報道され
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ビーム（FIB）装置等への応用も期待される。この成果を学術論文に発表する

とともに特許を 1件出願した。 

た。3 次元イメージング

が可能な二次イオン質

量分析用途のビーム源

開発に関して、負極性ク

ラスターイオンビーム

の利用研究を進め、特許

を 1件出願した。以上よ

り、総合的に目標の水準

を満たす成果が得られ

た。 

（２） 冠ラボ

や OIL 等をハ

ブにした複数

研究機関・企業

の連携・融合 

オープンイノ

ベーションを

進めるため、第

４期に強化し

た 冠 ラ ボ や

OIL などをハ

ブとし、これに

異なる研究機

関・企業の参加

を得るよう積

極的に働きか

け、複数組織間

の連携・融合研

究を進め、産学

官連携・融合プ

ラットフォー

ムとしての機

能を強化・展開

する。また、経

済産業省とと

もに、CIP（技

術研究組合）の

設立に向けた

議論に積極的

に参加して産

（２）冠ラボや

OIL 等をハブにし

た複数研究機関・

企業の連携・融合 

産総研の技術シ

ーズを事業化に

つなぐ橋渡し機

能として強化し

た冠ラボやOIL等

をハブとし、これ

に異なる研究機

関や企業の参加

が得られるよう

積極的に働きか

け、複数組織間の

連携・融合研究を

進めるオープン

イノベーション

が促進されるよ

う、省庁連携を含

めた複数組織間

の連携・融合プラ

ットフォームの

機能強化・展開を

行う。具体的に

は、複数組織の連

携を念頭に置い

た、産総研をハブ

にした複数企業・

（２）冠ラボや OIL 等をハ

ブにした複数研究機関・企

業の連携・融合 

・連携・融合プラットフォ

ーム機能の強化に向けて、

冠ラボを糸口または拠点

とした異分野融合や複数

組織間連携などの発展を

促すため、冠ラボとの意見

交換会などを通じて他企

業や大学等との連携事例

を整理・分析し、効果的な

制度活用の提案を行い、支

援を強化する。  

・複数の研究機関及び企

業との大型連携を推進す

るオープンイノベーショ

ンの拠点として OIL を発

展させるため、外部資金獲

得、知財戦略、コンソーシ

アム活動等の定期的なモ

ニタリングによる進捗管

理と、企業連携・大型外部

資金獲得事例の横展開、知

財セミナー開催、リサーチ

アシスタント制度をはじ

めとする外部人材の活用

促進等の支援を行う。 

○複数組織の連

携・融合による

オープンイノベ

ーションの場の

創出に取り組ん

でいるか 

・複数組織の連

携・融合による

オープンイノベ

ーションの取組

状況等 

a) 2 件の連携研究ラボ（冠ラボ）を新規に設立するとともに、さらに 2 件の

新設に向け協議を行った。また、既存の冠ラボを連携・融合プラットフォーム

として活用を促進するため、社会課題に対応した産総研の活動を冠ラボパート

ナー企業向けに紹介する特別セミナーを開催し、7 社 40 名が参加した。セミ

ナーを契機として 4社が新たに産総研の「LCA 活用推進コンソーシアム」に入

会するなど、冠ラボを起点とした連携拡大と異分野融合を促進した。また、冠

ラボパートナー企業に最新の研究動向や産総研の技術シーズを紹介すること

で、さらなる連携拡大や異分野融合の促進を目指す個社向けオンライン展示会

「共創展示会」を 2社に対して実施した。さらに、冠ラボを拠点とした大学等

を含む複数機関の連携構築支援として、冠ラボパートナー企業へ連携拡大に向

けた提案等を行い、冠ラボと大学との新規連携を 2件創出するとともに、企業

-産総研-大学の連携の具現化に向けた協議を進めた。

冠ラボパートナー企業の満足度向上に向けて、異分野融合の促進や新規分野

での研究テーマ立案などに設置企業と一体となって取り組むとともに、令和 2

年度に引き続き個別ヒアリングを実施し、冠ラボの成果活用について知財面か

らの支援等としてマネジメント（調整から出願、譲渡まで）フローの提案を実

施した。また、冠ラボ発ベンチャーへの成果移転に際し、知的財産譲渡などに

ついて課題を整理して取り扱いと契約内容について提案を行った。加えて、冠

ラボ延長等の手続きについて企業の意思決定のスピード感に合わせた制度改

善を行うとともに、冠ラボパートナー企業の人材育成ニーズに応える新たなス

キームを構築し、2社に対して実施した。別の冠ラボパートナー企業では、企

業ニーズを受けて領域主催の若手シーズ発表会のディスカッション支援を行

った。 

b) オープンイノベーションラボラトリ（OIL）の橋渡し機能の強化に向け、OIL

に対して知財セミナーをはじめとする各種セミナーの開催を通じて、大型の共

同研究や外部資金の獲得を促進した。また、5つの OIL を第 2期として発展的

に継続させるため、第 1 期で得られた成果を元に新たなテーマの立ち上げや

チーム再編・強化等を行った。

OIL においても積極的な情報発信と外部人材の活用に取り組んだ。具体的に

は OIL 主催のオンラインワークショップを 16 件開催し、幅広い分野の研究者

目標の水準を満たして

いる。 

 新規の冠ラボを2件設

立するとともに、既存の

冠ラボに対しては連携・

融合プラットフォーム

機能強化に向けた活動

を着実に実施して冠ラ

ボを基点とした複数機

関連携および異分野融

合の促進において一定

の成果を得た。また、冠

ラボとの個別ヒアリン

グ等を通じて運営上の

ニーズ収集と課題の整

理を行い、制度改善や新

規スキームの企画立案

を着実に実施した。 

 OIL においても、定期

的なモニタリングによ

る進捗管理と積極的な

情報発信や外部人材の

受入れ等によって、連

携・融合プラットフォー

ム機能の強化を図り、共

同研究や外部資金を獲

得した。また、文理融合

の取組として2大学との

連携協議を開始した。 

 NEDO「ポスト 5G 情報

通信システム基盤強化
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総研の持つ研

究や運営に関

する知見を提

供し、関係企業

間の調整等の

働きかけを行

う。 

さらに、多様

な研究ニーズ

に対応するオ

ープンイノベ

ーションの場

を充実するた

め、TIA 推進セ

ンター、臨海副

都心センター、

柏センター等

における研究

設備・機器の戦

略的な整備及

び共用を進め

るとともに、研

究設備・機器を

効果的に運営

するための高

度支援人材の

確保に取り組

む。また、「産

業競争力強化

法」（平成 25 年

法律第 98 号）

に基づき、産総

研が保有する

研究開発施設

等の企業等に

よる利用を着

実に推進する。 

大学等によるイ

ノベーションの

推進及びその大

型連携の効率的

な支援に取り組

む。また、異分野

融合を促進する

ため、交流会やシ

ンポジウム等の

開催を行う。 

また、経済産業

省における CIP

（技術研究組合）

の組成や利活用

に向けた検討に、

産総研の持つ研

究やCIP運営に関

する知見を提供

することにより、

積極的に議論に

参加し、CIP の活

用が最適なもの

については、経済

産業省とともに、

関係企業間の調

整等の設立に向

けた働きかけを

行う。 

併せて、多様な

研究ニーズに対

応するオープン

イノベーション

の場を充実する

ため、TIA 推進セ

ンターや臨海副

都心センターの

サイバーフィジ

カ ル シ ス テ ム

（CPS）研究棟、柏

センターの AI 橋

渡 し ク ラ ウ ド

（ABCI）等におい

・CIP（技術研究組合）の

活用が最適なものについ

ては、経済産業省が行う組

成や利活用に向けた検討

に、産総研の持つ研究や

CIP 運営に関する知見を

提供し、設立に向けた働き

かけを行う。 

・スーパークリーンルー

ム（SCR）や高機能 IoT デ

バイス研究開発棟等の共

用研究設備・機器を活用し

た国家プロジェクトへ参

画し、産業界や大学等のユ

ーザーのニーズに応える

先端半導体の製造技術の

開発を行うことなどによ

り、オープンイノベーショ

ン拠点「TIA」の魅力向上

を図る。 

・共用研究設備・機器の運

営において、個々の装置の

オペレーションを行うだ

けでなく、プロセスインテ

グレーションの観点から

的確なアドバイスができ

る総合的な技術スタッフ

の育成を行う。併せて、関

係領域と連携して専門人

材の確保を進める。 

・引き続き、企業等による

臨海副都心センターのサ

イバーフィジカルシステ

ム（CPS）研究棟、柏セン

ターの AI 橋渡しクラウド

（ABCI）の利用拡大を促

し、冠ラボやコンソーシア

ム等を通じた複数企業と

の連携を推進する。 

・「産業競争力強化法」 

（平成 25 年法律第 98 号）

に基づき、産総研が保有す

間の議論と交流を通じて異分野融合を促進した。また、論文発表 114 報（平均

IF5.422）、プレスリリース 9件を行った。 

 さらに、オープンイノベーション拠点機能の拡充に向け、外部人材の受入れ

を積極的に行い、令和 3年度は、OIL 全体で大学教員をクロスアポイントメン

トとして 13 名、招聘研究員として 19 名、学生をリサーチアシスタント（RA）

として 37 名受け入れた。特に先端フォトニクス・バイオセンシングオープン

イノベーションラボラトリ（大阪大学との OIL）では、連携している工学研究

科コースの博士課程学生 12 名を RA として雇用した。RA 制度を活用して優秀

な研究人材を確保し、医工連携の分野で研究を拡大するとともに、橋渡し人材

の育成にも大きく貢献した。 

 OIL の機能強化を通じて、他機関との共同研究を新たに 7件開始（令和 3年

度計 18 件）し、令和 3年度の外部資金獲得額は約 3.0 億円（令和 2年度約 5.4

億円）となった。また、内閣府のグローバルバイオコミュニティの枠組みに基

づき、関西経済連合会主導で設立されたコンソーシアムにおいて、大阪大学と

の OIL がフォトニクス生命工学分科会を設置した。このように OIL をハブと

した異分野融合の促進と連携・融合プラットフォームの展開が着実に進んでい

る。 

 この他、一橋大学及び立命館大学とそれぞれ文理融合に関する協議を開始し

た。立命館大学とは包括協定（令和 3 年 5 月 11 日）を新たに締結するととも

に文理融合ワークショップ（令和 3年 12 月 20 日）を開催した。 

c) 令和 3 年度は CIP（技術研究組合）の設立に至る事案はなかったが、運営

に際して発生した諸問題に適切に対応し、そこで得られた知見を蓄積した。CIP

活用のため、コンサルティング企業と CIP の面談を実施した。 

d) NEDO「ポスト 5G 情報通信システム基盤強化研究開発事業 研究開発項目

②先端半導体製造技術の開発（a）先端半導体の前工程技術（More Moore 技

術）の開発」に助成事業実施企業 3社とともに参画した。スーパークリーンル

ーム（SCR）内に、【パイロットライン構築・先端半導体製造技術】として、ポ

スト 5G 世代に向けた産業界や大学等のユーザーの研究開発ニーズに対応する

3次元構造ナノシートトランジスタ等の「従来国内では実施が困難であった先

端半導体デバイスを試作可能なパイロットラインの整備」を TIA 推進センタ

ーとエレクトロニクス・製造領域の協力により開始した。 

 次世代コンピューティング基盤開発拠点整備として、ナノプロセシング施設

（NPF：TIA 推進センター）、超伝導アナログ・デジタルデバイス開発施設

（CRAVITY：エレクトロニクス・製造領域）、（仮）未踏デバイス試作共用ライ

ン（COLOMDE：エレクトロニクス・製造領域）の 3 共用クリーンルームを一体

的に運用する PoC(Proof of Concept)ハブ準備を実施した。また、高機能 IoT

デバイス研究開発棟を活用した NEDO 事業「ポスト 5G 情報通信システム基盤

強化研究開発事業 研究開発項目②先端半導体製造技術の開発（b）先端半導

体の後工程技術（More than Moore 技術）の開発」の立ち上げ支援を実施し

た。 

研究開発事業」に企業 3

社とともに提案・採択さ

れ、スーパークリーンル

ーム（SCR）内に、ポスト

5G 世代に向けた産業界

や大学等のユーザーの

研究開発ニーズに対応

する3次元構造ナノシー

トトランジスタ等の「従

来国内では実施が困難

であった先端半導体デ

バイスを試作可能なパ

イロットラインの整備」

を開始したこと等によ

りオープンイノベーシ

ョン拠点としての「TIA」

の魅力を向上させた。当

該プロジェクト実施や、

各種拠点の立ち上げ・運

営・実施等の日常業務の

下での技量と知識の向

上および幅広化を図る

ことによる「T 型高度技

術専門者」への育成の本

格的開始等の実績によ

り、目標の水準を満たし

ているが適切と考える。 

「産業競争力強化法」 

（平成 25 年法律第 98

号）に基づき、産総研が

保有する研究開発施設

等を新たな事業活動を

行う企業等の利用に供

する業務を実施するた

め、所内制度を整備する

とともに公式ホームペ

ージを作成し利用募集

を行うなど当該業務を

着実に推進した。 
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て、社会や産業界

のニーズを捉え

た研究設備・機器

の整備及び共用

を進め、研究設

備・機器を効果的

に運営するため

の高度支援人材

の確保に取り組

むとともに、ノウ

ハウの組織的活

用を推進する。ま

た、「産業競争力

強化法」（平成 25

年法律第98号）に

基づき、産総研が

保有する研究開

発施設等の企業

等による利用を

着実に推進する。 

る研究開発施設等を新た

な事業活動を行う企業等

の利用に供する業務を着

実に推進するため、所内制

度を整備するとともに、当

該業務について公式ホー

ムページや企業向け紹介

資料等にて周知する。 

 SCR における既存半導体設備の外部利用をより促進し、令和 2年度より多い

75 組織にわたる、技術研究組合（CIP）、企業、大学等の 149 案件(令和 4 年 3

月末)の外部利用に対応し、研究開発活動を支援した。単体装置利用に留まら

ず複数装置利用による、より高度な試作メニューをユーザーに提供する「支援

の高度化」として、IC 等の窓口相談業務によって得られた利用者ニーズの把

握・分析と領域が有する技術シーズ・知見を融合し、センター長主導のもと 3

次元実装技術に関する取り組みをより加速化した。また、新たなメニューの開

拓と共用施設の能力向上を目指し、プロセスデータを系統的に蓄積する「NPF

プロセスデータベースの構築」を開始した。 

オープンイノベーション拠点「TIA」を構成する 6 機関の共用施設責任者が

参加する会合や各機関の共用施設の支援スタッフが意見交換を行う場を設け

る等の施策を実施することにより、TIA 参画機関間の共用施設利用の連携強化

を図った。また、TIA 共用施設のデータベースやホームページについても、装

置情報の更新・施設紹介記事の掲載を行うこと等で、効率的で利便性の高い共

用施設利用体制の維持を図り、オープンイノベーション拠点としての「TIA」

の魅力向上を図った。 

e) 装置・プロセス担当者等をプロセスインテグレータとともに領域研究員と

の合同作業に参画させ、日常業務の下で、技量と知識の向上および幅広化を図

ることによる「T型高度技術専門者」への育成を、先端半導体製造技術つくば

拠点（前記 NEDO 事業「先端半導体の前工程技術（More Moore 技術）の開発

【パイロットライン構築・先端半導体製造技術】」）における装置導入およびプ

ロセス開発準備、SCR ユーザサービス支援ツールの拡張（130 nm PDK(Process

Design Kit)整備）、「次世代コンピューティング基盤開発拠点」および「量子

デバイス開発拠点」の立ち上げ・運営・実施等において、本格的に開始した。

また、NPF においては、スタッフを他機関の共用施設に派遣し、デバイス作製

や計測分析の実習等を行うことにより、スタッフの知識・技術の向上を図った。

関連する領域と連携し長期・短期の専門人材の確保の方針を作成の上、前記

NEDO 事業や拠点運営を遂行する上で新たに必要となる外部専門人材の確保を

開始した。また、オープンイノベーション拠点「TIA」参画他機関も活用した

「高度半導体専門人材育成の場」の創成の検討を開始した。昨年に引き続き関

係領域と協同し、TIA 連携大学院の講義の一つである「TIA パワーエレクトロ

ニクスサマースクール（令和 3 年度参加者 156 名、(2012 年〜2021 年 累計

1,419 名)）と、超電導スクール（令和 3年度参加者 57 名、(2016 年〜2021 年 

累計 324 名)）をそれぞれ Web 方式にて開催し、これらの取り組みにより、パ

ワーエレクトロニクス分野と超電導分野における若手人材の育成が着実に進

められた。 

f) CPS 研究棟においては企業との共同研究における利活用が継続的に進めら

れている。コンソーシアム会員は 2 社追加され、17 社の民間企業との連携に

おいて人の計測技術に関する WG が新たに立ち上げられ、実証実験場所として

CPS 研究棟が活用される。また、コンソーシアムの地域連携拠点も構築され、
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CPS 研究棟を中心とした拠点間の連携も始まった。ABCI については、計算能力

を拡張した ABCI2.0 のサービスを開始し、3月末時点で外部利用は 271 件（う

ち企業 102、大学 128、国研 24）となり令和 2年度に比べ 29%増加した。また、

ソフトバンクとの冠ラボを立ち上げ、SOMPO ホールディングスとも冠ラボの契

約を締結するなど、新たな企業連携体制を構築した。 

 

g) 産総研が保有する研究開発施設等を新たな事業活動を行う企業等の利用に

供する業務の実施にあたり、所内制度の整備と公式ホームページの作成を実施

した。 

 具体的には、所内制度の整備として「研究施設等の事業者の新事業目的利用

に関する規程」及び「研究施設等の事業者の新事業目的利用に関する要領」を

制定した。 

また、制度運用にあたっては、企業等が自ら保有・運用することが困難な大

型・先端的施設を対象として、4 つの施設（①つくば西 7-A、B、C、D 及び 7F

棟、②極低温エネルギー供給施設、③福島再生可能エネルギー研究所第 6 棟

（スマートシステム研究棟）、④福島再生可能エネルギー研究所の試験研究用

風力電源設備）を要領に規定するとともに、まずはその中でも企業等の利用が

見込まれる福島再生可能エネルギー研究所第 6棟（スマートシステム研究棟）

の利用募集を公式ホームページに掲載した。加えて、当該施設の利活用に関し、

日本電機工業会の会員で組織される「施設利用促進連絡会」を通じて企業等へ

周知を行った。 

 

（３）地域イノ

ベーションの

推進 

 

地域における

経済活動の活

発化に向けた

イノベーショ

ンを推進する

ため、地域の中

堅・中小企業の

ニーズを把握

し、経済産業局

や公設試験研

究機関及び大

学との密な連

携を行う。産総

研の技術シー

ズと企業ニー

ズ等を把握し

（３）地域イノベ

ーションの推進 

 

 

産総研のつくば

センター及び全

国８カ所の地域

研究拠点におい

て、地域の中堅・

中小企業のニー

ズを意見交換等

を通じて積極的

に把握し、経済産

業局や公設試験

研究機関及び大

学との密な連携

を行うことによ

り、地域における

経済活動の活発

化に向けたイノ

（３）地域イノベーション

の推進 

 

 

・地域ニーズに応じた機

動的な連携制度等の見直

しや、地域の企業・大学・

公設試験研究機関等の人

材や設備等のリソースを

活用したプロジェクトを

拡大するために、産技連等

の活用を検討する。 

・イノベーションコーデ

ィネータ（IC）の相互理解

と交流を図るための IC 会

議や、地域センター所長が

集まり連携活動内容の共

有や課題を議論するため

の会議を開催する。 

○公設試験研究

機関等との連携

による地域イノ

ベーションの推

進に取り組んで

いるか 

・地域イノベー

ション推進の取

組状況等 

a) 産業競争力強化や社会課題解決に資する産業創出に向け、地域を研究の実

証場として活用し、研究成果の社会実装を支援する地域イノベーション推進事

業の制度を、複数年度での事業提案を可能とした。毎年度審査を行って PDCA

を回すなど、より長期かつ実効的な制度に刷新し、令和 3年度は 9課題を新規

に開始した。 

 地域の公設試験研究機関（公設試）等の人材を活用した成果普及やプロジェ

クト拡大に向けた活動を行った。具体的には、令和 2年度に開始した「つなが

る工場テストベッドプロジェクト」において、3地域 5県（青森県、秋田県、

岩手県、福井県、静岡県）でのセミナー開催や公設試を通じた企業連携により

地域での IoT 活用を促進するとともに、産技連ネットワークを通じてプロジ

ェクトの成果を全国（41 都道府県）に向けて発信し、プロジェクトの拡大に

つなげた。 

 また、コロナ禍における効率的な産総研技術の普及に向けて、地域人材育成

事業において、新たにオンラインによる公設試人材の育成を可能とする運用変

更を行うとともに、全産技連会員を対象とするオンライン成果発表会を実施

し、約 200 名が参加した。さらには、産技連オープンイノベーション力強化事

業では、44 の公設試を対象とした高分子劣化試験を実施して地域における材

料診断技術の底上げなどを行い、技術の普及を行った。 

目標の水準を満たして

いる。 

 地域における研究成

果の社会実装を支援す

る地域イノベーション

推進事業や公設試との

連携促進を狙った事業

の制度刷新、公設試と連

携したプロジェクト推

進、経済産業局や大学等

の地域ステークホルダ

ーと協力したイベント

開催等により、地域ニー

ズを把握する等、地域イ

ノベーション推進に向

けた取組を行うことで、

地域未来牽引企業との

90 件の共同研究等につ

なげた。 
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マーケティン

グ活動を行う

イノベーショ

ンコーディネ

ータ（IC）が関

係機関と一層

の連携・協働に

向けた活動を

更に充実する

ため、マニュア

ルの整備、顕著

な成果をあげ

た IC へのイ

ンセンティブ

の付与等を行

う。 

また、地域セ

ンターは、地域

イノベーショ

ンの核として

の役割を果た

すため、「研究

所」として「世

界レベルの研

究成果を創出」

する役割との

バランスを保

ちながら、地域

のニーズに応

じて「看板研究

テーマ」を機動

的に見直すと

ともに、地域の

企業・大学・公

設試験研究機

関等の人材や

設備等のリソ

ースを活用し

たプロジェク

トを拡大する

こと等に取り

組む。 

ベーションの推

進に取り組む。産

総研の技術シー

ズと企業ニーズ

等を把握しマー

ケティング活動

を行うイノベー

ションコーディ

ネータについて

は、手引き等のマ

ニュアル類の整

備やコーディネ

ータ会議の開催、

顕著な成果をあ

げた IC への表彰

といったインセ

ンティブの付与

等の活動の充実

を図るとともに、

限られたリソー

スを効率的に活

用し、関係機関と

の一層の連携・協

働に取り組む。 

また、地域イノ

ベーションの核

としての役割を

持つ地域センタ

ーについては、

「研究所」として

「世界最高水準

の研究成果の創

出」の役割と、地

域のニーズをオ

ール産総研につ

なぐ連携拠点の

役割とのバラン

スを保ちながら、

必要に応じて「看

板研究テーマ」の

地域ニーズに応

じた機動的な見

・限られたリソースを効

率的に活用し、関係機関と

の一層の連携に取り組む

ため、産総研の技術シーズ

と企業ニーズ等を把握し

てマーケティング活動を

行う IC 等を継続的に支援

するにあたり、所内の連携

制度の活用・手続きに関す

る課題を整理する。 

・経済産業局や公設試験

研究機関及び大学等の地

域のステークホルダーと

の協力によるイベント等

の開催、また地域の中堅・

中小企業への訪問を、リモ

ートも含めた様々な手段

で行い、地域のニーズを把

握する。 

・地域のニーズをオール

産総研につなぐ連携拠点

の役割として、中堅企業等

に対し、連携制度や事例等

をパンフレットやホーム

ページ、イベント等を通じ

て周知広報を行う。 

b) 企業連携を牽引する IC 等の知見向上と IC 同士の連携促進に向けた相互理

解と交流のため、「地域 IC 会議」を 2 回、「拡大技術マーケティング会議」を

3回開催した。 

 また、IC や公設試職員等の連携担当者を対象として地域連携ウェビナーを

6回開催し、延べ 559 名が参加した。支援制度等の情報発信や、サステナブル

インフラ等社会課題解決に資する産総研の技術シーズの普及を促進した。

さらに、地域拠点戦略会議（11 回開催）では、産総研の地域センター所長を

オンライン等で集め、地域イノベーションに向けた取組や産技連活動等に関す

る討議、地域連携に関する情報共有を行った。 

c) IC 等の円滑な連携活動に寄与するため、マニュアルや公式ホームページ上

の IC の紹介ページを更新した。また、中堅・中小企業への技術等の普及促進

を担う中小企業連携コーディネータ（SCET）の知識習得を目的に、連携に資す

るオンラインセミナーを実施した。また、相談の増加が予想されるカーボンニ

ュートラルに資する LCA 関連技術についての勉強会を開始した。 

 さらに、令和 2年度から開始した表彰制度に基づき、顕著な成果を収めた地

域の公設試等に所属する産総研 IC 5 名に対して感謝状を授与してモチベーシ

ョン向上を図った。 

d) 地域センターの看板研究の普及、地域公設試や経済団体等との連携強化、

及び地域ニーズの把握等を目的とし、各地でイベントを開催した。イベントで

は、地域ステークホルダーとも連携して中堅・中小企業を含めた参加者に対し

て技術シーズや産総研の連携制度、成功事例等の紹介を行った。 

 北海道センターでは、分散型地域エネルギーの最新動向と地産地消・普及に

向けた研究開発に関するオンラインイベント「産総研北海道センターシンポジ

ウム in 札幌」（令和 3年 12 月 7 日）を開催した。

東北センターでは、資源循環技術をテーマにした「テクノブリッジフェア in

東北」（令和 4年 1月 27 日）を開催した。 

 福島再生可能エネルギー研究所では、「再エネ×テクノブリッジ in 石川」

（令和 4年 1月 18 日）を石川県と共催した。 

中部センターでは、材料が導くカーボンニュートラルをテーマにした「テク

ノブリッジフェア in 中部」（令和 4年 2月 25 日）を開催した。

関西センターでは、関西広域連合、関西経済三団体、及び大阪産業局と共に、

オンラインイベント「産業技術支援フェア in KANSAI 2021」（令和 3年 11 月

19 日）を開催し、関西圏の全公設試が参加した。 

 四国センターでは、四国圏内 5 大学の協力を得て、地域における産業の

IoT/AI 活用を紹介する「四国オープンイノベーションワークショップ」（令和

3年 10 月 29 日）を開催した。 

九州センターでは、最新の研究成果や企業との連携事例を紹介するオンライ

ンイベント「九州・沖縄産業技術オープンイノベーションデー」（令和 3年 10

月 7 日）を開催した。 
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直しを行うとと

もに、地域の企

業・大学・公設試

験研究機関等の

人材や設備等の

リソースを活用

したプロジェク

トを拡大するこ

と等により地域

イノベーション

に貢献する。 

さらに、地域経済

の活性化に向け

たイノベーショ

ンの創出を加速

するため、令和３

年度補正予算（第

１号）により追加

的に措置された

交付金を活用し、

地域拠点の機能

強化（地域イノベ

ーション創出連

携拠点の整備）を

図る。 

 広域関東圏では、産総研 IC 等を対象に関東経済産業局の施策等説明会を開

催し、新たに経済産業局との連携による情報提供の場を創出した。 

 さらに、産総研 IC や SCET 等を交えた先端技術開発型中小企業との交流会

を開催し、新たな連携構築に向けた地域企業のニーズ把握を行った。加えて、

オンラインも活用した地域未来牽引企業等との面談（671 件）を実施した。

これらの活動により、地域未来牽引企業との 90 件の共同研究等につながっ

た。 

e) 開催したイベントで中堅・中小企業等、延べ約 2,800 名（オンライン含む）

に対し、連携事例等を紹介した。また、JST 産学連携ジャーナルでの産総研の

連携支援施策の紹介や、公式ホームページで産総研の活用パターン及び連携事

例を新たに公開する等、中堅・中小企業等に向けた情報発信を行った。 

（４） 産総研

技術移転ベン

チャーの創出・

支援の強化 

産総研の先端

的な研究成果

をスピーディ

ーに社会に出

すことにより

イノベーショ

ンを牽引し、ひ

いては我が国

の産業競争力

強化に貢献す

るため、生命工

（４）産総研技術

移転ベンチャー

の創出・支援の強

化 

先端的な研究成

果をスピーディ

ーに社会に出し

ていくため、産総

研技術移転ベン

チャーの創出・支

援を進める。具体

的には、研究開発

型スタートアッ

プ・エコシステム

の構築において

（４）産総研技術移転ベン

チャーの創出・支援の強化

・持続可能な社会を実現

する産総研技術移転ベン

チャーの創出を推進する

ため、研究推進組織と緊密

に連携しベンチャー創出

に組織的に取り組む。創業

前段階から外部機関と連

携し事業化に向けたビジ

ネスモデル構築と創業後

の資金調達や販路開拓に

向けた支援を強化する。 

○産総研技術移

転ベンチャーの

創出や支援の強

化に取り組んで

いるか 

・産総研技術移

転ベンチャーの

創出・支援の強

化の取組状況等 

a) 研究推進組織と緊密に連携し、多様な研究開発型ベンチャーの創出・支援

環境の整備に取り組んだ。 

 具体的には、創業前支援として、研究推進組織からの提案に対して、ベンチ

ャー開発センター職員を研究推進組織に兼務させるなど、組織的な事業化検討

体制を構築した。また、株式会社日本政策投資銀行（DBJ）との協働で事業化

案件の調査・発掘（「AIST & DBJ VENTURE 2050」プログラム）を実施した。さ

らに、イノベーション人材施策の一環として、創業意識の醸成に向け全職員を

対象としたアントレプレナーシップ研修を開始した。 

創業後支援として、産総研技術移転ベンチャーの(株）AiCAN を、（一社）TX 

アントレプレナーパートナーズが、成長が期待される技術系スタートアップを

表彰する J-TECH STARTUP2021 に推薦したところ、認定企業（全 6社のうちの

1社）として選出された。また、（株）エアメンブレンを、いばらきイノベーシ

ョンアワードに推薦し、優秀賞の受賞につながった。さらに、新たな産総研技

術移転ベンチャーとして、株式会社量子材料技術に称号付与した。 

科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成 20 年法律第 63

号）に基づく産総研の研究開発の成果に係る成果活用事業者への初の出資とし

目標の水準を満たして

いる。 

 研究推進組織やDBJ等

外部機関との連携及び

関係強化による創業前

及び創業後支援、自法人

発ベンチャーへの事業

開始後出資としては研

究所型国研初となる出

資実行による民間資金

調達の加速などに取り

組んだ。その結果、新た

に 1社の称号付与や、産

総研技術移転ベンチャ

ーが外部表彰される等

の成果につながった。 
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学分野等での

産総研技術移

転ベンチャー

企業の創出及

びその支援に

引き続き取り

組む。 

また、未来投

資戦略や統合

イノベーショ

ン戦略に掲げ

る日本型の研

究開発型スタ

ートアップ・エ

コシステムの

構築に向けて、

「科学技術・イ

ノベーション

創出の活性化

に関する法律」

（平成 20 年法

律第 63 号）に

基づく、産総研

の研究開発の

成果に係る成

果活用事業者

等に対する出

資並びに人的

及び技術的援

助等を活用し

て、質の高い研

究開発型ベン

チャー等を多

く創出するた

めの支援環境

整備を進め、経

済産業省等の

ベンチャー支

援政策に貢献

する。 

重要なロールモ

デルとなる成功

事例の創出と、ベ

ンチャー創出・成

長を支える支援

環境整備の実現

を目指し、「科学

技術・イノベーシ

ョン創出の活性

化に関する法律」

（平成 20 年法律

第 63 号）に基づ

く、産総研の研究

開発の成果に係

る成果活用事業

者等に対する出

資並びに人的及

び技術的援助等

を活用する。ま

た、クロスアポイ

ントメント等の

人材流動化のた

めの施策の強化

を図りつつ、ベン

チャー創出を念

頭に置いた外部

リソースの活用

や、カーブアウト

型ベンチャーへ

の支援も含めた

多様な研究開発

型ベンチャーの

育成に取り組む。 

て、公的研究機関が株主になることによる民間資金調達の加速を図るため、産

総研技術移転ベンチャー2社への出資を実行した。その他、茨城県及びつくば

市の主催による TSUKUBA STARTUP WEEK をはじめ、関係機関主催イベントへの

参画・協力、内閣府のスタートアップ・エコシステムにおけるグローバル拠点

都市である東京コンソーシアムへの新たな参画などにより、ベンチャー企業単

独では成し難い研究機関・VC 等との連携ネットワークを拡大させることで、

投資機関等への推薦、事業戦略のブラッシュアップにつなげた。さらに、イン

キュベーション企業や他国立研究開発法人との意見交換等を積極的に行い、人

材流動化のための具体的施策や、カーブアウト型の事業化構想も踏まえたスタ

ートアップ創出体制構築への取組を進めた。 
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（５） マーケ

ティング力の

強化 

産総研が保有

する技術シー

ズを企業のニ

ーズへのソリ

ューションと

して提案する

「技術提案型」

と、第４期中長

期目標期間に

開始した新事

業の探索等を

企業とともに

検討する「創型

コンサルティ

ング」を通じ

て、企業へのマ

ーケティング

活動を、第５期

においても、引

き続き強化す

る。 

また、大企業

から地域の中

堅・中小企業ま

で幅広い企業

を対象として、

新たな連携の

構築や将来の

産業ニーズに

応えうる研究

テーマの発掘

や創出を目指

し、企業や大

学、他の国立研

究開発法人、経

済産業省等と

の連携により

得た情報の蓄

（５）マーケティ

ング力の強化

企業へのマーケ

ティング活動を

行うにあたって、

産総研が保有す

る技術シーズを

企業のニーズへ

のソリューショ

ンとして提案す

る「技術提案型」

の連携に加え、第

４期中長期目標

期間に開始した

技術コンサルテ

ィング制度に基

づき、企業ととも

に新事業の探索・

提案とそれに必

要な検討を行う

「共創型コンサ

ルティング」の取

組を強化しつつ、

幅広い業種や事

業規模の企業に

対してマーケテ

ィング活動を推

進する。 

また、企業や大

学、他の国立研究

開発法人等との

連携により得た

情報を蓄積しつ

つ、新たな連携を

構築する。具体的

には、マーケティ

ングの担当部署

を中心に、産総研

研究者と企業技

術者、産総研幹部

（５）マーケティング力の

強化 

・「技術提案型」のマーケ

ティングと企業の新事業

創出を支援する「共創型コ

ンサルティング」を推進

し、対象業種の更なる拡大

に向けて、各社に特化した

提案と対話の場などを活

用し、効果的な共創関係を

構築する。 

・企業や大学、他の国立研

究開発法人等との連携に

より得られた連携ノウハ

ウや連携制度活用術をマ

ーケティング会議等を通

じて連携担当者に共有し、

提案力の強化を図る。 

・組織対組織の関係構築

の更なる推進に向けて、マ

ーケティングを担当する

イノベーション推進本部

がコーディネートの核と

なり、領域融合を図りつつ

産総研研究者と企業技術

者間の連携を発展させる

とともに、組織幹部間のコ

ミュニケーションを深化

させる。 

○複数組織の連

携・融合による

オープンイノベ

ーションの場の

創出に取り組ん

でいるか 

○公設試験研究

機関等との連携

による地域イノ

ベーションの推

進に取り組んで

いるか 

○産総研技術移

転ベンチャーの

創出や支援の強

化に取り組んで

いるか 

○広報活動の充

実が図られてい

るか 

・複数組織の連

携・融合による

オープンイノベ

ーションの取組

状況 

・地域イノベー

ション推進の取

組状況 

・産総研技術移

転ベンチャーの

創出・支援の強

化の取組状況 

・広報活動の充

実に向けた取組

状況 

等 

a) 共創型コンサルティングのさらなる普及と活用促進を目指して、サービス

メニューを類型化し、類型ごとの実施要領をまとめたガイドを新たに策定し、

マーケティング担当者を対象とした会議において周知した。令和 3年度は 8件

の共創型コンサルティングを実施し、うち 2 件はイノベーション推進本部の

IC が軸となり複数領域が連携する体制を構築し実施した。こうした取り組み

により、令和 3年度の技術コンサルティング契約件数は 692 件（令和 4年 3月

末現在）（令和 2 年度 686 件）となった。また、資金提供型共同研究契約件数

は 1,046 件（令和 2 年度 1,051 件）、提供額は 86 億円(令和 4 年 3 月末現在)

（令和 2年度 74.7 億円）となった。 

b) マーケティング力の強化に向けて技術マーケティング会議を開催し、カー

ボンニュートラルに関する研究動向と外部機関との連携状況等およびトップ

セールス対応のノウハウについてマーケティング担当者に共有した。さらに、

「データに基づく産学官連携」をテーマに外部講師を招いた講演会も開催し、

社会における様々な動向を踏まえた連携活動を充実させていくための議論を

交わした。 

c) 組織対組織の関係構築の更なる推進に向けて、社会課題解決に資する大型

連携構築のためのマーケティング活動に取り組むとともに、領域融合に基づく

連携パッケージを理事長自らが提案するトップセールスを 10 件実施した。ト

ップセールスにおいては、訪問先企業の技術者や幹部などの複数レイヤーとの

コミュニケーションから得た企業ニーズに対して、IC を核に、領域融合や産

総研コンソーシアムの活動を含めた提案を実施した。また、トップセールス後

も組織対組織の関係構築に向けて各社と継続的な協議を実施し、社会課題解決

に向けた包括連携協定 1件の締結や冠ラボ 2件の新規設置につながった。 

目標の水準を満たして

いる。 

 領域融合を促進する

ための所内外のマーケ

ティングに関する情報

の共有や、産総研が有す

る幅広い分野の技術と

共創型コンサルティン

グ等の制度を活用し、企

業の新規事業創出につ

ながり得るテーマ探索

を実施した。また、組織

対組織の連携拡大に向

けて、理事長トップセー

ルスを新たに 10 件実施

した。さらに、企業との

継続的な協議を実施し、

社会課題解決に資する

包括連携協定 1 件の締

結、冠ラボ 1件の新規設

置など新たな連携構築

につながった。 
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積、IC の活動

の充実等によ

るマーケティ

ング活動を推

進する。 

と企業経営幹部

等の複数レイヤ

ーによるそれぞ

れの自前技術に

とらわれないコ

ミュニケーショ

ンを促進するこ

と等により、組織

対組織のより一

層の連携拡大を

推進する。 

（６）戦略的な

知財マネジメ

ント

産総研の所有

する知的財産

権の積極的か

つ幅広い活用

を促進し、活用

率の向上を図

るため、保有知

財のポートフ

ォリオや出願

戦略の見直し

等に組織的に

取り組む。ま

た、産総研の知

財の保護及び

有効活用の双

方の観点から、

企業等へのラ

イセンス活動

も含めた適切

な知財マネジ

メントを行う。 

（６）戦略的な知

財マネジメント 

産総研の所有す

る知的財産の積

極的かつ幅広い

活用を促進する

ため、保有知財の

ポートフォリオ

や出願戦略につ

いて見直しを行

う。その際、産総

研の知財の保護・

有効活用の観点

を踏まえて、企業

等へのライセン

ス活動も含めた

適切な知財マネ

ジメントを行う。

具体的には、知財

専門人材による

研究開発段階か

らの支援、戦略的

なライセンス活

動等に取り組む

とともに、知財の

創出から権利化、

活用までを一体

的にマネジメン

（６）戦略的な知財マネジ

メント

・産総研の所有する知的

財産の積極的かつ幅広い

活用を促進するため、案件

毎に出願戦略の検討を行

う。 

・研究現場及び関連部署

等と連携し、保有知財を有

効活用して事業化につな

げるために、有望知財の発

掘力及び技術移転シナリ

オの企画立案力を強化す

るとともに、共同研究終了

前後のフォローアップを

実施し、ライセンス契約の

拡大を図る。 

・研究成果の社会実装を

通じて社会課題解決に資

するべく、中長期的な大型

ライセンス案件の創出を

目指して、知財専門人材の

チームワーク強化を図り、

知財情報を活用した研究

開発段階からの支援に取

り組む。 

・知財専門人材の育成・強

化に取り組むとともに、役

○複数組織の連

携・融合による

オープンイノベ

ーションの場の

創出に取り組ん

でいるか 

○公設試験研究

機関等との連携

による地域イノ

ベーションの推

進に取り組んで

いるか 

○産総研技術移

転ベンチャーの

創出や支援の強

化に取り組んで

いるか 

○広報活動の充

実が図られてい

るか 

・複数組織の連

携・融合による

オープンイノベ

ーションの取組

状況 

・地域イノベー

ション推進の取

組状況 

・産総研技術移

転ベンチャーの

a) 産総研の所有する知的財産の積極的かつ幅広い活用を促進するため、国内

出願の審査請求要否や外国出願の要否等の検討を行う特許管理検討会を毎月

実施した。当該検討会において、知財専門人材である知財オフィサー（IPO）

が中心となり、個々の案件について権利範囲の妥当性や権利確保が必要な国等

を含む出願戦略の検討を行った。具体的には、技術移転の可能性を重視したス

テージゲートを設けることによって、有望案件をより重点的に出願した。特に、

外国案件（権利化を目指す案件や、登録済みの権利）について、有望案件は領

域からの提案を超えて必要な国での積極的な権利確保を行う等、効率的な知財

確保を推進した。 

b) カーボンニュートラルに資するコンソーシアムにおいて、新たに会員向け

のデータベース利用規約の作成を支援し、成果普及のプラットフォーム構築に

寄与した。また、当該データベースの成果活用を担う企業との間でライセンス

条件を交渉し、コンソーシアム外においてもより多くの企業等への成果普及拡

大を促進した。さらに、共同研究成果である知財アセットについて、知財専門

人材が連携して企業との交渉を進めることにより、大型ライセンス契約の締結

に繋がった。 

 これらの技術移転活動の結果、令和 3年度の知財収入は令和 2年度（3.7 億

円）を大きく上回り過去最高額を達成した（15.7 億円）。実施許諾等契約件数

は令和 2年度（1,151 件）より増加した（令和 3年度 1,186 件）。 

 冠ラボパートナー企業及びその成果を活用する企業との間で、成果利用に関

する包括的な枠組みの合意書を締結し、研究成果の社会実装の加速化に貢献し

た。 

c) 中長期的な大型ライセンス案件等の創出を目指し、研究開発段階から知財

情報を活用した高度な支援を積極的に実施した。具体的には、社会課題解決に

向けた CCUS 推進に資する CO2 分離回収・資源化コンソーシアムの立ち上げに

際して、知財専門人材の知見を活かした特許調査を実施し、CCUS における産

総研の強み技術及びキーパーソンとなる研究者を特定して、コンソーシアム立

ち上げを支援した。これにより、コンソーシアムを介した主要プレイヤーとの 

目標の水準を満たして

いる。 

 社会課題解決に向け

た企業等との大型連携

創出に向け、IPO を中心

とした知財専門人材に

よる支援や積極的な特

許情報の活用に取り組

み、コンソーシアムの立

ち上げ、連携の骨太化や

研究テーマの策定に貢

献した。 

 知財収入は大きく拡

大（15.7 億円、令和 2年

度（3.7 億円））した。実

施 許 諾 等 契 約 件 数

（1,186 件）は令和 2 年

度（1,151 件）より増加

した。 
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トすること等に

より知財の活用

率の向上を図る。 

職員等の知財リテラシー

向上のため、所内セミナー

等による情報発信を行う。 

創出・支援の強

化の取組状況 

・広報活動の充

実に向けた取組

状況 

等 

将来的な連携等に大きく貢献した。 

 また、ナショナル・イノベーション・エコシステム構築に貢献するため、特

許の観点から定量的・定性的に調査分析することで、産総研コア技術の発掘を

支援した。 

 さらに、少子高齢化への対応等の社会課題解決を見据えた大型の連携構築に

際し、他社の先行技術と差別化した研究アプローチの検討のため、関連する主

要なプレイヤーや技術の特許を抽出し、連携の骨太化や研究テーマ策定に貢献

した。 

 また、経済安全保障の観点から政策上重要視されている先端半導体の確保に

関し、NEDO プロジェクト開始時における参加者間の調整において、知財専門

人材が連携して知財方針の検討に取り組み、先端半導体の将来的な国内製造を

実現するための技術確保の枠組構築に貢献した。 

d) 職員全体の知財リテラシー向上を図るため、毎回異なるトピックで情報発

信を行うセミナーを定期開催した。令和 3年度は、よりターゲットを広げたセ

ミナーも企画し、令和 2 年度（延べ 626 名）を上回る延べ 1,052 名が参加し

た。その結果 OIL に所属する大学関係者や、知財に関わる機会が少ない職員等

の知財リテラシー向上につながった。また、知財の基礎知識習得を図る e-ラ

ーニング形式の知的財産権研修を実施し、令和 2 年度（138 名）を上回る 181

名が受講した。 

 さらには、当該知的財産権研修を含む知財専門人材育成プログラムにより、

新たに 3 名の知財オフィサー（IPO）を輩出し、知財マネジメント体制を強化

した。 

（７） 広報活

動の充実 

産業技術の向

上及びその成

果の普及等を

図るに当たり、

企業や大学、他

の国立研究機

関等の技術的

に成果を活用

する主体に加

えて、行政機関

や国民の理解

と支持、更には

信頼を獲得し

ていくことが

ますます重要

（７）広報活動の

充実 

企業への技術の

橋渡しを含めた

研究成果の普及

を図るに当たり、

共同研究先とな

り得る企業への

働きかけに加え

て、行政機関や国

民の理解と支持、

さらには信頼を

獲得していくこ

とがますます重

要となっている。

そのため、研修等

を通して職員の

（７）広報活動の充実

・令和２年度に策定され

た「広報活動ポリシー」の

もと、新たに研究領域に配

置した広報活動担当者な

どとともに全所的な広報

活動を推進する。広報活動

に際しては伝える相手を

明確にし、それにふさわし

い、多様なメディアやコン

テンツをより効率的・効果

的に発信する。特に基盤情

報としてのホームページ

をより読みやすく役立つ

プラットフォームとして

活用していくため、令和３

○広報活動の充

実が図られてい

るか 

・広報活動の充

実に向けた取組

状況等 

a) 理事長のトップメッセージとして、NHK「日曜討論」に出演し、産総研の

CO₂削減や環境への取り組みに関して発信した。また、日刊工業新聞から産総

研の経営方針について取材を受け、産総研がナショナル・イノベーション・エ

コシステムの中核となる旨の産業界に向けたメッセージが紙面に掲載された。 

マスメディアに対しては、完全オンラインまたはオンラインと会場のハイブ

リッド形式で、記者説明会や記者懇談会を開催した。各記者説明会・記者懇談

会には、10～20 社が参加し、開催後ニュースや新聞で複数取り上げられた。 

 公式ホームページについては、コンサルティング業者による外部からの視点

と分析を取り入れ、全面リニューアルに向けた検討を進めた。アンケート調査

により、産総研に対する認知状況、技術情報の収集方法等に対する実態を定量

的に把握し、公式ホームページのみならず今後の広報活動全体におけるコンテ

ンツ作成の指針を得た。これらの分析を踏まえ、訪問する者がその目的ごとに

必要とする情報により早く正確にたどり着くことのできる構造に刷新した。な

お、リニューアル後のホームページの公開を令和 4年 3月に実施した。 

b) 所内広報活動として「インターナルコミュニケーション」のサイトを通し、

理事長メッセージ、経営方針や領域融合に関する研究者と理事長の意見交換会

などを発信した。サイト内に所内学会のページを設け分野を超えたイベントの

目標の水準を満たして

いる。 

 研究領域や地域拠点

の広報活動担当者と協

力して全所的な広報活

動を行った。伝える相手

を客観的な指標から明

確にし、より適切に情報

を提供できるようホー

ムページのコンテンツ

を見直した。研修により

職員の広報に対する意

識およびスキルを向上

させた。職員同士が有用

情報を共有できるサイ

トを運営し、所内交流を

促進した。新型コロナウ

イルス感染症対策を徹
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となっている。

このため、職員

の広報に対す

る意識の向上

を図るととも

に、広報の専門

知識や技能を

持つ人材を活

用し、国民目線

で分かりやす

く研究成果や

企業等との連

携事例を紹介

する取組等を

積極的に推進

し、国立研究開

発法人トップ

レベルの発信

力を目指すと

ともに、その効

果を把握し、産

総研の活動や

研究成果等が

国民各層から

幅広く理解さ

れるよう努め

る。 

広報に対する意

識及びスキルの

向上を図るとと

もに、広報の専門

知識や技能を有

する人材等を活

用し、国民目線で

分かりやすく研

究成果や企業等

との連携事例等

を紹介する。その

取組として、プレ

ス発表、広報誌や

動画による情報

発信等を積極的

に推進する。国立

研究開発法人の

なかでトップレ

ベルの発信力を

目指すとともに、

アンケート、認知

度調査等による

客観的な指標に

よりその効果を

把握しつつ、国民

各層へ幅広く産

総研の活動や研

究成果の内容等

が理解されるよ

う努める。 

年度はホームページを全

面リニューアルする。 

・職員の広報に対する意

識及びスキルの向上を図

るため、令和２年度から所

内用に立ち上げた「インタ

ーナルコミュニケーショ

ン」のサイトを通し、理事

長メッセージ、運営方針、

研究活動方針や領域融合

となる取組など職員に伝

えるべき情報を積極的に

発掘、制作、発信していく。

そして職員一人一人が有

用情報を共有できるプラ

ットフォームを目指すと

ともに、コミュニケーショ

ンの促進を図る。

・新型コロナウイルス感

染症の流行で活動が制約

されているが、感染対策を

徹底した上で、より魅力あ

る常設展示等を運営して

いく。また、科学のおもし

ろさや科学技術の重要性

をより多くの人に伝える

ため、出前講座・実験教室

などの対話型広報や動画

等を活用したわかりやす

い情報発信を行うととも

に、アンケート等によりそ

の効果を把握する。 

開催などを発信し、所内学会数は 9 件となり（令和 4 年 3 月末時点）、領域横

断的な研究活動が進展している。 

 また、新聞記者を講師として研究職向けにプレスリリースの書き方に関する

研修を行い、全所的な広報力の強化を行った。 

c) つくばセンター・福島再生可能エネルギー研究所・柏センターにおいて、

オンラインによる一般公開やそれに代わるイベントを開催し、これまで会場に

足を運ぶことができなかった層へも産総研やその研究活動を広く伝えること

ができた。 

 柏センターにおいては、VR によるオンデマンドやアバターロボットを用い

た新たなオンライン見学システムの運用を開始した。他の地域拠点における同

システムの導入支援を柏センター主導で進めている。

つくばセンターにおいては研究者による研究紹介、研究室からの中継や実験

解説などで構成したオンラインイベント「さんそうけん☆サタデー」を 8～12

月の毎月第 3 土曜日にライブで配信した。チャットを活用し研究者と視聴者

間の双方向のコミュニケーションを作り出したことで、参加者からの共感を得

ることができた。 

 これらを通し、これまで産総研に関与しなかった層へ、これまでとは異なる

新たなアプローチで産総研や科学の魅力を分かりやすく伝えることができた。 

対話型広報としての出前授業（科学講座・実験教室）はオンラインを含め 27

件(令和 4年 3月末時点)実施し、アンケートで「例年一般公開に訪問していた

が、コロナ禍で難しい状況だったため、出前授業はとてもありがたい」「専門

性の高い内容を一般向けに分かりやすく学べる講座で大変ありがたい」などの

反応を得た。さらに、全国の専門高校等の生徒による学習成果発表の場である

「第 31 回全国産業教育フェア埼玉大会」等の外部主催イベントに出展協力し、

学生をはじめ、一般の方が産総研の研究成果に触れる機会を設けた。 

底したうえでの出前講

座の実施や外部主催の

イベントへの参加、オン

ラインイベントや写真

を通した情報発信など

さまざまな方法で科学

のおもしろさや科学技

術の重要性を分かりや

すく、より多くの人に伝

えるとともにアンケー

ト等によりその効果を

把握した。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報

Ⅰ―３ イノベーション・エコシステムを支える基盤整備

関連する政策・施策 我が国全体の科学技術イノベーション政策

知的基盤整備計画

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など）
国立研究開発法人産業技術総合研究所法第１１条第１項

当該項目の重要度、困難

度

（必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー

（研究開発評価、政策評価書若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビ

ューシートの番号を記載）

２．主要な経年データ 

①主な参考指標情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

基準値等 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

研究開発予算額（千

円） 

6,991,066 9,419,591 

従事人員数 5,522 の内数 5,374 の内数 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣に

よる評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ３．イノベーシ

ョン・エコシス

テムを支える

基盤整備 

（１） 長期的

な視点も踏ま

えた技術シー

ズの更なる創

出 

基幹的な技術

シーズや革新

的な技術シー

ズを更に創出

するため、単年

度では成果を

出すことが難

しい橋渡しに

３．イノベーショ

ン・エコシステム

を支える基盤整

備 

（１）長期的な視

点も踏まえた技

術シーズの更な

る創出 

基幹的な技術シ

ーズや革新的な

技術シーズをさ

らに創出するた

め、単年度では成

果を出すことが

難しい長期的・挑

戦的な研究につ

３．イノベーション・エコ

システムを支える基盤整

備 

（１）長期的な視点も踏ま

えた技術シーズの更なる

創出 

具体的な研究開発の方針

は以下別紙に掲げる。 

○長期的な視

点により、技術

シーズの更な

る創出につな

がる研究開発

を実施できて

いるか 

○世界最高水

準、社会的イン

パクトの大き

さ、新規性とい

った観点から、

レベルの高い

研究成果を創

出できている

か 

・テーマ設定の

適切性（モニタ

リング指標）

(1)長期的な視点も踏まえた技術シーズの更なる創出

1.基盤的技術の開発

多種多様なデータを収集可能にするセンシングシステム技術として、生活社会

空間のセンシング技術の開発、構造物などのインフラ安全性確保のための状態劣

化の常時モニタリング技術の開発、生産性向上や生産コスト削減のための実時間

センシング技術の開発などを推進している。令和 3年度には、巨大構造物の劣化

モニタリングを可能にする 1 m 長の長尺ひずみセンサの実現、高耐久性フレキシ

ブル実装技術を開発、超伝導転移端を利用したフォトンセンサ（TES）によるイ

メージング技術の開発などの実績を示した。

非連続な技術革新をもたらす量子状態制御基礎技術として、内閣府の主導する

量子技術イノベーション拠点の中の量子デバイス開発拠点として量子コンピュ

ータ実現に向けた取り組みを進めている。超伝導量子コンピュータ、シリコン量

子コンピュータの量子集積回路の研究開発、低温で動作可能な CMOS 制御回路技

術の確立、トポロジカル量子ビットの実現に不可欠な非従来型超伝導体の開発、

量子効果デバイスの創出に必要となる超伝導検出器アレイや広帯域読み出し回

路の研究開発を行っている。令和 3 年度には、スパッタ法を用いた高品質 Ta 超

伝導共振器の製造、複数量子ビット向けの電子線リソグラフィプロセス技術の確

立、空間反転対称性が破れた結晶構造を有する 2種のアンチペロブスカイト型超

伝導体の発見などの実績を示した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：イノベーション・

エコシステムを支える

基盤整備に向けて、「長

期的な視点も踏まえた

技術シーズの更なる創

出としての基盤的技術

の開発」として、多種多

様な対象物に対する革

新的センシング技術、量

子状態制御基礎技術と

しての高品質な量子デ

バイスや古典・量子アル

ゴリズムの開発、新たな

疾患モデル動物や細胞、

昆虫等によるバイオも

のづくり技術開発、バイ

オ高度分析を可能にす

評定 
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つながる基礎

的な研究も含

め、長期的・挑

戦的な研究に

ついても積極

的に取り組む。

特に、データ駆

動型社会の実

現に向けて、従

来は取得でき

なかった多種

多様なデータ

の収集を可能

にするセンシ

ング技術の開

発等、未来社会

のインフラと

なるような基

盤的技術の開

発を拡充して

行う。 

いても積極的に

取り組む。 

具体的には、エ

ネルギー・環境領

域では新規材料

創製、高性能デバ

イス開発、システ

ム化研究、評価手

法開発等に資す

る各要素技術を

長期的な視野で

取り組むことに

より、極めて高い

ハードルである

ゼロエミッショ

ン社会に必達す

るための革新的

な技術シーズ開

発を実施する。 

生命工学領域

では、医療基盤技

術並びにバイオ

ものづくり技術

のいずれにおい

ても、その根幹と

なる生命現象や

生体分子の理解

なくして新しい

技術は生まれな

いことから、新し

い技術につなが

るシーズとなり

える生命現象の

探究を継続的に

遂行する。 

情報・人間工学

領域では、産総研

の研究成果を中

心としたデータ

群の体系化とそ

のオンラインア

クセスのための

・具体的な研究

開発成果 

・論文数（モニ

タリング指標）

等 

 バイオものづくりを支える製造技術として、将来の橋渡し研究への展開を見据

えたバイオものづくり基盤研究として、動物個体や動物細胞を利用した新たなバ

イオ素材・医薬品化合物の探索や新規製造方法の確立を推進している。また、微

生物や植物等の多様な生物や食品等から新機能・高機能を有する新しいバイオ製

品を生み出す次世代ものづくりのためのシーズ発掘および基盤技術開発を行っ

ている。令和 3年度には、ストレスを客観的に評価する指標として血中アラキド

ン酸酸化物の特定、害虫の腸内細菌が持つ解毒遺伝子の特定などの実績を示し

た。 

 先進バイオ高度分析技術の開発として、少子高齢化社会における医療ニーズは

今後ますます高まることが予想され、次世代の医療に資する高度診断技術や創薬

支援技術に関連する基盤技術の開発が必要とされている。バイオ関連技術におけ

る測定・解析を含めた評価技術の高速・高感度化やこれまで困難とされた生体物

質の測定を可能とする新規な技術開発を推進し、バイオ医薬品の品質管理技術の

高度化、バイオ計測標準技術に加えこれからのバイオものづくりなどへのサポー

トを展開する。

データ連携基盤の整備として、IoT（Internet of Things）やビッグデータ、

AI などを活用したデータ駆動型のデジタル社会を実現するためには、実世界の

モノ・ヒト・コトから得られる多種多様なデータを収集し、連携させることが重

要である。そのためには、集められたデータを体系的に管理し、セキュアに使い

やすく提供可能なデータ連携基盤の整備を進めている。令和 3年度には、国際標

準規格およびオープンライセンスによる FAIR 原則に則ったデータ公開、橋渡し

クラウド（ABCI）の計算能力の向上とサービス拡張、超分散コンピューティング

技術の課題抽出および概念設計などの実績を示した。 

(2)標準化活動の一層の強化

2.標準化の推進

標準化の推進として、パワーデバイス、パワーデバイス用ウェハに関して、最

新の技術で開発されたパワーデバイスおよびパワーデバイス用ウェハの、機器応

用の早期実現を促進する観点から、SiC ウェハの評価方法に関する国際標準の整

備を進めている。令和 3年度は 4件の国際規格を提案した。そのうち 3件が成立

し、1件は成立に向けた活動に移行した。これらの取り組みは、機器故障時の人

命被害や社会活動停止のリスク低減に資するもので、社会的・経済的損失の未然

防止につながる。 

 再生可能エネルギーの主力電源化に向けた標準化については、2050 年のカー

ボンニュートラル実現に向けて、再生可能エネルギーの主力電源化が必須とな

る。しかし、太陽光発電と風力発電は時空間的な出力変動を伴うため、電力需要

とのマッチングを図るための調整能力が電力ネットワークに求められている。そ

のためには、複数台のパワーコンディショナを一つのプラント（アグリゲーショ

ン）として運用する技術が必要であり、分散型電源システム及び系統連系に関す

る国際標準化を推進している。令和 3年度は、分散型電源のアグリゲーション関

連要素技術の開発等と、IEC TC82 等において国際標準規格の提案・審議を行い、

パワーコンディショナの効率を実際の気象環境に近づけて評価するための動的

るセンシング技術、オー

プンサインエスに資す

るデータ連携基盤の整

備など、将来的な橋渡し

が期待される高度な基

盤技術が得られている。

「標準化活動の一層の

強化」として、SiC ウェ

ハに関する国際規格の

提案、再生可能エネルギ

ーの主力電源化に向け

た分散型電源システム

に係る国際標準化提案、

デジタル・サービスに関

するダイナミックサイ

ン評価技術の国際規格

発行、機能性材料等の再

資源化及び評価技術の

標準化によるガスバリ

アフィルム用粘土の国

際規格発行、海洋生分解

性プラスチック標準化

コンソーシアムの設立

など、我が国の産業競争

力強化に貢献する国際

標準提案を実施してい

る。 

 また、「イノベーショ

ン・エコシステムを支え

る基盤整備を支えるマ

ネジメント」として、領

域横断的な標準化活動

を支援することで複数

業界にまたがるコンソ

ーシアムの設立、標準化

支援体制の整備などの

取組みから、国内外の標

準の提案数を増加させ

た。技術経営力の強化に

資する人材の養成とし

て、イノベーションスク

ールおよびデザインス
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情報システムを

整備し、データ駆

動社会における

デジタル・サービ

スの参照アーキ

テクチャの国際

的な標準化を国

内外の関連機関

と連携して推進

する。さらに、ニ

ューロリハビリ

テーションや次

世代コンピュー

ティング等につ

いての基盤研究

を実施する。 

材料・化学領域

では、素材・化学

産業の競争力の

源泉となる機能

性化学品の高付

加価値化及び革

新的な材料の開

発やその実用化

等の基盤技術の

確立に資する研

究開発を実施す

る。特に、材料の

新機能発現等の

革新的な技術シ

ーズの創出のた

めに、電子顕微鏡

等による高度な

先端計測技術並

びに理論や計算

シミュレーショ

ン技術を利用し

た研究開発を進

める。 

エレクトロニ

クス・製造領域で

は、情報通信やも

効率試験法に関する新規提案が通った。 

 デジタル・サービスに関する標準化については、データ駆動型のデジタル社会

を進展し、日本の産業競争力を確保するため、AI 技術や新たなデジタル・サービ

スの創出に資する標準化の推進が重要である。令和 3 年度には、AI を用いた製

品や、システム、サービス開発における国際標準化活動を推進、ダイナミックサ

インの国際標準化（ISO 23456-1）、サービスロボット用安全センサの性能評価試

験技術の開発と標準化の推進などの実績を示した。 

 機能性材料等の資源化及び評価技術の標準化については、機能性材料やそれを

使用した製品の再資源化、及び品質・性能の評価方法に関する標準化を推進する

ことで、対象とする材料・製品の社会実装を加速することを目指している。ナノ

マテリアル品質評価法、冷媒漏洩時の安全性に係る燃焼性評価法、再生炭素繊維

強化プラスチックの品質・性能の評価法、接着・接合の評価法に関する標準化を

重点的に推進した。令和 3年度には、ガスバリアフィルム用粘土の国際規格の発

行、シリカ多孔体規格に関する新作業項目提案、接着耐久性の評価技術の開発に

よる規格原案 3件の提案などの実績を示した。 

 海洋プラスチック等に関する生分解性プラスチック等の合成・評価技術の標準

化については、海洋生分解性プラスチックの開発や市場導入を促進するための海

洋生分解性評価法の確立が必要とされるが、日本ではそれらの整備が遅れてい

る。信頼性の高い効率的な海洋生分解性試験法を国際標準化できれば、海洋生分

解性プラスチック製品等の認証システムを構築することが可能となり、分析機

関、認証機関、製造メーカーが一体となった海洋生分解性プラスチックの開発や

市場導入の加速が期待される。令和 3年度には、海洋生分解性プラスチック標準

化コンソーシアムの設立、実海域浸漬簡易生分解試験法に関する予備提案の承認

などの実績を示した。 

 土壌汚染等評価・措置に関する各試験方法の標準化については、トンネル掘削

や都市の再開発等では、自然由来も含めた重金属汚染土壌の処理費用や受入場所

選定が社会的な問題となり、重金属等の溶出リスクの適切な評価のための試験方

法、経済性の高い措置方法の標準化に取り組んでいる。令和 3年度には、上向流

カラム通水試験に係る JIS 原案作成委員会の組織と JIS 原案の作成、原案の提

出、また重金属等による土壌汚染の措置方法である“吸着層工法”に不可欠な吸

着材の性能評価に係る国内標準化の推進などの実績を示した。 

 水素の効率的利用を実現する計量システムの標準化については、水素インフラ

における適正かつ効率的な取引に必要な高圧水素ガスや液化水素に関する計量

技術の開発、計量標準の整備を行い、国内外の産業標準化の推進が求められてい

る。水素ステーションにおいて FCV に供給される高圧水素を計量する水素燃料計

量システム（水素ディスペンサー）の計量精度を精確かつ効率的に検査する技術

の確立を目指し、移動式水素ディスペンサー計量精度検査装置の開発を進めてい

る。令和 3年度には、移動式水素ディスペンサー計量精度検査装置による器差検

査に関する規定案作成、水銀の三重点の代替として六フッ化硫黄三重点の利用可

能性を見出し低温度の測定の基準となる水銀フリーの温度目盛実現の見通しな

どの実績を示した。水素の効率的利用実現のための計量標準化についての取り組

みは、国際的な評価も高く、分科会でも水準以上の顕著な成果との意見もあった。 

クールのカリキュラム

を着実に実施すること

で、社会での活躍が期待

される人材を多数輩出

した。 

 以上、年度計画に掲げ

た目標を全て達成し、か

つ多くの成果が目標の

水準通りであったこと、

などを総合的に判断し

て、自己評価を「Ｂ」と

した。 

 

＜課題と対応＞ 

開発した技術を将来

の革新的イノベーショ

ンに繋げるためには、得

られる技術の具体的な

出口を明確に意識した

研究開発を推進するこ

とが重要である。基礎基

盤研究であっても、常に

その最終的なアウトプ

ットとそこから得られ

るアウトカムを掲げて

取組むべきである。他

方、基礎基盤技術開発

は、将来の研究所のみな

らず、我が国の科学基盤

の礎になるものである

から、開発している技術

の新規性・独自性を研究

者自身および領域等の

執行体制も適切に判断

し、将来的に大きなイン

パクトを産み出すこと

が想定されるテーマに

注力させるなどの戦略

的マネジメントも必要

である。また、コンスタ

ントな高インパクト論

文発信に繋がる研究開
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のづくり産業に

おける未来価値

創造の基盤とな

る新材料技術、新

原理デバイス技

術、先進製造プロ

セス技術の開発

等の基盤研究を

実施する。 

地質調査総合

センターでは、地

質情報に基づき、

資源・環境・防災

等の明確な目的

を持つ基盤研究

を実施する。 

計量標準総合

センターでは、次

世代の計量標準

や将来の橋渡し

に繋がる基盤的、

革新的な計測技

術シーズを創出

するため、物質や

材料の存在量や

空間的分布、さら

に個別構造や電

子構造等に関す

るこれまでにな

い情報を引き出

せる各種計測技

術、量子検出技

術、新規原子時計

等の開発を行う。 

また、データ駆

動型社会の実現

に向けて、従来は

取得できなかっ

た多種多様なデ

ータの収集を可

能にするセンシ

ング技術の開発

(3)知的基盤の整備と一層の活用促進に向けた取組等

3.知的基盤の整備

地質情報の整備として、地質図幅・海洋地質図、海陸シームレス地質図、3次

元地質地盤図等の地球科学図及びデータベース等の地質情報の整備・更新に取組

んでいる。陸域・海域地質情報整備によって得られる断層・火山、軟弱地質等の

分布と形成履歴は、地質災害軽減に資する研究成果を創出し、国土強靱化につな

がる。国土の地質情報整備は、領域のかかげる社会課題解決のための研究に欠か

せず、国の知的基盤整備計画に沿って着実に実施している。令和 3年度には、新

たな地質図幅や海底地質図の整備、東京都区部の 3次元地質地盤図の公開などの

実績を示した。 

 地質情報の整備・管理（出版業務を含む）に関して、地質情報及び地質資試料

の管理、公開、提供及び展示等の手段を通して、信頼性ある研究成果であること

を保証しつつ、それらを社会へ普及する活動を実施している。令和 3年度には、

地球科学図類のデータ利活用を進めるためのダウンロードサイトから地球科学

図類のラスタ及びベクトルデータの公開、地質情報・地質標本のさらなる利用促

進などの実績を示した。 

 計量標準の開発・整備・供給と活用促進については、計量法に基づいた国家計

量標準の開発・維持・供給を主要課題として活動し、国の知的基盤整備計画に基

づいて計量標準整備を進めている。令和 3年度には、磁性トポロジカル絶縁体の

膜質を向上させ電流に対する安定性を改善した素子の開発、放射能測定用を含む

計量標準の開発・維持・供給、計量標準・標準物質・法定計量の更なる普及啓発、

及び計量業務に関わる人材育成の強化などの実績を示した。国際的に信頼性の高

い成果を挙げていることから、分科会でも水準以上の高い成果であるとの意見が

あった。 

 計測技術を活用した適合性評価基盤の構築については、国家計量標準の整備と

供給（産総研法に定める第 3号業務）を主要課題として活動し、製品・サービス

の適合性評価における基盤の構築及び強化に取り組んでいる。令和 3年度には、

次世代光通信部品用途の SMPS コネクタに関する技術仕様及び 100 GHz 超の電磁

波特性の性能評価方法の国際標準化提案、標準物質総合情報システム（RMinfo）、

有機化合物のスペクトルデータベース（SDBS）及び分散型熱物性データベース（熱

物性 DB）の整備、適合性評価基盤の構築として玄麦中残留農薬分析の技能試験の

実施などの実績を示した。 

 なお、イノベーション・エコシステムを支える基盤整備を支えるマネジメント

については、標準化の推進として、標準化に関する対外的な窓口を一本化したこ

とによる支援体制の強化、複数の業界にまたがる標準化ニーズの情報共有及び議

論の場として、海洋生分解性プラスチック標準化コンソーシアムを設立したこと

などによる、国内外の標準の提案を実施した。技術経営力の強化に資する人材の

養成として、イノベーションスクールでは、修了後、多くの民間企業への就職、

その後の受賞等、活躍の実績がある。デザインスクールでは、修了後、国家プロ

ジェクト等のリーダー、ベンチャー創業者や国際的な賞の受賞者等、世界的な活

躍を期待できる人材を輩出している。 

発に加え、常時一定数の

特許出願も念頭におい

た研究開発も実施する

ことで、将来の橋渡しを

支えるシーズ研究を展

開すべきである。標準化

活動においては、領域の

枠にとどまらず、融合領

域分野の国際標準も積

極的に推進すべきであ

る。人材育成には、引き

続き新たなプログラム

等も検討することで、産

業界を牽引する更なる

リーダーの育成に貢献

することが期待される。 
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等、未来社会のイ

ンフラとなるよ

うな基盤的技術

の開発を行う。具

体的には、多種多

様なデータを収

集可能にするセ

ンシングシステ

ム技術の開発や

非連続な技術革

新をもたらす量

子状態制御基礎

技術の開発、バイ

オものづくりを

支える製造技術

の開発や先進バ

イオ高度分析技

術の開発等に取

り組むとともに

データ連携基盤

の整備を推進す

る。 

別紙 

１．基盤的技術

の開発 

〇多種多様な

データを収集

可能にするセ

ンシングシス

テム技術の開

発 

データ駆動型

社会において

求められる基

盤技術として、

従来は取得で

きなかった多

種多様なデー

タの収集を可

１．基盤的技術の

開発 

〇多種多様なデ

ータを収集可能

にするセンシン

グシステム技術

の開発 

データ駆動型社

会において求め

られる基盤技術

として、従来は取

得できなかった

多種多様なデー

タの収集を可能

にするセンシン

１．基盤的技術の開発 

〇多種多様なデータを収

集可能にするセンシング

システム技術の開発

・社会環境モニタリング

技術として、巨大構造物の

状態モニタリングを可能

にするメートル級の長尺

センサ技術等を開発する。

また、人への高度な情報伝

達のための多重信号を発

信する薄膜アクチュエー

a) 低抵抗配線と高抵抗配線のハイブリッド配線構造を設計することにより、低

ノイズと低消費電力を両立する高感度巨大長尺リボン状ひずみセンサ技術を開

発した。また、測定方向の電気的スイッチングにより全方向のひずみを測定可能

とするスイッチングひずみセンサ技術の開発に成功した。これらにより、巨大構

造物における劣化モニタリングを可能にする 1 ｍ長の長尺ひずみセンサを印刷

法で形成することを実現させるとともに、数百メートルの長距離でひずみ検出で

きることを実証した。これらの成果は Q1 ジャーナル (Sensors, 21, 4812 

(2021)) に掲載され、国際会議（Transducers 2021）にて報告した。超薄膜アク

チュエータ素子に高振動板構造を組み合わせた、高感度薄膜振動アクチュエータ

を開発した。これを、フレキシブル基板上に配列することで、クロストークを低

減させる高感度多重振動型薄膜アクチュエータアレイを作製し、本技術を適用し

触覚により人へ情報を伝達するウェアラブルデバイスを実現した。以上に関し、

特許出願（2件）した。 

b) 生産機から得られるばらついた生データに対して、AI 援用プロセス評価モデ

ルの開発により、機械学習を活用してばらつき要因を排除した真性データから、

従来は検知できなかった微細不良発生個所の検知を可能とした。本手法は、設備

改修することなく、異常検知精度を向上させる技術として汎用性がある。 

目標の水準を満たして

いる。 

各課題に対して、年度

計画の目標はすべて達

成した。そのうえで、開

発した技術をベースに、

大学や民間企業との連

携のもと、複数の国家プ

ロジェクトの獲得・推進

や、デバイス等のプロト

タイピングによる実証

試験の主体的な推進に

より、開発技術の社会実

装への道筋を明らかに

した。また、実用化を見

据えた民間企業との複

数の共同研究開始や製

品化を見据えた技術移
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能にするセン

シング技術、収

集したセンシ

ングデータの

統合により新

たな情報を創

出する技術、お

よび、これらに

用いる材料・プ

ロセス技術な

どを開発する。 

グ技術、収集した

センシングデー

タの統合により

新たな情報を創

出する技術及び

これらに用いる

材料・プロセス技

術等を開発する。

今後の社会情勢

やマーケティン

グにより変更さ

れる可能性はあ

るが、現時点では

次の研究開発が

見込まれる。 

・安全安心な社会

生活環境を支え

るセンシング技

術として、日常生

活の環境健全性

をモニタリング

する技術、人が感

じる心身快適度

を計測する技術

等を開発する。 

・生産現場等にお

ける異常やリス

ク等を未然に発

見するその場、実

時間IoTセンシン

グ技術を開発す

る。 

・センサ情報の信

頼性を確保する

ための信号評価

技術、過酷環境で

の情報取得を可

能とするセンサ

実装技術、取得情

報の活用のため

のシステム化技

術等の研究開発

タ技術を開発する。

・生産設備内外のセンサ

データと属性データから

評価指標となる特徴情報

を抽出することで、異常や

リスクを検知するプロセ

ス評価モデルを構築する。

また、施工センシング技術

として、現場で施工保全効

果を５分以内で可視評価

する技術を開発する。 

・センシング取得情報の

信頼性向上に向けて、微小

量センシングの高精度評

価技術を開発する。また、

ウェアラブルセンサの高

信頼化に向けて、配線の

20％伸張の 1,000 回以上

の繰り返し耐久性を実現

する実装技術を開発する。 

・将来の橋渡しに繋がる

基盤的、革新的な計測技術

として、新規原子時計、単

一フォトン検出器及び単

一電子制御技術の開発に

取り組む。 

・次世代ナノデバイス開

発への貢献のため、原子間

力顕微鏡による垂直側壁

の微細形状計測技術の開

発に取り組む。 

 施工センシング技術として、現場で施工保全効果を可視評価する技術を開発し

た。具体的には、白色アクティブ固有アコースティックエミッション技術の開発

により、施工状態を 1秒以内で可視化、数値判定する技術を開発した。また、動

的ひずみ/広帯域応力発光可視化技術により、構造物背面・内部き裂の接着補修

効果について機械的挙動回復の可視化に成功した。この開発技術の成果は、Q1 ジ

ャーナル (J. Electrochem. Soc., 168, 047508-1 (2021)) に掲載された。ま

た、内部き裂の接着補修効果について国際規格 ISO8065/CD を発行した。 

c) 超微小量センシング信頼性評価技術として、生体等からの超微小信号（振動）

を検出するセンサの信頼性を評価するために、高分解能な超微小圧力測定器を開

発した。この測定器では、雑信号除去システム構造を開発することで、世界最高

レベルの分解能の 10 μPa での高精度振動検出が可能となった。

ウェアラブルセンサの高信頼化をもたらす回路配線の伸長耐久性向上技術、電

極形成技術を開発した。具体的には、伸縮基板上に蛇行回路配線構造を設計し、

その伸縮による破壊挙動を理論的に解析するとともに、蛇行配線を超低弾性率材

料で封止した構造を実証した。これにより、複数のチップ状素子を実装した伸縮

可能配線で、伸長率 50%で 1,025 回の繰り返し耐久性を達成し、特許出願した。

また、高耐久性フレキシブル実装技術を開発した。本成果に関する論文 (ACS 

Appl Electron. Matter., 3, 4743 (2021)) は、エディターによる注目論文とし

て紹介された。 

d) 新規原子時計の開発では、一次周波数標準器として現在最高精度の手法であ

る、レーザを用いて Cs 原子を冷却して打ち上げる原子泉方式の原子時計を作製

し、不確かさ評価を完了した。 

光子を究極的な感度で分光計測できる超伝導転移端を利用したフォトンセン

サ(TES)により、細胞を低侵襲で観察できるイメージング技術を実現した。本成

果は、Q1 ジャーナルに掲載された (Front. Bioeng. Biotechnol.,15, 789709 

(2021))。 

次世代半導体デバイスに要求される加工精度の評価指標に、ラインエッジラフ

ネス（LER）がある。より高度な評価に向け、原子間力顕微鏡を用いた LER 技術

の開発に取り組み、先行研究の約 4 nm を上回る 1 nm 以下の高分解能でレジスト

パターン側壁の 3次元粗さ形状の可視化を実現した。 

転など、連携体制構築に

も成果を上げることに

より、技術の実用化社会

普及展開への道筋を明

らかにした。これらの成

果は、複数の Q1 ジャー

ナルや国際会議等で報

告されるとともに、国際

規格の発行、特許出願に

もつながっており、目標

の水準を満たしている。 
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を行う。 

・次世代の計量標

準や将来の橋渡

しに繋がる基盤

的、革新的な計測

技術シーズを創

出するため、物質

や材料の存在量

や空間的分布、更

に個別構造や電

子構造等に関す

るこれまでにな

い情報を引き出

せる各種計測技

術の開発、量子検

出技術の開発、新

規原子時計等の

開発を行う。 

〇非連続な技

術革新をもた

らす量子状態

制御基礎技術

の開発 

情報処理通信

をはじめとす

る様々な産業

分野に非連続

な技術革新を

もたらす量子

コンピューテ

ィングや量子

センシングな

どの実現に向

けて、量子デバ

イス作製技術

や周辺エレク

トロニクスを

含む量子状態

制御基礎技術

を開発する。 

〇非連続な技術

革新をもたらす

量子状態制御基

礎技術の開発 

情報処理通信を

は じ め と す る

様々な産業分野

に非連続な技術

革新をもたらす

量子コンピュー

ティングや量子

センシングなど

の実現に向けて、

量子デバイス作

製技術や周辺エ

レクトロニクス

を含む量子状態

制御基礎技術を

開発する。 

・超伝導エレクト

ロニクスを利用

〇非連続な技術革新をも

たらす量子状態制御基礎

技術の開発 

・超伝導量子ビットの高

コヒーレンス化に向け、内

部Ｑ値 500,000 以上の高

品質な超伝導共振器の作

製と評価を行う。量子計算

のアプリケーション拡大

に向けて、令和２年度に提

案した量子-古典ハイブリ

ッドアルゴリズムを AI・

量子化学計算等に展開す

る。 

・シリコン量子ビット素

子について、複数量子ビッ

トの結合が実現可能な集

積プロセスを確立する。量

子ビット制御回路設計に

必要な簡易低温金属酸化

a) スパッタ法を用いて高品質 Ta 超伝導共振器を製造し、目標を超える内部 Q値

900,000 を達成した。また、シリコン基板を用いて高品質なエピタキシャル型窒

化物超伝導量子ビットの実現に成功した。さらに、機械学習及び量子化学計算向

け量子-古典ハイブリッドアルゴリズムを提唱し、量子コンピュータ及び量子ア

ニーリングマシンのアプリケーション拡大に成功した。また、量子コンピュータ

及び量子アニーリングマシンの高精度化・大規模化のための基盤理論構築及び、

6量子ビット超伝導量子アニーリングマシンの極低温における因数分解動作性能

の改善に成功した。以上の成果は、Q1ジャーナル 4報 (New J. Phys., 23, 093023 

(2021), Sci. Reports, 11, 11459 (2021), Phys. Rev. Applied., 16, 014018 

(2021), npj Quantum Inf., 7, 160 (2021)) に掲載、メディア報道（10 件）さ

れ社会的に大きな注目を集めた。 

複数量子ビットの結合を実現可能な距離（100 nm）にビットを 2次元正方格子

状に配置できる電子線リソグラフィプロセス技術を確立した。本成果を実現する

基盤技術が論文に掲載された。量子ビット制御回路の開発において、低温での特

性を反映した MOSFET 特性モデルを確立し、これを用いた量子ビット制御回路の

一種である電荷計読出し回路を試作し、動作確認に成功した。シリコンスピン量

子ビットと、スピン操作に必要な微小磁石の 2要素を集積する構造・プロセスを

新たに考案、シミュレーションによって高い耐製造ばらつき性を持ち大規模化可

能であることを示した。この成果は Google Top20 に該当する国際会議 VLSI 

Symposium 2021 にて発表し、ハイライトペーパーに選出された。またこれらの成

果について、特許を 2件出願した。 

b) 化学結合状態を 50 nm 程度の分析空間分解能で 2次元マッピングする超伝導

目標の水準を満たして

いる。 

3 つの NEDO プロジェ

クトを統合した大型量

子プロジェクトを代表

事業者として開始した。

高品質な量子デバイス

や古典・量子アルゴリズ

ムの開発の研究成果に

より、Q1 ジャーナル 4報

に掲載され、複数のメデ

ィアに報道（10 件）に報

道された。シリコン量子

ビットの研究開発にお

いては、複数量子ビット

の結合を実現する基盤

技術が論文に掲載され

た。スピン量子ビット素

子と微小磁石を集積し

た新たな構造を考案し、

Google Top20 に該当す

る 国 際 会 議 VLSI 

Symposium 2021 にて発
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した量子アニー

リングマシンや

シリコン量子ビ

ット等の量子コ

ンピュータ技術

と、低温CMOS等の

周辺エレクトロ

ニクス技術を開

発する。 

・既存技術の改良

では実現できな

い超高感度セン

シングや新規な

情報処理等を実

現する量子効果

デバイスの創出

に必要となる新

材料技術及び新

原理デバイス技

術の研究開発を

行う。 

膜半導体電界効果トラン

ジスタ（MOSFET）特性モデ

ルを確立する。 

・超伝導アレイ検出器搭

載の走査電子顕微鏡で、化

学結合状態を 100 nm 以下

の分析空間分解能で２次

元マッピングする技術を

開発する。共振器-SQUID

直接結合型回路により、共

振周波数に依らない均一

な感度(+/-50％以内)で帯

域幅４GHz の広帯域な超

伝導検出器読み出し回路

を実現する。 

・非従来型超伝導材料の

特異な量子状態を利用し

た新原理デバイスの開発

に向け、令和２年度に発見

したアルカリ土類-Pd-プ

ニクトゲン系アンチペロ

ブスカイト型超伝導材料

について、材料横断的な開

発を進め、超伝導が発現す

る材料を複数開発すると

ともに、非従来型超伝導材

料の設計指針を提案する。 

 

アレイ検出器搭載の走査電子顕微鏡を開発し、当該技術を含め実用化に向けて民

間企業との共同研究を締結した。帯域幅約 4 GHz(世界初)の超伝導検出器読出回

路の設計・試作を行い、全域にわたり感度ばらつき +/- 21%の応答特性を達成し

た。技術を超伝導検出器に応用した成果が論文掲載された。  

新原理量子デバイスの創出に必要な非従来型超伝導体や超伝導新現象の創出

を目指し、物質開発を進めた。その結果、空間反転対称性が破れた結晶構造を有

する 2種のアンチペロブスカイト型超伝導体 LaPd3P 及び Na2Pd3P を発見し、第一

原理計算による非従来型超伝導体の可能性の提案と併せて Q1 ジャーナルに掲載

された (Inorg. Chem., 60, 18017(2021))。また、令和 2年度に発見したアンチ

ペロブスカイト型超伝導体 Ca1-xSrxPd3P が、組成によって特性の異なる複数の超

伝導相が出現すること、特定の組成では非従来型超伝導体である可能性を見いだ

し、Q1 ジャーナルに掲載された (J. Alloy. Compd., 882, 160733(2021))。ま

た、第一原理計算を用いて、物質の「擬スピン偏極度」を上げるという新たな非

従来型超伝導体の設計指針を、具体的な候補物質と共に提案した。更に、以前発

見した鉄系高温超伝導体 EuRbFe4As4において、磁束量子の向きによってスピンの

方向が決まる新たな量子状態を発見し、Q1 ジャーナル (P. Natl. Acad. Sci. 

USA, 118, e2101101118 (2021)) へ掲載され、プレスリリースを行い、複数のメ

ディア（3件）で取り上げられた。 

表し、かつハイライトペ

ーパーに選出された。ま

た、特許2件を出願した。 

 化学結合状態を 50 nm

程度の分析空間分解能

で2次元マッピングする

超伝導アレイ検出器搭

載の走査電子顕微鏡を

開発し、実用化に向けた

民間企業との共同研究

を締結した。 

 非従来型超伝導材料

候補のアンチペロブス

カイト型化合物群につ

いて、複数の新超伝導材

料の開発や、物質開発の

指針として擬スピン偏

極度の提案と候補物質

予測手法の確立などに

ついて、Q1 ジャーナル 3

報に掲載された。 

以上の結果から年度

計画を全て達成し、総合

的に目標の水準を満た

す成果が得られた。 

 

〇バイオもの

づくりを支え

る製造技術の

開発 

 

動物個体や動

物細胞を利用

した新たなバ

イオ素材、医薬

品化合物の探

索、新規製造方

法の確立をす

るとともに、新

しいバイオ製

〇バイオものづ

くりを支える製

造技術の開発 

 

 

動物個体や動物

細胞を利用した

新たなバイオ素

材、医薬品化合物

の探索、新規製造

方法の確立をす

るとともに、新し

いバイオ製品を

生み出す次世代

〇バイオものづくりを支

える製造技術の開発 

 

 

 

・疾患モデル生物・細胞を

用いて、疾患に関わる現象

や因子を見出し、医薬品化

合物探索における標的分

子を探索する。また、バイ

オものづくりの基盤とな

る分子・ゲノムデザイン技

術、あるいは、それを用い

た産業有用性の高い分子、

 a) 現在ストレスが関与する疾患・病態は多いが、臨床的にはストレスを客観的

に評価する指標がなく制御する手段がないことが課題である。令和 3年度は、マ

ウスにストレスを負荷することで血中に著しく増加するアラキドン酸酸化物

（12-HETE）を見出し、さらにその産生を阻害することでストレスからの逃避行

動を抑制する化合物も発見した。本研究によって臨床における血中ストレス評価

マーカーを提供し、ストレスマネジメントに寄与できる可能性が示された。本研

究の成果は Q1 ジャーナル（Free Radic. Biol. Med., 175, 171 (2021)）にて論

文発表し、日本酸化ストレス学会学術賞を受賞した。 

臓器線維症は有効な治療方法が無いアンメット・メディカル・ニーズの高い疾

患である。唯一の根本的治療法は臓器移植であるが、慢性的なドナー不足が世界

的に深刻であり、新規な治療方法の開発が急務である。免疫細胞の一種であるマ

クロファージは線維症の進行と治癒の両方に関わることが知られていることか

ら、令和 3年度はマクロファージの状態を制御するナノ医薬を開発・改良した。

さらに、線維症を発症する自己免疫性心筋炎モデルマウスにおいて、本ナノ医薬

目標の水準を満たして

いる。 

令和3年度に計画して

いた目標を全て達成し

たうえで、バイオものづ

くりについて基盤とな

る技術シーズを複数創

出し、Nature Index に収

録された科学誌を含む

Q1 ジャーナルに複数論

文が掲載された。一部は

国内外のメディアにも

取り上げられ、社会的に

も注目された。総合的に
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品を生み出す

次世代ものづ

くりのための

シーズ発掘お

よび基盤技術

開発を行う。 

ものづくりのた

めのシーズ発掘

及び基盤技術開

発を行う。今後の

社会情勢やマー

ケティングによ

り変更される可

能性はあるが、現

時点では次の研

究開発が見込ま

れる。 

・モデル生物・細

胞を用いて病態

メカニズムの解

明を進めると共

に疾病診断・治療

のための技術開

発を行う。 

・新機能・高機能

を有するタンパ

ク質・核酸・生理

活性物質等の生

体物質の探索・開

発、それらの生物

機能・分子機能の

解明及び利用技

術の開発を行う。 

細胞などを開発する。 

・新しいバイオ製品を生

み出すためのシーズとな

り得る機能を有する生体

物質を食品等から探索し、

有効性を評価する。 

が進行型マクロファージの浸潤と線維化の発症をほぼ完全に抑制できることを

示した。本成果は Q1 ジャーナル（Mater. Sci. Eng. C, 131, 112492 (2021)）

にて論文発表した。 

b) 遺伝性の筋疾患であるデュシェンヌ型筋ジストロフィー（DMD）は、全身の筋

力が次第に弱くなる進行性の難病であり、平均寿命は 30-40 歳で未だに十分な治

療法は確立されていない。令和 3年度は、中鎖トリグリセリドを含むケトン食を

DMD モデルラットに摂取させ、骨格筋の萎縮や筋力低下に対して改善効果がある

ことを明らかにした。これらの成果は Q1 ジャーナル（FASEB J, 35, e21861 

(2021)）にて論文発表を行い、特許出願も行った。さらに複数の国内メディアに

も報道されており、筋ジストロフィーの新規治療法開発への貢献が期待される。 

気候変動や人口増加による食料難が世界的に懸念されるなか、害虫の農薬抵抗

性が大きな問題となっている。新しい農薬の開発には多大なコストと時間がかか

ることから、抵抗性のメカニズムを理解し、抵抗性の進化を未然に防ぐことが一

次産業の安定化には求められている。令和 3年度は害虫の腸内細菌が持つ解毒遺

伝子を特定するとともに、害虫体内における宿主と腸内細菌の協調的な代謝統合

を世界で初めて明らかにすることに成功した。本研究によって、腸内細菌が持つ

農薬分解遺伝子を標的にした阻害物質の探索と、害虫の農薬抵抗性進化を未然に

防ぐ技術開発への道筋が立てられた。本成果は Nature Index 収録の Q1 ジャーナ

ル（Nat. Comm., 12, 6432 (2021)）に発表し、国内外の複数のメディアで取り

上げられた。 

近年、感染症に対する切り札と呼ばれているカルバペネム系抗菌剤に対する耐

性菌が出現し、感染症治療の大きな問題になっている。耐性菌が生産するカルバ

ペネム系抗菌剤を失活させるクラス D β-ラクタマーゼに対して、特異的に作用

する阻害剤の開発が切望されている。令和 3年度は、微生物由来の天然物化合物

ライブラリーからクラスD β-ラクタマーゼに対して極めて特異性の高い阻害剤

（JBIR-155）を発見し、カルバペネム耐性克服剤となる可能性が期待される。本

研究成果は、Nature Index 収録の Q1 ジャーナル（Org. Lett., 23, 4415 (2021)）

に発表した。 

目標の水準を満たす成

果が得られた。 

〇先進バイオ

高度分析技術

の開発 

バイオ関連技

術における測

定・解析を含め

た評価技術の

高速・高感度化

やこれまで困

難とされた生

体物質の測定

〇先進バイオ高

度分析技術の開

発 

バイオ関連技術

における測定・解

析を含めた評価

技術の高速・高感

度化やこれまで

困難とされた生

体物質の測定を

可能とする新規

〇先進バイオ高度分析技

術の開発 

・新規なセンシング・イメ

ージングデバイスの試作

機を開発する。また発光細

胞評価システムの毒性予

測の高精度化を達成する。

NMR や質量分析等を用い

た生体物質や疾患関連物

質の評価・解析系を構築す

a) 新規なセンシング・イメージングデバイスを開発する年度計画に沿って、下

記 3つの成果を挙げた。 

 （1）蛍光相関分光法（FCS）を基礎とした分子・粒子の大きさや濃度を計測可

能な新たな手法を開発した。調整フリー、簡便かつ高感度な光ファイバ型 FCS を

開発し、がん早期診断のターゲットである体液中のエクソソームの定量評価や、

培養細胞内の高分子の混雑状況の定量評価、有機溶媒中の脂溶性成分の動態計測

が可能であることを実証した。これらの成果により、論文 5 報、うち 1 報は Q1

ジャーナルかつ Nature Index 誌の Journal cover に選出され（Anal. Chem., 93, 

14231 (2021)）、1報は Q1 ジャーナル（Sci. Rep., 11, 10594 (2021)）、さらに

1報は掲載誌の Feature paper に選出（Appl. Sci., 11, 6744 (2021)）された。

また、日本バイオイメージング学会において学会奨励賞を受賞した。 

（2）高速かつ簡便に細胞を識別する技術開発を目的として、ガルバノミラー

目標の水準を満たして

いる。 

 令和3年度に計画して

いた目標を全て達成し

たうえで、基盤となる技

術シーズを創出し、関連

論文が Q1 ジャーナルに

複数件掲載された。うち

一報は、Nature Index 誌

の Journal cover に選出

された論文もあった。ま

た研究成果物がベンチ
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を可能とする

新規な技術開

発を推進し、バ

イオ医薬品の

品質管理技術

の高度化、バイ

オ計測標準技

術に加えこれ

からのバイオ

ものづくりな

どへのサポー

トを展開する。 

な技術開発を推

進し、バイオ医薬

品の品質管理技

術の高度化、バイ

オ計測標準技術

に加えこれから

のバイオものづ

くり等へのサポ

ートを展開する。

今後の社会情勢

やマーケティン

グにより変更さ

れる可能性はあ

るが、現時点では

次の研究開発が

見込まれる。 

・生体や細胞の生

体分子及びこれ

らに作用する物

質等の動態につ

いて分子レベル

で解析・評価する

技術を開発する。 

・バイオ素材の製

造工程における

素材の評価及び

製造管理を効率

化するための標

準物質開発や標

準検査法を開発

する。 

る。 

・ヒト口腔、皮膚を対象と

したマイクロバイオーム

解析の精度管理技術、産業

標準プロトコルを確立す

る。 

 

を使ってレーザー光を高速に走査させる技術とラマン分光法を組み合わせた、高

速スキャンスペクトル顕微鏡システムを開発した。このシステムと機械学習によ

る計算から、細胞の種類や活性状態、薬剤の反応などを早く簡便に識別可能とな

った。創薬スクリーニングや培養細胞の品質管理への応用が期待される。この成

果により論文 1報が Q1 ジャーナル（Sci. Rep., 11, 8818 (2021)）に掲載され、

現在複数企業との共同研究に向けた交渉を進行中である。 

 （3）生体分子の構造変化を可視化する光学顕微鏡技術とプローブを開発した。

超解像顕微鏡レベルの解析を、光学顕微鏡で分子プローブを用いて可能とする開

発を実施した。将来的には細胞の骨格分子の配向解析による生体組織診断（バイ

オプシー）への応用が期待される。この成果により論文 2 報のうち 1 報は Q1 ジ

ャーナル（Sci. Rep., 11, 7581 (2021)）に掲載された。 

また細胞評価システムによる毒性予測についての年度計画に沿って、医薬品開

発に必須である化合物のラット反復投与毒性試験の負担軽減に資する細胞を用

いた毒性予測システムを開発した。毒性発現に関与するストレス応答の活性化に

伴い発光する細胞株 5種類を樹立し、ラット毒性試験の毒性指標と細胞株の応答

性に高い相関があることを実証した。本成果により、Q1ジャーナルへの 1報（Int. 

J. Mol. Sci., 22, 2843 (2021)）の論文掲載および産総研四国センターを中心

としたコンソーシアムによる企業との共同研究を多数実施している。 

質量分析等を用いた疾患関連物質の解析系に関する年度計画に沿って、非感染

性ウイルスとともに、ごく微量含まれる感染性 B 肝炎ウイルス（HBV）に特徴的

な糖鎖抗原を質量分析により見出し、その糖鎖の抗原に対する新規抗体を取得し

た。開発した抗体は HBV の診断および、感染予防への応用の可能性も示唆されて

いる。この成果は Q1 ジャーナル論文 1報（J. Proteome Res., 20, 2069 (2021)）

および、産総研発ベンチャーへ技術移転され、研究用試薬として製品化に至った。 

 

b) ヒトのマイクロバイオーム解析の標準化に関する年度計画に沿って、医薬品

分野も含めて広く着目されているヒト腸内マイクロバイオーム解析に関して、大

きな問題となっている研究・検査機関ごとのデータ精度のばらつきや互換性の乏

しさを解決するために、推奨プロトコル整備を実施した。また、戦略的イノベー

ション創造プログラムのスマートバイオ事業において、産業界と連携し標準プロ

トコルによる 1,300 人規模のヒトマイクロバイオーム情報を取得した。本成果に

より、Q1 ジャーナルに論文 1報（Microbiome, 9, 95 (2021)）が掲載され、プレ

スリリース後に国内の複数メディアで報道された。また、国産初の研究用「ヒト

常在微生物カクテル」の提供開始に貢献した。 

 

また年度計画にはないが、下記の成果により標準化に貢献した。 

再生医療等製品の無菌製造を実現するアイソレータシステムの国際標準化 

従来のアイソレータシステムでは、再生医療等製品の製造に必要となる患者組

織・細胞ごとの装置の切り替えが課題となっていた。そのため、無菌の空間同士

の接続が可能となる「無菌接続インターフェースを含んだアイソレータシステ

ム」の国際規格改定を日本から提案し、4年半にわたる協議の末、国際規格（ISO 

13408-6）が発行された。 

ャーへ技術移転され、研

究用試薬として製品化

に至った。 

また、マイクロバイオ

ーム解析の産業標準プ

ロトコルを確立し、Q1 ジ

ャーナル論文への掲載

およびプレスリリース

後の複数メディアでの

報道など、社会の注目を

集めた。また年度計画に

はない追加課題も推進

し、バイオ医薬品開発・

製造のための標準化に

関する顕著な成果を挙

げ、国際規格の発行に貢

献した。また海洋生分解

プラスチックに関わる

評価法の制定や、ISO に

て試験法の予備提案を

実施し、発行に向けた活

動を実施している。以上

のことから水準を満た

した成果といえる。 
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〇データ連携

基盤の整備 

産総研の研究

活動の結果ま

たは過程とし

て取得された

データおよび

外部のオープ

ンデータを、オ

ンラインアク

セスが可能な

形式でデジタ

ルデータ群と

して情報シス

テムとともに

整備し、知的資

産を体系化、組

織化すること

で社会の基盤

的価値の提供

を行う。 

〇データ連携基

盤の整備 

産総研の研究活

動の結果又は過

程として取得さ

れたデータ及び

外部のオープン

データを、オンラ

インアクセスが

可能な形式でデ

ジタルデータ群

として情報シス

テムとともに整

備し、知的資産を

体系化、組織化す

ることで社会の

基盤的価値の提

供を行う。今後の

社会情勢やマー

ケティングによ

り変更される可

能性はあるが、現

時点では以下に

取り組む。 

・研究データを広

く社会で活用す

るためのポリシ

ーを策定し、FAIR

原則に則った公

開方法を構築し、

それに従ってデ

ータの積極的な

公開を進める。 

・AIの実社会応用

のためのデータ

連携基盤として、

集められたデー

タを体系的に管

理し、安全に使い

やすく提供する

〇データ連携基盤の整備 

・オープンサイエンスに

資するデータの管理・運用

を試験的に開始し、運用上

生じる課題の抽出と課題

解決方策を検討する。 

・ABCI が提供するクラウ

ドストレージをデータ基

盤として活用し、集められ

たデータを体系的に管理

し、安全に使いやすく提供

するための方法を確立す

る。データ連携機能を、2

件以上の巨大な汎用学習

モデルの構築において適

用することで、有効性を確

認する。 

・データセンタ、クラウ

ド、Beyond 5G/6G、エッジ

コンピューティング等の

最先端技術動向、国内外研

究機関や大学の研究成果、

キャリアやクラウドベン

ダーが提供する最新サー

ビスを調査し、超分散コン

ピューティング及びデー

タ連携技術の課題抽出と

概念設計を行う。 

・歩行計測を行い、新たに

20 例以上の歩行データを

取得する。対象者の地域に

よる相違を考慮し、首都圏

以外の産総研地域センタ

ー１箇所以上でも計測を

実施する。また、外部研究

機関と連携し、多施設での

歩行データ連携について

検討する。 

a) (i) 国際標準規格およびオープンライセンスによる FAIR 原則に則ったデー

タ公開とベースレジストリ機能の実証、ならびに (ii) 産総研の研究データの管

理・運用方法構築を行い、中長期計画を前倒しで達成した。 

（i）産総研研究拠点（つくば・お台場・柏の葉）周辺を測定した 3 次元デー

タや、合成開口レーダ（SAR）の全球観測データについて、メタデータを整備し、

標準データ形式やオープンライセンスにより、誰でも容易かつ自由に利用できる

形でデータベースとして公開した。さらに、昨年公開を開始した 3DDB viewer に、

国土交通省の都市 3 次元プラットフォーム PLATEAU や静岡県の点群データなど

の他のプラットフォームデータを統合し、連携して利用できることを実証した。 

 （ii）令和 2年度に外部公開した研究データポリシーの改正、ならびに、研究

データの公開手順や具体的な管理方法を示した研究データ公開ガイドラインの

作成を行った。また、研究データの一元管理に向け、外部クラウドサービスの利

用時の容量問題などを含む運用可能性の検証も行った。これらは、産総研の研究

開発 DX（Digital Transformation）の基盤となる。 

b) (i) 橋渡しクラウド（ABCI）の計算能力向上とサービス拡張、ならびに (ii)

超分散コンピューティング技術の課題抽出および概念設計を行った。 

（i）高性能で省電力の最新 GPU が 960 基搭載された計算サーバと増強したス

トレージシステムを従来の ABCI システムと統合し、ABCI2.0 として、令和 3年 5

月にサービスを開始した。世界のスパコン性能ランキングで世界 12 位（令和 3

年 6 月時点、前年 11 月は 14 位）、国内 2 位を獲得し、分野別トップ国際会議

（Google Top20、SC‘21）での 1報報告およびプレスリリース１件を行った。ABCI

で生成した研究データの公開を希望する利用者に、ストレージ容量を支援するプ

ログラムを開始するとともに、クラウドストレージサービス上に構築されたABCI

データセットサービスを改良し、ABCI で利用可能なデータセットの公開を促進

した。ABCI データ基盤上の巨大画像データベースに関し、世界的な標準となって

いる ImageNet、および産総研独自の FractalDB の 2 件を用いて、汎用学習モデ

ルの構築を行い、有効性を確認した。さらに、学習用データセット・学習済みモ

デルなどの AI 資源計 11 件をデータ連携機能により産総研内外のユーザーに公

開した。ABCI の利用者数は令和 2年度末比 110%増を達成しており、AI 研究開発

に広く活用できるデータ連携基盤の整備を着実に進めている。 

 （ii）企業間で相互に連携でき、エッジからクラウドにまたがった資源を一体

的に活用する超分散コンピューティングおよびデータ連携技術について、課題抽

出と概念設計を行った。最先端技術の動向調査を行い、超分散コンピューティン

グに関するサービスアーキテクチャ、システムアーキテクチャ、および用語定義

集としてまとめた。さらに、ソフトバンク株式会社と未来コア・デジタル技術共

創ラボを立ち上げ、研究開発と社会実装を推進する連携体制を構築した。 

c) 実験室および日常生活での身体運動（主に歩行）のデータ計測を実施した。

実験室における身体運動の計測では、コロナ禍における実験協力者と実験従事者

との接触を考慮し、マーカレスモーションキャプチャーシステムや簡易ウェアラ

目標の水準を満たして

いる。 

データ連携基盤の整

備に関して、FIAR 原則に

則った地理情報データ

の公開、産総研の研究デ

ータの管理・運用方法の

構築、ABCI の計算能力向

上とサービス拡張によ

る 11 件のデータ公開や

利用者令和 2 年度末比

110%増の実現、超分散コ

ンピューティング技術

の課題抽出と概念設計、

および企業との連携体

制の構築、人の身体・運

動・生活に関するデジタ

ルデータ群の整備を行

った。年度計画をすべて

達成しており、水準を満

たす成果が得られたと

評価する。 
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ことが可能なオ

ープンイノベー

ションプラット

フォームを整備

する。 

・さまざまな産業

で利用可能な人

の身体・運動・生

活に関するデジ

タルデータ群を

整備する。 

ブルセンサを、日常生活における身体運動の計測には、可搬型の簡易センサを用

いた。実験室データについては、柏センターにて実験協力者 12 名の歩行データ

を取得し、日常生活データについては、柏の葉キャンパス地区にて 60 名から、

それぞれ 2週間分の歩行データを取得し、人の身体運動データベース群を拡張し

た。外部研究機関との連携も進め、人を対象とした身体運動計測に関する技術移

転も実施した。 

これら研究の成果は、Q1 ジャーナル（Scientific Report）2 報を含む国際論

文 4報の採択、データ計測やデータベース整備の知見やノウハウについての技術

コンサルティングの新規締結 2件に繋がった。また、共同研究 3件の延長と、新

規共同研究 1件にも繋がった 

（２）標準化活

動の一層の強

化 

IT/IoT 化等に

より異分野の

製品が繋がる

スマート化に

関する標準化

テーマが増加

する中、これら

を従来の業界

団体を中心と

した標準化活

動で進めるこ

とは難しい。こ

のため、「標準

化推進センタ

ー」を新設し、

領域横断的な

標準化テーマ

等に積極的に

取り組むとと

もに、研究開発

段階からの標

準化活動の推

進や研究領域

に係る外部か

らの標準化相

談に対する調

（２）標準化活動

の一層の強化 

IT/IoT 化等によ

り異分野の製品

が繋がる等、スマ

ート化に資する

領域横断的な標

準化テーマが増

加し、従来の業界

団体を中心とし

た標準化活動が

難しい状況にあ

る。このため「標

準化推進センタ

ー（仮称）」を新設

し、領域横断的な

分野等の標準化

に積極的に取り

組むとともに、産

総研全体での標

準化活動全般の

強化に取り組む。 

その際、研究開

発段階からの標

準化活動として、

パワーデバイス、

パワーデバイス

用ウェハに関す

（２）標準化活動の一層の

強化 

・政策・産業ニーズに基づ

いた領域横断的な標準化

テーマの選定を行い、その

標準化に着手するととも

に、産総研の研究者から提

案される標準化の支援の

強化に取り組む。 

・研究開発段階からの標

準化活動における具体的

な研究開発の方針は別紙

に掲げる。 

・産総研内外からの標準

化相談に対応する窓口機

能を強化し、外部の標準化

ニーズと産総研内の研究

シーズのマッチング等を

通じて標準化活動の支援

を行う。 

・国際標準化委員会等へ

の議長やエキスパート等

の活動を支援し標準化活

動を主導する。 

○標準化活動

の一層の強化

に取り組んで

いるか 

・標準化活動の

取組状況 

等 

a) 製造、バイオテクノロジー、環境影響評価など複数の業界にまたがる標準化

ニーズに対応するため、海洋生分解性プラスチックに関する情報共有及び議論の

場として、令和 3 年 10 月 1 日に海洋生分解性プラスチック標準化コンソーシア

ムを設立した。設立シンポジウムの開催等により、法人会員数は設立当初 9法人

から 19 法人に拡大した。 

産総研における標準化・規格化の戦略的な推進について、標準化戦略会議にお

いて審議し、研究戦略に反映した。具体的には、研究開発における標準活用の有

効性・必要性等の見極め、産総研内外とのハブ機能の強化、標準化人材の育成と

拡充等を標準化推進センターが果たすべき役割として明確化するとともに、全所

的に取り組むべき研究開発課題における標準化戦略の検討に着手した。また、産

総研の研究者から提案される標準化の支援については、所内公募により社会課題

解決型の標準化テーマ 10 件を選定し予算支援等を行った。 

c) 令和 3年 4月にデジタルアーキテクチャ推進センター情報標準化推進室を標

準化推進センターへ統合し、標準化に関する対外的な窓口を一本化した。標準化

オフィサー（SO）を中心に、令和 3 年度は 49 件の標準化相談（うち外部からの

相談 17 件）に対応するとともに、アンモニア燃焼に関する所外ニーズに対して

標準化調査研究への支援と対応人材の選定を行った。 

 また、標準化活動に関する情報発信及び意識啓発を図る活動に取り組んだ。具

体的には、標準化による価値共創をテーマとした標準化シンポジウム（令和 4年

3月 29 日）をオンライン開催した。さらに、所内向けにも標準化を主題とした知

財・標準化セミナーを 3回開催するとともに、産総研内ネットワーク「標準化の

会」を通じて標準化に関する情報を定期的に発信した。  

d) ISO/TC333（リチウム）等、我が国の国際標準化委員会等の新規活動分野にお

いて、所外ニーズに基づき産総研からのエキスパートの選定及び参加調整を行っ

た。また、産総研内の標準化活動の実績について継続的にモニタリングを実施し、

活動状況を把握した。 

 国際標準化委員会等の議長やコンビーナ等として延べ 69 名の産総研職員が活

動し、国際標準 53 件、国内標準 14 件の標準化提案を行った。 

目標の水準を満たして

いる。 

 領域横断的な標準化

や産総研全体での標準

化活動全般を強化する

取組を行った。標準化推

進センターのあるべき

姿を明確化し研究戦略

に反映した。標準化に関

する対外的な窓口を一

本化し支援体制を強化

した。複数の業界にまた

がる標準化ニーズに対

応するため、情報共有及

び議論の場として、海洋

生分解性プラスチック

標準化コンソーシアム

を設立した。これらの取

組等により、国際標準 53

件、国内標準 14 件の標

準化提案につながった。 
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整機能等を担

う体制の整備

など、産総研全

体での標準化

活動全般の強

化に取り組む。 

る標準化や再生

可能エネルギー

の主力電源化に

向けた標準化、デ

ジタル・サービス

に関する標準化、

機能性材料等の

再資源化及び評

価技術の標準化、

海洋プラスチッ

ク等に関する生

分解性プラスチ

ック材料等の合

成・評価技術の標

準化、土壌汚染等

評価・措置に関す

る各種試験方法

の標準化、水素の

効率的利用を実

現する計量シス

テムの標準化等

を推進する。 

また、研究領域

に係る外部から

の標準化相談に

対する調整機能

等を担うため、標

準化専門の職制

を新設して研究

開始段階から戦

略的な標準化に

向けた支援活動

等を行う体制を

構築する。また、

国際標準化委員

会等へ議長やエ

キスパート等を

派遣することで

標準化活動を主

導していく。 

別紙 
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２．標準化の推

進 

〇パワーデバ

イス、パワーデ

バイス用ウェ

ハに関する標

準化 

SiC ウェハの

評価方法に関

する国際標準

化により、次世

代パワーデバ

イス応用の早

期実現を促す。 

２．標準化の推進 

〇パワーデバイ

ス、パワーデバイ

ス用ウェハに関

する標準化 

SiC ウェハの評価

方法に関する国

際標準化により、

次世代パワーデ

バイス応用の早

期実現を促す。今

後の社会情勢や

マーケティング

により変更され

る可能性はある

が、現時点では以

下に取り組む。 

・SiC ウェハの評

価指標を明確化

し、デバイス製造

を支える評価技

術として産業界

に広く提供する。

さらに、高性能パ

ワーデバイスの

性能評価手法の

整備を進め、応用

機器開発の高度

化を図る観点か

ら、産業界への評

価手法の普及と

国際標準化を進

める。 

２．標準化の推進 

〇パワーデバイス、パワー

デバイス用ウェハに関す

る標準化 

・令和 3 年 1 月に IEC に

新規提案した SiC ウェハ

品質試験法に関するドラ

フトの承認及び審議開始

を実現するとともに、

JEDEC 等の各国標準化団

体や関係者との協議を通

じて国際連携体制の維持

強化を図る。また、化合物

パワー半導体デバイス信

頼性試験法に関する動向

調査を実施し、国際規格開

発に向けたデバイス試験

のプラットフォーム構築

を図る。 

a) 電子情報技術産業協会（JEITA）との連携で産総研主導の下、経産省事業「令

和 3年度省エネルギー等に関する国際標準の獲得・普及促進事業委託費（省エネ

ルギー等国際標準開発（国際電気標準分野））（令和 3～令和 5年度）」に採択され

た。同事業において、SiC や GaN などの化合物パワー半導体ウェハ品質とデバイ

ス信頼性試験法に関する IEC 規格開発に着手した。令和 3年度も複数の国際標準

化を進めており、第三者試験機関設置の検討、つくばパワーエレクトロニクスコ

ンステレーション（TPEC）材料評価技術開発プロジェクト等を通じ、各国関係者

との協議・連携によって SiC ウェハ品質に関し IEC 63068-4.ED1 の国際規格原案

（CDV) 登録（令和 4 年 1 月）、IEC 63275-1.ED1、 IEC 63275-2.ED1、 IEC

63284.ED1 の最終国際規格案（FDIS）登録（令和 4年 3月予定）を行い、国際規

格発行に向けたドラフト承認及び最終審議を開始した。並行して化合物パワーデ

バイス信頼性試験プラットフォームの拠点整備を進めた。また、国際電気標準会

議（IEC）による IEC1906 賞を受賞した。 

目標の水準を満たして

いる。 

目標をすべて達成し

た上に、将来の高効率デ

バイスの普及に欠かせ

ないSiCに関する国際標

準化を4件提案という成

果を上げ、これら一連の

実績が高く評価され、国

際電気標準会議（IEC）に

よるIEC1906賞を受賞し

た。この成果は、我が国

の産業界が国際的優位

性を保つ上でも重要で

あることより、総合的に

目標の水準を満たす成

果が得られたと評価す

る。 

〇再生可能エ

ネルギーの主

力電源化に向

けた標準化 

〇再生可能エネ

ルギーの主力電

源化に向けた標

準化 

〇再生可能エネルギーの

主力電源化に向けた標準

化 

a) 分散電源のアグリゲーション関連要素技術の開発については、分散電源から

の調整力の創出とアグリゲーションに関するユースケースや仕様を作成し、IEC 

61850-7-420 Ed. 2.0 等の国際標準化にアグリゲーションの日本方式を反映する

ためのユースケース及び論理ノード等の提案を行った。 

目標の水準を満たして

いる。 

目標をすべて達成し

た上に、再生可能エネル
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再生可能エネ

ルギーの主力

電源化のため

に、分散型電源

システム及び

系統連系に関

する国際標準

化を推進する。 

再生可能エネル

ギーの主力電源

化のために、分散

型電源システム

及び系統連系に

関する国際標準

化を推進する。今

後の社会情勢や

マーケティング

により変更され

る可能性はある

が、現時点では以

下に取り組む。 

・変動性の問題を

解決するため、マ

イクログリッド

を制御するエネ

ルギー変換機器

の高度化、蓄エネ

ルギーに関わる

制御技術、調整力

となる分散電源

システムの高度

化等に関わる標

準化に資する研

究開発を行う。 

・分散電源システム高度

化に係るエネルギー変換

機器等の制御技術及び分

散電源のアグリゲーショ

ン関連要素技術の開発を

行い、電力系統の安定性を

支える機能を有する次世

代エネルギー変換器の要

求仕様及び試験法案をま

とめる。国内のグリッドコ

ード改訂及びロードマッ

プ策定の議論を踏まえ、分

散電源の系統連系に係る

国際標準規格 IEC62786 シ

リーズ等の審議を日本電

機工業会とともに電力事

業者、メーカーの協力を得

て進める。 

分散電源の系統連系に係る国際標準規格 IEC62786 シリーズ等については、太

陽光発電に特化した規格草案（CD）の審議中（IEC TS 62786-2、62786-20 等）で

あり、他にも IEC TC82 等におけるパワーコンディショナの試験法の国際標準化

について、変換効率に関する NP 提案 1 件、次世代型パワーコンディショナに関

する提案用規格案作成中 1件の成果をあげた。 

また、パワーコンディショナの効率を実際の気象環境に近づけて評価するため

の動的効率試験法を IEC 61683 の第 2版に統合する新規提案が通り、日本がリー

ドして標準化を進めることが決定した。 

ギー主力電源化のため

に欠かせない分散型電

源システム及び系統連

系に関する国際標準化

の提 11 件、審議中 1件、

提案用規格案作成中1件

という成果を上げた。こ

れらの成果は、我が国の

再生可能エネルギー利

用技術の社会実装に大

きく貢献するものであ

り、総合的に目標の水準

を満たす成果が得られ

たと評価する。 

〇デジタル・サ

ービスに関す

る標準化 

データ駆動型

のデジタル社

会を進展させ

るため、実証実

験が拡大する

中、特定の利用

シーンにおけ

る個別システ

ムは領域横断

的なデータ利

〇デジタル・サー

ビスに関する標

準化 

データ駆動型の

デジタル社会を

進展させるため、

実証実験が拡大

する中、特定の利

用シーンにおけ

る個別システム

は領域横断的な

データ利用、アプ

リケーション連

〇デジタル・サービスに関

する標準化 

・イノベーション推進本

部の標準化推進センター、

IPA、政府関係部署と連携

して、AI を始めとするデ

ジタル・サービス技術分野

の標準化を推進する。 

・ISO 規格として、健康経

営に関する規格１件を委

員会原案（CD）段階まで、

サービスエクセレンスに

a) AI をはじめとするデジタル・サービス技術分野の標準化推進に向けて、(i)

AI を用いた製品や、システム、サービス開発における国際標準化活動と、(ii) 

イノベーション推進本部・標準化推進センター、情報処理推進機構(IPA)、政府

関係部署と連携した標準化のための国内体制の整備を行った。 

（i）AI の産業応用に向けた、システムライフサイクルやデータ品質、安全に

関する標準提案の基盤として、AI のユースケースに関する技術報告書（ISO/IEC 

TR 24030）をまとめ、出版を完了した。AI システムライフサイクルに関する国際

規格（ISO/IEC 5338）については、委員会原案（CD）の承認まで進め、国際的な

連携活動を一層強化した。 

 （ii）内閣府の標準活用支援ワンストップサービス提供のため「関係機関のネ

ットワークによる協働プラットフォーム」の窓口機能をイノベーション推進本

部・標準化推進センター内に構築し、国際標準化活動に向けた支援体制を整備し

た。また、IPA のデジタルアーキテクチャ・デザインセンターと連携し、「安全・

効率的な自律移動支援システム」のアーキテクチャの設計も行った。これはスマ

目標の水準を満たして

いる。 

AI の標準化推進にお

いては、AI のユースケー

スを収集した技術報告

書（ISO/IEC TR 24030）

の出版、AI システムライ

フサイクルに関する国

際標準規格（ ISO/IEC 

5338）の委員会原案（CD）

の承認まで進め、新たな

サービスプラットフォ

ームに関する国際標準

化の推進においては、サ
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用、アプリケー

ション連携、認

証・認可などを

垂直統合し部

品の再利用を

阻害している

が、社会制度を

考慮したデジ

タル・サービス

の標準的な参

照アーキテク

チャをデザイ

ンし技術的な

観点から評価

を与えた上で、

国内外の関連

機関とも連携

して国際的な

標準化を推進

する。 

携、認証・認可等

を垂直統合し部

品の再利用を阻

害しているが、社

会制度を考慮し

たデジタル・サー

ビスの標準的な

参照アーキテク

チャをデザイン

し技術的な観点

から評価を与え

た上で、国内外の

関連機関とも連

携して国際的な

標準化を推進す

る。今後の社会情

勢やマーケティ

ングにより変更

される可能性は

あるが、現時点で

は以下に取り組

む。 

・AIのビッグデー

タ、ライフサイク

ル、ガバナンス

等、日本のAI技術

を強化する国際

標準化を推進し、

標準専門家によ

る研究者向け支

援の充実を図り、

分野横断的な標

準活動に取り組

む。 

・スマートシティ

やシェアリング

エコノミー等の

新たなサービス

プラットフォー

ムに関するアー

キテクチャ、管

理、認証の国際標

関する規格１件を最終発

行段階まで、シェアリング

エコノミーに関する規格

1件を発行まで進める。 

・介護ロボットやロボッ

トサービス、労働安全にお

ける人機械協調、安全確保

のためのセンサ技術や評

価試験基準についての実

証試験を進める。 

ートシティなどの次世代デジタルインフラの標準化に貢献するものである。 

b) 新たなサービスプラットフォームに関する国際標準化の推進に向けて、(i)

ダイナミックサインと、(ii) 健康経営、サービスエクセレンス、シェアリング

エコノミーの標準化を行った。

（i）状況に応じて表示内容を動的に変化させるダイナミックサインについて、

公共空間等での有効活用を目指して、視認性、安全性、アクセシビリティーの評

価技術を世界で初めて開発した。VR を用いた人間工学実験や、駅や総合スポーツ

施設などでの実証実験により、サインの効果の検証を三菱電機株式会社と共同で

実施した。本成果は、国際会議（IEA）における 3 報の報告と、国際規格（ISO 

23456-1（ISO/TC159/SC5/WG7））の発行に至り、複数報道された。また本標準化の

議長を務めた研究者が、産業標準化事業表彰・産業技術環境局長表彰を受賞した。 

（ii）健康経営に関しては、ISO/TC314/WG4 において審議を開始し、委員会原

案（CD）を作成中である。サービスエクセレンスやシェアリングエコノミーに関

しては、それぞれ、ISO/TS 24082:2021（ISO/TC312：サービスエクセレンス）、

ISO 42500:2021（ISO/TC324：シェアリングエコノミー）の発行に至った。 

c) サービスロボット用安全センサの試験技術を複数開発し、実証試験を進めた。

衝突安全のための衝撃吸収接触センサについては、性能評価試験法を開発し、JIS

制定を見据えた規格案としてとりまとめた。JIS 国内委員会にて議長として審議

を進め、審議完了に至った。サービスロボット用光学式センサについては、悪天

候による低視認性環境においての安全センサ定量評価指標を開発し、実証試験を

進めた。本評価指標で提案した MOT（Minimum Object-detectable Transmittance）

についてまとめた論文が Q1 ジャーナル（IEEE Sensors）に掲載された。 

さらに、これらの成果を踏まえ、標準化をより進めるために、AMED ロボット介

護機器プロジェクトにおいて JIS 安全基準策定および海外認証ガイダンス作成

事業（5 機関が参画し 1.9 億/4 年、うち産総研 0.7 億/4 年）に提案し、PL とし

て採択された。 

ービスエクセレンスな

らびにシェアリングエ

コノミーに関する技術

仕様書（ISO/TS 24082: 

2021、ISO 42500:2021）

を発行した。ロボットの

安全センサに関しては、

衝撃吸収接触センサの

評価試験法のJIS審議に

至った。このように年度

計画に従った目標をす

べて達成し、さらにダイ

ナミックサインの国際

規格（ISO 23456-1）を発

行し、担当者は産業標準

化事業表彰・産業技術環

境局長表彰を受賞して

おり、水準を満たす成果

が得られたと評価する。 
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準化を推進する。 

・人と共存する産

業用ロボットや

サービスロボッ

トの安全を確保

す る セ ン サ や

IoT、アクチュエ

ーション技術及

びその安全マネ

ジメントに関す

る標準化や評価

認証プラットフ

ォームを研究開

発する。 

〇機能性材料

等の再資源化

及び評価技術

の標準化 

機能性材料や

それを使用し

た製品の再資

源化に関する

品質・性能の評

価方法に関す

る標準化を推

進する。 

〇機能性材料等

の再資源化及び

評価技術の標準

化 

機能性材料やそ

れを使用した製

品の再資源化に

関する品質・性能

の評価方法に関

する標準化を推

進する。今後の社

会情勢やマーケ

ティングにより

変更される可能

性はあるが、現時

点では以下に取

り組む。 

・ガスバリアフィ

ルム等の機能性

材料の原料とな

る粘土等のナノ

マテリアルの品

質の評価法等の

国際標準化に取

り組む。 

〇機能性材料等の再資源

化及び評価技術の標準化 

・ガスバリアフィルム用

粘土の国際規格認証に向

けた工程表を作成すると

ともに、ステークホルダー

を含めた技術委員会を立

ち上げる。シリカ多孔体に

関する日本提案規格の

ISO 新規作業項目への登

録を行う。 

・微燃性の混合冷媒候補

の安全性等級の標準化に

向け、新たに燃焼速度の評

価を実施し、２種混合冷媒

１組について燃焼速度と

着火特性の関係を明らか

にする。 

・標準化に向けた評価手

法の開発のため、配向の揃

った繊維束を用いたポリ

マーとの複合試料を用い

て、繊維/ポリマー界面の

a) ナノマテリアル品質評価法については、これまでにガスバリアフィルム等の

機能性材料の原料となる粘土やシリカ多孔体といったナノマテリアルの応用研

究を精力的に行っており、測定すべき特性とその測定方法の標準化による製品普

及を目指している。ガスバリアフィルム用粘土に関しては、令和 3年度は産総研

が提出していた国際規格の認証に向けた活動を進めていたところ、ISO 事務局内

のプロセスが順調に進み、ガスバリアフィルム用粘土の国際規格が発行された

（技術仕様書発行（ISO/TS 21236-2））。また、将来的な標準化サービスや認証業

務を見据えて、産総研コンソーシアム Clayteam 内にナノマテリアル規格認証委

員会を設置した。シリカ多孔体の標準化に関しては、令和 3年度は産総研提案規

格の ISO 新規作業項目への登録を目指した。シリカ多孔体の測定すべき特性を整

理し、さらにエキスパート及びプロジェクトリーダーとして ISO/TC229 WG4 内の

プロジェクトを先導して、シリカ多孔体規格に関して新作業項目提案（NP）を行

った。その規格案が国際投票で認められ（36 か国中反対投票なし、6か国の積極

参加（エキスパート登録））、ISO/TS 22298 として NP に登録された。 

b) 冷媒漏洩時の安全性に係る燃焼性評価法については、モントリオール議定書

キガリ改正により地球温暖化効果（GWP）の高い冷媒から GWP の低い新冷媒への

転換が求められている。そのため、低い GWP を有するが僅かに燃焼性を有する微

燃性冷媒の実用化支援のための、冷媒漏洩時の安全性に係る燃焼性評価法の標準

化に取り組んでいる。令和 3年度は、産総研が開発した容器法による燃焼性評価

法が、令和 3年 4月に改正された高圧ガス保安法令にて採用された。さらに標準

ガス（R32, R1234yf）の燃焼限界について評価した値が、改正保安法の具体的な

運用を規定した日本冷凍空調学会規格に標準値として採用された。また 2種類の

微燃性混合冷媒候補について消炎直径評価法を最適化し、冷媒固有の燃焼特性と

して消炎直径を決定した。うち 1種類は R32 より消炎直径が大きく、着火性（着

火後、機器の間隙から火炎が広がるおそれ）が低いことを明らかにした。これに

目標の水準を満たして

いる。 

年度計画を全て達成

したうえで、ISO 規格の

発行や、ISO 規格案の予

備作業項目への登録な

ど、複数の案件で着実に

国際標準化への活動を

進捗させた。国内規格に

ついては、改正された高

圧ガス保安法令にて産

総研が開発した評価法

が採用された。Q1 ジャー

ナルへ複数の論文が掲

載され、受賞および多数

の新聞等への報道があ

ったこと、研究成果を基

に複数の企業との共同

研究契約を実施したこ

とから、総合的に水準を

満たす成果が得られた 
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・「モントリオー

ル議定書キガリ

改正」へ対応可能

な地球温暖化効

果の低い冷媒の

普及拡大に向け、

冷媒漏洩時の安

全性に係る燃焼

性評価法の標準

化に取り組む。 

・炭素繊維強化プ

ラ ス チ ッ ク

（CFRP）のリサイ

クルによる再資

源化に向けて必

要となる品質・性

能の評価方法を

開発し、その標準

化に取り組む。 

・異種材料の接

着・接合の強度や

耐久性等を評価

する技術を開発

して、その標準化

に取り組む。 

密着性を評価する試験法

の開発を行う。 

・異種材料に対する接着

耐久性等の評価法の標準

化のため、アルミ/炭素繊

維 強 化 熱 可 塑 性 樹 脂

（CFRTP）接合部における

水熱劣化した接着界面を

分析して劣化メカニズム

の解明を目指す。 

より年度計画を達成した。関連成果が Q1 ジャーナル（Atmos. Environ., 255, 

118428 (2021)）に掲載された。 

c) 再生 CFRP の品質・性能の評価法については、特に炭素繊維（CF）のリサイク

ルが求められているため、そのための品質・性能評価方法開発と標準化に取り組

んでいる。令和 3年度は、産総研が開発した改良フラグメンテーション試験法に

よるリサイクル CF 評価法について、ISO/TC61/SC13 での標準化に向けた国内 4機

関でのラウンドロビン試験を実施した。また、配向の揃った繊維束からなる複合

試料を用いた機械特性評価法について、微細レーザ加工技術を活用したリサイク

ル CF/ポリマー界面特性評価法の試験として加工公差±10 μm の切り欠きを正

確に加工し、せん断力評価でのばらつきが少ない評価法を開発し標準化に向けた

手順を確立した。 

d) 接着技術はすでに広く用いられているものの学術的な裏付けが不十分な面が

課題であるため、産学官連携を推進する国内初の研究拠点を形成し、接着耐久性

の評価技術の開発など各社が抱える共通課題の解決を通じて、高信頼性接着・接

合技術の確立を目指している。接着耐久性等の評価方法の国際標準化について

は、令和 3年度は実証データをそろえ、オンラインでロビー活動を実施し、規格

原案 3件を ISO/TC61（プラスチック）に提案した。投票の結果、いずれも承認さ

れ、1つが DIS 段階、2つは CD 段階へ進んだ。また、令和 2年度から審議中だっ

た規格案 1件が、ISO 規格として発行された（ISO 19095-6）。またアルミ/炭素繊

維強化熱可塑性樹脂（CFRTP）接着界面の劣化メカニズム解明を目指したところ、

接着剤の種類と表面処理法によってメカニズムが異なるという知見が得られた。

また、電子顕微鏡内で精密に引っ張り試験を行うことで、接着接合部の破壊過程

をナノスケールでその場観察することに初めて成功した。この成果は論文掲載

（Int. J. Adhes. Adhes., 2021, 103003, in press）され日経新聞電子版等 4

件の報道があった。 

〇海洋プラス

チック等に関

する生分解性

プラスチック

材料等の合成・

評価技術の標

準化 

海洋プラスチ

ックなどの廃

棄プラスチッ

クの世界的課

題に対して、海

洋生分解性プ

〇海洋プラスチ

ック等に関する

生分解性プラス

チック材料等の

合成・評価技術の

標準化 

海洋プラスチッ

ク等の廃棄プラ

スチックの世界

的課題に対して、

海洋生分解性プ

ラスチックの機

〇海洋プラスチック等に

関する生分解性プラスチ

ック材料等の合成・評価技

術の標準化 

・海洋生分解評価法の試

験条件を決定するために、

引き続き生分解試験に取

り組み、生分解メカニズム

の解明を進める。特に、令

和２年度に確立した分子

a) 産総研が代表者となっている NEDO プロジェクト「海洋生分解性プラスチック

の社会実装に向けた技術開発事業／海洋生分解性に係る評価手法の確立」におい

て、ISO 国際標準化を視野に入れた生分解性評価手法の開発に取組んだ。海洋生

分解評価法の試験条件を決定するために、生分解試験および化学構造解析に基づ

いた生分解メカニズムの解明を進めている。 

令和 3年度は、令和 2年度に開発した熱分解重量分析に加え、顕微分光や X線

回折等の分析技術を組み合わせ、実海水による試験環境下での海洋生分解性プラ

スチック材料（PHBH 等）の分解過程、劣化過程を評価し、ポリマー分子の原子・

分子レベルのミクロ構造から材料レベルのマクロ構造の状態を解析する技術を

構築した。顕微赤外分光分析（IR）のカルボニル基ピーク比（水素結合性/非結合

性）に注目した 2次元相関解析（異時相関値）により生分解中の表面結晶状態を

可視化し、生分解試験における表面分解メカニズムを化学的に検証可能な手法を

開発した。生分解試験残渣表面には、結晶性を示唆する水素結合性カルボニル基

の割合の多い領域が増加傾向にあり、サンプル表面で非晶部の生分解が早く進行

目標の水準を満たして

いる。 

年度計画を全て達成

した上で、国際規格化を

目指したISO規格の予備

提案を行ったほか、生分

解性プラスチックに関

する新たな材料コンセ

プトを見出した成果が

Q1 ジャーナルに掲載さ

れ、複数の報道があっ

た。さらにこれらの成果

を元に NEDO プロジェク

トを推進したことから、
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ラスチックの

機能評価手法

（含劣化試験）

等の提案や品

質基準に対す

る標準化を推

進する。 

能評価手法（含劣

化試験）等の提案

や品質基準に対

する標準化を推

進する。今後の社

会情勢やマーケ

ティングにより

変更される可能

性はあるが、現時

点では以下に取

り組む。 

・廃棄プラスチッ

クの課題解決に

向け、関連する国

内審議業界団体、

外部研究機関、民

間企業等と連携

して、海洋生分解

性プラスチック

の生分解度評価

手法や品質基準

等に関わる標準

化に取り組む。 

・高機能かつ生分

解性を有する新

規バイオベース

プラスチック材

料等の標準化に

取り組む。 

構造解析手法を発展させ、

生分解試験前後での化学

構造変化を明らかにする。 

・新たなバイオベースプ

ラスチック材料の開発に

取り組むとともに、令和２

年度に開発したバイオベ

ースプラスチック材料の

海洋生分解性の評価を行

う。 

し、生分解が比較的遅い結晶部が残留した可能性が示された。本取組みにより、

標準化する海洋生分解試験法の妥当性を検証でき、将来的に海洋生分解性プラス

チックの開発や市場導入の加速に貢献できる可能性を示した。

環境負荷低減に資するプラスチック材料及び製品に関する評価技術開発や標

準化につながる場として、海洋生分解性プラスチック標準化コンソーシアムを設

立した。また、生命工学領域と協力して、生分解度加速試験法を開発し、海洋生

分解性プラスチックの開発速度および社会実装に至る期間の大幅な短縮を実現

した。さらに実海域浸漬簡易生分解試験法に関して ISO/TC61/SC14/WG2 で予備提

案が承認され、今後本格審議されることとなった。さらに、技術コンサルティン

グを開始し、海洋生分解性プラスチックに関して 6回の講演活動を実施した。 

b) 石油由来資源からバイオベースプラスチックへの転換に向けた研究開発が盛

んに進められる中、生分解性プラスチックへの期待が高まっている。しかし、生

分解性プラスチックは、その特性が故に、脆い、加工性が悪い、機械強度が低い

などの欠点がある。そのような中、新たな機能を持ったポリマー材料の開発が求

められている。計画に沿って、令和 2年度開発したバイオベースポリマーの海洋

生分解性評価を行ったところ、バイオベースの骨格ではあるものの、良好な生分

解性を示さなかった。そこでモノマーから見直して生分解性のある骨格で加工性

の良い PBS（ポリエステル）と、同じく生分解性を有し、機械強度の高い PA4（ポ

リアミド）骨格によるブロック共重合体の合成を目指したところ、両親媒性の機

能を持った相溶加剤にもなる新しい材料を開発した。今回、従来の生分解性プラ

スチックの欠点を補填しつつ、新たな機能を持たせるための材料開発コンセプト

を示したことは、今後のバイオベースプラスチックを開発する上での基盤技術で

ある。この技術と生分解性の標準評価法との結果と合わせ、新しい開発指針を示

すことに繋がった。本研究成果は特許 1 件を出願後、Q1 ジャーナルに論文掲載

され（European Polymer Journal, 163, 110961 (2022)）、プレスリリースのあ

と日刊工業新聞等 2紙以上で報道された。廃糖液由来フラン骨格を有するバイオ

ベースプラスチックスについて、生物化学的酸素要求量（BOD）の評価により、新

たに海洋生分解性を有する材料であることを見出している。 

総合的に水準を満たす

成果が得られた。 

〇土壌汚染等

評価・措置に関

する各種試験

方法の標準化 

土壌や環境水

の合理的かつ

低環境負荷の

汚染評価・措置

を推進するた

めに、再現性が

高い各種試験

〇土壌汚染等評

価・措置に関する

各種試験方法の

標準化 

土壌や環境水の

合理的かつ低環

境負荷の汚染評

価・措置を推進す

るために、再現性

が高い各種試験

方法の開発及び

〇土壌汚染等評価・措置に

関する各種試験方法の標

準化 

・土壌や環境水の合理的

な汚染評価及び低環境負

荷措置を推進するために、

上向流カラム通水試験に

係る JIS 原案作成委員会

を組織し、JIS 原案を作成 

・提出する。

a) 産総研と地盤工学会が共同で提案した上向流カラム通水試験に係る JIS 原案

作成委員会を 7月に組織し、JIS 原案の作成、委員会での審議を進め、原案作成

作業を進めた。また、上向流カラム通水試験による溶出特性評価における新たな

解釈と適用法を提案し、この成果が和文誌（雑誌名：地盤工学ジャーナル）に 1

報掲載された。 

b) 吸着層工法に用いる使用吸着材の性能評価方法の標準化と長期的な評価試験

法確立を目的として、産総研主導の下、標準化検討委員会を設置して JIS 原案作

成に取り組んでいる。令和 3年度は、令和 2年度に確立したバッチ吸着試験法の

適用範囲を拡張するために物理・化学特性が多岐にわたる吸着材 16 種類に対し

て浸水試験法の適用性評価および再現性が高い一義的な分配係数を算定するフ

ローチャートの構築を検討するとともに、カラム吸着試験の室間再現性試験を実

目標の水準を満たして

いる。 

土壌汚染の溶出特性

評価に利用される試験

法に関してはJIS原案の

作成や委員会での審議

など原案作成準備を行

い、目標を達成してい

る。自然由来重金属汚染

措置に関してはJIS原案

作成委員会を組織する

までは至っていないも
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方法の開発お

よび標準化を

目指す。 

標準化を目指す。

今後の社会情勢

やマーケティン

グにより変更さ

れる可能性はあ

るが、現時点では

以下に取り組む。 

・土壌汚染の溶出

特性評価に利用

される試験法に

ついて、国際規格

をベースとして、

日本産業規格で

の国内標準化を

促進する。 

・自然由来重金属

汚染措置につい

て、各種材料性能

評価試験法の国

内標準化等を推

進し、低コスト・

低環境負荷型汚

染対策の構築に

貢献する。 

・自然由来重金属汚染措

置で使用される環境材料

の性能評価試験法に関し

て JIS 原案作成委員会を

組織し、JIS 原案作成に着

手する。また環境材料の吸

着機構を加味した評価試

験の高度化に関する研究

論文を国際誌で公表する。 

施した。バッチ吸着試験法の改良に時間を要したため JIS 原案作成委員会を組織

するまでに至らなかったが、産総研が組織した吸着層工法に使用する材料等の試

験方法の標準化検討委員会の事務局内で規格素案を作成し、現在日本規格協会

JIS 原案作成公募制度に応募するための書類を作成中である（令和 4年 5月もし

くは 8 月に応募予定）。また従来の土壌吸着性能評価方法の吸着材への適用を検

討し、従来法では吸着材の吸着性能を過大評価する可能性があることを明らかに

し、この成果が国際誌（Soils and Foundations）に掲載され、年度計画を達成

した。加えて、カラム吸着試験に基づく分配係数の取得方法が吸着層の性能評価

に及ぼす影響を検討するために既往の 4 種類の算定方法を比較する数値解析を

実施し、移流分散モデルによる算定が実験結果とよく一致し最も安全側であるこ

とを明らかにし、和文誌に 1報の研究論文（地盤工学ジャーナル）を発表した。 

のの、当該試験法の適用

範囲を拡張する規格素

案作成を進めており、国

際誌1報と和文誌2報を

公表している。以上を総

合的に踏まえて水準を

満たしていると判断し

た。 

〇水素の効率

的利用を実現

する計量シス

テムの標準化

安心かつ効率

的な水素利用

の実現に向け

て、水素取引に

必要な流量や

圧力などの計

量標準および

関連した産業

標準を整備す

る。 

〇水素の効率的

利用を実現する

計量システムの

標準化 

安心かつ効率的

な水素利用の実

現に向けて、水素

取引に必要な流

量や圧力等の計

量標準及び関連

した産業標準を

整備する。今後の

社会情勢やマー

ケティングによ

り変更される可

能性はあるが、現

〇水素の効率的利用を実

現する計量システムの標

準化 

・移動式水素ディスペン

サー計量精度検査装置に

よる実証試験を継続し、蓄

積した技術データに基づ

き JIS B 8576（水素燃料

計量システム-自動車充填

用）の改正に取り組む。 

a) 水素ステーションにおける移動式水素ディスペンサー計量精度検査装置（マ

スターメーター法）による実証試験を実施し、技術データの蓄積ならびに有効性

に向けた解析を行った。その結果、従来の高圧用充填容器を用いた重量法による

検査方法と比較して、器差±2%の同等性、検査費用 60%の削減を達成し、移動式

水素ディスペンサー計量精度検査装置による器差検査の有効性が明確となった。

これらの技術データに基づき、JIS B 8576（水素燃料計量システム－自動車充填

用）に追加予定の移動式水素ディスペンサー計量精度検査装置による器差検査に

関する規定案作成に貢献した。今後、国内産業標準として水素ステーションにお

ける取引計量評価において適正かつ効率的な手段としてマスターメーター法が

利用される見込みである。約‒40℃の水銀の三重点の代替として約‒50℃の六フッ

化硫黄の三重点を用いて実現した水銀フリー温度目盛と、水銀の三重点を用いて

実現した従来の国際温度目盛を比較した結果、その差は従来の国際温度目盛実現

の不確かさ内で一致することを明らかにし、六フッ化硫黄の三重点を代替利用で

きる可能性を示した。本成果は国際学会第 23 回 IMEKO (The International 

Measurement Confederation）で発表され、最優秀論文賞を受賞した（「IMEKO Best 

Paper Award of IMEKO XXIII World Congress」、Yasuki Kawamura）。 

目標の水準を満たして

いる。 

年度計画をすべて達

成した。水素ステーショ

ンにおける移動式水素

ディスペンサー計量精

度検査装置による実証

試験を実施し、これらの

技術データに基づき、

JIS B 8576（水素燃料計

量システム－自動車充

填用）に追加予定の移動

式水素ディスペンサー

計量精度検査装置によ

る器差検査に関する規

定案作成に貢献した。水

銀の三重点の代替とし
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時点では以下に

取り組む。 

・水素インフラに

おける適正かつ

効率的な取引に

必要な高圧水素

ガスや液化水素

に関する計量技

術の開発、計量標

準の整備を行う。

また、関係する国

内外の産業標準

化を推進する。 

て六フッ化硫黄三重点

の利用可能性を見出し、

低温度の測定の基準と

なる水銀フリーの温度

目盛実現の見通しを得

た。本成果は国際学会第

23 回 IMEKO (The 

International 

Measurement 

Confederation）で発表

され、同国際学会の最優

秀論文賞を受賞した。こ

れらの成果は、2050 年ゼ

ロエミッション社会へ

向けた基盤技術となる

ことが期待できる。以上

より、目標としていた水

準を達成した。 

（３）知的基盤

の整備と一層

の活用促進に

向けた取組等 

我が国の経済

活動の知的基

盤として、地質

調査や計量標

準等は、資源確

保に資する探

査・情報提供や

産業立地に際

しての地質情

報の提供、より

正確な計量・計

測基盤の社会・

産業活動への

提供等を通じ

て重要な役割

を担っており、

我が国におけ

る当該分野の

（３）知的基盤の

整備と一層の活

用促進に向けた

取組等 

我が国の経済活

動の知的基盤と

して、地質調査や

計量標準等は、資

源確保に資する

探査・情報提供や

産業立地に際し

ての地質情報の

提供、より正確な

計量・計測基盤の

社会・産業活動へ

の提供等を通じ

て重要な役割を

担っており、我が

国における当該

分野の責任機関

として、これらの

整備と高度化は

（３）知的基盤の整備と一

層の活用促進に向けた取

組等 

具体的な研究開発の方針

は以下に掲げる。 

〇国の知的基

盤整備計画に

基づいて着実

に知的基盤の

整備に取り組

んでいるか 

・知的基盤整備

の取組状況 

等 
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責任機関とし

て、これらの整

備と高度化は

重要な役割で

ある。 

そのため、国

の「知的基盤整

備計画」に沿っ

て、地質調査や

計量標準に関

する知的基盤

の整備及び一

層の活用促進

に取り組むと

ともに、経済産

業省及び関連

計量機関等と

の連携により

計量法の執行

体制を確保し、

我が国の産業

基盤を引き続

き強化する。 

重要な役割であ

る。そのため、国

の「知的基盤整備

計画」に沿って、

地質調査や計量

標準に関する知

的基盤の整備及

び一層の活用促

進に取り組むと

ともに、経済産業

省及び関連計量

機関等との連携

により計量法の

執行体制を確保

し、我が国の産業

基盤を引き続き

強化する。 

具体的には、地

質調査のナショ

ナルセンターと

して３次元地質

地盤図等の地質

情報の整備を行

うとともに、国や

自治体等の様々

なコミュニティ

での地質情報の

利用を促進する。

また、産業・社会

ニーズに即した

計量標準の開発・

整備や計測技術

を活用した適合

性評価基盤の構

築を行うととも

に、計量標準の維

持・供給、更なる

成果普及及び人

材育成の強化を

行いつつ、計量法

で定められた計

量器の検査や型
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式の承認等の業

務の着実な遂行

と OIML（国際法定

計量機関）をはじ

めとした法定計

量に関する国際

活動に貢献する。 

別紙 

３．知的基盤の

整備 

〇地質調査の

ナショナルセ

ンターとして

の地質情報の

整備 

知的基盤整備

計画に沿った

国土及びその

周辺海域の地

質図幅・地球科

学図等を系統

的に整備する

とともに、海底

資源確保や都

市防災に資す

る地質情報を

提供する。 

３．知的基盤の整

備 

〇地質調査のナ

ショナルセンタ

ーとしての地質

情報の整備 

知的基盤整備計

画に沿った国土

及びその周辺海

域の地質図幅・地

球科学図等を系

統的に整備する

とともに、海底資

源確保や都市防

災に資する地質

情報を提供する。

今後の社会情勢

やマーケティン

グにより変更さ

れる可能性はあ

るが、現時点では

以下に取り組む。 

・社会的重要地域

等の 5万分の 1地

質図幅の整備、日

本全国の 20 万分

の1日本シームレ

ス地質図の継続

的更新及び地球

化学図・地球物理

３．知的基盤の整備 

〇地質調査のナショナル

センターとしての地質情

報の整備 

・新たに策定される第３

期知的基盤整備計画に沿

って、地質災害軽減、地域

振興・地方創生、地質標準

に関する重点化地域の５

万分の１地質図幅の整備

を進める（２区画の出版と

３区画の原稿完成）。古い

20 万分の１地質図幅の改

訂（１区画の原稿完成）を

進め、最新の知見を日本シ

ームレス地質図 V2 に反映

させ更新を行う。 

・奄美大島と種子島の間

の地質調査を行っていな

い海域の海洋地質情報を

計画的に取得する。令和３

年度は鹿児島県中部吐噶

喇列島周辺海域の調査を

主に実施する。既存データ

の解析から日本列島主要

４島周辺並びに琉球諸島

周辺の海洋地質図の３図

幅を新たに整備する。 

a) 年度計画に基づいて 5万分の 1地質図幅の整備を進め、令和 3年度は「豊田」

「桐生及足利」「和気」の 3 区画を出版し、「川越」「磐梯山」の 2 区画の原稿が

完成した。20 万分の 1地質図幅の改訂では、「宮津」の 1区画の原稿が完成した。

「豊田」図幅は プレスリリースを行い（令和 4 年 1 月 20 日）、朝日新聞や読売

新聞など 4件のメディアに取り上げられた。調査中の図幅の研究は、国際誌 6報

（Q1 ジャーナル 3 報：Geology, 49, 952 (2021), J. Metamorph. Geol. 

https://doi.org/10.1111/jmg.12633 (in press), Lethaia, 54, 687）、国内誌

19 報で公表した。20 万分の 1 日本シームレス地質図 V2 は、20 万分の 1 地質図

幅「輪島」（第 2版）を反映させた。また 3D 表示機能を開発・公開し、高速表示

機能に関する研究を発表した。アウトカムとして「豊田」図幅の豊田市郷土資料

館の特別展での利用、20 万分の 1地質図幅「野辺地」（令和 2年度発行）の原子

力規制委員会の審査資料での利用など地質図幅の利用促進を積極的に進め、地域

住民及び政府機関の地質リテラシー向上に貢献した。さらに、農研機構と連携し

て「土壌インベントリ図と 20 万分の 1 日本シームレス地質図との連携による農

産物への高付加価値化への試み」を推進した。 

b) 年度計画通りに調査を進め、トカラ列島周辺の海洋地質調査を実施してデー

タを取得した。令和 3 年 7 月から 11 月にかけて 3 回の航海を行い、合計 2,741

海里の航走観測、103 地点の採泥を行った。また、令和 2年度航海の調査結果は

地質調査研究報告特集号に論文など計 12 報を投稿した。令和 2 年度より継続の

「種子島周辺海底地質図」「久米島周辺海底地質図」「久米島周辺表層堆積図」の

3図幅は、出版準備を進めた。種子島周辺海底地質図は令和 4年 3月に web 出版

を行い、その他の 2図幅はデジタル化作業中である。「野間岬沖海底地質図」「奥

尻海盆海底地質図」「日御碕沖海底地質図」は、整備が完了し、3図幅の目標を達

成した。出版済みの図幅は、海洋地質調査の基礎データとして、再生可能エネル

ギー大量導入に向けた長距離海底直流送電のルート検討において、底質分布の検

討に利用された。 

c) 年度計画に沿って紀伊水道沿岸域の地質調査を進め、徳島平野と南あわじ市

におけるボーリング掘削や海域での重力探査や音波探査、堆積物調査を、徳島大

学や地元自治体と協力して実施した。相模湾沿岸域では、陸と海域の活断層分布

を明らかにし、シームレス地質情報集として公開した。地質情報集には 5報の論

文や陸域地質図などの地球科学図 5枚が含まれる。伊勢湾・三河湾沿岸域の調査

目標の水準を満たして

いる。 

年度計画を全て達成

した。特に地球科学図に

関しては、計画に沿って

整備を実施し、利活用例

として、彦根東部図幅が

トンネル工事費増大の

原因究明に、シームレス

地質図が出版社の地図

商品に利用された｡ま

た、豊田図幅は地域教育

の現場で活用された。特

筆すべき成果としては、

5 月に発表した東京都区

部の 3 次元地質地盤図

が、朝日新聞や日本経済

新聞など多くのメディ

アに取り上げられると

ともに、Society5.0 の実

現にむけて国および自

治体がすすめるデジタ

ルツインの取り組みを

通じて都市の防災やま

ちづくりに反映される

見込みである。また、研

究開発に加えて多くの

PD や産総研 RA を受け入

れて、地質の調査に関す

る人材育成を行ってき

たことも、重要な成果で

ある。 
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図等を系統的に

整備する。 

・沖縄トラフ周辺

海域の海洋地質

調査を着実に実

施し、日本周辺の

海洋地質情報の

整備を行う。 

・紀伊水道・瀬戸

内海周辺沿岸域

等の地質調査を

実施し、海陸シー

ムレス地質情報

の整備を行う 

・ボーリングデー

タを活用した都

市域の地質地盤

情報整備として、

首都圏主要部の

地質調査を実施

し、３次元地質地

盤図の整備を行

う。 

・紀伊水道沿岸域の海陸

シームレス地質情報の整

備に向け、陸域では徳島平

野におけるボーリング掘

削、海域では海底重力探査

と音波探査、堆積物調査を

実施する。伊勢湾・三河湾

沿岸域の調査成果につい

て、国・自治体や企業など

が防災・産業開発へ活用で

きる地質図や地盤・活断層

データとして整備・公開す

る。 

・東京都 23 区域の３次元

地質地盤図を公開する。ま

た、埼玉県南東部及び千葉

県中央部・北部延長地域の

３次元地質地盤図整備に

向け、低地の沖積層を中心

としたボーリング調査を

実施するとともに、層序モ

デルに地層の物性情報を

付与した３次元地質モデ

ルの構築を試みる。

では、陸域と海域の地質図、海底重力図、海陸シームレス地質図などの成果をと

りまとめ、公開に向けて準備中である。成果は、地質調査総合センター速報で 6

編の報告書として公開した。南関東沿岸域の研究成果は、2 報の Q1 ジャーナル

（Sci. Reports, 12, 650 (2022), Sediment. Geol., 428, 106059 (2022)）で

公開した。 

d) 東京都区部の 3 次元地質地盤図を公開した。5 万点以上のボーリングデータ

を用いた地層の対比をもとに 3次元解析を実施し、東京都心部の地下数十 mまで

の地層の詳細な 3次元分布形状を初めて明らかにした。この成果により、これま

で良好な地盤と考えられていた山の手の台地の地下にも軟弱泥層が埋積する埋

没谷が分布することが明らかになった。関連する論文は 2021 年日本地質学会論

文賞を受賞するとともに、プレスリリースにより朝日新聞や日本経済新聞など大

手 5 紙を含む 20 以上のメディアに取り上げられた。3 次元地質地盤図のデータ

は Society5.0 の実現にむけて国や自治体が進めるデジタルツインのコンテンツ

に採用され、都市の防災やまちづくりに反映される見込みである。また自治体や

研究機関、民間企業からデータ提供依頼があり、今後、地震防災やインフラ整備

等の分野での利用が期待される。また埼玉県南東部および千葉県中央部北部延長

地域の 3次元地質地盤図整備に向けて、基準ボーリング調査などの地質調査を実

施するとともに、既公開の千葉県北部地域については地層の固さを示す N値を表

示した 3次元地質モデルを追加公開した。 

〇地質情報の

管理と社会へ

の活用促進 

地質情報デー

タベースや地

質標本の整備・

管理を行い、効

果的に成果を

発信すること

により、地質情

報の社会への

活用を促進す

る。 

〇地質情報の管

理と社会への活

用促進 

地質情報データ

ベースや地質標

本の整備・管理を

行い、効果的に成

果を発信するこ

とにより、地質情

報の社会への活

用を促進する。今

後の社会情勢や

マーケティング

により変更され

る可能性はある

〇地質情報の管理と社会

への活用促進 

・地質情報の利活用推進

基盤構築のために、地質図

幅等の記載情報のデータ

ベース化を目指したデー

タ作成を進める。また、新

たに取得・整備された地質

情報・地質標本について、

二次利用を容易にするた

めに、メタデータの整備と

データベースへの追加・公

開を行う。 

・「地質の調査」の研究成

果普及のために、信頼性の

a) 地質情報の利活用推進基盤構築活動の点では、地球科学図類のデータ利活用

を進めるために、これまでと同様、ダウンロードサイトから地球科学図類のラス

タ及びベクトルデータを公開した。また、地質図幅記載情報のデータベース化を

目指して、記載情報のテキストデータ作成に着手した。 

地質情報や地質標本の管理の点では、新たに取得・整備された地質文献情報・

地質標本について、メタデータを整備しつつ、地質文献及び地質標本データベー

スへの追加・公開を行った。また、産総研リポジトリの運用開始に合わせるため

に、地質調査総合センターにおける研究データ公開ガイドラインの策定を行っ

た。 

公開済みの地球科学図類のベクトルデータは、令和4年1月24日までに12,657

件ダウンロードされた。また、整備・管理してきた地質情報・地質標本に対して

外部から様々な提供要請があり、例えば筑波山地域ジオパークの解説板への利

用、テレビ番組への利用（TBS「マツコの知らない世界」等 4件）、書籍類への利

用（小中学生向けの防災解説書等 2件）、他の博物館の展示利用（7件）等のため

に資試料を貸与・提供した。さらに過去に提供した化石写真を使った教科書 1件

が出版され、社会で広く地質情報・地質標本の利用が進んでいる。 

目標の水準を満たして

いる。 

「地質情報の管理と

社会への活用促進」に関

して、(1)セキュリティ

を確保したうえでの定

常的で信頼性のある地

質データを配信したこ

と、(2)地質資試料とい

う一次データの確実な

管理を行ったこと、(3)

地質図類の着実な出版

と地質情報データベー

スの管理を行ったこと、

(4)地質標本館を主たる

成果普及と教育活動の

場としての「地質情報」
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が、現時点では以

下に取り組む。 

・高い精度・信頼

度の下で整備し

た地質情報を、二

次利用し易い形

態にて管理する

とともに、地質情

報や地質標本等

の一次データの

管理を行う。 

・地質情報データ

ベースを整備・充

実させるととも

に、各種出版物、

ウェブ、地質標本

館や所外アウト

リーチ活動等を

通じて、地質情報

を広く社会へ提

供する。 

・地質情報の社会

的有用性に関し

て一般社会での

理解浸透を図り、

国・自治体、企業、

研究機関等様々

なコミュニティ

での地質情報の

利用を促進する。 

高い研究成果物を出版し、

また、コロナ禍に対応でき

る提供方法を検討しつつ、

電子化・標準化を計画的に

推進する。さらに、地質情

報の効果的な社会利用の

ために、研究成果に基づき

構築されたデータベース

等に関し、セキュリティ上

の安全性を確保した上で

整備・管理し、常時利用可

能なサービスとして広く

社会に提供する。 

・「地質の調査」の一層の

社会的理解促進・認知度向

上のため、最新の研究成果

を企画展示、イベント等で

発信する。また、コロナ禍

に対応した普及・啓発活動

として、ネットの利用等、

伝える手段を拡大する。さ

らに、自治体、企業、大学、

研究機関等の様々なコミ

ュニティのニーズに対応

するため、地質情報の提

供・成果普及活動、研修等

を実施する。 

b) 「地質の調査」の研究成果出版物として、令和 3年度には、5万分の 1地質図

幅 3 図、海洋地質図 1 図、火山地質図 1 図、大規模火砕流分布図 1 図を出版し

た。また、5万分の 1地質図幅 2図、20 万分の 1地質図幅 1図等計 6図の出版準

備を進めている。 

政府のオープンデータ施策の下で公開している地質情報データベースについ

ては、東京都区部の 3次元地質地盤図の公開に係る技術的作業を行ったほか、地

質情報データベース全般の維持、更新、セキュリティ対応などシステムの安全な

運用を継続した。ウェブを通じた地質情報の提供では、配信する地質図幅のラス

タデータの更新による表示品質の向上、水理地質図のベクトル化データの掲載、

統合ビューアの機能改良による複数マップ（海陸シームレス地質図等）から成る

成果物及びダウンロードデータの利便性向上を図った。オープンデータとして整

備・公開してきた地球科学図類・地質情報データベース画像は、「20 万分の 1日

本シームレス地質図」、「地質図 Navi」がそれぞれ日経ホームビルダー（令和 3年

4月）、Yahoo!ニュース（令和 3年 11 月 4 日）などに利用された。このように、

これまでオープンデータとして着実に整備・公開してきた地質情報が、新聞・ウ

ェブマガジン・書籍等 12 件（令和 4年 1月 24 日時点）で、便利で信頼性の高い

資料として利用された。 

c) 「地質の調査」の研究成果としての地質情報は、広く社会に理解され、その

上で利用されて初めて安全・安心な社会の構築に寄与する。地質標本館は、地質

調査総合センターとして生み出してきた様々な地質情報を、積極的に社会に普及

するための主要施設である。 

令和 3 年度には、「日本列島ストレスマップ」、「南極の過去と現在、そして未

来」等計 4件の地質標本館特別展・企画展を開催した。また、福徳岡ノ場火山噴

火に伴い放出され、海上を漂流して社会的に重大な関心事となった同火山の「軽

石コレクション」の展示を行った。さらに、整備してきた地質情報を利用して、

カレンダー等の新たな地質標本館グッズを開発した。なお、令和 3年度もコロナ

禍のために臨時休館（8 月初旬～9 月末）となったが、新たな情報発信の対応と

してオンラインイベントによる動画配信を実施した。その他、地質標本館外の成

果普及活動として、名古屋市における地質情報展（令和 4年 2月実施）への協力

や、経済産業省での展示、山梨県防災イベント等へも出展した。以上の活動を通

じて、より広い社会層での理解・利用を目指した成果普及に努めた。 

これらのアウトリーチ活動により、「地質の調査」の研究成果の社会的な認知

度も向上し、NHK（「ブラタモリ」等）や民放（TBS「日立 世界ふしぎ発見！」等）

の人気 TV 番組等からの要請を受け出演及び整備してきた地質情報に基づき制作

協力（8件）するとともに、地質標本館の標本・展示、岩石薄片作製技術に関わ

る新聞社、専門誌（地図専門誌「地図中心」）の取材に対応した（8件）。また、

他機関協力の中での地質情報の利用として、各地博物館へ資試料提供（7件：再

掲）したほか、つくば市による教育事業「ちびっ子博士」協力、企業への技術コ

ンサルティング（1件）も実施した。

の普及に努めたこと、

(5)これまでに蓄積・管

理・公開してきた地質情

報・地質標本等が、各地

の博物館、テレビ番組、

書籍、ジオパーク解説等

に利用されたこと、とい

う観点から、年度計画通

り業務を実行したもの

と評価する。特に、過去

の地質情報の整備及び

成果普及活動の成果を

「知的資源」として整

備・公開・管理し、所外

組織の要請に対応、社会

的二次利用へ貢献、およ

びテレビ番組等の制作

に協力したことは、ひい

ては公的機関としての

産総研の信頼性・知名度

の向上に貢献したと評

価できる。 
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人材育成の面では、感染拡大の防止策に努めながら、「地質の調査」の研究成

果を利用して博物館実習、薄片作製研修、地質調査研修、自治体職員向け研修等

を実施した。 

〇計量標準の

開発・整備・供

給と活用促進 

SI 単位の定義

改定も踏まえ

た次世代の計

量標準の開発

並びに、産業・

社会ニーズに

即した計量標

準の開発・整備

を行うととも

に、整備された

計量標準を確

実に供給する。

更に計量標準

の活用促進に

向けて、計量ト

レーサビリテ

ィシステムの

高度化を進め

る。 

〇計量標準の開

発・整備・供給と

活用促進 

SI 単位の定義改

定も踏まえた次

世代の計量標準

の開発並びに産

業・社会ニーズに

即した計量標準

の開発・整備を行

うとともに、整備

された計量標準

を確実に供給す

る。更に計量標準

の活用促進に向

けて、計量トレー

サビリティシス

テムの高度化を

進める。今後の社

会情勢やマーケ

ティングにより

変更される可能

性はあるが、現時

点では以下に取

り組む。 

・改定された SI

単位の定義に基

づく計量標準の

現示技術の高度

化及び次世代計

量標準のための

研究開発を推進

する。 

・産業・社会ニー

ズに対応して設

定される国の知

的基盤整備計画

〇計量標準の開発・整備・

供給と活用促進 

・改定されたキログラム

の定義の下では第 2 回目

となる国際比較に参加し、

キログラムの定義を直接

現示できる国家計量機関

（世界で 6か国のみ）とし

て、質量単位の同等性確認

に貢献する。また、光格子

時計による国際原子時の

リアルタイム校正を行う。 

・新たに策定される第３

期知的基盤整備計画に基

づいて、物理標準及び標準

物質の整備を進めるとと

もに、既に利用されている

整備済みの計量標準の維

持・管理・供給及び合理化・

効率化を行う。併せて、計

量法の運用に係る検査・試

験・審査・技術基準の作成

及びそれらに関連する支

援を行う。 

・水道水～高純度水の水

質管理に必要となる低電

気伝導率標準の利活用を

促進する参照標準器の開

発に取り組む。 

・計量標準・標準物質・法

定計量に関する展示会へ

の出展やセミナー、計測ク

ラブの会合等を実施し、計

量標準の更なる成果普及

及び人材育成の強化に取

り組む。特に、ウェブサイ

a) キログラム実現能力の同等性を確認するための国際比較に参加し、質量単位

の同等性確認に貢献した。また体積測定、表面分析、質量比較はいずれも真空中

で行われるが、測定装置間の移動時、シリコン単結晶球体は空気にさらされる。

この影響を表面分析によって評価し、高精度でのキログラムの実現に問題がない

ことを示した。この結果は Q1 ジャーナルに掲載された（IEEE Trans. Instrum. 

Meas, 71, 1001409 (2022) ）。さらに世界的にも難題である、光格子時計による

国際原子時のリアルタイム校正を達成した。 

量子抵抗標準のプロトタイプ開発の取り組みにおいて、磁性トポロジカル絶縁

体の膜質を向上し、電流に対する安定性を改善した素子の開発に成功した。臨界

電流と量子化精度の両方が、米国・ドイツの有力研究機関の量子異常ホール効果

を用いた測定と比較して 1 桁から 2 桁程度優れ、世界最高である。本研究成果

は、Q1 ジャーナルに掲載され(Nat. Phys., 18, 25 (2021))、Web 記事等でも複

数取り上げられ、高い注目を浴びた。得られた結果は、量子異常ホール効果の実

用化への道筋を示す。 

b) がん治療のための内用療法に用いるアルファ線放出核種として有望視されて

いるアクチニウム 225 (Ac-225)の放射能測定法を開発し、標準供給を開始した。

これを含め、物理標準 2件、標準物質 3件の標準を整備し、供給体制を整えた。

また、整備済みの計量標準の維持・管理・供給及び合理化、効率化を行った。メ

ートル条約等に係る国際的な枠組みでの活動に参画し、国際相互承認の維持のた

めのピアレビューや ASNITE 認定審査については、オンラインで実施する等、維

持・管理の合理化・効率化も実施した。 

c) 開発した参照標準器が、水道水の電気伝導率（約 10 mS/m）を包含した 5 mS/m

から 10,000 mS/m の電気伝導率計測に適用可能であることを示した。また、各種

計量教習や指定検定機関講習、JASIS 2021 の標準物質セミナー等、教習、講習、

研修、セミナー、研究会を計 10 回以上開催した。ウェブサイト等を活用した情

報発信のためのコンテンツを拡充した。計量教習等の一部について、IT 技術を導

入した遠隔研修を行った。 

全方向形標準 LED の開発では、可視波長全域をカバーするスペクトルを実現す

るとともに、従来の全光束標準電球に匹敵する光強度の安定性及び再現性と、全

光束測定用の標準光源として理想的な配光特性を実現した。本研究成果は照明学

会で発表を行い、新聞や Web 記事等で複数取り上げられるなど、高い注目を浴び

た。 

目標の水準を満たして

いる。 

年度計画を達成し、順

調に進めている。国の知

的基盤整備計画に基づ

いて物理標準・標準物質

や技術を開発・維持・供

給し、計量標準等が社会

で利活用される体制を

整えた。計量標準に関す

る研究のうち、特に量子

異常ホール効果を利用

した弱磁場下での量子

抵抗標準の実現に関す

る研究で得られた結果

は、Q1 ジャーナルに掲載

されるとともに、複数の

Web メディアに報道さ

れ、社会的な注目を集め

ている。さらに、計量標

準技術の社会への普及

や人材育成のため、教

習、講習、研修、セミナ

ー、研究会を計 10 回以

上行った。これらの成果

は、基盤的・革新的な計

測技術シーズの創出に

つながり、各種計測技術

による、さまざまな社会

課題の解決への貢献が

期待できる。以上より、

総合的に目標の水準を

満たす成果が得られた。 
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に基づいて、物理

標準及び標準物

質の開発・範囲拡

張・高度化等の整

備を進めるとと

もに、既に利用さ

れている整備済

みの計量標準の

維持・管理・供給

を行う。また、計

量法の運用に係

る技術的な業務

と審査及びそれ

らに関連する支

援を行う。 

・計量標準の活用

を促進するため、

高機能・高精度な

参照標準器等の

開発並びに情報

技術の活用によ

り、計量標準トレ

ーサビリティシ

ステムの高度化

を進める。また、

研修、セミナー、

計測クラブ、ウェ

ブサイト等を活

用した、計量標準

の更なる成果普

及及び人材育成

の強化に取り組

む。 

トを活用した情報発信の

強化に取り組むとともに、

計量研修センターで実施

する計量教習等の一部に

ついて、IT 技術を導入し

た遠隔研修の実施を検討

し、教習へ直接参加が難し

い計量行政人材への支援

を行う。 

〇計測技術を

活用した適合

性評価基盤の

構築 

国際同等性が

担保された信

頼性の高い計

〇計測技術を活

用した適合性評

価基盤の構築 

国際同等性が担

保された信頼性

の高い計測標準

〇計測技術を活用した適

合性評価基盤の構築 

・国際同等性の確保され

た信頼性の高い計量標準

を活用し、ミリ波帯コネク

a) ミリ波帯コネクタに関して、国内企業と共同で SMPS コネクタを開発し、構造

に起因する電気的・機械的な性能を実証した。実証結果に基づく技術仕様を作成

し、IEC/TC46/SC46F/WG1（無線及びマイクロ波受動回路部品のうち同軸コネクタ

及びその評価方法）へ国際規格（IEC/TC46/SC46F/570）を提案した。また、周波

数領域の挿入損失測定の精度評価に関する技術仕様についても国際規格

(IEC/TC46/SC46F/568)を提案した。さらに、高周波コネクタのサージ電圧耐性試

験方法について、国際規格(IEC/TC46/SC46F/569)を提案した。 

目標の水準を満たして

いる。 

年度計画を全て達成

した。ミリ波帯の部品の

技術仕様及び評価方法

について、3 件の国際規

格を IEC に提案した。標

準物質総合情報システ
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量標準を活用

し産業標準を

制定するとと

もに、それらに

対応した適合

性評価基盤を

構築する。 

を活用し産業標

準を制定すると

ともに、それらに

対応した適合性

評価基盤を構築

する。今後の社会

情勢やマーケテ

ィングにより変

更される可能性

はあるが、現時点

では以下に取り

組む。 

・国際同等性の確

保された信頼性

の高い計量・計測

標準を活用し、製

品の認証に必要

となる国内外の

産業標準化を推

進する。 

・適合性評価基盤

の構築・強化に資

する、計測・分析・

解析手法及び計

測機器・分析装置

の開発・高度化並

びに計量に係る

データベースの

整備・高度化に取

り組むとともに、

関連する情報を

更新・拡充し、広

く提供する。 

タ及び部材の 100 GHz 超

の電磁波特性の評価技術

について標準化提案を行

う。 

・データベースの整備に

おいて、国内頒布標準物質

及びスペクトルデータや

熱物性データに関する情

報を更新するとともに、遅

滞なくユーザーに公開す

る。 

・玄麦中残留農薬分析、ブ

ロックゲージ、分銅、Ｘ線・

γ線測定器などの技能試

験に参照値を提供し、当該

計測分野における適合性

評価基盤の構築に貢献す

る。 

b) データベース整備において、SDBS では主にマイクロプラスチックによる環境

汚染の評価に重要となる樹脂添加剤について、360 件の新規スペクトルデータを

整備し、公開した。また、8か国の出版社等に対し試験問題、大学等の教科書、

専門書のために 15 件（延べ 164 スペクトル）をライセンスした。熱物性 DB で

は、創エネルギー分野で注目されるナノ構造化薄膜等について不確かさの評価さ

れた高信頼熱物性データを新規に 28 件整備し、公開した。データ整備に関連し

てハイインパクト論文 1報(Appl. Phys. Lett., 118, 15161 (2021), Featured 

Article 選出)が出版された。RMinfo については、国内機関供給の 8,000 を超え

る認証標準物質（CRM）等の情報を更新し、ユーザーに継続的に公開した。SDBS

および熱物性 DB のアクセス数は、それぞれ約 3,200 万件と約 160 万件であった。

また、SDBS の全スペクトルデータは経済産業省の重点産業技術に係るオープン

イノベーション拠点整備事業へ提供される事となった。熱物性 DB では大規模デ

ータ処理技術を活用し、民間企業との共同研究 1件を実施した。適合性評価基盤

の構築において、民間企業と共催で食品メーカーや受託分析機関等のおよそ 40

機関を対象とし、玄麦中残留農薬分析の技能試験を実施した。産総研は一次標準

測定法である同位体希釈質量分析法を用いた分析技術による正確な参照値の付

与と、参加者の結果の統計解析を担当した。産総研の分析・解析結果を基に、各

機関は自身の分析技能を確認でき、また、継続参加している機関の分析技術向上

を確認できた。 

ムについては、8,000 を

超える認証標準物質

（CRM）等の情報を確認・

更新し、ユーザーに公開

した。有機化合物のスペ

クトルデータベースに

ついては、新規に 360 件

スペクトルデータを公

開した。さらに外部機関

へのスペクトルデータ

のライセンスは15件（延

べ 164 スペクトル）に達

した。分散型熱物性デー

タベース（熱物性 DB）に

ついて、新規に 28 件の

熱物性関連データを公

開した。関連論文 2報が

出版され、うち 1報はハ

イ イ ン パ ク ト 論 文

( Featured Article に

選出)となった。さらに、

熱物性 DB では大規模デ

ータ処理技術を活用し

た民間との共同研究を 1

件実施した。玄麦中の残

留農薬成分分析の技能

試験を実施した。以上よ

り、総合的に目標の水準

を満たす成果が得られ

た。 

（４）技術経営

力の強化に資

する人材の養

成 

技術経営力の

強化に寄与す

る人材の養成・

（４）技術経営力

の強化に資する

人材の養成 

技術経営力の強

化に寄与する人

材の養成・資質向

（４）技術経営力の強化に

資する人材の養成 

・イノベーションスクー

ルにおいては、産業界を中

心として広く社会にイノ

○技術経営力

の強化に寄与

する人材の養

成に取り組ん

でいるか 

・技術経営力の

強化に寄与す

a) イノベーションスクールでは、企業をはじめ、大学や公的研究機関等の多様

な分野で活躍し、オープンイノベーションに貢献できる人材の輩出を目的とし

て、「イノベーション人材育成コース」（若手博士研究者対象）と「研究基礎力育

成コース」（大学院生対象）の 2コースを開校し、全体で 40 名以上を修了させ年

度計画通りに人材育成を達成した。 

 「イノベーション人材育成コース」は令和 3年 4月に開校し、14 名の博士研究

者を受入れ 1年間のプログラムを実施した。産総研の最先端研究に従事して自身

の研究能力を研鑽しながら、スクール独自の講義・演習を受講し、連携力、研究

目標の水準以上に達成

している。 

イノベーションスク

ールでは、全体で 40 名

以上を修了させた。イノ

ベーション人材育成コ

ースでは、民間企業への

就職が多く（45%超）、企
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資質向上・活用

促進は、産総研

が担うべき重

要な業務であ

り、イノベーシ

ョンスクール

やデザインス

クール等の人

材育成事業の

充実・発展を図

り、制度利用の

促進を進める。 

上・活用促進は、

産総研が担うべ

き重要な業務で

あるため、「研究

力強化・若手研究

者支援総合パッ

ケージ（令和２年

１月総合科学技

術・イノベーショ

ン会議決定）」に

おける施策の方

向性に基づき、イ

ノベーションス

クールやデザイ

ンスクール等の

人材育成事業の

充実・発展を図

り、制度利用の促

進を進める。 

イノベーショ

ンスクールにお

いては、博士号を

持つ若手研究者

や大学院生に向

けて、産総研が有

する高度で専門

的な知識と技術

を活かしつつ、広

い視野や企画力

及び連携力等を

習得する講義・演

習、産総研での研

究開発研修、民間

企業での長期イ

ンターンシップ

等のプログラム

を実施し、社会の

中でいち早く研

究成果を創出で

きる人材の養成

に取り組む。ま

た、社会課題への

ベーティブな若手研究者

を輩出することを目的と

し、博士人材及び大学院生

を対象に、受講生のニーズ

に合わせた講義・演習や、

産総研における研究開発

研修、長期企業研修などを

引き続き実施する。また、

修了生が主催するイベン

ト等の運営を支援し、人的

ネットワークの拡充に貢

献する。大学等との連携を

深め、キャリア支援に関す

る情報提供を基に、将来的

なイノベーションスクー

ルへの応募などに繋げる。

また、「新たな日常」にお

いて必要な知識を見直し、

カリキュラムへの反映を

検討する。 

・産総研デザインスクー

ルにおいては、未来洞察手

法、システム思考、デザイ

ン思考等の研修を実施し、

社会課題をプロジェクト

に設定し、社会的課題解決

を実践できる人材の育成

に取り組む。また、令和２

年度に得られたオンライ

ンでの知見を用い、オンラ

インとオフラインのメリ

ットを併せたハイブリッ

ド型で設計し、ワークショ

ップやシンポジウムの開

催、大学や企業、所内他部

署などへのコンサルティ

ング活動等の産学官民共

創活動を展開する。 

る人材育成状

況 

等 

力、人間力の 3 つの能力を学び育てた。また社会情勢を受けた、「アフターコロ

ナを見据えた理系人材の活躍に向けて」といった講義も用意し、意識の向上を図

った。長期企業研修（2～4か月）では、企業における研究開発の実態やマネジメ

ントを実体験して学んだ。修了生は、民間企業等で技術経営力の強化に寄与する

「イノベーション人材」としての活躍が見込まれており、実際、企業就職（累積

修了生 335 名の内、45%が民間就職）後、「日本女性技術者フォーラム 奨励賞」

を受賞する等、活躍している。 

 「研究基礎力育成コース」は、社会状況を反映して全ての講義等をオンライン

前提に募集し、地方の大学生や全国の大学内に設置している産総研 OIL 所属の学

生の参加を促した。その結果、応募が初めての大学も増え、令和 2年度実績（23

名）を大きく上回る 35 名の大学院生を迎えて令和 3年 10 月に開講し、半年間の

プログラムを実施した。講義・演習では大学院生向けのプログラムを通じて、連

携力、研究力、人間力を学び、研究者として自立するために必要な基礎力を醸成

した。また、コロナ関係や AI などの産総研のトピックス的研究についての講義

を用意し、職員から研究紹介のみならず先輩研究者として熱意あるメッセージを

スクール生に伝授した。なおオンライン化によるスクール生同士の交流不足が危

惧されたが、オンラインでの交流企画を多く用意して、対面と遜色ない交流を図

った。各コース間の交流会、スクール OB との交流会なども用意し、これから社

会で活躍が期待されるスクール生の人的ネットワーク拡充を支援した。 

b) デザインスクールにおいては、社会的検証技術及び、技術を社会につなげる

技術マーケティング能力の向上を目指し、社会イノベーションの実践に関する研

究活動や協働プロジェクト活動を推進できる人材育成を目的として、「マスター

コース」（産総研職員と企業研修生対象）と「ショートコース」（産総研職員対象）、

「単発コース」（産総研職員対象）の 3 コースを開校し、全体で 100 名以上を修

了させ年度計画通りの人材育成を達成できた。 

 「マスターコース」は令和 3年 7月に開校し、7名の企業研修生と 7名の産総

研職員を受入れ 8 か月のプログラムを対面とオンラインのハイブリッドで実施

した。スクール生は、探求力、俯瞰力、共創力、実践力の 4つの力を培うことを

目的として、カリキュラム作成や評価方法の開発などで連携しているデンマーク

の KAOSPILOT の講師によるクリエイティブリーダーシップ研修、未来を俯瞰する

ための未来洞察、共創力などを培うデザイン思考、アート思考などを学びながら、

地域の社会課題をテーマとしてアクティブラーニングを行い、令和 4年 1月末の

成果報告と評価委員会における総合評価を経て、令和 4年 2月初旬に無事全員の

修了式を迎えた。修了生には国家プロジェクト等のリーダー（3名）、ベンチャー

創業者（1 名）や IEC1906 賞等国際的な賞の受賞者（2 名）等、世界的にも活躍

を期待できる人材を輩出している。「ショートコース」では、当該コース等修了

生 5名が講師を務め、当該コース等で得られた知見を元にデザイン・実践するコ

ース（計 5 回）を開き、主に共創力を養う研修を行い講師役を含め 22 名が修了

した。「単発コース」では、クリエイティブリーダーシップ研修を行い 69 名が修

了した。加えて、令和 3年度に開始したアントレプレナーシップ研修として、ク

リエイティブアントレプレナーシップ研修を実施し、25 名が修了した。

業就職後も、「日本女性

技術者フォーラム 奨励

賞」を受賞する等、活躍

している。 

デザインスクールで

は、全体で 100 名以上を

修了させた。マスターコ

ースでは国家プロジェ

クト等のリーダー（3

名）、ベンチャー創業者

（1 名）や IEC1906 賞等

国際的な賞の受賞者（2

名）等、世界的な活躍を

期待できる人材を輩出。

また、ショートコース等

修了生が講師を務め、当

該コース等で得られた

知見を元にデザイン・実

践する研修を実施。 
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理解を深める講

義・演習を充実さ

せるとともに、修

了生による人的

ネットワークの

拡大を支援する。 

デザインスク

ールにおいては、

社会から課題を

引き出し、経済性

や社会的な影響

まで評価を行い、

技術を社会と合

意形成しながら

フィードバック

するノウハウを

持つ人材が不足

していることか

ら、社会的検証技

術及び技術を社

会につなげる技

術マーケティン

グ能力の向上を

目指し、社会イノ

ベーションの実

践に関する研究

活動や協働プロ

ジェクト活動を

推進できる人材

育成に取り組む。 

広報活動として、世界各国のデザイン研究や教育研究の有識者を招待したオン

ラインシンポジウムを 5回行い、毎回 100 名以上の参加者を集めた。

社会情勢を反映して全ての研修、イベントを基本オンラインで設計、実施しつ

つ、コロナ感染や議論の状況に応じ、対面での授業も有効的に設定し、ハイブリ

ッドでの設計も行った。また、5年間の知見から、大学での教育カリキュラムの

設計への協力、企業での人材育成アドバイス、所内他部署等へのコンサルティン

グ活動として、新人研修等の設計に関わるなど、産学官民共創活動を展開した。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報

Ⅰ―４ 研究開発成果を最大化する中核的・先駆的な研究所運営

関連する政策・施策
我が国全体の科学技術イノベーション政策

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など）
国立研究開発法人産業技術総合研究所法第１１条第１項

当該項目の重要度、困難

度

（必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー

（研究開発評価、政策評価書若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビ

ューシートの番号を記載）

２．主要な経年データ 

①主な参考指標情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

基準値等 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

研究開発予算額（千

円） 

1,543,607 3,472,196 

従事人員数 321 の内数 327 の内数 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣に

よる評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ４．研究開発成

果を最大化す

る中核的・先駆

的な研究所運

営 

４．研究開発成果

を最大化する中

核的・先駆的な研

究所運営 

４．研究開発成果を最大化

する中核的・先駆的な研究

所運営 

〇特定研究開発

法人として求め

られている取組

を推進できてい

るか 

〇国の施策等へ

の貢献に取り組

んでいるか 

・特定研究開発

法人としての取

組状況 

・国の研究プロ

ジェクト等への

取組状況 

等 

「特定法人の役割」については、理事長のリーダーシップの下での特定法人と

して求められている役割として、国家戦略、「研究経営方針」並びに「経営方

針」に基づいた研究戦略のブラッシュアップ、世界最高水準の研究成果の創出、

普及、活用の促進による国家的課題の解決を先導するための方針を決定した。 

「技術インテリジェンスの強化・蓄積及び国家戦略等への貢献」については、

WG のメンバーを拡充し、社会課題の解決に向けた 4 つの研究テーマの分析結

果をもとにした、既存研究テーマの強化、理事長裁量予算による新たな研究テ

ーマの立上げを実施した。個々の研究内容の可視化のための「AIST Search」

の導入、量子技術や AI 等に関しての技術インテリジェンスを経済産業省先端

テクノロジー戦略室へ積極的に提供した。

「国の研究開発プロジェクトの推進」については、関係部署への産総研が取

り組むべき研究テーマの提示により、グリーンイノベーション基金事業につい

て、産総研が関係する課題が 17 件採択された。また、FREA 及び AI 研究拠点

では、新たな NEDO 事業を開始した。 

「国際的な共同研究開発の推進」については、ゼロエミッション国際共同研

究センターにおいて、国際会議「RD20」の第 3回開催事務局を担い、国際共同

研究の創出に向けタスクフォースを開始し、世界を主導する研究機関のトップ

会合の成果を文書で発表し、国立研究機関等との人的交流や国際共同研究の連

携強化を図り、環境対策に資する革新技術の研究開発を推進した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：「特定法人の役割」

として、国家戦略、「研究

経営方針」並びに「経営

方針」に基づいた研究戦

略のブラッシュアップ、

国家的課題の解決を先

導するための方針の決

定、「技術インテリジェ

ンスの強化・蓄積及び国

家戦略等への貢献」とし

て、既存研究テーマの強

化、理事長裁量予算によ

る新たな研究テーマの

立上げの実施及び量子

技術や AI 等に関しての

技術インテリジェンス

の経済産業省への提供、

評定 



116 

「国の研究開発プロジ

ェクトの推進」として、

グリーンイノベーショ

ン基金事業での研究課

題の採択及び FREA 及び

AI 研究拠点での新たな

NEDO 事業の開始、「国際

的な共同研究開発の推

進」について、国際会議

「RD20」の第 3回開催と

国際共同研究の創出に

向けたタスクフォース

の開始などの成果を得

ることができた。 

以上、研究開発成果を

最大化する研究所運営

として、目標の水準に達

達したことなどを総合

的に判断して、自己評価

を「Ｂ」とした。 

＜課題と対応＞ 

世界最高水準の研究成

果の創出のためには、イ

ノベーション・エコシス

テムの中核としての体

制整備、産総研の総合力

発揮のためのガバナン

スの確立のための効率

的な組織運営が重要と

考えている。引き続き経

営陣のリーダーシップ

のもと、国の戦略や方針

も踏まえつつ、取組むべ

き課題を明確にし、メリ

ハリを付けた組織運営

を行う必要がある。ま

た、国の施策推進のため

に重要な研究拠点にお

いては、国内外の研究機

関との連携をさらに深

化させ、より多くの国際
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プロジェクトの実施と

成果発信が重要である。 

（１）特定法人

としての役割 

理事長のリー

ダーシップの

下で、特定法人

に求められて

いる以下の取

組を推進する。 

・国家戦略に

基づき、世界最

高水準の研究

成果の創出、普

及及び活用を

促進し、国家的

課題の解決を

先導する。 

・我が国全体

のイノベーシ

ョンシステム

を強力に牽引

する中核機関

として、産学官

の人材、知、資

金等の結集す

る場の形成を

先導する。 

・制度改革等

に先駆的に取

り組み、他の国

立研究開発法

人をはじめと

する研究機関

等への波及・展

開を先導する。 

・法人の長の

（１）特定法人と

しての役割 

理事長のリーダ

ーシップの下で、

特定法人に求め

られている取組

を推進する。具体

的には、世界最高

水準の研究開発

成果を創出し、イ

ノベーションシ

ステムを強力に

牽引する中核機

関としての役割

を果たすべく、科

学技術・イノベー

ション基本計画

等の国家戦略に

基づき社会課題

の解決に貢献す

る世界最高水準

の研究開発等に

取り組む。 

また、「AI 戦略

2019（令和元年６

月統合イノベー

ション戦略推進

会議決定）」や「革

新的環境イノベ

ーション戦略（令

和２年１月統合

イノベーション

戦略推進会議決

定）」等に基づき、

人工知能研究セ

（１）特定法人としての役

割 

・理事長のリーダーシップ

の下で、国家戦略に基づき、

世界最高水準の研究成果の

創出、普及及び活用を促進

し、国家的課題の解決を先

導するため、令和２年度に

策定した「第５期産総研の

研究に関する経営方針」を

役職員が理解し、産総研の

価値向上のため自発的に行

動する取組を推進する。ま

た、産総研の総合力をより

発揮するべく実効的なガバ

ナンスを確立するため、理

事会等の組織運営体制を整

備し、令和３年度より運用

する。 

・「AI 戦略 2019」に基づき、

引き続き、内閣府や理化学

研究所、情報通信研究機構

等と連携し、日本の AI の研

究開発などの連携の機会を

提供する「人工知能研究開

発ネットワーク」を運営す

る。 

・ゼロエミッション国際共

同研究センターは、国内研

究拠点の府省・官民連携を

行うとともに、「東京湾岸ゼ

ロエミッション・イノベー

ションエリア」構想を推進

するために、「東京湾岸ゼロ

エミッションイノベーショ

a) 令和 2年度に策定した「第 5期産総研の研究に関する経営方針」（研究経営

方針）に対するアクションプランを策定し、ポリシーステートメントへの反映

等を通して所内浸透を進めた。また、産総研の総合力をより発揮するべく実効

的なガバナンスを確立するため、理事会の見直しなど執行と監督を分離して組

織運営体制を整備し運用を開始した。 

 加えて、産総研が目指すところを組織全体で議論して深い共感をもって共有

できることを目指して「産総研ビジョン」を策定した。さらに、産総研の持つ

イノベーション創出機能を大幅に強化し、日本全体のイノベーション・エコシ

ステムの中核としての役割を果たすため、「第 5 期 産総研の経営方針」（経営

方針）を新たに策定したことに加え、経営方針を理事長自らが内外での講演や

メディアへの取材対応により喧伝することで、我が国のイノベーションシステ

ムを牽引するための新たな連携に向けた取り組みを実施した。

さらに、強力なトップマネジメントの下で、更なる研究開発成果を創出し、

それらのグローバルな社会実装、新興国研究機関との連携を推進するため、令

和 2 年度に策定した研究戦略について、「研究経営方針」、「経営方針」並びに

国家戦略に基づいてブラッシュアップを行った。 

 加えて、広く意見を聞く体制を構築するため、経済産業省 産業技術環境局 

研究開発課、先端テクノロジー戦略室との定期的な意見交換を行う体制を整え

た。 

b) 「AI 戦略 2019」のフォローアップとして令和 3 年度に決定した「AI 戦略

2021」に基づき、理化学研究所や情報通信研究機構等と連携し、「人工知能研

究開発ネットワーク」の運営等の取組を実施した。具体的には、当該ネットワ

ークの Web サイトにおいて、継続的に中核会員、利用会員、特別会員等からの

記事を掲載することにより、人工知能に係る研究開発等の取組に係る統合的な

情報発信を行った。さらに、「第 2 回 AI・人工知能 EXPO 秋」において人工知

能研究開発ネットワーク中核会員 3 機関代表者による基調講演を企画・実施

し、連携活動を促進した。 

c) 「東京湾岸ゼロエミッション・イノベーションエリア」構想を具体化する

ものとして令和 2 年 6 月に設立された「東京湾岸ゼロエミッションイノベー

ション協議会」に、ゼロエミッション国際共同研究センターは事務局及び幹事

機関として参画し、同構想の推進に取り組んだ。また、国内研究拠点の府省・

官民連携を行う「ゼロエミッション拠点フォーラム」について、文部科学省の

次世代エネルギー基盤研究拠点の関係者との調整を行ったほか、苫小牧のカー

ボンリサイクル実証研究拠点と共同でフォーラムを開催した。 

目標の水準を満たして

いる。 

 理事長のリーダーシ

ップの下で、特定法人と

して求められている役

割について、計画通りの

成果が得られた。具体的

には、国家戦略、「研究経

営方針」並びに「経営方

針」に基づいて研究戦略

をブラッシュアップ、世

界最高水準の研究成果

の創出、普及及び活用を

促進し、国家的課題の解

決を先導するための方

針を決定した。 
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明確な責任の

下、迅速、柔軟

かつ自主的・自

律的なマネジ

メントを実施

する。 

ンターやゼロエ

ミッション国際

共同研究センタ

ー等で産学官の

叡智を結集して

研究を推進する

活動をはじめと

して、他の国立研

究機関等との連

携を主導するこ

とで我が国のイ

ノベーションシ

ステムの牽引に

貢献する。 

併せて、第４期

に他の特定法人

に先駆けて特定

国立研究開発法

人特例随意契約

を導入した知見

を提供すること

により、同制度の

他機関への適用

拡大に貢献する

とともに、所内に

おける諸制度の

運用改善を図り

つつ、必要な制度

改革を積極的に

働きかける。 

こうした様々

な取組を効果的

に推進するため

に、PDCA の機能強

化に資する組織

体制の見直しを

行うことにより、

迅速、柔軟かつ自

主的・自律的なマ

ネジメントを実

施する。 

ン協議会」に主要機関であ

る幹事及び事務局として参

画する。 

•国立研究開発法人特例随

意契約について、1,000 万

円への上限金額引上げを導

入した知見を提供すること

により、同制度の他機関へ

の適用拡大に引き続き貢献

する。 

・PDCA の機能強化のために

見直した組織体制を、適切

に運用して、迅速、柔軟か

つ自主的・自律的なマネジ

メントを実施する。

d) 特定国立研究開発法人特例随意契約(特例随契)について、規程類の整備や、

これまで一部研究職員により行われていた検収作業を事務職員に一本化した

検収体制構築等のガバナンス強化を行い、年度計画通り 1,000 万円への上限

金額引上げに相応しい体制を構築し、他機関への適用拡大に資する運用を実施

した。 

e) 迅速、柔軟かつ自主的・自律的なマネジメントのため、企画本部内に新た

に技術政策室を設置する組織体制の見直しにより、第 5 期中長期目標期間内

の組織評価方針である「定性的評価」に合わせて、成果の質をきめ細かく自己

評価し、PDCA サイクルを可能とする体制を整備し、運用した。また、社会課題

解決に向けた融合研究を推進するためのロードマップを策定し、フォローアッ

プに取り組んだ。 
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（２）技術イン

テリジェンス

の強化・蓄積及

び国家戦略等

への貢献 

産業競争力の

強化に向けて

我が国が重点

的に獲得すべ

き優れた技術

シーズやエマ

ージングテク

ノロジーを探

索・特定し、こ

れらに対して

限られたリソ

ースを戦略的

に配分するた

めには、国自ら

が世界の産業

や技術の動向・

競争力を俯瞰

し、国家戦略を

描くための技

術インテリジ

ェンスの強化

や蓄積が必要

となる。 

産総研は、国

立研究開発法

人として我が

国最大級の技

術インテリジ

ェンス機能を

有することか

ら、最先端の技

術動向の把握、

ゲームチェン

ジをもたらし

うる次なる革

新的技術シー

（２）技術インテ

リジェンスの強

化・蓄積及び国家

戦略等への貢献 

世界最高水準の

研究開発成果の

創出に向けた研

究開発を推進す

る中で、最先端の

技術動向の把握

や革新的技術シ

ーズの探索・発掘

等、自らのインテ

リジェンス機能

のさらなる向上

を図るとともに、

必要に応じて、経

済産業省や国立

研究開発法人新

エネルギー・産業

技術総合開発機

構（NEDO）の技術

戦略研究センタ

ー（TSC）に対し

て、その見識の共

有を行う。具体的

には、我が国最大

級の技術インテ

リジェンス機能

を有する国立研

究開発法人とし

て、研究開発に資

する幅広い見識

を活かし、経済産

業省や NEDO との

密なコミュニケ

ーションを通じ

て、国が策定する

研究開発の方針

等の国家戦略等

（２）技術インテリジェン

スの強化・蓄積及び国家戦

略等への貢献 

・世界最高水準の研究開発

成果の創出に向けた研究開

発を推進する中で、機微情

報の管理に留意しつつ、最

先端の技術動向の把握や革

新的技術シーズの探索・発

掘等、自らのインテリジェ

ンス機能の更なる向上を図

るとともに、引き続き所内

の各研究者が有する技術イ

ンテリジェンス機能をより

発揮する仕組みの構築を進

める。同時に、経済産業省

をはじめとする府省や国立

研究開発法人新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構

（NEDO）の技術戦略研究セ

ンター（TSC）等との情報交

換を通じ政策ニーズを踏ま

えつつ、積極的に研究動向、

技術動向を検討すると同時

に、新たな技術シーズに係

る研究開発の提案等を行

い、国が策定する研究開発

の方針等の国家戦略等の策

定及び実現へ貢献する。 

a) 令和 2年度に立ち上げた技術インテリジェンスワーキンググループ（技術

インテリ WG）について、幅広い視野からの取組みをするため、研究者に限ら

ず、総合職からのメンバーを加えた体制とし、年度計画の通り自らのインテリ

ジェンス機能のさらなる向上や、所内の各研究者が有する技術インテリジェン

ス機能をより発揮する仕組みの構築を進めた。具体的には、技術インテリ WG

において、産総研が設定した社会課題の解決に向けた 4つの研究テーマ（環境

調和、インダストリアル CPS、次世代治療・診断、サステナブルインフラ）に

ついて、解決に向けた技術的手段と産総研が強みを持つ技術の分析をするとと

もに、その分析結果をもとに既存研究テーマの強化や理事長裁量予算による新

たな研究テーマの立ち上げを行った。 

 また技術インテリ WG の取組の 1 つとして、所内研究職員の個々の研究内容

を可視化し、容易にコミュニケーションを図ることのできるツールとして、

「AIST Search」を導入し、理事長裁量予算による新たな研究テーマの立ち上

げに活用した。 

併せて、国が策定する研究開発の方針等の国家戦略に企画立案段階から貢献

した。具体的には、経済産業省先端テクノロジー戦略室との間で意見交換を行

う体制を通して、量子技術や AI 等に関して、該当分野における産総研が持つ

先端的な知見や研究開発動向などの技術インテリジェンスを積極的に提供し

た。 

目標の水準を満たして

いる。 

技術インテリジェン

スの強化・蓄積及び国家

戦略等への貢献につい

て、計画通りの成果が得

られた。具体的には、技

術インテリ WG のメンバ

ーを拡充し、社会課題の

解決に向けた4つの研究

テーマについて、分析結

果をもとに既存研究テ

ーマの強化や理事長裁

量予算による新たな研

究テーマを立ち上げた。

加えて「AIST Search」を

導入、個々の研究内容を

可視化した。さらに経済

産業省先端テクノロジ

ー戦略室との間で、量子

技術や AI 等に関して、

技術インテリジェンス

を積極的に提供した。 
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ズの探索や発

掘など、自らの

インテリジェ

ンス機能の更

なる向上を図

るとともに、経

済産業省や国

立研究開発法

人新エネルギ

ー・産業技術総

合 開 発 機 構

（NEDO）の技術

戦略研究セン

ター（TSC）に

対して技術イ

ンテリジェン

スを提供し、産

業技術に係る

知見の蓄積、共

有、関係機関の

能力向上に貢

献できる組織

体制を構築す

る。 

また、技術イ

ンテリジェン

スや人的ネッ

トワークを活

かし、国が策定

する研究開発

の方針等の国

家戦略等の策

定において、経

済 産 業 省 や

NEDO に対して

企画立案段階

から積極的に

貢献する。 

の策定に積極的

に貢献する。 
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（３）国の研究

開発プロジェ

クトの推進

世界最高水準

の技術インテ

リジェンスを

蓄積する特定

法人として、経

済産業省及び

NEDO、国立研究

開発法人日本

医療研究開発

機構（AMED）等

の関係機関と

連携しつつ、引

き続き、国の研

究開発プロジ

ェクトにおけ

る主導的役割

を担う。 

また、福島再

生可能エネル

ギー研究所や

AI 研究拠点、

ゼロエミッシ

ョン国際共同

研究センター、

量子デバイス

を含む次世代

コンピューテ

ィング拠点、マ

テリアル・プロ

セスイノベー

ションプラッ

トフォーム等、

国の施策を推

進する上での

重要拠点の機

動的な設置や

効果的な運営

を経済産業省

（３）国の研究開

発プロジェクト

の推進 

経済産業省等の

関係機関との連

携により、国家戦

略を実現するた

めの国の研究開

発プロジェクト

の組成に貢献す

る。また、NEDO や

国立研究開発法

人日本医療研究

開発機構（AMED）

等の研究開発プ

ロジェクトにお

いては、担当する

研究だけでなく、

プロジェクトリ

ーダーとして成

果の創出に向け

てプロジェクト

を牽引する役割

についても積極

的に果たす。 

国の施策を推

進するうえでの

重要拠点として

は、まず、2050 年

カーボンニュー

トラルの実現に

向けた革新的環

境技術に関する

基盤研究を世界

の叡智を融合さ

せながら進める

ための「ゼロエミ

ッション国際共

同研究センター」

を整備し、同セン

ターと「福島再生

（３）国の研究開発プロジ

ェクトの推進 

・引き続き、NEDO や国立研

究開発法人日本医療研究開

発機構（AMED）等の研究開

発プロジェクトに積極的に

参画するとともに、プロジ

ェクトを牽引する役割につ

いても積極的に担う。 

・ゼロエミッション国際共

同研究センターでは、「革新

的環境イノベーション戦

略」の重点研究テーマの基

礎研究を推進するととも

に、福島再生可能エネルギ

ー研究所（FREA）とも連携

し、革新技術の社会実装に

向けた NEDO 等の研究開発

プロジェクトの立案・推進

において主導的役割を果た

す。また、FREA は引き続き

再エネや水素に関する多様

な最先端研究開発を推進す

るとともに、これまで被災

三県向けに実施してきた被

災地企業のシーズ支援事業

を福島県浜通り地域等 15

市町村に対して実施し、被

災地復興と地方創生に貢献

する。 

・CPS 研究棟や ABCI を活用

し、AI 基盤技術の開発及び

社会実装を目指す国の研究

開発プロジェクトを推進す

る。 

・次世代コンピューティン

グ基盤開発拠点を整備す

る。また、次世代コンピュ

ーティング基盤戦略会議を

開催するなど推進体制を構

a) NEDO や AMED 等の研究開発プロジェクトに積極的に参画するため、関係部

署に産総研が取り組むべき研究テーマを積極的に提示した。その結果、グリー

ンイノベーション基金事業について、産総研が関係する課題が 17 件採択され

た。 

b) ゼロエミッション国際共同研究センターを研究拠点として「革新的環境イ

ノベーション戦略」の重点研究テーマに関する基礎研究を推進するとともに、

福島再生可能エネルギー研究所（FREA）とも連携し、再生可能エネルギーや水

素・エネルギーキャリア技術を中心に、NEDO 事業等のプロジェクトで実証・

実装研究を連携して進める体制を整えた。FREA では再生可能エネルギーと水

素エネルギーに関し、NEDO 事業等の国のプロジェクトの推進及び企業との共

同研究による技術実証と普及を推進した。さらに被災地企業のシーズ支援事業

は、これまでの事業により令和 2 年度については、被災地企業の売り上げ約

6.2 億円に貢献しているが、令和 3年度には 13 件の技術開発支援を行った。 

c) 産業用ロボット大手 6社が設立した技術研究組合である「産業用ロボット

次世代基礎技術研究機構（ROBOCIP ロボシップ）」と連携し、NEDO 事業「革新

的ロボット研究開発基盤構築事業」を実施、サイバーフィジカルシステム研究

棟の小型模擬店舗における商品ハンドリングのための基盤技術となる商品デ

ータベース設計を開始した。 

 AI 橋渡しクラウド(ABCI)を活用した、NEDO 事業「人と共に進化する次世代

人工知能に関する技術開発事業」、NEDO 事業「次世代人工知能・ロボットの中

核となるインテグレート技術開発」 など、国の研究プロジェクトを実施、AI

基盤技術開発及び社会実装の加速化に取り組んだ。 

d) 次世代コンピューティング基盤開発拠点の特徴的な共用施設として、300

㎜シリコンウェハ上でのデバイス量産技術開発の前段階の原理実証を小径ウ

ェハにて実施するため、PoC（Proof of Concept)ファブの整備を行った。ま

た、推進体制として、各界の有識者からなる次世代コンピューティング基盤戦

略会議を組織・運営し、所内に設置したワーキンググループによるヒアリング、

検討結果を精査・議論して、次世代コンピューティング技術、特に実世界エッ

ジコンピューティングおよび超分散コンピューティングの基盤（ハード）技術

に関わる、産業展開を視野にいれた研究開発戦略を取りまとめた。 

e) 年度計画通り、マテリアル・プロセスイノベーションプラットフォーム拠

点の整備を行い、推進体制を整備した。 

目標の水準を満たして

いる。 

NEDO や国立研究開発

法人日本医療研究開発

機構(AMED)等と連携し、

国の研究開発プロジェ

クトを積極的に牽引し

た。具体的には、関係部

署に産総研が取り組む

べき研究テーマを積極

的に提示した。その結

果、グリーンイノベーシ

ョン基金事業について、

産総研が関係する課題

が 17 件採択された。福

島再生可能エネルギー

研究所では「地熱発電導

入拡大研究開発」を含む

新たな NEDO 事業 3 件を

推進し、また AI 研究拠

点では NEDO 事業「人工

知能活用による革新的

リモート技術開発」を開

始した。 
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等との連携に

より、着実に推

進する。 

可能エネルギー

研究所（FREA）」と

の連携により、革

新的環境技術の

研究開発におい

て世界をリード

する。また、国の

研究機関として

初めての AI 研究

拠点である「人工

知能研究センタ

ー（AIRC）」は、「AI 

戦略 2019（令和元

年６月統合イノ

ベーション戦略

推進会議決定）」

において、AI の

実世界適用に向

けた AI 基盤技術

と社会への橋渡

しに向けた研究

の世界的な中核

機関として世界

をリードするこ

とが期待されて

おり、その役割を

担うため、AI 橋

渡 し ク ラ ウ ド

（ABCI）やサイバ

ーフィジカルシ

ステム（CPS）研究

棟を含む AI グロ

ーバル研究拠点

における研究開

発との好循環の

形成により、AI 基

盤技術開発及び

社会実装の加速

化に取り組む。ま

た、「AI 研究開発

ネットワーク」の

事務局として、AI 

築し、次世代コンピューテ

ィング基盤開発拠点の研究

開発に関する戦略をとりま

とめる。 

・マテリアル・プロセスイ

ノベーションプラットフォ

ーム拠点を整備し推進体制

を構築する。 



123 

研究開発に積極

的に取り組む大

学・公的研究機関

等との連携を積

極的に推進する。 

さらに、量子デ

バイスを含む次

世代コンピュー

ティング拠点及

びマテリアル･プ

ロセスイノベー

ションプラット

フォームを経済

産業省等との連

携により整備す

ること等に取り

組む。 

（４）国際的な

共同研究開発

の推進 

主要国(G20)の

クリーンエネ

ルギー技術分

野の研究機関

のリーダーを

集めた国際 

会議「RD20 

(Research and 

Development 

20 for clean 

energy 

technologies)

」を開催するこ

とをはじめ、研

究機関間の国

際的なアライ

アンス強化や

人的交流を図

る。さらに、機

微技術の着実

（４）国際的な共

同研究開発の推

進 

「ゼロエミッシ

ョン国際共同研

究センター」にお

いて、G20 を中心

とする世界有数 

の国立研究機関

等のリーダーが

出席する国際会

議 「 RD20 

(Research and 

Development 20 

for Clean Energy 

Technologies) 」

の開催事務局を

担い、研究機関間

の国際的なアラ

イアンス強化や

人的交流を促進

するとともに、国

際連携拠点とし

（４）国際的な共同研究開

発の推進 

・ゼロエミッション国際共

同研究センターにおいて、

「 RD20 (Research and 

Development 20 for Clean 

Energy Technologies)」の

開催事務局を担い、過去２

回の開催を通じて進めてき

た G20 を中心とする研究機

関とのアライアンスの強化

を通じて国際共同研究を展

開し、クリーンエネルギー

技術分野における革新技術

の研究開発を推進する。 

a) ゼロエミッション国際共同研究センターにおいて、国際会議「RD20

（Research and Development 20 for clean energy technologies）」の第 3回

を開催した。会議の開催事務局として、オンライン開催、テクニカルセッショ

ン及びリーダーズセッションから構成される複数日にわたるプログラム、国際

共同研究の創出に向けたタスクフォースの開始、リーダーズサマリーからリー

ダーズステートメントへの発展等、第 2 回会議からの進化を実現しつつ、G20

を中心とする国立研究機関等との人的交流や国際共同研究の連携強化を図り、

環境対策やクリーンエネルギー技術に関する革新技術の研究開発を推進した。 

目標の水準を満たして

いる。 

 ゼロエミッション国

際共同研究センターに

おいて、国際会議「RD20 

(Research and Develop-

ment 20 for clean 

energy technologies)」

の第3回開催事務局を担

い、前回に続きオンライ

ン開催等を取り入れ着

実に開催した。国際共同

研究の創出に向けタス

クフォースを開始し、世

界を主導する研究機関

のトップ会合の成果を

文書で発表したことで、

G20 を中心とする国立研

究機関等との人的交流

や国際共同研究の連携

強化を図り、環境対策に

資する革新技術の研究

開発を推進した。 
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な管理に留意

しつつ、ゼロエ

ミッション国

際共同研究セ

ンターを中心

とするゼロエ

ミッションと

我が国の産業

競争力の強化

に貢献する国

際的な共同研

究等を行うこ

とをはじめ、国

内のみならず

グローバルな

視点からの社

会課題解決を

推進する。 

てのイノベーシ

ョンハブ機能を

果たす。また、同

センターにおい

て「革新的環境イ

ノベーション戦

略（令和２年１月

統合イノベーシ

ョン戦略推進会

議決定）」に登録

された重点研究

テーマの研究を

実施し、国内のみ

ならずグローバ

ルな視点から温

暖化対策に貢献

する革新技術の

早期実現に貢献

する。 

４．その他参考情報

通則法第 28 条の４の規定に基づく評価結果の反映状況 

評価結果 令和３年度の対応状況 

（総合評価） 

（社会課題の解決） 

 開発した有望技術の社会実装に向けて、産業界をはじめとするより多くのステークホルダー

との連携の下に大きく展開すること。

 研究成果水準のベンチマークの明確化、各成果の実装に向けたロードマップの策定と発信を

「社会課題の解決」のすべての研究分野において課すことを検討すること。各々のテーマに

ついて、いつ頃どの程度各課題が解決でき、どのように社会に実装されて行くのか、その道

筋を体制も含めて明確に示すこと。

 より多くのステークホルダーとの連携の下で産総研技術を加速的に社会実装させるために、産業界と

の連携を強化する取組として、新規のコンソーシアムの設立や既存のコンソーシアムでの活動、民間

企業との共同研究、また国や公的研究機関、大学等とも連携を強化する協議を進めることで、技術の

社会実装に向けた取組を推進した。社会実装を推進するための体制として、各研究領域の研究戦略部

内に研究開発成果と産業界とのマッチングを主導する連携推進室を新規に設置した。また領域におけ

る具体的な取組として、LCA 活用推進コンソーシアムや CO2 分離回収・資源化コンソーシアム、もの

づくり革新推進コンソーシアムなどの中で、会員企業との連携を深化させるとともに、業界全体の技

術力向上を目指した活動を進めることで、多くのステークホルダーでの技術の実用化を目指した。

 「社会課題の解決」で実施しているすべての研究テーマについて、中長期計画の確実な遂行と社会実

装を見据えた道筋と体制を明記したロードマップを作成し、研究進捗等を管理している。ロードマッ

プ上では年度ごとのマイルストーンを明確にし、テーマによっては、目指している製品化や社会実装

の内容、その時期及び将来的なアウトカムを設定した。「橋渡しの拡充」や「基盤整備」においても、

可能な限り最小の研究単位レベルでのロードマップを作成している。

得られた研究実績の水準を明確にし、他機関の類似した研究開発と比較した研究水準および社会へ

のインパクトを示すために、比較可能な研究成果についてはベンチマークを実施した。国内機関のみ
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 メディアでの露出、基盤技術の提供、企業の巻き込みを促すため、研究マネジメント層のイ

ニシアティブ、業務効率化、さらに国の行政組織のサポートにより取組を一層進めること。

 少子高齢化の対策は、各重点領域の中での課題及びそれに対応する技術が個別に分散してい

る状態が見受けられる。点から面へつながるような研究活動の設計ができればより大きなイ

ンパクトが期待できるため、膨大な研究テーマの中でなぜ産総研がそのテーマに注力するか

の関係性を示すこと。 

でなく、国外機関が実施した研究成果についても比較対象とし、開発成果の水準を明確にした。 

 産総研の持つイノベーション創出機能を大幅に強化し、日本全体のイノベーション・エコシステムの

中核としての役割を果たすため、「第 5 期 産総研の経営方針」（経営方針）を新たに策定したこと

に加え、経営方針を理事長自らが内外での講演やメディアへの取材対応により喧伝することで、我が

国のイノベーションシステムを牽引するための新たな連携に向けた取り組みを実施した。さらに、強

力なトップマネジメントの下で、更なる研究開発成果を創出し、それらのグローバルな社会実装、新

興国研究機関との連携を推進するため、令和 2年度策定した研究戦略について、「研究経営方針」、

「経営方針」並びに国家戦略に基づいてブラッシュアップを行った。加えて、広く意見を聞く体制を

構築するため、経済産業省 産業技術環境局 研究開発課、先端テクノロジー戦略室との定期的な意見

交換を行う体制を整えた。

また、アグリビジネス創出フェア 2021、「知」の集積と活用の場などのイベントに全所的に出展し、

企業等への PR を行った。その他、産学官金連携に資する取組として DBJ とのシンポジウムを共催し

た。茨城県及びつくば市の主催による TSUKUBA STARTUP WEEK をはじめ、関係機関主催イベントに参

画・協力するとともに、内閣府のスタートアップ・エコシステムにおけるグローバル拠点都市である

東京コンソーシアムに新たに参画した。さらに、地域センターの看板研究の普及、地域公設試や経済

団体等との連携強化、及び地域ニーズの把握等を目的とし、各地でイベントを開催した。また、JST

産学連携ジャーナルでの産総研の連携支援施策の紹介や、公式ホームページで産総研の活用パターン

及び連携事例を新たに公開する等、中堅・中小企業等に向けた情報発信を行った。 

 社会課題の解決で実施している研究テーマは、社会ニーズからのバックキャストにより取組むべきテ

ーマを選定した。その中でも特に少子高齢化は、多岐の課題に起因し解決すべき課題や対策が種々存

在しており、その結果として関係する産業界も異なる。そのために、第 5期中長期期間に産総研が取

り組む研究テーマを、保有する技術の優位性・独自性も鑑み、「労働生産性向上」、「先端医療」、

「ヘルスケア」に分けて実施している。他方で、各研究テーマについては、研究領域の枠組みを超え

て所内に点在する技術を集約することで、困難度が高い課題解決に向けて取り組んでいる。具体的に

は、「労働生産性向上」では、社会課題「少子高齢化に伴いすべての産業分野で働き手が不足」から

のバックキャストにより、働き手不足の解消のためには、「労働参画機会の提供」及び「労働参画障

壁の解消」、また「労働生産性の向上」、「人口減少の抑制」が課題となることを導き出した。これ

らの課題解決に必要な技術である人工知能（AI）、ロボット、センサ、及び製造生産技術を有する研

究者を情報・人間工学領域およびエレクトロニクス・製造領域からインダストリアル CPS 研究センタ

ーに集結させ、技術を融合させることで課題解決に取り組んだ。

「先端医療」では、「2040 年までに健康寿命を男女とも 3年以上延伸する」という健康・医療戦略

での目標からのバックキャストにより、先端医療技術を確立する基盤となる医療機器・システムの技

術開発や、健康や疾患にかかわるマーカーや細胞の計測技術とそのデバイス化技術の研究開発といっ

た課題を設定し、これら技術を有する複数領域の研究者を集結させて取り組んだ。 

「ヘルスケア」については、個人の心身状態を日常生活の中でモニタリングし、分析と将来予測を

行い、個人に適合した介入・サービスを行うことが必要である。大学や企業等において、既に様々な

研究開発や製品化が実施されているが、多くの場合は個別のセンサやサービス等の研究開発に止まっ

ている状況にある。産総研では、センサ開発技術、AI を含む情報技術、サービス工学、生理・心理学

等の複数領域にまたがる技術を集結し、ヘルスケアに関する心身状態のモニタリングからデータ分

析、介入・サービス提供までの研究内容を一気通貫で取り組んだ。これにより、これまでに大学や企
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（橋渡しの拡充） 

 冠ラボ・OIL の活用について、既存の冠ラボ、OIL における研究の深化やクロスアポイント

メントを含む人的交流を強化するという方向性も含め、冠ラボや OIL の機能強化・制度改

善、地域との連携強化、ベンチャー創出など、理事長のリーダーシップの下、更に拡充する

こと。 

 研究活動のポートフォリオを描いた絵の通りに編成していく事は容易ではないため、外部と

の連携や人材の流動性強化に継続して取り組むこと。

 得られた成果をどのように社会に還元しているかの道筋を今後示すこと。

 技術のデータベースのような利活用のための基盤整備、海外からのニーズにも応えるための

整備を進めること。

（基盤整備） 

 産業界、大学などを巻き込んでの展開、現在の活動の強化と外部人材・組織との協業による

加速をさせるため、国際的にトップレベルの基盤技術を迅速に社会で活用できるよう、企業

との協力関係あるいは迅速なベンチャー企業の創設などの仕組みを構築することを検討する

こと。

業が実施できていない、ヘルスケアに関する新しいセンサやサービスにつながり、個人に適合した健

康支援が可能となる。 

 既存の冠ラボの連携・融合プラットフォームとしての活用促進のため、社会課題に対応した産総研の

活動を冠ラボ設置企業向けに紹介する特別セミナーを開催（7社 40 名参加）した。また、冠ラボ設置

企業の満足度向上に向けて、異分野融合の促進や新規分野での研究テーマ立案などに設置企業と一体

となって取り組むとともに、令和 2年度に引き続き個別ヒアリングを実施し、冠ラボの成果活用につ

いて知財面からの支援等を実施した。加えて、冠ラボ延長等の手続きについて企業の意思決定のスピ

ード感に合わせた制度改善を行うとともに、冠ラボ設置企業の人材育成ニーズに応える新たなスキー

ムを構築し、2社に対して実施した。

OIL の橋渡し機能の強化に向け、OIL に対して知財セミナーをはじめとする各種セミナーを開催す

るなど、大型の共同研究や外部資金の獲得を促進した。また、5 つの OIL を第 2 期として継続・発展

させた。 

 外部との連携および人材流動性を強化するために、令和 3年度は、新規に 7件のクロスアポイントメ

ント協定の締結を行い、大学法人及び民間企業との間の受入者・出向者は総勢 48 名となった（令和

4 年 3 月 31 日現在）。また、リサーチアシスタント制度を引き続き活用し、令和 3 年度 430 名（令

和 4年 3月末時点）の採用実績となった。さらに、兼業については、令和 3年度 1,059 件（令和 4年

月 3月末時点）の実績となり、これらの取組を通して優れた研究人材の循環を促進した。 

また、ナショナル・イノベーション・エコシステムの中核機能の強化に向けて、職員一人ひとりが、

様々な困難や変化に対して自ら枠を超えて行動を起こし新たな価値を生み出していくこと（アントレ

プレナーシップの発揮）を目的とした、「アントレプレナーシップ研修」を実施した。 

 「橋渡しの拡充」における各テーマについては、社会への迅速な還元を見据えたロードマップを作成

し、社会への還元、すなわちアウトカム達成に向けての短期（1～3 年以内）、中期（3～5 年程度）

的なマイルストーンを設定して管理した。ロードマップ中には、該当する技術の想定している社会実

装時期も記し、道筋の共有も図った。また、ロードマップは社会ニーズや社会環境の変化、技術の進

捗状況を反映するために、毎年見直しを行っている。また、社会ニーズに応える共同研究や技術コン

サルティング、国からの委託事業等の推進を通じて、得られた成果を国の事業等に還元した。

 保有する技術の利活用を促進し、海外のニーズに応えることも含め、所内研究職員の個々の研究内容、

スキル等を可視化し、容易にコミュニケーションを図ることのできるツールとして、「AIST Search」

を導入した。また、産業や社会の安全・安心を支える基盤整備のためのデータベースを整備・管理し、

日本語版（51 件）に英語版（5件）を含めて公式ホームページ上で外部へ公開している。 

 外部人材・組織との協業を加速させ、企業との協力関係を推進することで、開発した基盤技術を迅速

に社会で活用するために、各研究領域の全ての研究戦略部に連携推進室を設置した。当室に IC や知

財オフィサー、連携主幹をまとめて配置することで、領域の保有する研究シーズを網羅的に把握し、

出口戦略に合わせて所内外の関係組織との連携を一元的に推進する体制を構築した。
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 第 6次科学技術イノベーション基本計画にも記されている新たな価値の創造を進めるために

は基盤技術への取り組みが必須である。どの領域の基盤技術を産総研の強みとしていくのか

組織内でさらに議論を重ね、効率的な基盤技術への投資を行うこと。

 引き続き基礎研究の萌芽を目指し、Nature Index 収録誌への投稿など、日本の高い技術力

を世界に向けて発信すること。

 標準化推進センターのあるべき姿を明確にし、今後も我が国の標準化活動の強力な推進を担

うため、どのような標準規格が日本の強みと成り得るか、将来の標準化戦略を描くこと。

 経済性、社会的な影響評価を学ぶデザインスクールは現代の日本の教育に欠けている分野で

あり、将来的に高い競争力を有する人材となることが期待されることから、引き続き先駆的

な活動を行うこと。

（中核的・先駆的な研究所運営） 

 強力なトップマネジメントの下で、更なる研究開発成果を創出し、それらのグローバルな社

会実装、新興国研究機関との連携を推進すること。

 バックキャスティングで思考する過程が重要であり、その作成する過程を共有するステーク

ホルダーの設定もキーとなるため、広く意見を聞く体制の構築を検討すること。

 文理融合を更に進めること。

 効率的な基盤技術への投資のため、令和 2年度に策定した研究戦略のブラッシュアップを実施、産総

研の強みとするコア技術、並びに全所的に取り組むべき研究課題を明確化した。また、新たな価値の

創造を進めるため、若手研究者の独創的な発想に基づく「若手融合研究チャレンジ制度」を実施し、

領域融合で独創的な研究テーマに取組む若手研究グループに集中的な支援・投資を行った。加えて、

独創的な発想に基づき、革新的な技術シーズや新たな研究分野の創出に挑戦する若手に対する支援と

して「産総研エッジ・ランナーズ制度」を実施した。

 将来の研究開発の柱となり得る研究課題に対し、萌芽的研究テーマと位置付け、各研究領域で継続的

に支援・投資を行った。具体的には、領域独自の論文掲載に対するインセンティブ制度の設置、論文

掲載数に応じ筆頭著者に論文掲載費などに充てることが可能な研究費の配賦、Q1 ジャーナル掲載時

には 2倍のインセンティブを付与するなど、論文の質向上に対する意識付けも行った。これらの取組

みにより、基礎的な知見の深化によりインパクトのある研究創出を促した。その結果、令和 3 年度

Nature Index 収録誌へ 126 報が掲載された。

 産総研における標準化・規格化の戦略的な推進について、標準化戦略会議において審議し、研究戦略

に反映した。具体的には、研究開発における標準活用の有効性・必要性等の見極め、産総研内外との

ハブ機能の強化、標準化人材の育成と拡充等を標準化推進センターが果たすべき役割として明確化す

るとともに、全所的に取り組むべき研究開発課題における標準化戦略の検討に着手した。 

 令和 3 年度は新たに人材開発室と連携しながら、新人研修と 10 年度研修にデザイン思考を取り入れ

た。また、令和 2年度から開始した所内向け研修を増強した。デザインスクールでは、世界的にデザ

イン教育で進んでいる組織の調査を行いながら、最先端のカリキュラムを人間拡張研究センターの研

究者とともに改良し、提供し続けていくことで、さらに先駆的な活動を進めていく。 

 強力なトップマネジメントの下で、更なる研究開発成果を創出するために、最高執行責任者の下に全

研究領域を束ねる研究開発責任者及び運営組織を束ねる運営統括責任者を設置した。研究開発責任者

の下には研究戦略企画部を設置し、研究推進組織の連携・融合を促進する体制を整えた。また、研究

開発責任者の承認で一部の組織の設置等が可能となるよう手続きを整理し、臨機応変な研究推進組織

の改編ができる制度を整えた。また、令和 2年度策定した研究戦略について、「経営方針」並びに国

家戦略に基づいてブラッシュアップを行った。また、新興国研究機関との連携を推進するために、ア

ジア 5か国 7機関と包括研究協力覚書を締結、南米 1か国 1機関とは個別研究協力覚書を締結し、国

際的な研究協力ネットワークを強化している（令和 4年 3月 31 日現在）。

 社会課題からのバックキャストにより、産総研が取り組むべき研究テーマを抽出するための戦略策定

機能を強化するため、研究所の研究戦略に係る基本方針の企画及び立案並びにその関連する業務を行

う組織として「研究戦略企画部」を設置した。当部が中心となり、ステークホルダー等から広く意見

を聞く体制を構築し、研究開発課、先端テクノロジー戦略室との定期的な意見交換を行う体制を整え

た。

 文理融合を前提とするキャリアパスの整備に関連して、主に文系職員が理系研究の支援を行う際の強

み・弱みなども踏まえた研究支援のあり方の検討を行うため、大学におけるリサーチ・アドミニスト
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 研究者の外国人比率、女性比率の増加に努めること。

 先進的な研究の成果を拡大するために、若手のマネジメントの抜擢や、経験のある人材の外

部獲得・適切なシフトも行うこと。

レータ―（URA）制度を参考とするべく、3国立大学・2私立大学の人事担当者との意見交換を行った。

また、包括協定に基づく人事交流を推進するための調整を、関係する大学と開始した。 

 外国人受入については、公式ホームページでの英語での採用情報の掲載、受入後の滞在手続きに関す

る支援、英語でのセミナー及び日本語講習等の業務生活支援を行い、働きやすい職場環境を整える取

組に努めている。また、女性比率の増加については、研究所紹介イベントに加え内閣府や大学開催の

イベントにおいて、研究者を目指す一人でも多くの女性に産総研を知ってもらう活動を続けており、

研究職採用では採用者における女性比率 18%、総合職採用では男女同程度の割合を維持しつつ、採用

へとつながる周知活動に積極的に取り組んでいる。 

 公募により、産総研の研究品質の向上及び研究プレゼンス拡大に貢献する研究者を「突出人材」とし

て 2 名採用（内定）した。また、「キャリアゲート」を適切に実施し、令和 3 年度は 7 名の研究職員

についてキャリアチェンジを行い、組織全体のパフォーマンス向上を図るとともに、研究職員の目指

すべきキャリアパスの職制に応じた能力をより適切に評価するため、評価者研修を実施し、評価者と

被評価者のコミュニケーションを密にし、職員の業務遂行能力の向上及び適材適所の見極めの徹底を

図った。
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項

当該項目の重要度、困難

度

（必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー

（政策評価書若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシート

の番号を記載）

２．主要な経年データ

評価対象となる指

標

達成目標 基準値等

（前中長期目標期間

最終年度値等）

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、必要

な情報

一般管理費（人件

費を除く。）及び業

務経費（人件費を

除く。）の合計の効

率化

令和２年度

比：1.36%

以上 

1.36% 1.36%

民間資金獲得額

（千円）
- 0 0

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣に

よる評価 

主な業務実績等 自己評価 

II．業務運営の

効率化に関す

る事項 

II．業務運営の効

率化に関する事

項 

II．業務運営の効率化に関

する事項 

柔軟で効率的な業務推進体制のうち「研究推進体制」については、研究推進組

織の連携・融合を促進する体制整備のための全領域を束ねる研究開発責任者及

び研究戦略企画部を新たに設置した。また、領域融合プロジェクトの実施のた

めの融合研究ラボを新たに設置した。また、橋渡しの拡充のため、新規に 2 つ

の冠ラボを設置し、「デジタルアーキテクチャ推進センター」を改組して、対外

的な窓口の標準化推進センターへの一本化、及び「デジタルアーキテクチャ研

究センター」の設置を行った。 

「本部体制」については、総務や安全管理など組織運営の責任者である運営

統括責任者及び運営統括企画部を設置し、産総研の全体最適化を図り、総合力

を発揮する体制を整えた。 

「研究施設の効果的な整備と効率的な運営」については、令和 2 年度におけ

る施設整備計画の進捗と予算の措置状況を踏まえ、「施設整備計画（令和 3年度

版）」を策定して、施設の改修工事を実施した。また、老朽化の著しい建物につ

いて、解体を進めた。 

「適切な調達の実施」については、「調達等合理化計画」に調達の公正性及び

透明性を確保するための具体的な取組みを定め、適正な調達を推進した。また、

個別の調達案件について、事前点検及び契約監視委員会による事後点検を実施

し、点検結果、契約監視委員会における意見等について、所内関係者へ周知す

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：「研究推進体制」と

して、研究推進組織の連

携・融合のための研究開

発責任者及び研究戦略

企画部の設置、融合研究

ラボ、冠ラボの設置、「本

部体制」として、総務や

安全管理など組織運営

の責任者である運営統

括責任者及び運営統括

企画部の設置、「研究施

設の効果的な整備と効

率的な運営」として、「施

設整備計画（令和 3年度

版）」の策定と、施設整備

計画に基づいた計画通

評定 
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ることにより、調達の適正を確保した。 

「業務の電子化」については、汎用ワークフローを用いた事務手続きの簡素

化、承認処理の電子化を実施した。インターナルコミュニケーション活性化に

向けた情報共有により、効率よく業務に取り組むための情報が提供できるよう

になった。 

「業務の効率化」については、現業務の再設計と次期業務システムの要件整

理を進め、各部署における IT ツールの導入などを積極的に実施することで、令

和 2 年度比で 1.36%以上効率化するとともに、定型的な作業の効率化等により

捻出した時間を研究活動や研究支援業務に充てる環境を構築した。 

りの施設の改修工事、老

朽化建物の解体の実施、

「適切な調達の実施」と

して、調達の適正性を確

保しつつ迅速かつ効率

的な調達手続きの実施、

「業務の電子化」とし

て、汎用ワークフローを

用いた事務手続きの簡

素化、承認処理の電子化

の実施、「業務の効率化」

として、効率化目標（令

和 2 年度比 1.36%以上）

の達成と捻出した時間

の研究活動や研究支援

業務への有効活用など、

業務運営の効率化に関

して、目標の水準に達達

したことなどを総合的

に判断して、自己評価を

「Ｂ」とした。 

＜課題と対応＞ 

社会課題解決の効率的

な実施には、研究開発の

推進の研究領域等にこ

だわらない組織横断的

な連携、融合が重要であ

り、そのための制度、体

制整備・見直しが重要で

あると考えている。ま

た、適切かつ合理的な調

達の実施の維持に向け

た、契約手続きの公正性

及び透明性確保のため

の、外部有識者等による

点検の実施、改善が重要

であると考えている。 
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１．柔軟で効率

的な業務推進

体制 

（１）研究推進

体制 

特定法人とし

て世界最高水

準の研究成果

を創出するこ

とが求められ

ていることを

踏まえ、第５期

の最重要目標

である社会課

題の解決に貢

献する研究開

発を、既存の研

究領域等にと

らわれること

なく、組織横断

的に連携・融合

して推進して

いく組織体制

を機動的に構

築する。研究領

域においては、

裁量と権限に

伴う責任を明

確化した上で、

基礎と応用の

ベストミック

スになるよう

に、交付金や人

材のリソース

配分や他の国

立研究開発法

人・大学等との

連携を行う。 

１．柔軟で効率的

な業務推進体制 

（１）研究推進体

制 

特定法人として

世界最高水準の

研究成果を創出

することが求め

られていること

を踏まえ、第５期

の最重要目標で

ある社会課題の

解決に貢献する

研究開発を既存

の研究領域等に

とらわれること

なく、組織横断的

に連携・融合して

推進していく組

織体制を機動的

に構築する。具体

的には、研究所全

体の経営方針の

企画調整機能を

担う企画本部が

研究開発を効果

的に推進するた

めに必要となる

体制の整備に向

けて、所内外の研

究者との連携推

進や融合が可能

となるような全

体調整を行う。 

また、研究領域

においては、産業

競争力の強化に

向けた研究開発

や長期的・挑戦的

１．柔軟で効率的な業務推

進体制 

（１）研究推進体制

・領域融合プロジェクト

を実施するため、融合研究

センター、融合研究ラボの

設置を推進し、臨機応変に

ラボ改編ができる制度設

計をする。 

・橋渡しの拡充のため、冠

ラボを新設・拡充する。

・デジタル・サービスに関

する標準化を推進するた

め「標準化推進センター」

の機能を拡充する。 

・「第５期産総研の研究に

関する経営方針」に基づ

き、各領域において研究フ

ェーズに応じた予算や人

材のリソース配分等を行

う。 

a) 令和 3 年 4 月に全研究領域を束ねる研究開発責任者及び研究戦略企画部を

新たに設置し、研究推進組織の連携・融合を促進する体制を整えた。また、研

究開発責任者の承認で一部の組織の設置等が可能となるよう手続きを整理し、

臨機応変な研究推進組織の改編ができる制度を整えた。 

領域融合プロジェクトを加速するため、研究戦略企画部主導で融合センター・

融合ラボの研究進捗をマネジメントし、かつ令和 3年 12 月に「新型コロナウイ

ルス感染リスク計測評価研究ラボ」を設置した。

b) 橋渡しの拡充のため、2つの冠ラボ（持続可能な未来社会の創造のため、非

鉄金属に関する素材・技術開発を加速する「JX 金属－産総研 未来社会創造 素

材・技術連携研究ラボ」、及びスマートシティなど次世代デジタルインフラの構

築を推進する共同プロジェクトを実施するソフトバンク株式会社との「未来コ

ア・デジタル技術共創ラボ」）を設置するとともに、さらに 2件の新設に向け協

議を行った。 

c) デジタルアーキテクチャ推進センター」が担っていた情報標準化機能を標準

化推進センターへ統合し、標準化に関する対外的な窓口を一本化するとともに、

「デジタルアーキテクチャ研究センター」を設置した。 

d) 「第 5期産総研の研究に関する経営方針」に基づき、社会課題解決へ重点支

援する「領域融合プロジェクト」、地域イノベーションを推進する「地域イノベ

ーション推進予算」、理研との共同研究を行う「理研-産総研チャレンジ研究」、

多領域に跨る若手研究者チームを支援する「若手融合チャレンジ研究」、既存の

領域融合プロジェクトを補完する研究テーマを支援する「課題解決融合チャレ

ンジ研究」、研究人材育成のため採用した人材を支援する「突出人材支援」など

の様々な研究フェーズに応じた予算配分を理事長裁量予算で実施した。 

目標の水準を満たして

いる。 

研究開発責任者及び

研究戦略企画部を新た

に設置するとともに組

織の設置等の手続きを

整理した。領域融合プロ

ジェクトを実施するた

め、既存の研究領域にお

ける研究開発力を活用

し、1 つの融合研究ラボ

を新たに設置した。ま

た、橋渡しの拡充のた

め、新規に 2つの冠ラボ

を設置した。さらに、「デ

ジタルアーキテクチャ

推進センター」を改組し

対外的な窓口を標準化

推進センターへ一本化

し、「デジタルアーキテ

クチャ研究センター」の

設置を行った。 

社会課題解決の研究

開発を支援するため、各

研究テーマを採択し、予

算配分を行い研究開発

を促進した。 



132 

な研究開発とい

った研究フェー

ズに応じて予算

や人材のリソー

ス配分等のマネ

ジメントを行う。 

 

 

（２）本部体制 

 

第５期の最重

要目標である

社会課題の解

決に貢献する

研究開発を進

めるため、産総

研全体の研究

戦略等を策定

し、これに基づ

いて連携・融合

して取り組む

よう全体調整

を行う全所的・

融合的なマネ

ジメントを強

化する組織体

制を構築する。

また、研究者に

対する各種事

務作業に係る

負担を軽減し、

研究者が研究

に専念できる

最適な環境を

確保するため、

より適正かつ

効率的な管理・

運営業務の在

り方を検討し、

推進する。 

 

（２）本部体制 

 

第５期の最重要

目標である社会

課題の解決に貢

献する研究開発

を進めるため、産

総研全体の研究

戦略等に基づい

て全体調整を行

う全所的・融合的

なマネジメント

を強化する。ま

た、研究関連マネ

ジメント以外に

関しても、マーケ

ティング、契約業

務等それぞれの

部署の課題に対

して柔軟に体制

を組み替えつつ

対応を進める。 

さらに、研究者

の各種事務作業

に係る負担を軽

減するため、研究

事務担当に新た

にチーム制を導

入する等、より適

正かつ効率的な

管理・運営業務の

在り方を検討し、

推進する。 

 

（２）本部体制 

 

・産総研全体の研究戦略

等を踏まえて、全所的・融

合的な研究活動の統括を

推進する体制を整える。 

・研究者の各種事務作業

に係る負担を軽減するた

め、地域センター及びつく

ばセンター各事業所の業

務部室と連携し、令和２年

度に導入した研究ユニッ

ト事務担当のチーム制の

定着を図り、より適正かつ

効率的な管理・運営業務を

推進する。 

 

 

 a) 産総研全体の全所的・融合的な研究活動の統括を推進する体制を整えるた

め、理事長の意思決定を補佐するために設置している産総研の理事会は、法人

全体の経営に関する重要事項の審議に重点を置くとともに、外部からの客観的

な視点をより取り入れるため、外部理事を 2 名体制とした。また客観的に執行

を監視する機能を強化するため、理事がいわゆる事業部門の長（例えば、領域

の長など）を兼務しないこととするとともに、理事の人数を 10 名から 5名へス

リム化を図った。 

また、総務や安全管理など組織運営の責任者として運営統括責任者を置く体

制へと令和 3年 4月に移行した。また、令和 3年 11 月に運営統括責任者の業務

を補佐するため運営統括企画部を設置することで、産総研の全体最適化を図り、

総合力を発揮する体制を整えた。 

新型コロナウイルス感染症対策本部（令和 2年 2月総務本部内に設置）では、

新規感染者発生等を抑制する感染防止対策（陽性者情報の集約及び周知、検温

モニターや消毒液等の設置）を実施するとともに、研究活動を始めとする業務

への影響軽減対応策（法定業務に従事する一部濃厚接触者の待機期間短縮のた

めの自主検査体制の構築、出勤率制限下における業務継続のためのシフト制導

入、イベント開催時の感染対策注意ポイント整理、海外渡航者の安全対策、等）

を検討、実施している。また、茨城県の新型コロナワクチン大規模接種会場と

して、令和 3年 6月 28 日～11 月 30 日に産総研の体育館を提供し、延べ 107,410

回の接種を実施した。3回目接種開始に伴い、令和 4年 1月 12 日からも引き続

き体育館を提供している。 

広報に関しては、第 5 期中長期計画において産総研が社会課題解決への貢献

を掲げていることを踏まえ、「産総研レポート 2021」の巻頭対談にて、第 5 期

中長期計画で掲げた社会課題解決のミッションは SDGs のいくつかの課題と重

なっており、そこからバックキャストして研究テーマを設定し、研究活動をす

すめることを示した。また、「国研協シンポジウム 科学技術が未来を拓く ～

SDGs のその先へ～」を主催し、産総研の SDGs への取り組みを発信した。 

 

b) 研究者の事務負担を軽減するため、研究ユニット事務担当が情報を共有する

場として、令和 3 年 4 月に所内サイトを新設し、研究ユニット事務担当者の業

務マニュアル、調達請求時の決裁マニュアルを整備し、業務の標準化及び質の

向上を行った。 

 

目標の水準を満たして

いる。 

産総研全体の全所的・

融合的な研究活動の統

括を推進する体制を整

えるため、総務や安全管

理など組織運営の責任

者として運営統括責任

者を置く体制へと移行

した。また、運営統括責

任者の業務を補佐する

ため運営統括企画部を

設置することで、産総研

の全体最適化を図り、総

合力を発揮する体制を

整えた。 

研究ユニット事務担

当者 78 名がチーム制の

定着に資するマニュア

ル等を共有することに

より、より適正かつ効率

的な業務を実施できた。 
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２．研究施設の

効果的な整備

と効率的な運

営 

個別企業との

共同研究、国の

研究開発プロ

ジェクト、オー

プンイノベー

ションの場の

提供など、産総

研が担う多様

な研究業務を

進めるために

必要な施設を

戦略的に整備

する。老朽化の

著しい施設を

廃止し、必要に

応じて企業・大

学・公設試等の

施設を活用す

ること等によ

り、施設全体を

効率的・効果的

に運用する。ま

た、施設の有効

活用及び研究

における連携

強化を図るた

め、企業や大学

等による産総

研施設の活用

をより一層促

進する。 

２．研究施設の効

果的な整備と効

率的な運営 

個別企業との共

同研究、国の研究

開発プロジェク

ト、オープンイノ

ベーションの場

の提供等、産総研

が担う多様な研

究業務に応じた

施設整備を進め

るべく、第５期施

設整備計画を軸

として戦略的に

整備・改修を進め

るとともに、老朽

化の著しい施設

を計画的に閉鎖・

解体することで、

施設全体の効率

的かつ効果的な

運用を図る。ま

た、施設の有効活

用及び研究にお

ける連携強化の

観点から、必要に

応じて企業、大

学、公設試等の施

設を活用する。 

２．研究施設の効果的な整

備と効率的な運営 

・施設整備計画に基づき、

つくばセンターの電力関

連設備等の改修を行うと

ともに、老朽化の著しい、

北海道センターA1 棟及び

九州センターの倉庫等の

解体を進める。 

a) 「施設整備計画（令和 3年度版）」において、業務上の安全性や人命への影

響が大きい施設・設備を優先的に改修することにしており、令和 3 年度当初予

算の施設整備費補助金により、つくばセンターの電力関連設備の改修工事を 6

棟実施した。 

また、令和 3 年度補正予算の施設整備費補助金により、つくばセンター、北

海道センター及び関西センターの電力関連設備、つくばセンターのエレベータ

ー、外壁・屋根について令和 4年度末までに改修工事を実施する。 

 老朽化が著しい北海道センターA１棟及び九州センターの倉庫等の解体は、九

州センターは令和 3 年度末、北海道センターは令和 4 年度末までに完了予定で

ある。 

目標の水準を満たして

いる。 

年度計画通りに業務

を実施した。 

令和2年度における施

設整備計画の進捗と予

算の措置状況を踏まえ

た見直しを実施し「施設

整備計画（令和 3 年度

版）」を策定して、施設の

改修工事を実施した。 

また、老朽化の著しい

建物について、解体を進

めた。 
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３．適切な調達

の実施 

 

調達案件につ

いては、毎年度

策定する「調達

等合理化計画」

に基づき、経済

産業大臣や契

約監視委員会

によるチェッ

クの下、一般競

争入札を原則

としつつ、随意

契約によるこ

とができる場

合の規定の適

用による特命

随意契約や「特

定国立研究開

発法人の調達

に係る事務に

ついて」（平成

29 年 3 月 10 

日内閣総理大

臣総務大臣決

定）において認

められた公開

見積競争を原

則とする特定

国立研究開発

法人特例随意

契約等も活用

し、公正性・透

明性を確保し

つつ合理的な

調達を実施す

る。 

３．適切な調達の

実施 

 

毎年度策定する

「調達等合理化

計画」に基づき、

一般競争入札等

や特定国立研究

開発法人特例随

意契約、特命随意

契約の公正性・透

明性を確保しつ

つ、主務大臣や契

約監視委員会に

よるチェックの

下、契約の適正化

を推進する。 

また、第４期か

ら継続して契約

審査体制のより

一層の厳格化を

図るため、産総研

外から採用する

技術の専門家を

契約審査に関与

させ、契約に係る

要求仕様、契約方

法及び特命随意

契約の妥当性・透

明性について審

査を行うととも

に、契約審査の対

象範囲の拡大に

向けた取組を行

う。 

 

３．適切な調達の実施 

 

 

・「令和３年度調達等合理

化計画」について、調達の

公正性及び透明性を確保

するための効果的な計画

を策定し、同計画に基づき

適正な調達を推進する。ま

た、特例随意契約につい

て、同制度の適用法人に対

して求められている「ガバ

ナンス強化のための措置」

等に沿った運用を行うと

ともに、制度所管部署によ

る運用状況のモニタリン

グを実施する。 

・契約監視委員会を開催

し、一般競争入札等の競争

性の確保、特例随意契約の

運用状況及び競争性のな

い随意契約の妥当性等に

関する点検を行い、同委員

会における意見・指導等に

ついては、全国会計担当者

等に共有するとともに、必

要な改善策を講ずる。 

・技術的な専門知識を有

する者を契約審査役とし

て採用し、政府調達基準額

以上の調達請求に係る要

求仕様及び契約方法並び

に競争性のない随意契約

の妥当性及び特例随意契

約の適合性等について審

査を行う。また、契約審査

役による審査対象案件が

少ない事業組織について

は、審査の対象範囲を拡大

し、組織全体としての調達

の適正性を確保する。 

 

 a) 「令和 3年度調達等合理化計画」について、調達の公正性及び透明性を確保

するための具体的な取組みを定め、確実に実施し、適正な調達を推進した。ま

た、個別の調達請求について、日ごと、経理部による契約形態及び内容の点検

を実施し、調達の適正を確保した。 

特例随意契約制度について、同制度の適用法人が講ずべきガバナンス強化等

の措置に関して、適切かつ有効な実施を図るための体制を維持するとともに、

全職員を対象とした研究費の不正使用防止等のための研修（e-ラーニング）を

継続的に実施した。また、同制度の実施主体である事業組織に対するモニタリ

ングを実施し、同制度の適用条件等に基づき適正に運用されていることを確認

した。 

なお、令和 3 年度の特例随意契約の実績は 1,876 件であり、特例随意契約と

一般競争入札の標準的処理期間（調達請求から契約締結までの要する期間）の

比較において、特例随意契約による場合、約 20 日間短縮されることから、令和

3年度においては、延べ 37,520 日分の短縮効果が得られた。 

 

b) 監事及び外部有識者により構成する契約監視委員会を年 3回開催。同委員会

において、随意契約の妥当性及び一般競争入札の競争性確保等に関する事後点

検を実施（点検対象案件数 80 件）。点検結果及び委員からの意見等については、

毎月開催する全国会計担当者会議等を通じて所内関係者へ周知し、調達の適正

化を図った。 

 

c) 調達の適正を確保するため、民間企業等において豊富な調達業務経験を有す

る契約審査役 3名による調達の事前審査を実施（点検総数 1,186 件）。審査の対

象は、政府調達基準額以上の調達請求に係る要求仕様、競争性のない随意契約

の妥当性及び特例随意契約の適合性とし、政府調達基準額以上の調達請求が少

ない事業組織については、審査の対象基準額を個別に設定し、事業組織間の点

検数の均等化を図り、組織全体として調達の適正を確保した。 

 

目標の水準を満たして

いる。 

「調達等合理化計画」

に調達の公正性及び透

明性を確保するための

具体的な取組みを定め、

同計画に基づき適正な

調達を推進した。また、

個別の調達案件につい

て、契約審査役等による

事前点検及び契約監視

委員会による事後点検

を実施するとともに、点

検結果や契約監視委員

会における意見等につ

いて、所内関係者へ周知

することにより、調達の

適正を確保した。以上の

とおり、目標の水準を満

たしている。 
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４．業務の電子

化に関する事

項 

電子化の促進

等により事務

手続きの簡素

化・迅速化を図

るとともに、利

便性の向上に

努める。また、

幅広い ICT 需

要に対応でき

る産総研内情

報システムの

充実を図る。 

４．業務の電子化

に関する事項 

電子化の促進等

により事務手続

きの簡素化・迅速

化を図るととも

に、利便性の向上

に努める。また、

幅広いICT需要に

対応できる産総

研内情報システ

ムの充実を図る。

そのために、業務

システム等の情

報インフラの安

定的な稼働を確

保するとともに

セキュリティ対

策の強化を行う。

さらに、業務シス

テムのクラウド

化への検討を開

始する。 

４．業務の電子化に関する

事項 

・業務の効率化及び利便

性の向上については、会議

費申請等の紙文書で運用

している手続きのオンラ

イン化や、内部手続きにお

ける押印の不要化に必要

な電子化を進める。また、

情報インフラの安定的な

稼働を図るため、監視や運

用手順の見直しを行う。業

務システムのクラウド化

については、クラウドサー

ビスやパッケージの利用、

ノーコード/ローコードツ

ールなどの調査を実施し、

再構築を進める。 

a) 汎用ワークフローを用いて、事業所等の機器等設置申請をオンライン化し

た。また、経営方針実現に向けたアクションプランとして取り組む業務改革お

よび産総研 DX を推進するために、ノーコード/ローコードツールを用いたアプ

リ開発および人材育成に取り組んだ。具体的にはモバイル電話機関係の申請に

おいて、汎用ワークフローで作成していたものを、PowerApps での運用に切替

えた。また、だれもが開発者になれることを勉強会やユーザーサポートで示す

取組を開始した。この成果としてインターナルコミュニケーションを実現する

ために研究者検索ツール「AIST Search」を PowerApps で開発、公開し、研究者

との連携推進や融合に貢献した。業務システム再構築に向けて、業務改革の効

果を踏まえたシステム再構築のプロセスを検討し、移行スケジュールの精緻化

とリスク評価に着手し、主要な個別業務システムでパッケージの利用、ノーコ

ード/ローコードツール導入に向けた検討を行い、方針を定めた。 

目標の水準を満たして

いる。 

汎用ワークフローを

用いて事務手続きを簡

素化、承認処理の電子化

を推進した。インターナ

ルコミュニケーション

活性に向けた情報共有

を促進し、効率よく業務

に取り組む情報が提供

できるようになった。業

務システム再構築では、

業務改革と最適なシス

テムの検討を開始した。

５．業務の効率

化 

運営費交付金

を充当して行

う事業は、新規

に追加される

もの、拡充分等

は除外した上

で、一般管理費

（人件費を除

く。）及び業務

経費（人件費を

除く。）の合計

について令和

２ 年 度 比

５．業務の効率化 

運営費交付金を

充当して行う事

業は、新規に追加

されるもの、拡充

分等は除外した

うえで、一般管理

費（人件費を除

く。）及び業務経

費（人件費を除

く。）の合計につ

いて令和２年度

比 1.36％以上の

効率化を図る。具

５．業務の効率化 

・運営費交付金の効率化

に向けた具体的な取組と

しては、関係部署との意見

交換などにより現状の問

題点を洗い出し、全体最適

となるように制度等の見

直しを行う。また業務フロ

ーの見直しを行い、適切な

IT ツールの導入を進める

など、現在の業務基盤シス

テムの再構築を令和４年

度中に完了させるべく、取

組を進める。さらに、各部

a) 起案決裁を始め未だ紙業務が多く残っていること、各部署で管理するデータ

連携が不十分であること等が業務効率化の阻害要因となっていることから、文

書管理や財務会計など優先順位の高い業務を中心に 8 つのプロジェクトを設置

して業務フローの見直しやシステム要件整理の作業を進めている（要件整理は

令和 4 年 4 月中旬～6 月にかけて順次完了予定。令和 4 年度中に次期業務シス

テムを構築し、令和 5年度から新システムの運用を順次開始する予定）。

また、各事業所や研究領域等からの相談を受けて IT ツールを活用した業務効

率化を支援し、各種申請の受付作業や議事録作成の効率化等、令和 3年度中 105

件の対応を行い、作業時間の削減や作業ミスの低減を実現した。また優れた取

組みについては、イントラや各種会議体で所内に紹介し、横展開を実施。一例

として、つくば中央第二事業所での毎月の労働時間管理を自動化し約 288 時間

/年の効率化を実現しており、これを他事業所へ展開出来るよう情報共有を実施

した。 

 各部署での業務改革活動を主導する業務改革マイスターを対象として、外部

講師によるオンラインセミナーやマイスター会議等年間 7 回の研修等を開催

（のべ 320 名が参加）し、業務改革に係るスキル向上や意識向上を行った。ま

水準以上に達成してい

る。 

 業務の効率化に向け

て、現在の業務の再設計

と次期業務システムの

要件整理を進めるとと

もに、各部署における IT

ツールの導入などを積

極的に推進した。その結

果、令和2年度比で1.36%

以上効率化した運営費

交付金で所全体の業務

を遂行するとともに、定

型的な作業の効率化等

により捻出した時間を

研究活動や研究支援業
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1.36％以上の

効率化を図る。 

なお、人件費

の効率化につ

いては、政府の

方針に従い、必

要な措置を講

じる。給与水準

については、ラ

スパイレス指

数、役員報酬、

給与規程、俸給

表及び総人件

費を公表する

とともに、国民

に対する説明

責任を果たす。 

 

 

体的には、産総研

全体の業務生産

性を向上させる

ため、各部署にお

ける自主的な業

務改革・効率化に

係る活動を促進

し、所全体での実

効的な活動へと

広がるよう、当該

活動の積極的な

横展開を図る。ま

た、社会動向も踏

まえつつ、新たな

働き方や業務効

率化の手法を積

極的に取り入れ

ながら、職員等の

業務改革意識を

向上させるため

の取組を実施す

る。 

なお、人件費の

効率化について

は、政府の方針に

従い、必要な措置

を講じるものと

する。給与水準に

ついては、ラスパ

イレス指数、役員

報酬、給与規程、

俸給表及び総人

件費を公表する

とともに、国民に

対する説明責任

を果たす。 

 

署における業務改革に向

けた取組のうち、組織全体

の効率化に資するものを

横展開するとともに、各部

署において問題意識をも

って自発的に業務改革を

推進していける人材の育

成や組織文化の醸成に取

り組む。人件費の効率化に

ついては、政府の方針に従

い、必要な措置を講じる。

給与水準については、ラス

パイレス指数、役員報酬、

給与規程、俸給表及び総人

件費を公表し、国民に対す

る説明責任を果たす。 

た、優秀な業務改革事例の顕彰と所内での横展開を目的とした業務改革（令和

4 年 3 月 8 日）を開催する等、自発的に業務改革を推進する組織文化の醸成に

取り組み、組織全体の業務効率化を促進した。 

 令和 2 年度実績に基づくラスパイレス指数、役員報酬、給与規程（俸給表を

含む）、職員給与及び総人件費の状況等について、「独立行政法人の役員の報酬

等及び職員の給与の水準の公表方法等について（ガイドライン）」（平成 15 年 9

月 9 日付け総務大臣）に基づき、公式ホームページに令和 3年 6月 30 日に公表

した。 

 

●ラスパイレス指数 

 研究職員：102.3 

事務職員：99.4 

務において付加価値の

高い業務に充てる環境

を構築した。 

 

 

４．その他参考情報 
通則法 28 条の 4の規定に基づく評価結果の反映状況 

評価結果 令和３年度の対応状況 
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 冠ラボについて、今後の計画として、さらに新設していくのか、既設のラボの拡充発展を目指し

ていくのか、関連するラボ間の協力関係構築も可能であるのか、そのほか効果的な冠ラボ運営を

検討すること。

 広報に関しては、第 5期中長期計画において産総研が社会課題への貢献を掲げていることを踏ま

え、SDGs や Society 5.0 との関係性を示すこと。

 効果的な冠ラボ運営として、冠ラボを拠点とした大学等を含む複数機関連携構築の支援とし

て、冠ラボ設置企業へ連携拡大に向けた提案等を行い、冠ラボと大学との新規連携を 2件創出

するとともに、企業-産総研-大学の連携についても具現化に向けた協議を進めた。

 広報に関しては、第 5期中長期計画において産総研が社会課題解決への貢献を掲げていること

を踏まえ、「産総研レポート 2021」の巻頭対談にて、第 5期中長期計画で掲げた社会課題解決

のミッションは SDGs のいくつかの課題と重なっており、そこからバックキャストして研究テ

ーマを設定し、研究活動をすすめることを示している。令和 3年度実績評価において、個別の

研究テーマに対応する SDGs 達成ロゴを適宜示した。また、「国研協シンポジウム 科学技術

が未来を拓く ～SDGs のその先へ～」において、産総研の SDGs への取り組みを発信した。公

式 HP においても、SDGs と産総研の研究開発との関係性を紹介するセクションを設けた。

Society 5.0 との関係性については、令和 3年度に策定した研究の全体戦略において、産総

研が実施する研究開発目標と Society 5.0 との関係について言及し、公開版の準備を進めた。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、困難

度 
（必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
（政策評価書若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシート

の番号を記載） 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度   （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
民間資金獲得額

（千円） 
- - 0 0    

  
 

 
３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣に

よる評価 主な業務実績等 自己評価 

     「財務内容の改善」については、企業における産総研の研究内容の認知度向上

に係る予算を広報部に配賦し、産総研ホームページの構成のあり方等、より効

果的な宣伝の方法を検討し、ホームページを更新した。 

独立行政法人会計基準等に基づき財務諸表等を適正に作成し、産総研の公式

ホームページで公表した。これにより、公的機関としての国民への説明責任を

果たした。 

全資産の棚卸しを継続的に実施するとともに、所外に設置する資産について

も適切に管理される対策を講じた。「リサイクル物品情報システム」の運用等

により、不用資産等を所内で有効活用を促進するとともに、所内で使用希望が

ない資産については、外部需要調査により、売却を推進した。 

「不要財産の処分に関する計画」については、北海道センターは、北海道財

務局と調整、現地確認への協力、原状回復に向けた未利用土地の土壌調査、A1

棟の解体工事の開始など、国庫返納手続きを始めた。九州センターは、佐賀県

への返納に向けて、賃借しない土地確定のための測量調査、原状回復に向けた

土壌調査及び第 13 棟他の解体工事を実施した。関西センター尼崎支所は、神

戸財務事務所による現地確認等に協力するなど、国庫納付に向けた手続きを実

施した。つくばセンター第 7事業所船橋サイトは、令和 3年度内に国庫納付を

完了した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：「財務内容の改

善」として、「リサイク

ル物品情報システム」

の運用等による不用資

産等の所内での有効活

用の促進と外部需要調

査による売却の推進、

「不要財産の処分に関

する計画」として、適切

な返納手続きや土壌調

査など国庫納付に向け

た対応など、財務内容

の改善に関して、目標

の水準に達したことな

どを総合的に判断し

て、自己評価を「Ｂ」と

した。 

 

＜課題と対応＞ 

引き続き予算の執行計

画・執行管理の徹底等

評定  
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を行うとともに、期間

目標値達成に向けた財

務内容の改善を今後も

行っていく。 

Ⅲ．財務内容の

改善に関する

事項 

運営費交付金

を充当して行

う事業につい

ては、本中長期

目標で定めた

事項に配慮し

た中長期計画

の予算を作成

し、効率的に運

営する。また、

保有する資産

については、有

効活用を推進

するとともに、

不断の見直し

を行い、保有す

る必要がなく

なったものに

ついては廃止

等を行う。 

さらに、適正

な調達・資産管

理を確保する

ための取組を

推進するほか、

「独立行政法

人改革等に関

する基本的な

方針」（平成 25 

年 12 月 24 日

閣議決定）等既

往の閣議決定

Ⅲ．財務内容の改

善に関する事項 

運営費交付金を

充当して行う事

業については、本

中長期目標で定

めた事項に配慮

した中長期計画

の予算を作成す

る。 

目標と評価の

単位等から細分

化されたセグメ

ントを区分し、財

務諸表にセグメ

ント情報として

開示する。また、

セグメントごと

に予算計画及び

執行実績を明ら

かにし、著しい乖

離がある場合に

はその理由を決

算報告書にて説

明する。 

保有する資産

については有効

活用を推進する

とともに、所定の

手続きにより不

用と判断したも

のについては、適

時適切に減損等

の会計処理を行

Ⅲ．財務内容の改善に関す

る事項 

・運営費交付金を充当して

行う事業については、本中

長期目標で定めた事項に配

慮した令和３年度計画の予

算を作成する。 

・財務諸表において、7 領

域、研究マネジメント、法

人共通の区分でセグメント

情報を開示する。また、セ

グメントごとに予算計画及

び執行実績を明らかにし、

著しい乖離がある場合には

その理由を決算報告書にて

説明する。 

・保有する資産について

は、適正な資産管理を推進

するとともに、所内におい

てリユース等の有効活用を

推進する。また、不用とな

った資産については、所外

に情報を開示し売却を推進

し、適時適切に減損・除却

等の会計処理を行い、財務

諸表に反映させる。 

・「日本再興戦略 2016 －

第４次産業革命に向けて

－」（2016 年 6 月閣議決定）

で設定された、2025 年まで

に企業からの投資 3 倍増と

いう目標を踏まえ、外部資

金の獲得を積極的に行う。 

a) 令和 3年度計画を踏まえ、産総研の総合力を活かした戦略的研究開発を理

事長のリーダーシップの下に実施する予算や、標準化推進、地域イノベーショ

ンの推進、情報セキュリティの強化・維持等に関する予算編成を実施した。パ

ートタイム・有期雇用労働法の法改正に係る対応経費を確保した。また、北海

道センター及び九州センターの未利用土地の国庫納付・返還に向け、地質調査、

解体費等の経費を確保した。 

b) 財務諸表において、一定の事業のまとまりごとの区分に基づくセグメント

情報を適正に開示した。また、決算報告書において、同セグメント情報単位の

予算計画及び執行実績並びにそれぞれの金額の乖離理由を適正に開示した。財

務諸表及び決算報告書については、主務大臣の承認を受けた後、速やかに産総

研の公式ホームページで公表した。 

c) 保有する全ての資産（約 16 万件）の棚卸しを実施し、管理状況を確認し

た。所外に設置する資産については「外部設置資産専用ラベル」を貼付し、産

総研の資産として適切に管理されるよう対策を講じた。 

 所内の不用となった資産等については、リサイクルに関する所内周知を適宜

行い、「リサイクル物品情報システム」へ登録し、所内の使用希望者を募ると

ともに、所内で使用希望者がない資産については産総研公式ホームページを活

用した外部需要調査を実施することにより、所内リユース 1,012 件（新規購入

との比較で、842,850 千円の経費削減）、所外売却 169 件（総額：7,860 千円）

が成立した。 

また、売却及び廃棄等を行った資産については適切に「除却」の会計処理を

行い、老朽化が顕著な建物等のうち、使用しないと決定した建物等については

「減損の兆候」とし、適切に財務諸表に反映した。 

d) 「日本再興戦略 2016」にある、企業からの投資 3倍増という目標を踏まえ、

外部資金の獲得を積極的に行う施策として、企業における産総研の研究内容の

認知度向上に係る予算を広報部に配賦し、産総研ホームページの構成のあり方

等、より効果的な宣伝の方法を検討し、ホームページを更新した。なお、短期

的には結果が出ない萌芽的研究・基礎研究にも戦略的にもリソースの割り当て

を決める必要があるため、産総研のコア技術を明確化した。これにより中長期

的観点から大型外部資金の獲得に繋がる基盤技術の育成を進めた。 

目標の水準を満たして

いる。 

 運営費交付金を充当

して行う事業について

は、令和 3 年度計画を

踏まえた予算編成を実

施した。また、「日本再

興戦略 2016」にある、

企業からの投資 3 倍増

という目標を踏まえ、

外部資金の獲得を積極

的に行った。具体的に

は、企業における産総

研の研究内容の認知度

向上に係る予算を広報

部に配賦し、産総研ホ

ームページの構成のあ

り方等、より効果的な

宣伝の方法を検討し、

ホームページを更新し

た。 

独立行政法人会計基

準等に基づき財務諸表

等を適正に作成し、産

総研の公式ホームペー

ジで公表した。これに

より、公的機関として

の国民への説明責任を

果たした。 

保有する資産につい

ては、全資産の棚卸し

を継続的に実施すると

ともに、所外に設置す

る資産についても適切

に管理される対策を講

ずることにより、適正



140 

等に示された

政府方針に基

づく取組を着

実に実施する。

特に、同方針に

おいて、「法人

の増収意欲を

増加させるた

め、自己収入の

増加が見込ま

れる場合には、

運営費交付金

の要求時に、自

己収入の増加

見込額を充て

て行う新規業

務の経費を見

込んで要求で

きるものとし、

これにより、当

該経費に充て

る額を運営費

交付金の要求

額の算定に当

たり減額しな

い こ と と す

る。」とされて

いることを踏

まえ、民間企業

等からの外部

資金の獲得を

積極的に行う。 

い財務諸表に反

映させる。 

さらに、適正な

調達・資産管理を

確保するための

取組を推進する

ほか、「独立行政

法人改革等に関

する基本的な方

針」（平成 25 年 12

月閣議決定）等既

往の閣議決定等

に示された政府

方針に基づく取

組を着実に実施

する。特に、同方

針において、「法

人の増収意欲を

増加させるため、

自己収入の増加

が見込まれる場

合には、運営費交

付金の要求時に、

自己収入の増加

見込額を充てて

行う新規業務の

経費を見込んで

要求できるもの

とし、これによ

り、当該経費に充

てる額を運営費

交付金の要求額

の算定に当たり

減額しないこと

とする。」とされ

ていることを踏

まえ、民間企業等

からの外部資金

の獲得を積極的

に行う。 

な資産管理を推進し

た。不用となった資産

等については、「リサイ

クル物品情報システ

ム」の運用等により、所

内の有効活用を促進す

るとともに、所内で使

用希望がない資産につ

いては、外部需要調査

により、売却を推進し

た。 

また、売却及び廃棄

等を行った資産につい

ては、除却の会計処理

を適切に行い、老朽化

が顕著な建物等のう

ち、使用しないと決定

した建物等については

「減損の兆候」とし、適

切に財務諸表に反映し

た。 

以上のとおり、目標

の水準を満たしてい

る。 
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Ⅳ．短期借入金の

限度額 

（ 第 ５ 期 ：

15,596,779,000

円） 

想定される理由：

年度当初におけ

る国からの運営

費交付金の受け

入れが最大３ヶ

月遅延した場合

における産総研

職員への人件費

の遅配及び産総

研の事業費支払

い遅延を回避す

る。 

Ⅳ．短期借入金の限度額 

・（15,596,779,000 円） 

想定される理由：年度当初

における国からの運営費交

付金の受け入れが最大３ヶ

月遅延した場合における産

総研職員への人件費の遅配

及び産総研の事業費支払い

遅延を回避する。 

該当なし。 

Ⅴ．不要財産とな

ることが見込ま

れる財産の処分

に関する計画 

・関西センター尼

崎支所の土地（兵

庫 県 尼 崎 市 、

16,936.45 ㎡）及

び建物について、

国庫納付に向け

所要の手続きを

行う。 

・つくばセンター

第７事業所船橋

サイトの土地（千

葉 県 船 橋 市 、

1,000 ㎡）及び建

物について、国庫

納付に向け所要

の手続きを行う。 

・ 北海道センタ

ーの土地（北海道

Ⅴ．不要財産となることが

見込まれる財産の処分に関

する計画 

・北海道センターの未利用

土地（15,190 ㎡）の国庫納

付に向けて原状回復し、国

庫返納手続きを始める。 

・九州センターの未利用土

地（21,343 ㎡）の佐賀県へ

の返還に向けて原状回復

し、返還手続きを始める。 

・関西センター尼崎支所の

土地（兵庫県尼崎市、

16,936.45 ㎡）及び建物に

ついて、国庫納付に向けて

手続きを行う。 

・つくばセンター第７事業

所船橋サイトの土地（千葉

県船橋市、1,000 ㎡）及び

建物について、国庫納付に

向け所要の手続きを行う。 

a) 北海道センターの未利用土地の国庫納付に向け、経済産業省本省を通して

財務省理財局に、現物納付を行う不要財産についての協議を行い、令和 3年 8

月から北海道財務局と調整を開始、同年 10 月に行われた北海道財務局による

現地確認に協力した。また、未利用土地の土壌調査、A1 棟の解体工事を開始

した。 

b) 九州センターの未利用土地について、令和 2年度に令和 4年度以降賃借し

ない契約とすることを佐賀県と確認しており、令和 3 年度は賃借しない土地

を確定するための測量調査を実施した。また、原状回復に向け、土壌調査及び

第 13 棟他の解体工事を実施した。佐賀県に対して、令和 4 年 3 月末をもって

返還する届出を行い、受理されたことにより、佐賀県への返還が完了した。 

c) 関西センター尼崎支所の国庫納付について、令和 4年 3月に経済産業省大

臣より国庫納付期日が通知され、同月に「不要財産受渡証書」により不要財産

の受渡を行い、経済産業省へ所有権が移転されたことにより、国庫納付が完了

した。 

d) つくばセンター第 7事業所船橋サイトの国庫納付について、令和 3年 10 月

に経済産業省大臣より国庫納付期日が通知され、同年 11 月に「不要財産受渡

証書」により不要財産の受渡を行い、経済産業省へ所有権が移転されたことに

より、国庫納付が完了した。 

目標の水準を満たして

いる。 

 北海道センターは、

北海道財務局と調整を

開始、現地確認に協力

するなど国庫返納手続

きを始めた。また、原状

回復に向け、未利用土

地の土壌調査、A1 棟の

解体工事を開始してい

る。 

 九州センターは、佐

賀県への返納に向けた

賃借しない土地を確定

するための測量調査、

原状回復に向けた土壌

調査及び第13棟他の解

体工事を実施した。 

 関西センター尼崎支

所は、神戸財務事務所

による現地確認等に協

力するなど、国庫納付

に向けた手続きを行
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札幌市、１５，１

９０㎡）につい

て、国庫納付に向

け所要の手続き

を行う。 

・佐賀県から賃借

している九州セ

ンターの土地の

一部返還（佐賀県

鳥栖市、２１，３

４３㎡）に伴う建

物（第 13 棟他）の

解体について、所

要の手続きを行

う。 

い、令和 3 年度内に国

庫納付が完了した。 

つくばセンター第 7

事業所船橋サイトは、

令和 3 年度内に国庫納

付を完了した。 

Ⅵ．剰余金の使途 

剰余金が発生し

た時の使途は以

下のとおりとす

る。 

・重点的に実施す

べき研究開発に

係る経費 

・知的財産管理、

技術移転に係る

経費 

・職員の資質向上

に係る経費 

・広報に係る経費

・事務手続きの一

層の簡素化、迅速

化を図るための

電子化の推進に

係る経費 

・用地の取得に係

る経費 

・施設の新営、増

改築及び改修、廃

止に係る経費 

・任期付職員の新

Ⅵ．剰余金の使途 

・剰余金が発生した時の使

途は以下のとおりとする。 

・重点的に実施すべき研究

開発に係る経費 

・知的財産管理、技術移転

に係る経費 

・職員の資質向上に係る経

費 

・広報に係る経費

・事務手続きの一層の簡素

化、迅速化を図るための電

子化の推進に係る経費 

・用地の取得に係る経費

・施設の新営、増改築及び

改修、廃止に係る経費 

・任期付職員の新規雇用に

係る経費 等 

令和 3年度に剰余金は発生しない。 
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規雇用に係る経

費 等 

４．その他参考情報

通則法 28 条の 4 の規定に基づく評価結果の反映状況 
評価結果 令和3年度の対応状況 

 リユースの活動は、リマニュファクチュアリングなどに展開できれば、新たな研究テーマにも

成り得るため、更なる効果をあげるよう努めること。

 短期的には結果が出ない萌芽的研究・基礎研究にも戦略的にリソースの割り当てを決める必要

があるため、その方針を検討すること。

 所内の不用となった資産等については、リサイクルに関する所内周知を適宜行い、「リサイクル物

品情報システム」へ登録し、所内の使用希望者を募るとともに、所内で使用希望者がない資産につ

いては産総研公式ホームページを活用した外部需要調査を実施することにより、所内リユース 655

件（新規購入との比較で、648,459 千円の経費削減）、所外売却 136 件（総額：7,132 千円）が成

立した。

 短期的には結果が出ない萌芽的研究・基礎研究にも戦略的にもリソースの割り当てを決める必要

があるため、産総研のコア技術を明確化した。理事長裁量予算を用いた予算制度により、若手によ

る挑戦的な研究テーマを支援し、中長期的に大きな成果となる可能性を有する研究テーマにリソ

ースを配分した。
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報

Ⅳ その他業務運営に関する重要事項

当該項目の重要度、困難

度

（必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー

（政策評価書若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシート

の番号を記載）

２．主要な経年データ

評価対象となる指

標

達成目標 基準値等

（前中長期目標期間

最終年度値等）

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、必要

な情報

民間資金獲得額

（千円）
- - 0 0

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣に

よる評価 

主な業務実績等 自己評価 

 Ⅵ．その他業務

運営に関する

重要事項 

Ⅶ．その他業務運営

に関する重要事項 

Ⅶ．その他業務運営に

関する重要事項 

「人事に関する事項」については、採用・育成・配置・評価等の人事政策について、

「突出研究人材」の獲得や、事務職総合職の中途採用、360 度観察の適用拡大、各

分野の人材育成のための専門研修等の研修体系の強化を実施した。より多くの優

れた研究人材の循環のため、クロスアポイントメント制度、兼業、リサーチアシス

タント制度等を積極的に活用した。

「業務運営全般の適正性確保及びコンプライアンスの確保」については、職員

等のコンプライアンス意識向上のための階層別・分野別研修で、より効率的・効果

的な講義内容とした。また、国研協コンプライアンス専門部会の部会長及び事務

局として、産総研の研修に専門部会参加法人の研究職員の参加を受入れる等、国

研協のコンプライアンス推進の牽引役として貢献した。 

「情報セキュリティ対策等の徹底による研究情報の保護」については、よりセ

キュアな環境作りのために、新たなネットワークの提供、端末及びサーバ装置の

監視強化を実施した。加えて、情報セキュリティ監査によって技術情報管理の徹

底、令和 3 年度から大規模なセキュリティインシデント発生時や新型コロナウイ

ルス感染症の流行時を想定した事業継続計画対応訓練を実施した。

「情報公開の推進等」については、情報公開請求の対象となる法人文書の適切

な管理のため、自主点検シートを活用した。また、個人情報保護法改正に伴い個人

情報保護規程の改正（令和 4年 4月 1日施行）を行った。 

「長期的な視点での産総研各拠点の運営検討」については、オープンイノベー

ション拠点であるマテリアル・プロセスイノベーションプラットフォームを設置

し、施設・設備の整備を進め、関連学会等での拠点機能紹介を実施した。「地域イ

ノベーション創出連携拠点整備（令和 3年度補正予算）」により、開発ニーズの把

握から研究開発・試作・評価までのサービスを提供するための設備・施設の導入手

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：「人事に関する事

項」として、突出した研

究人材の獲得、事務職総

合職の中途採用など、採

用・育成・配置・評価等

の人事政策の実施、「業

務運営全般の適正性確

保及びコンプライアン

スの確保」として、階層

別・分野別研修での、職

員等のコンプライアン

ス意識向上のための、よ

り効率的・効果的な講義

内容への改善、「情報セ

キュリティ対策等の徹

底」として、新たなネッ

トワークの提供、端末及

びサーバ装置の監視強

化の実施及び大規模な

セキュリティインシデ

ント発生時等を想定し

評定 
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続きを進めた。 

「施設及び設備に関する計画」については、施設及び設備の効率的な維持・整備

に加え、安全対策の強化及び研究開発環境の維持のため、つくばセンターの電力

関連設備の改修工事及び九州センターの倉庫等の解体を実施した。 

た事業継続計画対応訓

練の実施など、その他業

務運営に関する重要事

項に関して、目標の水準

に達したことなどを総

合的に判断して、自己評

価を「Ｂ」とした。 

＜課題と対応＞ 

産総研の価値の最大化

のためには、国内外から

の優秀で多様な人材の

拡充が重要であり、その

ための採用形態の効率

的な運用が引き続き必

要になると考えている。

また、組織全体のパフォ

ーマンス向上のために、

個々の研究職員の能力

発揮のための体制整備

が重要と考えている。 

また、産総研の社会的

な信頼性の維持・向上等

のため、厳格なリスク管

理と、役職員等一人ひと

りのコンプライアンス

意識の更なる向上が重

要であり、改革意識の向

上、改善活動などの取組

を継続的に実施する必

要があると考えている。 

 １．人事に関す

る事項 

研究開発成果

の最大化及び

効果的かつ効

率的な業務実

施のため、多く

の優れた研究

者が自由な発

１．人事に関する事

項 

第５期においては、

研究開発の成果の

最大化その他の業

務の質の向上のた

め、研究職員を国内

外から広く公募し、

産総研のミッショ

１．人事に関する事項 

・令和３年度において

は、国内外から優秀で

多様な人材を採用する

ため、従来のパーマネ

ント型研究員（修士型

を含む。）、テニュアト

ラック型任期付研究員

a) 論文数等の研究業績とともに研究課題設定の独創性や新規性に加えて、成果の

インパクト等の先見性や創造志向等に関する能力を採用基準として導入し、産総

研の研究品質の向上及び研究プレゼンス拡大に貢献する研究者を「突出人材」と

して 2名採用（内定）した。また、若手研究職員が、任期を気にすることなく安心

してよりチャレンジングな研究に専念でき、かつ社会実装に向けた研究にも積極

的に参画できる体制を整え、更なる優秀な人材を確保するため、令和 3 年度末を

もって「博士型任期付研究員」制度を廃止した。さらに、事務職総合職において、

人数の少ない一定の年齢層を対象に中途採用を行い、パーマネント型で 12 名採用

（内定）、引き続き、主たる勤務地を特定の地域センターとした公募も実施した。 

目標の水準以上に達成

している。 

令和 3年度は「産総研

マネジメントポリシー」

に基づき、「突出研究人

材」の獲得や、事務職総

合職の中途採用、360 度

観察の適用拡大、評価者

研修や連携人材育成研

修、各分野の人材育成の
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想の下で研究

に打ち込める

研究所である

ことが理想で

あることを認

識し、若手、女

性、外国人研究

者、学界や産業

界からの人材

等、多様で優秀

な人材を積極

的に確保する

とともに、特に

若手研究者が、

中長期的な成

果を志向した

研究に取り組

めるよう、採用

や人事評価等

においては、短

期的・定量的な

評価に限定せ

ず、挑戦的な研

究テーマの構

想力や産総研

内外との連携

構築能力など

も勘案する。 

他方で、研究

成果の見える

化を図り、研究

者の適性を見

極め、研究実施

に限らない各

種エキスパー

ト職への登用

も含めたキャ

リアパスの見

直しを進める。 

さらに、クロ

スアポイント

メントや兼業、

ンに継続的に取組

む人材、特定の研究

課題に一定期間取

組む優れた業績を

有する人材、計量標

準・地質調査等の基

盤的研究を推進す

るための人材等を

採用する。その際の

採用形態として、パ

ーマネント型研究

員（修士型含む。）、

任期終了後にパー

マネント化審査を

受けることが可能

なテニュアトラッ

ク型任期付研究員、

及びプロジェクト

型任期付研究員（年

俸制含む。）を柔軟

かつ効果的に運用

することにより、多

様で優秀な人材を

積極的に採用する。 

また、産総研全体

のパフォーマンス

の最大化と、個々の

研究職員が能力を

発揮して働き甲斐

を高めることを目

的として、一定の年

齢に達した研究職

員の「適性の見極

め」を実施する。そ

の際、従来の研究業

務に限らない各種

エキスパート職へ

の登用も含めたキ

ャリアパスの見直

しを進めるととも

に、各種エキスパー

ト職を目指す者に

（任期終了後にパーマ

ネント化審査を受ける

ことが可能）及びプロ

ジェクト型任期付研究

員（年俸制を含む。）の

採用形態を効果的に運

用するとともに、研究

業績とともに独創性、

先見性及び創造志向等

に関する採用基準を導

入し、トップサイエン

ティストとして産総研

の研究プレゼンス向上

に貢献する研究者の採

用を行う。また、事務職

員のうち総合職におい

て、人数の少ない一定

の年齢層を早急に獲得

するため、総合職の枠

内においてパーマネン

ト型の中途採用を開始

するとともに、引き続

き、主たる勤務地を特

定の地域センターとし

た公募を実施する。 

・組織全体のパフォー

マンスの最大化と、

個々の研究職員が能力

を発揮し、働き甲斐を

高めることを目的に、

一定の年齢に達した研

究職員一人一人の適性

を見極めるための「キ

ャリアゲート」を引き

続き実施するととも

に、研究職員の目指す

べきキャリアパス（研

究実施、組織運営、研究

連携支援）の職制に応

じた能力を評価する能

力評価を導入し適材適

所の見極めを徹底す

b) 令和 2年度に引き続き「キャリアゲート」を適切に実施し、令和 3年度は 7 名

の研究職員についてキャリアチェンジを行い、組織全体のパフォーマンス向上を

図った。また、研究職員の目指すべきキャリアパスの職制に応じた能力をより適

切に評価するため、評価者研修を実施し、評価者と被評価者のコミュニケーショ

ンを密にし、職員の業務遂行能力の向上及び適材適所の見極めの徹底を図るとと

もに、連携人材を育成するための連携人材育成研修等、各分野の人材育成のため

の専門研修を実施した。 

c) 令和 3年度は、新規に 7件のクロスアポイントメント協定の締結を行い、大学

法人及び民間企業との間の受入者・出向者は総勢 48 名となった（令和 4年 3月 31

日現在）。また、リサーチアシスタント制度を引き続き活用し、令和 3年度 430 名

（令和 4年 3月末時点）の採用実績となった。さらに、兼業については、令和 3年

度 1,059 件（令和 4 年 3 月末時点）の実績となり、優れた研究人材の循環を促進

した。 

d) 優秀な大学院生が産総研での研究活動に専念しながら学位を取得できる産総

研リサーチアシスタント制度を引き続き活用し、令和 3 年度は 430 名（令和 4 年

3月末時点）の優れた大学院生が産総研の研究開発業務に従事した。令和 2年度よ

り減少したものの、社会情勢を踏まえて十分な数を雇用した。大学院での講義や

研究活動等のため産総研に長期滞在が困難な学生についても、大学の事情に応じ

た雇用が可能となるよう、年間の雇用日数と月あたりの勤務日数を柔軟に設定可

能とする運用を継続実施した。また、リサーチアシスタントが産総研で実施して

いる研究開発プロジェクトに参画することで、研究現場の活性化と一層の研究成

果（学会・論文発表等）の創出につながった。 

e) 連携活動に必要な専門知識の獲得や企業等とのネットワーク構築を前提とす

る戦略的な研究企画・連携案件のプロデュース業務に専門的に従事させる「連携

主査」として、令和 3 年度に新たに事務職員 2 名を領域研究戦略部へ配置し、連

携推進人材やプロジェクト推進人材の育成を進めた。 

f) 多面観察（360 度観察）について、ユニット長クラスの管理職のほか、ライン

でない管理職（総括研究主幹等）、室長代理・グループ長等の非管理職まで幅広く

被評価者を拡大して実施し、得られた評点とコメントを集約して被評価者へフィ

ードバックを行い、各自のマネジメントスタイルへの振り返りと、マネジメント

力向上への意識を高めるための材料として活用させた。また、本部組織等の管理

職を対象としたマネジメントに必要な知識を身につける組織マネジメント人材研

修を実施した。さらに、ナショナル・イノベーション・エコシステムの中核機能の

強化に向けて、職員一人ひとりが、様々な困難や変化に対して自ら枠を超えて行

動を起こし新たな価値を生み出していくこと（アントレプレナーシップの発揮）

を目的とした、「アントレプレナーシップ研修」を実施した。 

g) 令和 2年度に策定した「産総研人材マネジメントポリシー」に基づき、人事配

ための専門研修等の研

修体系の強化を行うな

ど、採用・育成・配置・

評価等の人事政策につ

いて、具体的な取り組み

を強力に推進した。ま

た、クロスアポイントメ

ント制度、兼業、リサー

チアシスタント制度等

を積極的に活用し、より

多くの優れた研究人材

の循環を促進した。 

〈リサーチアシスタン

ト採用実績〉

令和元年度 ：（修士）269

名、（博士）140名 計409

名 

令和 2年度 ：（修士）277

名、（博士）188名 計465

名 

令和 3年度 ：（修士）

254名、（博士）176名 計

430 名 
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混合給与、年俸

制、博士課程等

の大学院生を

雇用するリサ

ーチアシスタ

ント（RA）など

を活用し、他組

織との人的連

携や人材流動

化を促進する。 

事務職も登

用先を広げ、研

究企画、IC な

どにも積極的

に登用し、研

究・産学連携の

プロデュース

およびマネジ

メントを行え

る人材を育て

る。 

併せて、研究

職・事務職に関

わりなく 360 

度観察などを

取り入れた上

で、役員を筆頭

としたマネジ

メント層及び

その候補者、研

究マネジメン

トを行う人材

の育成・研修シ

ステムの見直

しを行う。 

なお、人材確

保・育成につい

ては、「科学技

術・イノベーシ

ョン創出の活

性化に関する

法律」第 24 条

対しては、専門スキ

ル等を習得するた

めの研修受講等、必

要なフォローアッ

プを行う。 

さらに、卓越した

人材がそれぞれの

組織で活躍するク

ロスアポイントメ

ント（混合給与）や

兼業、優れた研究開

発能力を有する大

学院生を雇用して

社会ニーズの高い

研究開発プロジェ

クト等に参画させ

るリサーチアシス

タント（RA）等の人

事制度を活用し、大

学や公的機関、民間

企業等との間でイ

ノベーションの鍵

となる優れた研究

人材の循環を促進

する。 

加えて、研究体制

の複雑化等に伴い、

重要性を増してい

る研究企画業務や

イノベーションコ

ーディネータ（IC）

業務等にも事務職

員を積極的に登用

し、研究・産学連携

のプロデュース及

びマネジメントが

行える専門的な人

材に育成する。 

併せて、研究職

員・事務職員に関わ

りなく新たに 360

度観察等を取り入

る。また、「産総研人材

マネジメントポリシ

ー」と整合した、それぞ

れの分野に求められる

スキル等の専門研修を

実施する等、キャリア

チェンジ後のフォロー

アップにも十分な対策

を講じる。 

・令和３年度において

は、優れた研究人材の

異なる組織間での循環

を促進することによ

り、イノベーション創

出に貢献すべく、クロ

スアポイントメント

（混合給与）、兼業、リ

サーチアシスタント

（RA）等の人事制度を

引き続き積極的に活用

し、卓越した人材が大

学、公的研究機関、企業

等の組織の壁を超えて

複数の組織において活

躍できるよう取組を進

める。 

・特に RA については、

国の取組状況等に応じ

て、産総研全体での受

入れ増を目指す。 

・令和３年度において

は、事務職員を連携推

進人材やプロジェクト

推進人材へと育成する

ため、策定した「産総研

人材マネジメントポリ

シー」に従い、専門人材

として、領域研究戦略

部、イノベーション推

進本部等に配置し、プ

ロジェクトマネジメン

トの支援を担当させる

置については評価者研修等を実施するなどして、適材適所の徹底に向けた取組み

を実施したほか、キャリアゲート、能力評価制度、多面観察、契約職員報奨金制度

等を適切かつ効果的に実施し、その取組みを総合的に推進した。また、育児・介護

等で時間制約のある研究職員に対し、研究実施に必要な時間を確保するための補

助員雇用支援を行った。さらに、女性管理職登用について現状の 6.7%（令和 3 年

4月 1日時点）を見直し、第 5期終了時点で 12%達成を目標として、職員に対しキ

ャリア形成や意欲の向上に資するコミュニケーション等を学ぶためのセミナー等

を開催したほか、テレワーク制度および配偶者同行休業制度、出生サポート休暇、

ワクチン休暇等、働き方改革に基づく特別休暇制度、契約職員の特別休暇の有給

化等について、令和 4年度導入に向けて検討を行った。 
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に基づき策定

された「人材活

用等に関する

方針」に基づい

て取組を進め

る。 

れるとともに、役員

を筆頭とした研究

所経営を担うマネ

ジメント層及びそ

の候補者並びに研

究業務とマネジメ

ント業務の双方に

通じ、研究組織をプ

ロデュース等して

新しい価値を生み

出す研究マネジメ

ントを行う人材の

育成・研修システム

の見直しを行う。 

なお、人材確保・

育成については、

「科学技術・イノベ

ーション創出の活

性化に関する法律」

（平成 20 年法律第

63 号）第 24 条に基

づき、ダイバーシテ

ィ推進、ワーク・ラ

イフ・バランス推進

を含めた「人材活用

等に関する方針」を

定めて取り組む。 

ほか、企業等外部機関

へ積極的に出向させ、

産学連携のプロデュー

ス及びマネジメントに

必要な知識や経験を獲

得させる。 

・令和２年度において

試行的に実施した 360

度観察について、所要

の見直し（横組織や斜

め組織への展開・連携

及び職場アンケート結

果の活用等）を行い、全

所的に本格運用を開始

する。また、将来、研究

所経営を担うマネジメ

ント層の候補者及び研

究業務とマネジメント

業務の双方に通じ、研

究組織をプロデュース

等して新しい価値を生

み出す研究マネジメン

トを行う人材の育成・

研修体系の見直しを行

う。 

・「人材活用等に関する

方針」に基づく人材確

保・育成として、令和２

年度に策定した「産総

研人材マネジメントポ

リシー」を適切に実施

及び運用を行う。特に、

人事配置については職

員の職種や所属組織の

壁を取り払い、適材適

所を徹底する。 
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 ２．業務運営全

般の適正性確

保及びコンプ

ライアンスの

推進 

産総研が、その

力を十分発揮

し、ミッション

を遂行するに

当たっては、業

務全般の一層

の適正性確保

も必要かつ重

要である。この

ため、業務が適

正に執行され

るよう、業務執

行ルールの不

断の見直しに

加え、当該ルー

ルの周知徹底

等を行い、厳正

かつ着実にコ

ンプライアン

スを確保する。 

２．業務運営全般の

適正性確保及びコ

ンプライアンスの

推進 

業務運営全般の適

正性が確保されて

いることは、産総研

がミッションを遂

行するうえでの大

前提である。業務の

適正な執行に向け

て、法令や国の指針

等を踏まえ、業務執

行ルールの不断の

見直しを行うとと

もに、当該ルールの

内容について、説明

会、研修及び所内イ

ントラでの案内等

により、職員に周知

徹底する。 

また、厳正かつ着

実なコンプライア

ンス推進のため、職

員のコンプライア

ンス意識を高める

べく、所要の職員研

修や啓発活動等を

引き続き実施する。 

業務の適正性を検

証するため、内部監

査担当部署等によ

る計画的な監査等

を実施する。 

コンプライアンス

上のリスク事案が

発生した場合には、

定期的に開催する

コンプライアンス

推進委員会に迅速

２．業務運営全般の適

正性確保及びコンプラ

イアンスの推進

・適正な業務の執行を

確保するため、法令や

国の指針等を踏まえた

業務執行ルールの不断

の見直しを行うととも

に、各組織の運営方針

または研修やポスター

等の普及啓発活動を通

じて、職員に適時、周知

徹底する。 

・特定の階層等を対象

とした研修、全職員を

対象とした職員等基礎

研修（e−ラーニング研

修）及び顧問弁護士に

よる研究者向けの研修

等による職員等教育

や、普及啓発活動を継

続して実施する。併せ

て、令和２年度から実

施期間を拡大した「コ

ンプライアンス推進月

間」を令和３年度も継

続し、組織一体で強力

にコンプライアンスの

推進を図る。 

・業務の適正性を検証

するため、研究推進組

織、本部組織、事業組織

及び特別の組織並びに

それらの内部組織を対

象に包括的な監査を効

率的かつ効果的に実施

する。 

・コンプライアンス推

進委員会を定期的に開

a) 業務の適正な執行のために、見直しが行われた業務執行ルール等について、ポ

スター等により適切な時機に広く職員等に周知を行った。また、各種研修におい

て、業務執行ルールが適正に執行されずに発生したリスク事例等を紹介すること

により、注意喚起を行うとともに、再発防止を促した。 

b) 職員等のコンプライアンス意識を高めるために、e−ラーニング及び階層別・分

野別研修において、コンプライアンスに関する講義を実施した。特に階層別・分野

別研修については、新たに作成した学習動画を事前に視聴したうえで、研修当日

は外部専門家がケーススタディ中心の講義を行うことにより、より効率的・効果

的な講義内容とした。また、例年、コンプライアンス推進月間に産総研を含む国立

研究開発法人協議会（以下「国研協」という。）参加法人の幹部職員・コンプライ

アンス担当職員を対象として実施している特別研修について、令和 3 年度は研究

不正と研究倫理を中心とした研究現場にも配慮した講義内容とするとともに、同

参加法人の研究職員も対象として、受講者を令和 2 年度比 3.5 倍の約 400 名まで

拡大して実施した。さらに、令和 2 年度に導入した顧問弁護士による研究者向け

の研修を継続して開催し、雇用関係のトラブル防止と対応やハラスメント防止に

焦点を当て事例等を紹介しながら、研究遂行上備えておくべき視点を養成した。 

c) 研究所の経営活動全般にわたる制度及び業務の執行状況を監査し、改善及び合

理化への助言、勧告等を行うことにより、その公正かつ効率的な執行を確保する

ことを目的として、令和 4 年度までの 3 年間で全組織を概ね一巡することを目指

している。令和 3年度においては、37 組織を対象とした内部監査を実施した。 

 内部監査で確認された発見事項を毎週開催されるコンプライアンス推進委員会

へ報告することにより、委員会への速やかな情報共有と委員会からの指示に対応

した。併せて、被監査部署等における軽微な発見事項についても速やかに改善を

促すことで、早期からのリスク発生の低減につなげた。 

d) 「コンプライアンス推進委員会」を毎週開催し、所内で発生したリスク事案を

迅速に報告して対応方針を決定し、関係部署に対して、再発防止策の策定や外部

の関係先への対応等について具体的な指示を出すことにより、リスク事案の解決

にむけて、顧問弁護士とも連携しつつ迅速かつ適切に対応した。令和 2 年度に研

究職員が被験者実験中の不適切な行為により逮捕された事案についても、関係す

る実験のルール運用の厳格化を図る等、適切に対応した。 

目標の水準を満たして

いる。 

各項目について所期

の計画を確実に実行す

るとともに、業務運営上

の課題に対する法的支

援の強化とコンプライ

アンス意識向上のため

の普及啓発の点におい

て、着実に成果を上げ

た。具体的には、階層別・

分野別研修について、よ

り効率的・効果的な講義

内容としたことに加え、

国研協コンプライアン

ス専門部会の部会長及

び事務局として、産総研

の研修に参加法人の研

究職員の参加を受け付

ける等、国研協のコンプ

ライアンス推進の牽引

役として貢献した。 
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に報告し、理事長の

責任の下、適切な解

決を図るとともに、

有効な再発防止策

を講じる。 

催し、リスク事案の対

応方針を決定のうえ、

顧問弁護士と連携しつ

つ、発生現場に対し具

体的な指示を行い、早

期に適切な解決に努め

る。また、発生要因等の

分析結果を踏まえ、必

要に応じて、全所的に

有効な再発防止策を講

ずる。 

 ３．情報セキュ

リティ対策等

の徹底による

研究情報の保

護 

第４期中長期

目標期間中に

発生した不正

アクセス事案

を踏まえ、情報

システム及び

重要情報にお

ける情報セキ

ュリティの確

保のための対

策を徹底する。

また、重要情報 

の特定及び管

理を徹底する。

さらに、震災等

の災害時への

対策を確実に

行うことによ

り、業務の安全

性、信頼性を確

保する。 

３．情報セキュリテ

ィ対策等の徹底に

よる研究情報の保

護 

第４期中長期目標

期間中に発生した

不正アクセス事案

を踏まえ、情報シス

テム及び重要情報

における情報セキ

ュリティの確保の

ための対策と、重要

情報の特定及び管

理を徹底する。具体

的には、産総研ネッ

トワークの細分化

等による強固なセ

キュリティ対策を

講ずるとともに、サ

イバー攻撃や不審

通信を監視する体

制を整え、不正アク

セス等を防止する。 

さらに、震災等の

災害時に備え、重要

システムのバック

アップシステムを

地域センター等に

３．情報セキュリティ

対策等の徹底による研

究情報の保護 

・不正なアクセス事案

の再発防止策のため、

令和２年度までに整備

したセキュリティ対策

及び監視体制を適切に

運用し、必要に応じて

対策の強化や改善を行

う。 

・技術情報管理を徹底

するため情報セキュリ

ティ監査について監査

項目の対象を見直し、

記憶媒体を始めとする

情報端末の管理体制を

強化する。 

・災害時を想定して地

域センター等に設置し

たバックアップ機能の

維持や訓練の実施等に

より、有事に備えた対

応を行う。 

a) 今後の研究データ等の保護強化と利便性向上も見据え、従来の「扱う情報の機

密性レベルによらず、一律にポリシーが適用される組織単位」のネットワークに

加え、各データの機密性レベルや求められるアクセス制限に応じた、新たな区分

のネットワークの提供を開始した。また、端末管理ソフトウェアに加え、端末やサ

ーバ装置（エンドポイント）の活動を監視し、不正プログラム等の検知や対処を行

う EDR（Endpoint Detection And Response）ソフトウェアの導入を行い、高度な

診断と迅速な対応を行うことが可能な仕組みを構築し、利便性を向上しつつセキ

ュリティを維持する改善を実施した。 

b) 技術情報管理の徹底に向けて令和 2年度導入した「USB メモリの原則使用禁止」

について、情報セキュリティ監査項目に「USB メモリの取扱い」を追加し、各ユニ

ットでの管理状況を確認した。加えて、産総研端末の持出・持込状況や外部記憶媒

体の取扱いについても確認を行った。 

c) 有事にインフラシステムを早急に復旧するための事業継続計画対応訓練（イン

シデント対応訓練、机上訓練）を実施した。これに加え、不正アクセス事案を踏ま

え、大規模なセキュリティインシデント発生時を想定した事業継続計画対応訓練

も実施し、復旧における体制や手順の確認を実施した。また、令和 3 年度より感

染症の流行により運用担当者や運用支援事業者の不足やリモート操作に応じた対

策についても対象に含めて訓練を行った。 

目標の水準を満たして

いる。 

 新たなネットワーク

の提供、端末及びサーバ

装置の監視強化を実施

し、令和 2年度よりセキ

ュアな環境を構築した。

加えて、情報セキュリテ

ィ監査により、技術情報

管理を徹底した。また、

大規模なセキュリティ

インシデント発生時や

感染症の流行時を想定

した事業継続計画対応

訓練を実施した。 
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設置し運用する等

の対策を行い、これ

により業務の安全

性、信頼性を確保す

る。 

 ４．情報公開の

推進等 

適正な業務運

営及び国民か

らの信頼を確

保するため、適

切かつ積極的

に情報の公開

を行うととも

に、個人情報の

適切な保護を

図る取組を推

進する。具体的

には、「独立行

政法人等の保

有する情報の

公開に関する

法律」（平成 13 

年 12 月 5 日

法律第 140 号）

及び「独立行政

法人等の保有

する個人情報

の保護に関す

る法律」（平成

15 年 5 月 30 

日 法 律 第 59 

号）に基づき、

適切に対応す

るとともに、職

員への周知徹

底を行う。 

４．情報公開の推進

等 

適正な業務運営及

び国民からの信頼

を確保するため、法

令等に基づく開示

請求対応及び情報

公開を適切かつ積

極的に実施すると

ともに、個人情報の

適切な保護を図る

取組を推進する。 

具体的には、「独

立行政法人等の保

有する情報の公開

に関する法律」（平

成 13 年法律第 140

号）及び「独立行政

法人等の保有する

個人情報の保護に

関する法律」（平成

15 年法律第 59 号）

に基づき、適切に対

応するとともに、職

員への周知徹底を

行う。 

４．情報公開の推進等 

・法令等に基づく開示

請求対応及び情報公開

を適切かつ円滑に実施

する。また、情報公開請

求の対象となる法人文

書の適切な管理のた

め、部門等に対する点

検等を効率的かつ効果

的に実施する。 

・個人情報の適切な管

理のため、部門等に対

する点検等及び監査を

効率的かつ効果的に実

施する。また、職員の理

解増進を図るため周知

徹底を行う。 

a) 情報公開法に基づく法人文書の開示請求 2件（令和 3年 7月 30 日付、10 月 21

日付）に対応し、すべての案件について期限内に適切に開示決定等を実施した。 

業務運営の透明性を向上させる観点から、すべての産総研規程類（93 件（令和

4 年 3 月現在））を公式ホームページで公開するとともに、規程類の制定・改正の

都度、速やかに公開した。 

 情報公開請求の対象となる法人文書の適切な管理の推進については、実効的な

点検を実施した。 

 具体的な取組として、各部署における管理状況の自主点検シートを活用すると

ともに、現場調査（6部署（例年 5～7部署））を実施した。文書管理のライフサイ

クルに沿うよう助言等を行い、紛失や誤廃棄のリスク管理対策及び業務効率化に

つなげた。 

 「行政文書の電子的管理についての基本的な方針（平成 31 年 3 月 25 日内閣総

理大臣決定）」に基づき「法人文書管理マニュアル」の中で電子メールの取扱いに

ついて等の一部改訂を行い、令和 3 年 4 月 8 日にイントラネットで法人文書に関

する基本的な考え方を職員等に再周知した。 

 法人文書の適切な管理について、職員等の認識と理解深めるため、全職員等を

対象に e-ラーニングによる研修を実施した。（受講率：約 98%（令和 4 年 3 月現

在）） 

b) 個人情報の適切な管理に資するため、点検、監査を効率的に実施した。

具体的には、各部署において管理状況の自主点検（108 部署、令和 3 年 5 月 18 日

～6 月 18 日）を行うととともに、書面及び現場調査を対象部署の拡充及び事務効

率化のため、情報セキュリティ監査と合わせた統合監査として実施した（書面監

査 157 部署、令和 3 年 6 月 21 日～8 月 6 日、実地監査 23 部署、令和 3 年 9 月 13

日～10 月 27 日）。また、民間事業者対象の個人情報保護法、国の行政機関対象の

行政機関個人情報保護法、独法等対象の独法等個人情報保護法の 3 本を 1 本に統

合された個人情報保護法の改正に伴い個人情報保護規程の改正（令和 4 年 4 月 1

日施行）を行った。 

令和 3 年 10 月 26 日に発生した個人情報（メールアドレス）の流出事故を受け

再発防止の一つとして「個人情報漏えいに関する緊急事態対応・再発防止マニュ

アル」1.2 版（令和 3年 11 月 17 日付）を作成するとともに、e-ラーニングの内容

を改正し、外部の複数者に一斉メール送信際の具体的なチェック方法を明示し、

個人情報流出の未然防止を徹底した。また、企画運営合同会議（令和 3 年 11 月 9

日）、業務部室長会議（令和 3 年 11 月 10 日）、地域センター・つくばセンター事

業所長合同会議（令和 3年 11 月 18 日）、第 30 回執行会議（令和 3年 12 月 10 日）

で周知し、イントラネットのトップページに常時掲載した。併せて、全職員等を対

目標の水準を満たして

いる 

 情報公開請求の対象

となる法人文書の適切

な管理のため、個人情報

の適切な管理を行うべ

く部門等に対する点検

等において自主点検シ

ートを活用することで

効率的かつ効果的に実

施した。また、個人情報

保護法改正に伴い個人

情報保護規程の改正（令

和 4年 4月 1日施行）を

行った。 

個人情報の流出事故

を受けて、再発防止のた

め指針となる「個人情報

漏えいに関する緊急事

態対応・再発防止マニュ

アル」1.2 版（令和 3 年

11 月 17 日付）を作成す

るとともに、e-ラーニン

グの内容を改正した。ま

た、企画運営合同会議等

の会議体やイントラに

て繰り返し所内周知を

行い、徹底を図った。 
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象に e-ラーニングによる研修の再受講を促した。(受講率：約 98%（令和 4年 3 月

現在）) 

 ５．長期的な視

点での産総研

各拠点の運営

検討 

産総研が世界

トップレベル

の研究機関と

して、社会課題

の解決、経済成

長・産業競争力

の強化に貢献

するイノベー

ションを創出

するため、つく

ばセンター、臨

海副都心セン

ター、柏センタ

ー、福島再生可

能エネルギー

研究所、各地域

センターの最

適な拠点の配

置や運営につ

いて、長期的な

視点で第５期

中長期期間中

に検討を行う。 

５．長期的な視点で

の産総研各拠点の

運営検討 

産総研が世界トッ

プレベルの研究機

関として、社会課題

の解決、経済成長・

産業競争力の強化

に貢献するイノベ

ーションを創出す

るため、つくばセン

ター、臨海副都心セ

ンター、柏センタ

ー、福島再生可能エ

ネルギー研究所、各

地域センターの最

適な拠点の配置や

運営について、産総

研の各拠点は世界

最高水準の研究開

発を行う研究開発

拠点であることを

十分考慮し、長期的

な視点で第５期中

長期目標期間中に

検討を行う。 

５．長期的な視点での

産総研各拠点の運営検

討 

・産総研が世界トップ

レベルの研究機関とし

て、社会課題の解決、経

済成長・産業競争力の

強化に貢献するイノベ

ーションを創出するた

め、つくばセンター、臨

海副都心センター、柏

センター、FREA、各地域

センターの最適な拠点

の運営について、引き

続き、長期的な視点で

検討を行う。 

a) 「統合イノベーション戦略 2020」において政府戦略を策定することとされてい

るマテリアル分野に関する新たな研究拠点として、原料から製品に至るまでの製

造プロセスデータの収集、改善、分析を行うオープンイノベーション拠点（マテリ

アル・プロセスイノベーションプラットフォーム）を、材料・化学研究領域の研究

ユニットが配置している、つくばセンター（触媒化学融合研究センター）、中部セ

ンターおよび中国センターに設置、同拠点の稼働に向けて施設・設備の整備を進

めるとともに、関連学会等での拠点機能紹介を開始した。また、各地域センターの

最適な拠点の配置や運営について、長期的な視点での検討を進め、令和 3 年度補

正予算「地域イノベーション創出連携拠点整備」により、地域イノベーション促進

のため、地域中小企業等のニーズに応えられるよう、地域センターの強みを活か

しつつ、地域の大学や公設試等とも連携し、試作・評価プラットフォーム機能の強

化を進めた。令和 3 年度は、北陸地方に拠点を新設する準備を開始したほか、四

国センター、東北センター、北海道センター、中国センターにおいて、地域の中小

企業等の製品・サービスの開発ニーズの把握から研究開発・試作・評価までのサー

ビスをセットで提供するための設備・施設導入手続きを進めた。 

 併せて、地域センター所長および研究戦略部長等による地域拠点戦略会議を定

期的に（11 回/年）開催し、同会議の議論に基づき、地域センターがフロントを担

う所内事業として地域イノベーション推進事業を開始した。同事業の方向性を、

地域に存在する強い企業（企業群）と連携して地域経済を活性化させる、地域に顕

在化する社会課題に対する解決のための実証場として活用する、2つの方向性に定

め、地域センター7課題、全地域センターを対象にした 2課題を採択した。 

環境変化に対応した最適な拠点運営のため、連携活動の促進のため設けている

連携サイト（全 5か所）の利用状況精査し、web 会議や貸し会議室の利活用によっ

て機能代替が可能であると判断した「九州福岡サイト」を令和 3 年度末で廃止す

ることを決定した。 

目標の水準を満たして

いる。 

 原料から製品に至る

までの製造プロセスデ

ータの収集、改善、分析

を行うオープンイノベ

ーション拠点（マテリア

ル・プロセスイノベーシ

ョンプラットフォーム）

を設置、同拠点の稼働に

向けて施設・設備の整備

を進めるとともに、関連

学会等での拠点機能紹

介を開始した。 

 令和 3 年度補正予算

「地域イノベーション

創出連携拠点整備」によ

り、地域の中小企業等の

製品・サービスの開発ニ

ーズの把握から研究開

発・試作・評価までのサ

ービスをセットで提供

するための設備・施設の

導入を進めた。 

所内会議（地域拠点戦

略会議）の議論に基づ

き、地域センターがフロ

ントを担う地域イノベ

ーション推進事業を開

始した。 

６．施設及び設備に

関する計画 

下表に基づき、施設

及び設備の効率的

かつ効果的な維持・

整備を行う。また、

老朽化によって不

・施設及び設備の効率

的な維持・整備のため、

つくばセンター2-2 棟、

2-3 棟等の電力関連設

備の改修を行う。 

a) 令和 3年度当初予算の施設整備費補助金により、つくばセンターの電力関連設

備の改修工事を 6 棟実施した。また、老朽化によって不要となった九州センター

の倉庫等の解体を実施した。 

目標の水準を満たして

いる。 

 年度計画通りに業務

を実施した。 

つくばセンターの電

力関連設備の改修工事

及び九州センターの倉

庫等の解体を実施し、施
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要となった施設等

について、閉鎖・解

体を計画的に進め

る。 

エネルギー効率

の高い機器を積極

的に導入するとと

もに、安全にも配慮

して整備を進める。 

（表省略） 

設及び設備の効率的な

維持・整備に加え、安全

対策の強化及び研究開

発環境の維持を図った。 

４．その他参考情報

通則法 28 条の 4の規定に基づく評価結果の反映状況 

評価結果 令和３年度の対応状況 

 キャリアパス構築に向けた採用・育成・配置・評価等の実施などにおいては、より柔軟な制度

設計を行っていくこと。

 産総研の人材マネジメントに関して、グローバルの観点からの人材の流動化施策も検討するこ

と。

 評価に関しては必ずしも報奨金によりモチベーションが維持・向上されるわけではないため、

若い職員を含めヒアリングを行い、多様な職員のモチベーションが向上される方針を検討する

こと。

 国立研究開発法人として、橋渡し研究などで出口戦略を実行するのと同時に将来に向けた基礎

研究に取り組むこと。

 令和 3年度から人材マネジメントポリシーに基づいた研修体系とし、入所 10 年目の研究職員及び

事務職員が共にキャリアを考える研修の新設、法務人材、連携人材の育成のための専門研修につい

て対象者を職種の制限なく幅広く募るなど、職種の壁を取り払った柔軟な育成を行うとともに、能

力評価により、多様なキャリアパスの職制に応じた個々の能力を的確に判断し、適材適所な人材活

用及び人材育成を図った。

 海外派遣型マーケティング人材育成事業により、事務職員 1 名の CNRS（仏）への派遣を決定した

（派遣時期は令和 4 年 5 月）ほか、独立行政法人日本貿易振興機構への出向者が同機構の海外事

務所への赴任により日本企業の欧州でのビジネス展開支援や現地のスタートアップ企業のインバ

ウンド支援を行うことなどをモデルとして、海外機関や海外企業との人的ネットワークの拡大に

よるグローバル人材の育成と将来的な人材の流動化施策検討に着手した。 

 全所的な職員のエンゲージメントの向上に向け、エンゲージメントアンケートを実施し、執行会

議、理事会へ報告を行い、今後の方針について検討を開始した。また、全所的な契約職員のエンゲ

ージメントの向上、各地域の周辺状況を踏まえた人材獲得競争力の確保のため、産総研各センター

所在地及び周辺地域のアルバイト・パート募集時平均時給等の実態調査を実施し、必要な措置の検

討を開始した。

 社会課題解決研究および橋渡し研究などの出口を見据えた研究に加え、将来の国の技術基盤シー

ズとなりうる萌芽的基礎研究にも重点を置いて取り組んだ。具体的には、新しいシーズを継続的に

産み出す投資として、各領域で基礎・基盤研究を奨励する予算制度等を設置し、研究テーマの公

募・採択を行い、継続的に支援した。




